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表－１　日本の地震被害 （阪神淡路大震災以前の100年間）

発 生 年 地 震 名 規模 (M) 被　害　状　況

明治 24 年
（1891） 濃 尾 地 震 8.0 死者7,273人　家屋全壊14万余　半壊8万余

明治 27 年
（1894） 庄 内 地 震 7.0 死者726人　家屋全壊3,858　半壊2,397

家屋焼失2,148

明治 29 年
（1896） 三 陸 地 震 津 波 8 ¼ 死者21,959人　家屋流出・全半壊1万以上

船の被害 約7千

大正 12 年
（1923） 関 東 大 震 災 7.9 死者・不明者10万5千余　家屋全壊10万9千余

半壊10万2千余　家屋焼失21万2千余　火災被害大　

大正 14 年
（1925） 但 馬 地 震 6.8 死者428人　家屋全壊1,295　家屋焼失2,180

昭和 2年
（1927） 北 丹 後 地 震 7.3 死者2,925人　家屋全壊12,584

昭和 5年
（1930） 北 伊 豆 地 震 7.3 死者272人　家屋全壊2,165

昭和 8年
（1933） 三 陸 沖 地 震 8.1 死者・不明者3,064人　家屋流失4,034　倒壊1,817　

浸水4,018　　三陸沿岸で津波

昭和 18 年
（1943） 鳥 取 地 震 7.2 死者1,083人　家屋全壊7,485　半壊6,158

昭和 19 年
（1944） 東 南 海 地 震 7.9 死者・不明者1,223人　家屋全壊17,599　半壊36,520

家屋流失3,129　津波発生

昭和 20 年
（1945） 三 河 地 震 6.8 死者2,306人　家屋全壊7,221　半壊16,555

非住居全壊9,187

昭和 21 年
（1946） 南 海 地 震 8.0 死者1,330人　家屋全壊11,591　半壊23,487

家屋流失1,451　家屋焼失2,598　津波発生

昭和 23 年
（1948） 福 井 地 震 7.1 死者3,769人　家屋全壊36,184　半壊11,816

家屋焼失3,851

昭和 58 年
（1983） 日本海中部地震 7.7 死者104人　家屋全壊934　半壊2,115

家屋流失52　津波発生

平成 7年
（1995） 阪神淡路大震災 7.3 死者6,434人　不明者3人　家屋全壊104,906

半壊144,274　全半焼7,132

※「理科年表 平成 21 年版」より、死者 100 人を超える地震を対象に作成。
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１．耐震補強工事の必要性

日本は「地震国」と言われ、地球上で起きる
地震の約1割が日本周辺で発生している。
阪神淡路大震災以前の過去100年間の地震被
害を見ると、死者100人を超える大地震はおよ
そ7年に1回の割合で起きている（表－１）。
平成7年（1995年）に発生した阪神淡路大震

災より14年が過ぎ、この間に100人以上の死者
を出す地震は起きていないが、それ以後も大小 
の地震は頻発している。
死者が100人を超すほどの地震こそ起きてい
ないが、地震被害は地域・季節・時間帯などの
要素も加味して考えなければならない。
例えば平成12年（2000年）の鳥取県西部地震
は、阪神淡路大震災と地震の規模は同程度で

木造住宅における耐震補強工事への
取り組みと課題

既存建物耐震補強研究会　代表、  （株）匠（ナル）建築　代表取締役  保坂 貴司



表２－１　　融資住宅の被災状況　（建物階数による被害集計・10年以内）
無被害 軽微 中破 大破 倒壊 撤去済 焼失 不明 合計

平屋 0 4 1 0 0 0 0 0 5

構成比（%） （ 0 ） （80） （20） （0） （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ） （100）

２階建て 185 204 21 3 1 1 0 0 415

構成比（%） （44.6） （49.2） （ 5.1） （ 0.7） （ 0.2） （ 0.2） （ 0 ） （ 0 ） （100）

表２－２　融資住宅の被災状況　（建物階数による被害集計・15～20年）
無被害 軽微 中破 大破 倒壊 撤去済 焼失 不明 合計

平屋 1 1 0 2 0 0 0 0 4

構成比（%） （25） （25） （ 0 ） （50） （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ） （100）

２階建て 75 132 39 22 4 15 2 2 291

構成比（%） （25.8） （45.4） （13.4） （ 7.6） （ 1.4） （ 5.2） （ 0.7） （ 0.7） （100）

出典　「平成 7年兵庫県南部地震住宅金融公庫融資住宅震災報告書」
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あったものの被害が小さかったのは、震源が山
の中であったことが幸いしたのである。
また平成16年（2004年）の新潟県中越地震で

は、死者67人と阪神淡路大震災以後では最も
被害が大きかったが、それでも10月23日と雪
の降る前であったことが幸いしていた。仮に雪
が屋根に厚く降り積もっている時期に地震が発
生していたら、建物に加わる地震力は大きくな
り、被害が拡大していたことは言うまでもない。

耐震基準改定前後の被害の比較

昭和56年（1981年）に耐震基準が改定された。
そして平成7年（1995年）阪神淡路大震災が発生
した。「平成7年兵庫県南部地震住宅金融公庫融
資住宅震災調査」における震度階7の地域の被害
結果を見ると、兵庫県南部地震（阪神淡路大震
災）発生までの10年間（1985 ～ 1995年）の融資
住宅の被害状況は、平屋と２階建て合計420戸
のうち圧死の可能性のある大破・倒壊（不明を
含む）にまで至ったのは僅かに5戸（表２－１）
と全体の1.2％であったのに対し、15～ 20年前
の5年間（1976 ～ 1981年）では295戸中47戸（表
２－２）15.9％と、耐震基準が改定される前と
後では明らかに大破・倒壊率の差が生じている。

ここで10年前と20年前では建物の劣化によ
る差が生じているのではないかと思われる方も
多いと思うが、筆者が行ってきた既存の建物調
査では、築20年の建物では構造部分の劣化は
あまり見られず、築30年前後から劣化が進ん
でいる場合が多いようである。勿論、設計・施
工性などによっても異なり全て同じとは言えな
いが、それを加味したとしても大破・倒壊率は
大きく異なる。
昭和56年（1981年）における耐震基準の改正
により、壁の剛性と壁量が強化されている。こ
の点が主に大破・倒壊率の減少に寄与している
と考えることが妥当と思われる。
今までは耐震補強とは壁量を増やすことを中
心に行われてきたのである。そして平成12年
の住宅品質確保促進法により、壁量のみならず
柱の引き抜けをはじめ接合部や水平構面などの
強化が行われるようになった。
日本では過去に繰り返し悲惨な地震被害が起
きている。しかし地震を無くすことはできない
が、被害を縮小することは可能であり、そのた
めには防災の取り組みが必要である。既存建物に
対する耐震補強の効果がはっきりしていることも
検証されており、既存建物の耐震化は被災から人
命、財産を守る最も重要な対策のひとつと言える。
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２．最近の耐震補強の取り組み状況

平成15年度における国土交通省の発表によ
れば、全国での住宅数は約4,700万戸（戸建住
宅2,450万戸）と推計している（表－３）。そし
て平成27年（2015年）には全住戸の90%の耐震
化を目標に掲げている。
しかし表－３の根拠を辿ると、昭和57年以
降の建物は耐震性が有るという事が前提となっ
ている。しかし、実際には昭和57年以降の建
物にも非耐震性の木造住宅は数多く存在する。
従って今後の取り組みとして、昭和57年以降
に建てられた建物の分析も必要になると思われ
る。築年数にこだわらず耐震化に取り組んで行
くことを望みたい。

耐震補強への関心

最近は耐震診断・耐震補強も行われるように
なってきているが、耐震診断・耐震補強への一
般的な関心の持ち方はきわめて明白で、地震が
起きると思い出したように増加するが、日が経
つにつれ減少して行く。このようなパターンを
繰り返しているのが現状である。このところ大
きな地震が無いため、既存木造住宅の耐震補強
に対する意識は薄くなっているようである。
最近では新潟県中越地震の後が最も活発に行

われていた。新潟県中越地震は被害も大きく、
マスコミにも長期間取り上げられていたからと
思われる。
筆者が執筆した「耐震診断」「耐震補強」（共

に日経BP社出版）という本があるが、これも地
震が起きると売れ行き順位が上がり、暫くする
とまた下がるという状況を繰り返している。こ
こにも世相が反映されているように思われる。

行政側の取り組み

　行政においても地方自治体により取り組みに
温度差を感じる。耐震補強対策に積極的な地方
自治体と消極的な地方自治体がある。勿論地震
の多い地域、少ない地域や財政上の問題などか
ら、地域差があっても仕方が無いことではある
が、神戸、鳥取、福岡、能登など、最近の地震
はむしろ地震が少ないと言われていた地域で起
きている。よって「地震が少ないから」という
ことが耐震補強対策に消極的であることの理由
にはならない。
地震学者が警鐘を鳴らしているように、M6.9
程度の地震は日本のどこであっても起こり得る
ということを肝に銘じるべきである。特に海洋
型プレート境界の地震は周期性（100年前後）も
あり、その周期も短いことから充分な注意が必
要である。

表－３　全国住宅の耐震化の状況（平成15年度推計値）

耐震化の状況
戸数（集合住宅を含む）

備　考
うち戸建木造住宅

全住宅数（全国）
約 4,700 万戸 （ 100% ）

 約 2,450 万戸 （ 100% ） 昭和 56 年以前 約 1,178 万戸
昭和 57 年以降 約 1,272 万戸

耐震性を満たすと推定
（全数に対する割合）

約 3,550 万戸 （約 75%）

 約 1,450 万戸 （約 60%）

耐震性が不十分と推定
（全数に対する割合）

約 1,150 万戸 （約 25%）

 約 1,000 万戸 （約 40%）

出典　国土交通省　住宅局
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耐震診断・補強の助成制度

現在各地域行政により耐震診断・耐震補強の
助成金制度が行われている。原則は地域割りが
行われ、地域在住の設計事務所・建築業者が行
う事を条件としている。しかし、今後の検討を
望みたいのは、助成金の対象が『昭和56年以前
の建物で増改築が行われていない既存不適格の
建物』に限られており、建築基準法に違反して
いる建物は対象にはならない点である。しかし
ながら、実際には非耐震性の建物は違反建物に
多いことが現実である。
建築違反は大きな問題ではあるが、防災とい
う観点からは違反を犯している建物も、そうで
ない建物も同列であり、むしろ違反している建
物の方が全体としては戸数も多く耐震性の低い
建物が多い。
このようなこともあって、日本の既存建物の
耐震化は決して順調とは言えない部分もある。
特に昨年あたりからは、耐震診断・補強を目的
とした申請が少なくなっていると聞く。これは
大きな被害を受けた地震が最近起こっていない
ということもあるが、昨年のアメリカ発の金融
不安・不況も影響していると思われる。
「耐震補強」は決して住宅が便利になったり、
外観が改善されたりする「リフォーム」ではな
いため、見送られてしまうことも増えているよ
うに思われる。
しかしそれだけではなく、各自治体における
助成金の手続き上の煩雑さの問題もある。額は
小さくても申請や検査の簡易な自治体の方が多
く利用されているようである。

現場調査の状況

また現場における実務上の問題が気になる。よ
く診断結果が診断者により大きく異なっている
ケースが見受けられる。原因は調査内容によるも
ので、正確な調査が欠けているように思われる。

「診断」は講習会もよく行われており、技術
習得の機会は多い。それに比べると、調査実務
の講習はほとんど行われていない。調査は現場
でしか経験できないことから、なかなか経験す
る機会も少なく、現場調査を担う技術者が育っ
ていないためと思われる。
診断は、調査結果により大きく左右される以
上、今後は現場調査の講習などの機会も作り、
調査方法、内容の徹底を行い、現場調査を実施
する技術者の育成が望まれる。

３．耐震補強工事のコスト

耐震補強について述べてきたが、では耐震
補強工事とはどのくらいの費用がかかるのだ
ろうか。

東京都の公表事例

東京都が公表している、「安価で信頼出来る
木造住宅の耐震改修工法・装置」の事例紹介を
見ると、各社から挙げられている耐震補強工事
の費用は約100 ～ 150万円である。
これは全体を眺めて見た平均的な工事コスト
と考えてもらいたい。勿論工法等によっても異
なり、１箇所の補強部位のコストで見積られて
いる場合もある。また装置などの場合は、1装
置につき販売価格を定めている場合もあること
から一様にはならない。既存建物の構造、規模、
耐震性能によっても工事コストは異なるため一
概には言えるものではないので、あくまでも目
安として考えてもらいたい。

経験に基づく平均的な事例

ここでは個別の例ではなく筆者の経験に基づ
いた平均的な事例を紹介することとしたい。
既存の木造軸組工法の建物を例に挙げてみ
ると、築年数が約30 ～ 50年前後の建物で、新
築（建替え）すべきかリフォームにするべきか、
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悩まれている方が多い。そもそも木造建物に明
確な耐用年数がある訳もない。建物を建てては
いけない場所はあるが、修繕出来ない家は無い
と言っても過言ではない。
新耐震基準の施行が昭和56年（1981年）で、
それ以前の建物というと既に28年以上経過し
ていることになる。どういう訳か日本の木造住
宅は30年耐用年数説みたいなものがあるため、
築年数から考えると一層不安を掻き立てられる
のではないかと思う。
既存建物の床面積の平均は約35坪前後と言
われている。筆者の経験から言うと、地域は東
京・神奈川・埼玉・千葉周辺の建物で、壁・接
合部などを中心とした補強費用は約150 ～ 250
万円程度である。もちろん建物の施工性・耐震
性能などによっても異なる。

劣化対策とリフォーム

しかし「劣化対策」も忘れないでもらいたい。
既存の築30年以内の建物の場合では、劣化（腐
朽や白蟻被害）と言っても部分的であるが、劣
化がある場合は、劣化部を取り替える必要があ
る。通常の劣化の部位は浴室周辺の土台に多い。
補強工事やリフォーム時に土台の取り替えを行
えば費用は約10万円前後で済む。
だが築40年を超える建物の場合は、雨漏り、
屋根・外壁などの結露にも注意が必要である。
このほか意外に多いのが土中水の湿気による1
階床（寄木フロアーなどに多い）の床板が沈む
などの劣化である。耐震補強とは直接関係ない
が、建物の劣化部分は直さなければならない。
また浴室をユニットバスに取り替えるリフォー
ム（約150 ～ 200万円）も多い。この時は浴室
の壁を利用して耐震補強を行う絶好のチャン
スと言える。なぜならば、特に浴室は外周に
面している場合が多い上に壁面も多いことか
ら、効果的に耐震補強工事を行う事が出来るか
らである。さらにリフォーム工事に併せて行え
ば耐震補強工事のコストも下がることになる。

今後は新築工事の件数は減り、リフォームが
増加するものと思われるが、リフォームは耐震
補強の絶好のチャンスでもあるのだ。是非とも、
併せて補強工事を取り入れてもらいたい。耐震
補強工事だけだと二の足を踏む方も、リフォー
ム時に行えば、意外と抵抗感が無いようである。
悲惨な歴史を繰り返さぬため、家族の悲劇を
無くすため、既存建物の耐震補強を是非行って
もらいたい。予算がない場合にも出来ることは
色々ある。例えば、家具の固定、家具の移動な
ど。地震を防ぐことは出来なくとも被害を少な
くすることはできる。そのために最も大事なこ
とは防災意識の向上ではないだろうか。

４．耐震補強の最新技術

「耐震補強」という言葉が一般的に使われ出
したのは、平成７年（1995年）の阪神淡路大震
災以後である。耐震補強工事が思うように進展
していないとは言っても、現在では建築用語の
中に明確に位置づけられるようになっている。
しかしそれは阪神淡路大震災の悲劇がそれだ
け衝撃的であった結果と言える。1923年以降
では関東大震災に次ぐ被害である。特に5,000
名以上の方が木造家屋の中で圧死したことは
ショッキングな出来事であった。
ここでは木造家屋の耐震補強の技術面につい
て考えることとしたい。

耐震構造の種類

木造軸組み工法における耐震補強工事とは、
決して特別な事をするのではなく、本来行なわ
れていなければならなかった事をすることであ
る。または不足している水平耐力を補うことで
ある。構造上の考え方は、耐震構造、制震構造、
免震構造に分けられるが、ここでは耐震構造に
ついて述べたい。
耐震構造とは、建物を固くすることである。
基本的な工法を大別すると、
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①軸内に筋かいを入れる。
②建物の内外の壁に面材を貼り、耐力壁を設
ける。
③剛構造（ラーメン構造）とする。
の３工法であるが、①の筋かいにおいては
鋼製のブレースを入れる方法も多く見受けられ
る。②の面材は構造用面材として、モルタルの
下地として、或いは単独の構造用面材として使
用するなど、多くの構造用面材が開発されてい
る。③の剛構造では、剛性の高い木製フレーム
または断面の大きな部材を使用し接合部の剛性
を高めて補強する。鉄骨の柱、梁により剛構造
を部分的に取り入れ、水平耐力を補強するなど
の方法が取られている。伝統工法も剛接合が行
われており、剛構造に分類できる。

その他にも、水平耐力の不足・柱脚部の接合
強度の不足を補う外付金物の取り付けや、シェ
ルターを作り地震の時に逃げ込むなどと言う商
品もある。
繰り返しになるが、既存建物の耐震補強を行
う場合には、劣化の確認をまず第一にしてもら
いたい。どんな優れた補強方法が行われても、
補強すべき既存建物が劣化していては意味がな
い。木造住宅の「長寿化」も問われていること
から、耐震補強と共に耐久性の向上を望みたい。

５．耐震補強工事を推進する上での課題

マグニチュード7.0程度の地震は、日本周辺
で年１回程度起きている。地震は、昔から繰り
返し日本の各地に悲惨な被害を歴史に刻んでき
ている。そのため日本人は地震の経験をしてい
ると思っているが、これがそもそも勘違いのよ
うである。日本に地震が多いことと日本人が経
験していることとは違うのではないかと思う。
まず地震を起こす地質学的時間の感覚と人間の
時間感覚の差や地震時の揺れ方の違い、また年
代により日本の建築の構造、強度も異なり被害
形態にも違いを生じている。よって、そのよう
な意味で捉えると日本人は地震をあまり経験し
ていないのではないかと思われる。
耐震補強工事を推進する上でまず必要なこと
は、地震の正しい知識である。そして悲惨な被
害を忘れてはならないのだが、人は時間と共に
忘れてしまう習性を持っているようである。東
海地震が来る、来ると言われるがなかなか来な
い。非常用の食料に賞味期限が来てしまったが
どうするか、というような話も耳にすることも
あるが、このような話は防災意識を持続させる
難しさと言える。
多くの学者や研究者が研究・観測をしている
が、地震の予知は大変難しく、日時の特定は困
難と思われる。唯一東海地震だけは、予知とい
うよりも多角的な観測網により、地震の発生を
早く見つけることが出来るのではないかと期待
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されている。
耐震診断、耐震補強工事に携わる業者も、ま
ず地震の知識をもっともたなければならない。
そして既存建物の耐震性を高めるためには、何
をなすべきかをもっと研究し、知見を高めて行
かなければならない。第一に経験に裏打ちされ
た技術と技術者の育成が欠かせられない。第二
には小手先の補強ではなく、劣化対策を行い既
存建物の耐久性能を担保出来るような補強工事
が必要なのではないかと思う。いつ来るか分か
らない地震に対する対策は、将来設計を持った
リフォームの元で耐震補強工事を行うことが望
まれる。
耐震補強工事は特殊な工事と思われている節
もあるが、補強工事は本来やっておかなければ
ならなかったこと（築年代により建築基準法の
変遷がある）を行うことで、決して特殊な工事
を行うことではない。耐震補強は構造部分、特
に水平耐力の補強を目的とした耐震性能の向上
にある。
しかし今後は、耐震補強を単独に捉えるので
はなく、リフォームの一貫に据え、住宅を安全
に長く使用することを訴えるべきではないかと
思うが、現状は劣化対策の検討が欠けているよ
うに思われる。

最後に耐震補強工事を推進する上での課題を
まとめると、
第一に、地域差を無くすことが望まれる。地
域により耐震補強対策の取り組みに温度差が生
じているが、もう少し統一化出来ないものだろ
うか。
第二には申請の簡素化も必要と思われる。多
額の補助金を出すことよりも、申請の簡素化を
図っている地方自治体の方が耐震化対策は進ん
でいるように思われる。
第三には、違反の建築物をどのように取り扱
うか、特に都市部では違反建築の建物の比率が
多く、地震が起これば、違反建築の建物に多く

被害を生じることは明白である。
第四には、昭和57年以降の建物にも耐震性
に問題の多い建物は数多く存在する。特に、都
市化が進み宅地が狭少化されたために、耐震性
の劣る狭小間口の建物も数多く生産されている
ことである。
以上、課題は山積しており難しい側面はある
が、実効性のある政策が望まれる。



NPO法人耐震総合安全機構(JASO)は、会員数約120名の組織です。この内、約50名が耐震化事業を担う「建
築耐震アドバイザー」です。これは、主に｢構造技術者｣｢建築家｣｢設備技術者｣で、｢マンション管理士」の資
格を持つ人や、日本建築構造技術者協会JSCAの「建築構造士」、日本建築家協会JIAメンテナンス部会員でマ
ンションの劣化診断、改修計画･設計、大規模修繕工事の工事監理などを手掛ける会員も多く所属します。
毎月1回、アドバイザー会議が開催され、各アドバイザーが担当した｢アドバイザー派遣業務｣｢簡易診断業
務｣｢精密診断業務｣｢補強計画･設計業務｣の内容を報告し、質疑･討論し、問題点を共有して耐震化事業の共通
認識を高めながら各業務を進行させています。
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１．JASOの耐震化支援事業の特徴

現在、多くの建築関連組織が既存建築物の
耐震化事業に取組んでおりますが、その中で、
NPO法人耐震総合安全機構(JASO)は特色のあ
る耐震化事業を進めています。そのポイントは
「総合的耐震診断」「マンションが中心」「段階
的診断」「合意形成の重視」にあります。
まず第一に「総合的な耐震診断」を行います。
一般に耐震診断は、構造技術者が建物の耐震
性を調査･診断しますが、JASOは「計画」「構造」
「設備」の各専門家が各分野の視点から診断し、
それを総合的に判断します。すなわち、構造躯
体の耐震診断に限らず、建築計画や避難経路、
仕上材や二次部材の耐震診断、建築設備機器の
固定や昇降機など設備の耐震診断を合わせて総
合的に診断し、補強・改修計画を検討すること
を特徴としています。
第二に、JASOの耐震化対象建物はマンショ
ンを中心に「生活に直結した建物を、生活者の
視点」で診断し、補強を提案します。
耐震診断・耐震改修工事は、学校建築や公
共建築あるいはオフィスビルなど、発注者の意
図が明確で構造技術者が単独で手掛け易い建物
が対象の多数を占めております。これに対して

JASOの耐震診断チームは、合意形成に手間取
り敬遠されがちなマンションや施設併用共同住
宅など、意思決定が複雑な住居系建物に敢えて
取組み手掛けています。
第三に、ステップを踏み建物の耐震化を「段

階的に進めます」。｢アドバイス(予備調査)｣
→｢簡易診断｣→｢精密診断｣→｢補強計画｣→
「補強設計」→｢工事会社選定｣→｢工事監理｣
というように、調査診断から補強計画･設計へ
と段階を踏み、発注者が意思決定し易い様に
進めます。
第四に、発注者の意思決定プロセスを大切に
し｢合意形成｣を重視します。
マンションの｢躯体｣や｢主要構造部｣は建
物の共用部分であり、各区分所有者の財産権
を支える重要な骨組みです。これは管理規約
上、各居住者が勝手に改変してはならない部
分です。耐震化事業は、この共用部分の耐震
性を診断し、要すれば補強するもので、管理
組合の総会における決議が不可欠です。区分
所有者による合意形成抜きには、耐震診断や
補強工事が実施できません。これには段階的
にステップを踏み、区分所有者の理解を深め
つつ総会決議に到ることが必須であり、その
ための時間が必要なのです。

マンションの耐震化事業への取り組みと課題

NPO法人 耐震総合安全機構（JASO）　副理事長  三木　哲
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２．耐震化支援事業の流れ

JASOでは、これまで会員からの紹介などで
マンションの耐震化支援業務を受託し、また杉
並区・北区・練馬区・新宿区・墨田区などの自
治体でマンション耐震化事業のお手伝いをして
います。このうち特に多くの実績を上げてきた
杉並区・練馬区・新宿区の耐震化支援事業を通
して、マンションの耐震化へ向けた進め方や流
れについて解説します。

２-１　自治体の耐震化支援事業と対象建物
これまで自治体の耐震化支援事業として
JASOが業務を行なってきた建物は｢分譲マン
ション｣｢賃貸マンション｣が多くありますが、
｢非木造の戸建て住宅・長屋・併用住宅｣｢幼稚
園・保育園・福祉施設｣｢その他住宅以外の用
途の非木造建築物｣なども自治体の要請に応じ
て対象としてきました。また、｢昭和56年以前
の旧耐震建物｣だけでなく｢昭和56年以降の新
耐震建物｣も過去に構造計算書のチェックを実
施した事もありました。

２-２  JASOが協力する耐震化支援事業の流れ
｢アドバイザー派遣｣→｢簡易診断｣→｢精密
診断｣→｢補強計画｣→｢補強設計｣→｢工事業
者選定コンサルティング｣→｢工事監理｣とな
り、マンション管理組合が段階的に合意形成を
し易いように適時、診断の結果などを管理組合
理事会や居住者説明会・総会などで報告し説明
します。
この流れに沿って、それぞれの段階ごとの業
務内容を説明します。

２-２-１　アドバイザー派遣

管理組合や建物の所有者などから派遣依頼を
受けると、｢建築家｣と｢構造技術者｣が2人1
組で先方の建物を見に行きます。
多くの自治体のマンション耐震化支援事業
は、セミナーや講演会などで管理組合役員を
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啓発し無料相談会で建築の専門家が相談を受け
る、という方法が一般的です。これに対し私達
は、お客様に相談会に来て頂くようでは耐震化
はなかなか進まないと考えます。
建築家や構造技術者が実際に現地に出掛けて
行くこと。建物や設計図、構造計算書などを見
ながら、地震時には建物にはどの様な力が加わ
り、どうなるのかのイメージを話し、耐震診断
とは何で、なぜ必要なのか？などを一般の方に
わかりやすく説明し、耐震診断を薦めることが
重要であると考えます。
第1回目のアドバイザー派遣で、｢建築家｣
と｢構造技術者｣は以下の業務を行います。
ⅰ)  図面や建築確認申請書、構造図や構造
計算書などの設計図書が保管されている
かを確認し、欠落していればマンション
販売会社などから取寄せることを薦めま
す。また、竣工図面と建物に食い違いが
ないか、増改築の有無などを可能な範囲
で簡易に確認します。

ⅱ)  建物の形状･規模や階数、構造種別、設
備の種類、敷地面積･建築面積･延べ面積、
既存不適格性や避難経路などの建物概要
や、仕上材･二次部材などの劣化状態を簡
易に確認します。

ⅲ)  以上を踏まえ、その建物は耐震診断が必
要かどうかを判断し説明します。十分に
安全と考えられる場合（例えば、整形な3
階建てでRC壁式構造など）を除いて耐震
診断を申込むようにアドバイスします。

ⅳ)  建物の維持管理状態、過去の修繕歴、管
理組合の運営、総会や理事会などの運営
組織とコミュニティーや合意形成の仕方
などをヒアリングし、耐震化事業を進め
ていく上でのアドバイスを行います。

ⅴ)  これらの作業は現地で2時間程度で行い、
帰ってから報告書を作成し申込者と自治
体へ提出します。以上の業務報酬は杉並
区・練馬区・新宿区・北区などの各自治
体が負担します。

２-２-２　簡易診断

この簡易診断の費用も杉並区などの各自治
体が全額負担し、マンション管理組合などの
費用負担はありません。簡易診断は｢分譲マン
ション｣｢賃貸マンション｣に適用され（自治体
によっては「幼稚園・保育園・福祉施設」「特
定の地域、又は緊急道路障害物除去路線とし
て指定された道路沿道の建築物」などにも適用
されています）それ以外の建築物には適用され
ません。
簡易診断の依頼を受けると、その建物のアド
バイザー派遣の担当者（建築家と構造技術者）
に、新たに「設備技術者」を加え、3名で1つの
調査診断チームを作り、相互に連携を取りなが
ら簡易診断を実施します。以下それぞれの役割
を説明します。

｢ 構造技術者 ｣の役割

ⅰ)  中層の鉄筋コンクリート造の建物では、
目視調査のほか、(財)日本建築防災協会
の基準による一次診断を簡略化した｢共
同住宅耐震診断マニュアル｣により、建
物の耐震性を簡易に計算します。同マ
ニュアルの適応範囲に該当しない建物及
び高層のSRC建物では、上記協会の一次
診断計算を建物の全部又は一部に対し実
施します。いずれの方法も、柱と壁の断
面積だけからその建物の耐震性能を推定
する、簡易な診断法です。そのため、や
や厳し目に判定するので、簡易診断で安
全と判断されれば、かなり高い耐震性が
あると考えられます。

ⅱ)  整形なRC造壁式構造の低層建築物は、
アドバイザー派遣の段階で簡易診断不要
(耐震性に問題なし)と判断する場合もあ
りますが、雁行型・コーナー壁抜け型や
不整形な建築物は、壁式構造基準に従い
診断を行います。

ⅲ)  鉄骨造の建物は、簡易診断する方法(基準)



写真-1　建築設備の被災例

・震度５で転倒する貯湯式給湯器
・上階から順次倒れ、80℃の熱湯が降り注ぐ

写真-2　給水設備(水槽)の被災例

・耐震水槽への更新
・水槽の固定補強
・受水槽基礎の補強

・緊急遮断弁取付
・給水方式の変更
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がありません。室内リフォーム工事など
の機会があれば耐火被覆を剥がし、柱･梁
接合部の溶接状態などを目視調査します
が、通常は図面と構造計算書をチェック
して所見を述べるに留まります。

ⅳ)  簡易診断の結果、二次診断・三次診断等
の精密診断が必要と判断された建物には、
その業務内容と概算費用を提案し報告し
ます。

｢ 設備技術者 ｣の役割

ⅰ)  高置水槽･受水槽･ポンプ･昇降機･キュー
ビクル･空調室外機などの設備機器や各配
管類などの設置･固定方法、建物エキスパ
ンションジョイント箇所のフレキシブル
配管などの状況を目視調査し、問題があ
れば改善方法を提案します。

ⅱ)  震災後の設備機器の機能保持や、ライフ
ラインの確保について、必要に応じて管
理組合などの相談に応じアドバイスを行
ないます。

ⅲ)  対象建築物が中低層で昇降機や水槽など
がなく、比較的簡易な設備の建物の場合
｢設備技術者｣を派遣せず、代わりに｢建
築家｣が設備診断を行なう事もあります。

ⅳ)  建築設備は、簡易診断時の診断結果を踏
まえ、設備機器類などの補強計画や対策
を提案し、基本的に精密診断は行なって
いません。

｢ 建築家 ｣の役割

ⅰ)  建築家は全体的に事業をコーディネート
する役割を担います。管理組合の意思決
定のアドバイスや日程調整、｢構造｣｢設
備｣｢建築｣の診断結果と報告内容の調
整・報告書の取りまとめや「審査委員会」
との調整などを行います。

ⅱ)  サッシや鋼製扉･避難器具や手摺、ALC
パネルなどの二次部材、仕上材の耐震診
断を行い、問題があれば改善提案をしま
す。

ⅲ)  共用廊下･バルコニー･階段･接道などの



写真-3　各住戸の玄関扉の被災例

・避難経路を確保する

 福岡西方沖地震
　  阪神淡路大震災

図-1　簡易診断申込の結果内訳

写真-4　共同廊下の被災例

・避難経路の確保
・片持ちスラブの共用廊下が脱落し、避難できない
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災害時の避難経路の安全性をチェック
し、問題があれば改善提案を行います。

ⅳ)  敷地面積・建築面積・床面積、建ペイ率・
容積率などに関して、既存不適格建物か
どうか簡易にチェックし、地震で被害を
受けた場合の再建･建替えの可能性を検
討します。

ⅴ)  耐震改修･補強工法の検討が必要と判断さ
れる場合は、建ペイ率･容積率の余裕など
のチェックと補強の可能性を検討します。

ⅵ)  構造技術者の診断結果により、精密診断
が必要と判断された場合は、その概算予
算の検討を行います。

２-２-３  簡易診断の審査委員会と申込者への説明

簡易診断に関するJASO内部の審査委員会
は原則として毎月1回開催されます。｢建築｣｢
構造｣｢設備｣による簡易診断結果報告書につ
いて、｢審査委員会｣でそれぞれの診断結果を
チェックするとともに、各専門分野の報告、提
案内容の整合性などが検討されます。審査済の
報告書は申込者、及び杉並区,練馬区などの自
治体へ提出されます。
簡易診断の結果｢構造｣が｢OK｣であれば、そ

の建物の耐震診断は原則として完了します。（こ
れまでの実績では、アドバイザー派遣と簡易診
断により「建物の耐震性に問題がない」と判断し
たものは、申込み件数の25%に達します。）

報告書が申込者に届いたら、日程調整の上、
診断を担当した「構造技術者」｢設備技術者｣｢
建築家」が現地を訪問し、報告・説明会を行な
います。申込者は診断内容の説明を聞き、解ら
ない事を直接担当者へ質問し、内容の理解を深
める事ができます。
JASOのアドバイザーが報告・説明会で注意
していることは、「構造」「計画」「設備」の診
断結果を、一般の方にも分かりやすく説明する
事です。耐震診断結果のIs値とは何か、Is値
の示す意味など通常一般の方には不明な点が多
く、報告書を読んだだけでは全く分かりません。
この為、報告書の内容を噛み砕いて一般向けに
説明する必要があります。報告書の内容を正し
く理解する事により、次のステップに進む上で
の手助けとなっていると考えます。マンション
管理組合の場合、この報告会を理事会と合せて
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開催したり、居住者説明会や臨時総会として開
催する事もあります。

２-２-４　精密診断へ向けたアドバイザー派遣

簡易診断の結果、建物の耐震性に問題があっ
た場合は｢精密診断の実施｣を薦めることにな
ります。
｢精密診断｣の業務費用は｢簡易診断｣と異な
り、杉並区・練馬区・新宿区・北区などの自
治体が全額負担するものとはなりません。マン
ション管理組合や賃貸共同住宅のオーナーが費
用を負担し、JASOの診断チームまたは他の耐
震診断を行う事業者と、精密診断の委託業務契
約を結んで精密診断業務を実施する事になりま
す。なお、これらの自治体には精密診断費用の
一部を助成する制度があり、精密診断を実施す
る管理組合のほとんどは、この助成制度を利用
しています。
管理組合は精密診断を業務委託するかどう
か、合意形成が必要となります。精密診断費用
は、管理組合の通常予算で簡単に決済する事が
出来ない金額である為、通常、管理組合は総会
や臨時総会などを開いて｢精密診断の委託｣を
決議します。
これらの合意形成を円滑に行なうために、杉
並区などの自治体が定めているアドバイザー派
遣制度が活用されます。簡易診断結果の再説明
会や、精密診断業務内容の説明会の実施、総会・
臨時総会への出席など組合の合意形成を助ける
ために、再度同じアドバイザー（診断担当者な
ど）が現地に派遣され、報告・説明・アドバイ
スを行ないます。

２-２-５　精密診断と判定委員会

原則として｢建築｣｢設備｣の耐震診断は「簡
易診断」の段階で完了します。
｢精密診断｣は、主に｢構造｣の詳細調査と二
次診断、場合によっては三次診断を行い、構造
審査が中心の｢判定委員会｣で診断結果の妥当
性を判定します。

ここで、二次診断は柱と壁の鉄筋量も考慮し
て精度の高い強度計算をする診断法であり、三
次診断は梁や基礎も含めて更に精度の高い強度
計算（新築時の構造計算と同じ精度）をする診
断法です。
JASOがマンションなどの精密診断に取り組
む場合、｢構造技術者｣と「建築家」がペアにな
り、診断チームを作ります。通常はそのマン
ションの簡易診断を実施したアドバイザーが
担当します。
基本的に｢構造技術者｣は実際の診断業務を
実施し、｢建築家｣は｢管理組合や居住者｣と｢
構造技術者｣などの間で、業務を円滑に進行さ
せる為のコーディネーターの役割を担います。
「建築家」は現地調査やコア抜き調査において、
コア穿孔箇所の選定・調整、居住者への協力
要請、必要に応じて在宅依頼・日程調整、コ
ア抜き跡の修復仕様の検討やクーラー用ス
リーブへの転用などを検討し、管理組合や居
住者への説明、協力要請や説得などを行いま
す。また、調査結果や診断結果の報告におい
ては、一般の方にも分かりやすく説明する為
に、構造技術者をサポートします。
精密診断の実施後は、「診断報告書」と判定
委員会が発行する「判定書」を管理組合へ提出
し、必要に応じて自治体の助成金交付手続など
を建築家がサポートして行います。
なお、精密診断の結果を踏まえて、耐震補強
の程度を示す目安として、補強計画（1案程度）
を作成し提案します。（この段階の補強計画は
｢判定委員会｣の判定対象外）この診断結果と補
強の目安を管理組合に説明し、居住者の意見や
反応を見ながら補強計画･補強設計の方向性を
探り、次のステップの業務内容を提案し業務見
積を提出します。

２-２-６　耐震補強計画

精密診断の結果により、補強へ向けた道のり
は大きく分かれます。
Is値が高く、補強箇所が少なくピロティや外
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壁などの共用部分の一部のみで補強が済む場
合、合意形成は比較的容易に済む事が多くなり
ます。それに比較し、建物形状が複雑でIs値
が低く、大々的な補強が必要と判断された場合、
精密診断後すぐに補強設計に着手する事は困難
となります。
特にマンションは｢居住快適性｣が要求され
る為、補強方法や補強箇所の選定は管理組合や
居住者と充分に協議し方針などを決定する必要
があります。加えて、自治体等との協議なども
必要となります。このように補強を容易に決定
できない場合、「補強設計」の前のステップに
おいて「補強計画業務」として委託業務契約を
結び、建物の特徴や管理組合の状況に合せて、
具体的な補強方法や範囲、また段階的に補強
を実施するかなどを、管理組合と一緒に検討し
決定して行きます。耐震補強計画は以下の様な
テーマで多角的に検討し、合意形成して行くこ
とになります。
（1）  補強工法の検討

マンションの補強計画・補強設計には以下
の様ないくつかの手法が考えられます。
ⅰ)ピロティー補強工法
ⅱ)妻壁バットレス工法
ⅲ)外付けフレーム工法
ⅳ)柱・梁構面補強工法
ⅴ)免震工法
どの工法が推奨されるかは、既存建物の形
状や弱点，既存耐震性レベル，敷地の余裕
度，マンションの居住性や建物のデザイン
性などにより判断されます。

（2）  「居ながら改修」か「空き家改修」か
工事期間中に居住者が在宅し、日常生活を
営んでいる状態で「居ながら改修」する工
法と、一旦、引越してもらう「空き家改修」
工法が考えられます。それぞれ、建物のデ
ザイン性と外観の状態や資産価値の増減、
コストや工期など一長一短があります。

（3）  資金計画･工事費用の検討
耐震工事は、基本的に管理組合の修繕積立

金を財源に実施します。多くの自治体には
補強設計や補強工事費用に対する助成制度
があり、これらを活用することも検討され
ます。また住宅金融支援機構のマンション
リフォームローン及び、東京都の利子補給
制度の活用も薦められますが、民間金融機
関によるマンション管理組合を対象とした
ローンの活用も考えられます。
また、国土交通省が実施する｢マンション
耐震化モデル事業｣も検討されます。
｢建築家｣はこれらの工事資金計画検討を
支援するコンサルタントとしての役割も担
います。

（4）  「長期修繕計画･大規模修繕工事」との整合
一般にマンションでは12 ～ 15年周期で｢
大規模修繕工事｣を実施しています。この
｢大規模修繕工事｣は、戸当り100 ～ 200
万円の多額の費用を要します。この計画修
繕工事に備えてマンション管理組合では長
期修繕計画を策定し、修繕積立金を積立て
ています。補強設計は、この大規模修繕工
事と合わせて計画し、建物全体の改良･リ
ニューアルと合わせて総合的に計画し設計
する事が、経済的かつ効果的で望ましいと
考えています。マンションの長期修繕計画
と耐震補強計画を整合させることも欠かせ
ません。

部位別の経年劣化と更新時期

○ サッシ・鋼製建具の更新 …………24～36年頃

○ 外壁改修・モルタル補修……… ～12年周期
○ 屋根防水(押え工法)の修繕 …… 24年～周期
○ バルコニー共用廊下の修繕 … ～12年周期
○ 手摺などの更新 …………………24～36年頃
○ 鉄骨階段を補強する ………… ～12年周期
○ エレベーター更新 ………………24～36年頃
○ 給水管・水槽類の取替 ……………24～36年頃



図-2　マンションの経年劣化と計画修繕

図-3　判定・認定の流れ
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（5）  補強計画を推進する組織
｢補強計画・設計｣の段階になると、再び
｢建築｣｢構造｣｢設備｣のチームが集まり、
｢構造｣が提案する補強計画を｢建築｣や
｢設備｣の面から検討します。既存不適格
建物などに外付けフレーム工法のような
建築面積が拡大する工法を採用する場合、
事前に自治体の建築指導課などと協議す
る必要があります。また、補強箇所廻り
に設備配管や設備機器がある場合、それ
らを補強に合せて移設したり、それに合
せて設備方式をリニューアルしたりする
事も検討します。

（6）  マンションにおける耐震補強の位置付け
耐震補強設計は取って付けた様なデザイン
ではなく、新たな付加価値を創造するもの
でありたいと考えています。
ⅰ)  構造躯体の補強を素直に表現し、その
デザイン性に優れ、建物の外観がより
安定し安心感を与えるものとしたい。

ⅱ)  補強の際に創り出される空間により、
マンション内の居住空間や共用部分の
スペースの利便性が向上し、使いやす
くなるようにしたい。

ⅲ)  建物全体の資産価値を向上させたい。
（7）  耐震補強の目標値

耐震補強の目標値をどこまで求めるかにつ
いても、管理組合と一緒に検討する必要が
あります。Is値が低いマンションの場合、

一度に全ての補強を行なう事は、資金計
画・合意形成の観点から難しい場合があり
ます。この場合、最終的な目標値の設定と、
段階的な目標値の設定などに分けて検討す
る事もあります。

２-２-７　耐震補強設計と判定･認定

「補強計画」で補強方法、補強範囲などを決
定し、合意形成ができたら、その次のステップ
として具体的な補強工事の実施設計を行ないま
す。必要に応じ、耐震改修促進法の計画認定を
受けるため、「判定委員会」による「補強設計」
の妥当性の判定を受けます。併せて自治体建築
指導課と協議し、必要な諸手続を行い実施設計
を完了させます。
耐震補強工事を推進するために、杉並区・練
馬区などの自治体は、補強計画や補強設計に掛
かる費用について助成制度を設けています。

２-２-８　施工会社選定コンサルタンツ業務

補強設計がまとまり管理組合で合意が得られ
たら、補強工事を行う施工会社の選定作業とな
ります。数社の施工会社から見積を取り、妥当
な金額で契約し工事に着手します。
JASOは｢耐震診断｣｢補強計画・設計｣｢工事
監理｣などを受託しますが、補強工事の請負は
行いません。実際の施工は、耐震補強工事の経
験や実績のある施工会社が行います。JASOでは、
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そのような施工会社の登録制度を設けています。
長年、管理組合が区分所有者から徴収して
きた修繕積立金などを取崩して工事費に充てま
す。従って請負会社の選定、及び請負金額の決
定は、公平に、公明正大に行わなければなりま
せん。
管理組合の工事請負会社選定に関しては、「建
築家」がコンサルティングし妥当な会社を決定し
ます。耐震補強工事とマンションの計画修繕工
事が同時、一体的に発注される場合もあります。

２-２-９　補強工事と工事監理

実際に工事に着工してからは、｢構造技術者
｣｢建築家｣｢設備技術者｣が工事監理者として
工事監理を行い、円滑に適正な補強工事が行
われるよう施工会社や管理組合をフォローし
ます。
施工会社に施工計画書･施工要領書や施工図
の提出を求め、｢補強設計｣の段階で意図した
ところが，既存建物に適切に施工されているか
どうかの検査を行います。
また、居住者が生活している「居ながら工事」
の場合は、居住者の日常生活にどのような影響
があるか、工事期間中の騒音などへの理解と協
力が得られるように、十分な説明を行っている
か？などの施工管理が必要となります。

３．マンション耐震化をめぐる諸課題

これまで各自治体の耐震化支援事業を実施
して来た中で、マンション耐震化を進める上
で問題となっていることを簡単に以下にまと
めます。

３-１　合意形成の難しさ
発注者が管理組合の場合、合意形成が円滑に
出来るかどうかが耐震化を進めるうえで重要な
ポイントとなります。合意形成の難しさには、
次の様な諸課題があげられます。
マンションは、区分所有法で規定された管理

規約に従って維持管理され運営されます。
この建物管理等の事業計画は、管理組合の総
会に理事会が提案し管理組合員の賛同を得て決
定されます。耐震化事業は多額の費用を要する
場合が多く、管理組合･理事会の役員にその事
業の内容や意義をよく理解して頂く必要があり
ます。
耐震アドバイザーは、まずもって管理組合の
役員に耐震診断の意義や意味、耐震補強の重要
性を説得し、管理組合総会で区分所有者の了解
を取って頂かなければなりません。

３-１-１  「区分所有法」と「建築基準法」の差と

違和感

建物の耐震性を左右する「躯体･主要構造部」
についての考え方が、「区分所有法」と「建築基
準法」とで大きく異なります。この違いが合意
形成をしにくくする要因の一つです。
マンション管理の原点は「区分所有法」にあ
ります。この法律ではマンションは｢専有部
分｣と｢共用部分｣に分けられます。建物を保
存登記し､区分所有の財産権が存在する範囲
は、柱･梁･スラブおよび戸境壁(耐力壁)で囲
われた内側の空間、すなわち空中に浮かぶ空
間の内側だけです。これを｢専有部分｣と云い
ます。これに対し、柱･梁･スラブおよび外壁・
戸境壁(耐力壁)は｢共用部分｣とよばれ、各区
分所有者は勝手にこの部分に穴を開けたり欠
損してはならないことになっています。管理
規約上、各区分所有者が侵してはならない部
分と位置づけられているのです。そしてこの
躯体を長期的に維持管理し財産権を保全する
ために修繕積立金が積立てられます。
一方「建築基準法」では、構造躯体の性能規定
が大地震が起こるたびに変更されてきました。
終の棲家としてマンションを購入し、孫子の
代まで住み続けられるものと期待し建物を維持
管理してきた居住者にとって、知らない間に法
律が改定され既存不適格建築となってしまうこ
とは合点がいきません。「既存建物の耐震性に問
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題があり」ということで、診断し補強を求める「耐
震改修促進法」に違和感を感じてしまうのです。

３-１-２　理解しにくい耐震構造の専門用語

マンションなどの非木造建物の新築設計は、
建築家･プランナー，デザイナー，構造設計技
術者，建築設備技術者などの専門家が協同して
設計を進めます。この内、構造技術者は専門性
が特に高く､日常の業務では発注者との対話も
比較的少なくなります。
耐震診断に関しては、この構造技術者が使用
する専門用語により建物の耐震性能が表されま
す。基本的に管理組合や居住者は「素人」であり
これらの専門用語をほとんど理解できません。
耐震診断の目的や結果、建物の状態や問題点、
補強工事の目標を管理組合の一般の方にも分か
り易い表現で説明し、管理組合員などに理解し
て頂く必要があります。
これには構造技術者が、一般の方にわかり易
く説明することが不可欠です。が、分かり易く
説明できる専門家もいれば、言葉が通じない人
もいます。そのような場合、建築家が構造技術
者が話す専門用語をこうした一般の方々にわか
り易い言葉に翻訳し説明する必要があります。

３-１-３　 管理組合理事会の特性と事業の継続性

通常、管理組合の理事会は、諮問機関である
専門委員会などの検討結果を受けて意思決定を
行い、必要に応じてその内容を総会や臨時総会
で諮ります。耐震化は、診断～補強計画～補強
設計～補強工事と、事業が数年間に亘る場合が
一般的です。
これに対し、通常、理事会は任期1年程度で
(長くても2年間)、前年度の理事会が申し送っ
た内容が、理事交代ごとに再検討され、方針変
更される事もあります。耐震化を促進する上で、
長期間継続して検討を続けられるよう、JASO
は管理組合を支援する必要があります。
アドバイザーは、理事会の他に専門委員会を
設置するなど、管理組合が長期的なプロジェク

トに対応できる組織作りのアドバイスも行う必
要があります。
アドバイザー派遣支援制度では、自治体が費
用負担して5回までアドバイザー派遣をするこ
とができます。5年程度の時間をかけて「簡易
診断」→「本診断」→「補強計画･設計」→
「工事監理」などを段階的に進めていける制
度となっています。
耐震化事業を担う建築家や構造技術者は長期
に渡り事業継続する心構えが必要となります。

３-１-４　総論賛成、各論反対

区分所有権は三次元の空中に浮かぶ｢専有部
分｣内側のみで、この三次元空間を支える共用
部分や躯体を耐震診断し補強する行為は、これ
を管理する管理組合の専権事項となります。補
強が専有部分の空間に及び､室内空間を狭めた
り､侵さない限り、管理組合員は耐震化事業に
反対しないはずです。
ところが、実際に補強計画を実施しようとす
ると「補強を行ない建物の耐震性能を向上させ
るのは賛成。しかし、自分の家の前や隣に補強
部材を取付けるのは反対」という意見が良く聞
かれます。総論賛成､各論反対の意見が出てく
るのです。
補強による各戸の専有部分への日照や眺望､
通風など利益や不利益は、出来るだけ公平に各
住戸が享受できるよう、検討や説明・説得を行
なう必要がありますが、建物の形状により、全
ての住戸に公平に補強を行なう事は難しい場合
が多くあります。
これらの計画検討はマンション内区分所有者
相互のコミュニティーによるところが大きく、
可能な限り全ての区分所有者が参加する場で補
強計画を検討することが望まれます。

３-１-５　 店舗･事務所など複合用途の区分所有

建物

下層階に店舗や事務所などの施設があり、上
層階が住宅で構成された複合用途の市街地型マ



図-4　住宅履歴情報の現状
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ンションの耐震化事業は、同じ区分所有建物で
も権利関係がより複雑になり、合意形成もしに
くくなります。管理組合は、営業を目的とする
｢施設管理組合｣と上層階の｢住宅管理組合｣と
の２つの管理組合に分けられる場合があり、日
常的にはそれぞれの用途に合わせた維持管理を
行いますが、区分所有法上は1つの区分所有建
物となり、統一した｢連合管理組合｣と云う組
織を形成する場合もあります。
構造上はピロティー形式の建物となり、施設
階のIs値が低くなるため、施設階の被害や層崩
壊が予測されます。建物全体を補強する場合も
あれば、ピロティー部分のみを補強することで、
建物全体の耐震性が高くなる場合もあります。
｢専有部分」が住居の場合は、この居住性が
低下しないことが合意形成の条件となります
が、｢専有部分｣の用途が営業目的の場合は、
この営業機能や性能が低下しないことが合意
形成の条件となります。耐震補強工事期間中の
営業補償をめぐって、住宅管理組合と店舗の間
で合意が得られず、耐震補強工事が施工できな
かった事例もあります。

３-２　図面が保管されていない
建物を長期に維持管理する上で竣工図面類は
不可欠なものです。
竣工図書には「建築確認通知書」「検査済証」、

及び「竣工図」：「意匠図（建築図）」「構造図」「設
備図」「電気設備図」「構造計算書」などがあります。
通常、建築物が完成した後、建築主に各種の
図面類が引き渡されます。マンションの場合は
販売者(デベロッパー )から管理組合へ諸図面
類が引き渡されているはずです。が、実際は完
全に図面などが揃っている管理組合は、大変少
ないのが実情です。
竣工図面が保管されていないと耐震診断や補
強計画が困難になります。

３-２-１　竣工図書の保管状況

図-4は都内のある自治体の耐震化支援事業

を実施した際に、訪問調査したマンションなど
の非木造建物129物件の竣工図書の保管状況を
示したものです。
結果を見ますと、比較的しっかりと保管され
ている図面は｢意匠図(建築図)｣で、約8割の
建物で保管されています。次いで｢構造図｣が
72％、｢設備図｣や｢電気図｣はこれに次ぎます。
また｢建築確認通知書｣は5割以上の建物で紛
失し、｢構造計算書｣は７割近くが保管されて
なく、｢検査済証｣に至っては9割近くの建物
で保管されていない状態です。

３-２-２　竣工図面がない建物の耐震診断

耐震診断の依頼があると、まず建物の竣工図
はどの程度完備しているか調査します。
竣工図面がない場合は、管理会社やマンショ
ンの販売会社・工事施工会社、新築時の設計事
務所などに問い合わせてもらい、竣工図書を取
り寄せてもらいます。
竣工図書が入手できない場合には、「耐震診
断はできません」とお断りする場合もあります。
どのような図面があれば、どの程度まで診断が
できるのか？　だいたい以下の様になります。

３-２-３　一次診断が可能な範囲と実測調査

｢意匠図(建築図)｣が保管されていれば、｢構
造図｣がなくても｢一次診断(簡易診断)｣は可
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能です。｢意匠図(建築図)｣には、各階の柱の
大きさや壁の厚さ･長さ･開口部の長さなどが記
述されているので、壁･柱率から行う｢1次診断
(簡易診断)｣は可能となります。
ただし｢意匠図(建築図)｣がなければ、実測
調査し各階の平面図を作成して｢一次診断(簡
易診断)｣を行います。実測により各階の平面図
を作成する費用は、診断費用の他にかかります。

３-２-４　 二次･三次診断に向けて構造図を作成

する

｢構造図｣には、建物を構成する全ての柱や
梁、壁や床板などの寸法、鉄筋の径や間隔など
が詳細に記述されています。この｢構造図｣が
なければ、二次診断・三次診断などの精密な耐
震診断はできません。そこで、躯体の表面から
鉄筋を探査して鉄筋間隔を確認し、部分的に柱
や梁の表面から鉄筋を斫り出し、柱･梁・壁な
どの主要構造部分の図面を復元する必要があり
ます。
コンクリートの圧縮強度や中性化深度の調査
と合せて初めて精密な耐震診断が可能となりま
す。そのための調査･実測の費用は高額になり
ます。

３-２-５　 鉄骨鉄筋コンクリート造の建物の構造

図は作成できるか？

鉄筋コンクリート造の躯体に比べ鉄骨鉄筋コ
ンクリート造の建物は、躯体内に設置された鉄
骨は深くて奥の方に位置しています。
中高層の鉄骨鉄筋コンクリート構造の建物
で、構造図が保管されていない場合、鉄骨を
斫り出して復元図を作成する事は困難を極め
ます。柱･梁の躯体内の鉄骨の寸法形状を斫り
出すと、柱の断面の過半近くを傷つけてしま
い、建物の耐力を弱めてしまう危険性がある
からです。
鉄骨鉄筋コンクリート造の建物は、鉄筋コン
クリート造の建物より構造的には高層化した建
物で、市街地の中心部や道幅の広い幹線道路に

面して建っている場合が多くあります。
大地震などの都市災害を少なくするうえで
も、ぜひとも耐震化事業を薦めたい建物ですが、
図面がないと精密な診断や補強計画が出来ない
のが実情です。

３-２-６　なぜ図面がないのか

このような高経年マンションの竣工図面の紛
失はなぜ起こるのでしょうか。
一つには、新築時に販売者（デベロッパー）
や施工会社、設計事務所が管理組合に竣工図書
を引き渡さないことがあります。
また築後30年程度経過する建物は、経年劣
化により何らかの修繕工事が繰り返し実施さ
れています。その際に修理・修繕業者が管理
組合から図面を借用する場合が多くあります。
これらの修繕業者は、建物の後々の管理の事
を考えずに、所定の工事が終了しても竣工図
などを返却しない場合が多くあると思われま
す。また管理組合の役員･理事は、長期に建物
を維持管理する上で図面の保管が重要である
と認識せず、図面を貸し出しても返却を求め
ることなしに放置した結果がこの状態を招い
ていると思われます。
マンションは都市における公共性が高い建物
です。マンションが長期に良好に維持管理され
るためにも、竣工図書の公共性に注目する必要
があるでしょう。
竣工図書を地域の公共財産として保管する仕
組みが必要となるでしょう。

３-３　既存不適格と法不適合
「既存不適格」「法不適合」という用語も、一
般のマンション居住者にはその意味が理解し難
い専門用語です。この用語が耐震化支援事業で
大きな意味をもちます。

３-３-１　既存不適格とは何か

建物を新築する時、事前に設計図面を作成し
建築確認を申請します。



図-5　マンションストック戸数の推移
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確認申請では、建てようとする建物の設計図
が、建築基準法､施行令､告示や条例､消防法
などの法令に違反していないかどうかチェック
し、抵触していれば是正が求められます。建築
確認が為されてはじめて工事に着手できます。
工事中や工事が完了した時に検査を受け、申請
通りに建物が完成していれば検査済証が発行さ
れ、建物を使用することができます。
ところで、確認申請の際に守らなければなら
ない建築基準法･令などは、毎年のように新た
な告示や条例が追加され、何年かに一度は法が
改正されます。すると、それまでに建てられた
建物は全て新しい法律には適合しなくなり、「違
反建築」になってしまいます。
法律が改定され、現行の法体系に抵触するこ
とを「既存不適格」と呼びます。この既存不適
格建物に住んではいけない、使ってはいけない、
ということにはなりません。

３-３-２　既存遡及しないということ

バブル経済が崩壊する以前は、既存の建物が
古くなれば壊して建替えてきました。スクラッ
プ＆ビルドが繰返されてきたのです。その後、
世の中はフローからストックへと転換するよ
うになり、建物を永く使い続ける方向に向かい
ました。「200年住宅」に象徴されるようにマン
ションの耐用年数も200年が目標となります。
既存建物を大規模に改修したり増改築や用途
変更をする時には、確認申請が必要となります。
この時、既存建物が現行の建築基準法体系に抵
触しているものがあれば、全て現行法に適合す
るように改修することが求められてきました。
昔の法律に準拠して建てられた建物を、現行
法体系に適合させようとすると、その為の工事
費用が莫大なものとなってしまいます。そのよ
うな事情で古くなった建物は、改装して永く使
い続けようとせず、壊して建替えざるを得なく
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なるのが実情でした。このような行政の対応に
より日本の建築界はフローからストックへと転
換できずにいました。
阪神淡路大震災後に成立した｢耐震改修促進
法｣は、既存建物の耐震性のみを現行の建築基
準法体系に適合させることを主眼とし、耐震性
以外に改定された条項については現行法体系に
適合する必要はないこと、「既存遡及」しない
ことがうたわれました。
耐震化支援事業の対象となる建物は、1981
年の法改正以前の耐震設計法や基準に基づいて
建てられています。その後28年間に建築関連
の法令が改定され、今日の法令に照らすと既存
不適格建築物となっています。

３-３-３　違反建築･摘発運動ではない

｢耐震改修促進法｣の考え方は、建物の耐震
性能を向上させ人命を守ることを主目的とする
のであって、建物の耐震化に当たっては既存不
適格部分に遡及しないとするものです。
日常、法令順守を旨に業務を遂行しているア
ドバイザーにとって、建物の耐震性のみに着目
し違反部分を指摘しなくてもよい派遣･相談業
務は、楽な気分で行えるものでした。
建物の耐震性の問題点を強調し、精密診断や
補強計画をマンションの管理組合にお勧めして
きました。ところが、耐震化事業を進めていく
うちに、新たな問題が発生してきました。
｢既存不適格｣ではなく｢法不適合｣の問題
です。
例えば以下のような例です。

敷地の分割処分

建物竣工(検査済)後、デベロッパーが敷地
の一部分を区分所有者に分譲せず他人に売却
して所有権を移転しため、建物が建つ敷地の
面積が建築確認申請より狭くなってしまい、
建ペイ率・容積率が法不適合となってしま
い、有効な窓先空地や避難経路が無くなって
しまったマンションが少なからずあります。

住戸数や床面積が図面と異なる

竣工図･確認申請図と現況建物が異なり、
建ペイ率や容積率、斜線制限に抵触した建物
として出来上がっているマンションがありま
す。確認申請図書はあるが、申請図通りに建
物が造られず、検査を受けずに建物を完成さ
せ、｢検査済証｣がない建物が分譲販売され
てしまったマンションがあります。この事実
を、区分所有者(譲受人)は気が付かず、また
は知らずに居住しているのです。

建物竣工後の無許可の増改築

分譲後に駐輪場やゴミ置場・集会室や物置
などを増築し、この増築には確認申請を行な
わずに工事を行い、この増築部分が法令違反
になっているマンションが多くあります。ま
た、建築確認時には１階のピロティー部分が
駐車場として申請されていた建物が竣工検査
後(検査済証発行後)、店舗などの商業施設と
して分譲されてしまったマンションなども同
様です。

図-6　斜線制限に抵触する建物
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３-３-４　「法不適合」とは何か

新築時にはその当時の法令に適合していた建
物が、その後の法改正により現行法令などに適
合しなくなってしまったものを｢既存不適格｣
と称します。
これに対して、新築時、又は使用開始時に、
その時の法令に違反した建物(先天的違反建築)
を「法不適合」と定義します。
｢既存不適格｣と｢法不適合｣とは全く異なる
概念として厳密に峻別されます。
今から30年以上前の建物の耐震補強計画･
設計を進めようとすると、｢既存不適格｣では
なく｢法不適合｣部分が多くあることに気付き
ます。

３-３-５  「法不適合」の補強計画･設計をどのよ

うに進めるか

マンションの補強工法には、２-２-６(1)で
示した様ないくつかの手法が考えられますが、
例えば窓先空地の幅が新築時の法令による規
定に不足している場合、バルコニー先端に｢外
付けフレーム工法｣により補強することは可能
か？あるいは、避難経路の幅員が新築時の法令
による規定に不足している場合、避難経路の幅
員を狭めてしまう躯体補強は可能か？など、そ
れぞれの建物ごとに頭を悩ませ、工夫する補強
計画の検討が必要となります。
このような｢法不適合部分｣は、耐震補強をす
る際の｢認定｣｢判定｣、自治体の助成制度の活用、
住宅金融支援機構のマンションリフォームロー
ンの借入などに際し、大きな障害となります。

３-３-６　「法令の変遷」の歴史解説書が必要
新耐震設計法が施工されて28年が経過しま
す。耐震化事業の対象は30年､40年､50年前の
建物です。建築基準法成立以前の建物も耐震化
事業の対象となります。補強対象建物が新築さ
れた当時の建築法令を調査し明らかにしない限
り、対象建物が｢既存不適格｣なのか｢法不適
合｣なのか判断できません。一般の建築設計事

務所には現行の建築基準法等の法令集は常備さ
れていますが、30年以上昔の法令を全て保管
している設計事務所はありません。
国会図書館などの大きな図書館で調査する以
外にありません。近代の建築基準法等の変遷を
明らかにした書籍の発行が求められます。

４． ｢診断｣から｢補強｣へ、JASOの実績
とこれから

アドバイザー派遣回数は、杉並区（2006年3
月事業開始）、北区（2007年事業開始）、練馬区
（2008年事業開始）、新宿区（2009年事業開始）
の合計で2009年8月現在約260件あり、このう
ち簡易診断の依頼が約118件ありました。
精密診断・補強計画・設計の業務受託したマ
ンションは14件あり、うち1件は間もなく耐震
補強工事に着手されます。
また、補強設計が完了し補強工事に着手する
建物や,これから設計に取り掛かるものがあり、
徐々にマンションの耐震改修工事の実績も増え
ていくものと期待されます。
JASOは、「耐震診断」から「耐震補強」へと、
活動の領域を積極的に広げて行くことになりま
す。マンションの耐震補強を巡る様々な課題が、
これからの経験を通して明らかになってくるも
のと思われます。
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講演 ●都市地震被害の真実

１  はじめに

兵庫県南部地震から14年半が経ったが、私
は今でも時々あの日の夢を見る。
1995年１月17日の朝５時46分、私は大阪の
ホテルで激しい揺れで目を覚ました。米国ノ
ースリッジ地震（1994年１月17日）から1年経
過した同じ日に、日米の地震防災研究者が大阪
に集合して会議を開く予定でいた。都市型地震
災害であったノースリッジ地震からちょうど1
年、防災意識の啓発のために、特に関西地区の
人々の注意を喚起するために企画された会議だ
った。その開始日の早朝5時46分、注意喚起の
情報をマスコミを通じて発信する直前に「こと」
が起こってしまった。
地震の直後に同僚の先生と大阪から神戸に向
かった私は、地震当日から神戸の街を徘徊する
ことになった。当日の夜は、多数の建物被害と
延焼火災が発生していた長田区のある病院を基
地に、周辺を調査しながら過ごした。帰る手段

もなく、その後数日間、街を徘徊しながら目の
当たりにした惨状は私の防災研究者としての原
体験になっている。
兵庫県南部地震を含め、私はこれまで内外の
数多くの災害現場を訪れ、被害調査を行ってき
た。また途上国を中心として、地震防災の立ち
上げ活動も行ってきた。それらの経験を通じ、
地震被害を減らすためには何が重要なのかをい
つも考えてきた。本稿では、わが国の現在の地
震学的な環境と最近の地震被害から学ぶべき最
重要課題を指摘し、その解決策として私が提案
しているいくつかの対策を紹介する。具体的に
は、わが国の地震防災において最重要課題であ
る既存不適格建物の耐震補強を促進する環境整
備のための社会制度を紹介する。

２   わが国の地震学的な環境と
予想される被害

（1）地震活動度の高い時期を迎えて
現在わが国は地震活動度の高い時期を迎えて
いる。マグニチュード8級の巨大地震が、今後
30 ～ 50年程度の間に4、5回発生する可能性が
高い。これらの前後に起こるＭ7クラスの地震
（兵庫県南部地震や首都直下地震クラス）の数
はその10倍になる。
指摘されるＭ8クラスの地震の代表が、東海

（Ｍ8.0、30年発生確率87％）、東南海（Ｍ8.1、
同60～70％）、南海（Ｍ8.4、同50～60％）、宮
城県沖地震（Ｍ7.5前後、同99％）、三陸沖北部
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（Ｍ7.1～7.6、同90％）、三陸沖南部海溝寄り（Ｍ
7.7、同80～90％）、色丹島沖（Ｍ7.8、同50％）、
択捉島沖（Ｍ8.1、同60％）などである1）。
東海から四国に至る地域の南側には、フィリ
ピン海プレートが関西日本の乗っているユーラ
シアプレートに潜り込む境界がある。この境界
を南海トラフと呼ぶが、この境界に沿って「地
震三兄弟」と呼ばれる東海、東南海、南海の巨
大地震の巣がある。この三つは時に単独で、時
に組み合わさって起きるが、非常に安定した
周期で繰り返し起こっている。その周期は100
年から150年。一連の大きな地震が起こると、
その後は周期の前半の半分、すなわち50年か
ら75年間は静かになる。そして後半になると、
ひずみエネルギーが溜まってきたことを示すＭ
7クラスの地震が関西地区の内陸の活断層で数
回起こり、その後に地震三兄弟がやって来る。
その繰り返しなのだ。
では最後はいつ起こったのか。通常よりも
少し小ぶりの東南海・南海地震が、それぞれ
1944年と46年に起こっている。少し小ぶりと
いうことから、解放されたエネルギーが少ない
ので、次の地震までの時間は少し短くなると予
想されている。そこで短めの周期100年の半分
の50年を足すと1995年前後になり、まさに兵
庫県南部地震が起こった年となる。この地震の
後、関西では地震のエネルギーが解放されたの
で、もうしばらくは安全だと言う人がいたが、
あれは大きな間違いだ。今後ますます地震の
起こる可能性は高くなるし、事実、その後に鳥
取西部でも地震が起きている。今後も関西地域
にはＭ7クラスの地震が何回か起こると予想さ
れ、地域的には滋賀、京都、大阪、奈良などが
心配だ。
首都直下の地震の危険性も指摘されている。
今後30年で70％の発生確率が中央防災会議か
ら発表されている2）。
このように現在わが国は、巨大地震が頻発し
た江戸幕府末期以来の地震活動の高い時期を迎
えているのだ。

（2）わが国が直面する地震被害
今後30 ～ 50年程度の間に起こると考えられ
る一連の地震による被害はどの程度になるのだ
ろうか。中央防災会議は以下のような被害量を
推定し公表している2）。
南海トラフ沿いの地震三兄弟が連動して起
きると、震度５以上の揺れにさらされる人の数
はわが国の総人口のおよそ三分の一に相当する
約3.7千万人、亡くなる人が約2.5万人、建物被
害は、全壊・全焼のみで100 ～ 110万棟、半壊
が200万棟の規模になる。死者に関しては、私
自身はかなり低く見積もった数字だと思ってい
る。首都直下地震では、条件が悪いと全壊・全
焼建物数が80 ～ 90万棟。経済的な被害は、最
悪の状況で、南海トラフ沿いの一連の地震で
80兆円強、首都直下で110兆円強、両者を合わ
せると200兆円規模である。
被害の状況は、地震の起こる気象条件や時
刻によって変化するし、研究者によっても試算
額は違うが、南海トラフ沿いの一連の地震と首
都直下地震の被害想定では考慮されていない長
周期地震動による高層ビルなどへの影響やコン
ビナートの問題、宮城県沖地震やその他の内陸
地震などを加えて、最悪で300兆円を優に超え
る規模の被害の想定もある。中央防災会議も近
畿・中部圏の直下地震として、大阪平野での上
町断層による地震（M7.6）で97万棟の全壊・全
焼、74兆円の経済被害を、名古屋平野の猿投・
高浜（さなげ・たかはま）断層による地震（M7.6）
で30万棟の全壊・全焼、33兆円の経済被害を
想定している。1923年の関東地震（M7.9）によ
る被害は、死者・行方不明者約10.5万人、焼失
家屋44.7万戸、全半壊25.4万戸であり、被害総
額は当時のGDPの4割（現在に換算して200兆
円）を越えたが、それを上回る地震被害を受け
てしまう可能性もある。仮に今後30年間の被
害総額を300兆円とすると、年平均10兆円とな
り、これは兵庫県南部地震の直接被害額に相当
する。現在の状況は本当に厳しい。
海洋性の巨大地震である三兄弟は津波も起こ
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す。地域よっては地震直後10分以内には10㍍
を超える津波が襲う。津波のエネルギーが集中
しやすい地形の場所では、局所的にその2倍を
超える高さまで波が遡上することもある。1993
年の北海道南西沖地震の奥尻島では、最高31.5
㍍まで到達している。これは8階建のビルの高
さだ。

３   最近の地震被害から学ぶべき
本当の教訓

（1）総合的な防災対策
総合的な防災力は、図-１に示すような様々
な対策を事前と事後の各時間帯にバランスよく
講じることで達成される。
それぞれの意味を簡単に説明すると、「被害
抑止（Mitigation）」は文字通り、被害を抑止す
ること。土地利用規制と施設の性能強化で被
害の発生を阻止する対策である。「事前準備
（Preparedness）」は事前にきちんと備えておい
て被害の影響を小さくすること。防災マニュ
アルの整備や訓練、備蓄品の整備などがこれ
に相当する。「災害の予知、警報（Prediction 
and Early Warning）」は直前に災害の発生を
予知したり、警報を出したりするもので、台
風や津波災害などではその効果が非常に高い。
2007年10月から一般サービスが開始された
「緊急地震速報」もこの範疇の対策である。「被
害の評価（Damage AssessmentまたはImpact 
Assessment）」は発災直後に、なるべく高い精

度で、どこでどのくらいの被害が起きたかを調
査し、それを評価することである。「（緊急）災
害対応（（Emergency）Disaster Response）」は
評価結果に基づいて、発災直後に救命・救助活
動や被災者支援などの対応を適切に行うこと。
「復旧・復興（Recovery and Reconstruction）」
は迅速な復旧（元の状態に戻す）や復興（元の
状態よりも良い状態までつくり直す）によって、
被害の影響を最小化することである。
総合的な防災対策とは、対象とする地域の特
性や災害の特徴に応じて、この７つ（復旧と復
興を合わせると6つ）の対策をバランスよく講
ずることで実現する。しかし地震災害に関して
言えば、「被害抑止力」の向上がバランスの取
れた対策として最も重要なポイントになる。す
なわち、あるレベル以上の「被害抑止力」が確
保されていないと、それ以外の対策がいかに充
実していても、例えばどんなに優れた事後対応
システムや復旧・復興戦略を持っていても、地
震の揺れの最中や直後に発生する大量の構造物
被害とそれを原因として発生する甚大な人的被
害を大幅に減らすことはできないということで
ある。さらにこれらの物的・人的被害が、事後
対応で対処しなくてならない仕事を質・量とも
に厳しくするので、災害対応がうまくいかなく
なるのだ３）。

（2）兵庫県南部地震の犠牲者の実態
兵庫県南部地震では、既存不適格構造物を
中心とした約25万棟の全半壊建物により、直
後に5,500余名が亡くなった。被害額の点でも、
住家被害は直接被害10兆円の約６割を占めた。
地震直後の２週間以内に被災地全体で発生した
約5,500人の犠牲者の7割は神戸市内の犠牲者
であるが、これを対象とした詳細な調査が兵庫
県監察医によって実施されている４）。この調査
結果によると、発生時刻が早朝５時46分だっ
たこともあり、アパートも含め、自宅で亡くな
った方が全体の86.6㌫だ。病院まで運ばれて亡
くなった人は４㌫にも満たない。年齢分布とし図-1  総合的な災害マネージメントシステム
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ては、犠牲者の過半数は60歳以上だ（図-２）。
とっさの行動がとれなかったことに加え、老朽
化した建物に暮らしていた人が多かったこと。
足腰が弱いので日本家屋では、建物の一階に住
むことが多く、特に一階に寝室を持っていた人
が多く、その一階が潰れた事例が多かったこと
が原因である。一方、20歳から25歳の若い世
代にも、当時の人口比率で考えても有意に高い
山があった。彼らは神戸以外の地域から神戸に
来て勉強していた大学生や大学院生、そして若
い働き手たちである。安アパート、ボロアパー
トに住んでいて、それが壊れて亡くなった。若
い世代が耐震性の低い安アパートに住んでいる
状況は、もちろん神戸だけに特有の問題ではな
い。地震の危険性が指摘されている他の多くの
都市でも同様であることを考えると、このまま

では次世代を担う若者が選択的に犠牲になって
しまう状況が続いてしまう。
死因と死亡推定時刻の調査（表-１、表-２）に
よれば４）、窒息死や圧死など、建物被害による
犠牲者が全体の83.3％だ。残りの犠牲者の９割
以上（15.4/16.7＝92％）は火事の現場で亡くな
っているが、その大多数は被災建物の下敷きで
逃げ出せずに焼死している。しかも死亡推定時
刻は地震直後の15分以内が92％を占める。地
震の後に繰り返し指摘された内閣総理大臣への
被害情報の早期伝達の問題や、消防や自衛隊の
出動体制の不備で亡くなっているのではない。
もちろん食料や水の不足でもない。建物の耐震
性を高めない限り人的被害を減らすことは不可
能だ。兵庫県南部地震の最大の教訓は、「復旧・
復興期までを含めて、発現した様々な問題の根
本的な原因は、地震直後に発生した大量の構造
物被害と、これを原因として生じた多数の人的
被害であった」ことだ。言い換えると、事後に
指摘された様々な問題（救命・救助活動の遅れ、
延焼拡大と焼死者や避難所・仮設住宅での問題、
家屋解体やゴミ、復興住宅や生活再建の問題、
被災者の心理的な問題や孤独死、膨大な復旧・
復興経費の発生など）は、建物被害が少なけれ
ば、顕在化しなかった可能性が高い3）。
わが国の消防士（正式には消防吏員という）
や自衛隊員（災害対応の中心となる陸上自衛隊
の自衛官）は全国で各15万人ほどである。ボラ
ンティアの消防団員も全国で90万人弱なので、

表-１  兵庫県南部地震による直接的な死因
〔兵庫県監察医による調査〕
（神戸市内で地震後２週間以内に亡くなった犠牲者を対象として）

表-2   兵庫県南部地震による犠牲者の死亡推定時刻
〔兵庫県監察医による調査〕
（神戸市内で地震後２週間以内に亡くなった犠牲者を対象として）

図-2  兵庫県南部地震による犠牲者の年齢分布
〔兵庫県監察医による調査〕
（神戸市内で地震後２週間以内に亡くなった犠牲者を対象として）
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1都道府県別に見れば、最大でも数万人以下で
ある。全壊家屋だけで、数十万棟から100万棟
も発生すると予想される近未来の巨大地震の際
に、しかも発生直後の５分や10分で生死の大
半が決まってしまう中では、いかに優れた対応
システムや復旧・復興システムを有していても、
建物の耐震性を向上させない限り、人的被害を
減らすことは不可能だ。トルコやイランなど、
非常に優れた災害対応システムを持つ国でも，
数万人規模の地震による犠牲者が繰り返し発生
してしまう理由がここにある。
2004年10月23日に発生した新潟県中越地震
の被害が現状の程度ですんだのは、中越地域
の建物の耐震性が高かったからだ。新潟県中越
地震の揺れは、兵庫県南部地震並みに大変激し
いものだが、被害の集中する震度６や７のエリ
アでの全壊被害の比率は兵庫県南部地震に比べ
て低い。壊れた建物は一般的に古く、一階が店
舗や車庫に使われていて壁量が足りていなかっ
たものだ（写真-１）。積雪や冬の寒さを考慮し
た雪国仕様の住家（写真-２）は、柱も梁も太く、
基礎も大きくて頑丈だ。窓も小さくて壁量が多
くなる。屋根も雪の滑りやすいスレートやトタ
ンを材料とするのでずっと軽くなる。寒い地域
はシロアリの害も少ない。結果的に地震に対し
て非常に強い建物が実現できていた。中越地震
で問題となった事柄は、建物被害を低く抑える
ことができたことで相対的に出現したものが多
い。マスコミが騒いだエコノミークラス症候群
などはその典型である。

（3）地震津波や震後火災について
兵庫県南部地震や新潟中越地震では発生しな
かった津波による災害が、「東海」や「南海」、「東
南海」地震などが発生した場合には問題となる。
このような状況を踏まえ、現在盛んに津波に関
しての注意の喚起と対策が進められている。し
かし津波の問題は、住宅の耐震性の問題が相対
的に軽視されて良いということとは違う。津波
から逃げる避難路をどんなに整備しようが、津
波の前にやってくる地震の揺れで家が壊れてそ
の下敷きになったのでは、元も子もない。
火災に対しても同様だ。耐震性が高ければ、
延焼火災の危険性は大幅に低下するが、この
状況は過去の大規模地震災害の代表である関
東大震災時でも阪神・淡路大震災時でも同様
であった5）。
1923年関東地震では、現在の東京23区の中
心部にあたる旧東京市で、地震発生直後から同
時多発的に火災が発生し、これらの中の一部が
延焼火災となって、40時間以上にわたって街
を焼き、最終的には旧東京市の約43%が焼失
した（図-３）6）。未曾有の大規模延焼火災であ
ったため、さまざまな機関によって、出火原因
や火災の時間的な広がりなどに関して、詳しい
調査が行われた。これらの調査結果に基づいて
当時の専門家が結論づけた教訓は、消防の充実・
避難場所の整備・家屋の耐火能力向上などとな
った（図-４）6）, 7）, 8）, 9）。これらがその後のわが
国、特に大都市圏の地震災害における火災対応
重視型の防災対策を生んだ。しかしこれらの教

写真-2   新潟県中越地震（2004年、M6.8）で被災して
いない雪国仕様の住家の例

写真-1   新潟県中越地震（2004年、M6.8）で被災した
建物の例
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訓は、いずれも起こってしまった火災の広がり
を防止することに関するものばかりである。火
災の延焼防止措置はもちろん重要であるが、震
後火災による被害軽減策は、出火を減らす策が
あってこそ効果的に機能する。
関東地震による延焼火災を対象に、各地域
の地震動や建物被害との関係を詳しく調査する
と、図-５や図-６に示すように、火災の問題と
建物被害には非常に強い関係があったことがわ
かる。図中の震度は武村ら10）によって木造建
物の被害率から評価されたものであり、震度分
布は建物被害率の分布を表している。図-５を

見ると、建物被害の甚大であった地域は地震直
後から延焼し、建物被害が小さかった地域は後
から延焼することがわかる。それぞれの地域を
焼いた火事の種火がどこから来ているかを調べ
ると、震度７や震度６など、多数の家が壊れて
いるところは、その地域内で発生した種火によ
って焼けている。一方で震度が小さいところは
他地域からの種火で焼けている。建物被害の大
きな地域の延焼率は被害の小さな地域に比べて
格段に高くなるが、火元家屋が倒壊していない
場合はそれほど上昇しない（図-６）5）。これは
初期消火できるからだ。

図-3   1923 年関東地震による旧東京市内の延焼火災
の様子

図-4   関東大震災の被害調査後のコメント
（指摘された教訓）

図 -5  関東大震災の延焼火災と建物被害の関係
この図における震度は、武村ら（2003）によって木造建物の被災度から判定されたものなので、震度の高低は木造建物の被災度の高低
そのものである。出火火元は建物被害が甚大な場所に多く、さらに延焼火災になる火元は倒壊家屋からの出火であった。地震時の延焼
火災対策としても建物の耐震性の確保が重要であることがわかる。

(a) 震度と火元の分布 (b) 震度別の焼失面積の時間変化
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地震による大規模な延焼火災は、1995年の
兵庫県南部地震の際にも発生している。地震
の揺れによって、約25万棟の建物が全半壊し、
39万棟が一部損壊した。延焼火災によって、
７千数百棟が焼失している。兵庫県南部地震に
よる震後火災と建物被害の関係を分析すると、
図-７に示すように、関東大震災における両者
の関係とほぼ同様な関係があることがわかる。
以上の分析結果から結論付けられることは、
建物の耐震性を高くして、揺れによる建物被害
を減らすことができれば、初期出火件数を減少
できるだけでなく、仮に出火しても、消火活動
の条件が良くなるので、効率的な初期消火が可
能になり、延焼火災はさらに大幅に減らすこと
ができるということである。

兵庫県南部地震の直後に、「消火用水の不足が
火事を拡大させた」とか「消防施設や消防士の数
が不十分であった」という批判が起こった。し
かしこれらの指摘には認識不足がある。消火活
動の問題の前に建物の耐震性の問題があったこ
とをもっと認識しなくてはいけない。消火用水
に関して言えば、当時の被災地の消防士の数や
消防施設を考えた場合、仮に水が十分であった
としても、十分な消火活動は期待できなかった。
より多くの消防士や消防施設を整備すべきだと
いう意見に関して言えば、何十年に一度あるか
ないかのごく希な状況に対応するための体制を
日常的に維持することは、費用の点を考えれば
適切ではないことは自明である。人口150万人
規模の神戸市では、日常的に発生する火災件数

図-7  阪神・淡路大震災における火災と建物被害の関係

初期出火率と建物被害の関係 延焼火災率と震度の関係

図-6  関東大震災における延焼火災率と建物被害の関係

延焼火元件数と震度の関係 延焼火災に及ぼす火元建物の倒壊の影響
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は１日平均２件前後である。公的消防力として
は、数件の同時火災に対しても対応できる能力
を有していた。もちろん平時対応としては全く
十分な能力である。ところが兵庫県南部地震が
起こった１月17日には神戸市内で109件の火災
が、特に地震の発生時刻の５時46分から６時ま
での14分間には53件の火災が発生している。 
火災への対応に関しては、その規模に応じて
適切な対処法がある（図-８）5）。一坪（3.3平方
メートル）以下程度の小規模の火災には、市民
の自主消火対策が重要なのだ。いわゆる消防士
さんたちが効率よく消火活動できる火災の規模
は100 ～ 300平方メートル、すなわち家1軒、2
軒というレベルだ。ところが、震後火災は同時
多発型であるため、通常の火事のように、すべ
てを消防士に任せておけばいいというわけには
いかない。地域の公的消防力を圧倒的に上回る
数の火災が発生する。しかしこの時重要なのは、
震後火災は最終的には何ヘクタールとか何平方
キロメートルを焼き尽くすようなものでも、ガ
ス爆発などの例外を除いて初めは小さいという
ことである。この火災こそ、市民レベルで対応
すべき火災なのだ。
兵庫県南部地震の際に市民による初期消火
がうまく展開されなかった主な理由は4つで
ある。市民が多数の崩壊家屋に閉じ込められ
た人々の救出作業を優先しなくてはいけなか
ったこと、崩壊家屋の下からの出火は素人で

は対応が難しいこと、多数の倒壊家屋によっ
て道路閉塞が発生し、市民であろうが消防士
であろうが消火活動のために現場に近づくこ
とができなかった火災があったこと、そして
最後に、災害に対する住民意識が低くて、震
後火災も平時の火災同様に消防隊が来てくれ
るものと思い、初期消火のタイミングを逃し
たこと、である。最後の問題は教育や訓練で
何とか解決できるが、残りの３つは建物の問
題を解決しない限り解決できない問題である。
消火活動の問題の前に建物の問題があったと
いう指摘の意味がここにある。 
さらに図-８にも示されているように、ある
レベルを越えた火災に対しては、いわゆる消火
活動はさほど効果的とは言えず、代わって街を
構成する構造物の耐火対策、街区や都市レベル
での都市計画的な対策が重要になってくる。こ
のような認識を市民と自治体の双方が持ち合わ
せないと、地域レベルの防災能力は向上してい
かない。

（4）防災対策がうまく進展しない最大の理由
世界各地の地震被害を見てきた私の考える防
災力向上の基本は、発災からの時間経過の中で、
自分の周辺で起こる災害状況を具体的にイメー
ジできる人をいかに増やすかに尽きる。効果的
な防災対策は、「災害状況の進展を適切にイメ
ージできる能力」に基づいた「現状に対する理
解力」と「各時点において適切なアクションを
とるための判断と対応力」があってはじめて実
現する。
イメージできない状況に対する適切な心が
けや準備などは絶対に無理である。現在の防
災上の問題は、先進国にしろ途上国にしろ、
社会の様々な立場の人々、すなわち、政治家、
行政、研究者、エンジニア、マスコミ、そし
て一般市民が、災害状況を適切にイメージで
きる能力を養っておらず、この能力の欠如が
最適な事前・最中・事後の対策の具体化を阻
んでいる点にある。

図-8   各種防火対策の有効限界と組み合わせ
（保野健次郎に加筆）
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教育とは「おぎゃー」と生まれた赤ん坊が、
人生を全うする術を教えることである。災害大
国日本において、地震や台風などの自然災害の
基本的な知識と、その対処法を教えないでいて
何が義務教育だ。受験科目になったっていい。
主要科目として位置付けた「防災教育」を実現
すべきだ。防災に関わらず、ことを動かすには、
「人」と「もの」と「金」がいる。しかし、言うま
でもなく一番大切なのは「人」である。天然資
源の乏しいわが国においては、付加価値を創造
する「人」を適切に育てられるか否かは死活問
題である。「ゆとり」の名の下に、本来当然教
えなくてはいけない内容を削っている場合では
ない。別メニューとして「エリート教育」を持
っている国との違いを忘れてはならない。　
地震被害の状況を具体的にイメージする能力
の向上には、私が提案している災害イマジネー
ションツール「目黒メソッド（図-９）」11）や「目
黒巻（図-10）」11）などを利用して、発災時の季
節や天気、曜日や時刻などの条件を踏まえた
上で、発災からの時間経過にともなって自分の
周りで起こる事柄を具体的に考えた上で抜き出
し、問題点を理解することが重要である。こう

することで、事前準備の重要性が認識され、抑
止力を含めて総合的な防災力が向上する。
一般に地震被害は、図-11のように入力（イ
ンプット：I）→システム（S） →出力（アウトプ
ット：O）の関係として考えると理解しやすい。
地震工学や地震防災においては、入力としては、
地震の発生や地震動、津波などをまずは考えれ
ばよい。システムとしては、地域住民の生活ス
タイルに影響を与える社会システムを想定する
必要があり、これは地域の自然状況を特徴づけ
る自然環境特性（気象/気候、地理、地形、地
質/土質など）と社会状況を表す社会環境特性
（都市システム・インフラ・政治・経済・文化
/教育・歴史/伝統・宗教・思想など）から構成
される。また地域活動や住民生活が時間によっ
てダイナミックに変化することから、地域特性
を表現する変数には、季節・曜日・時刻などの
時間の項が入ってくる。出力は、対象とする現
象によって、構造物の応答や組織や社会の対応
となって現れ、これがある限界値を越えると地
震被害となる。すなわち、地震被害の規模と質
は、入力（I）とシステム（S）の関係によって決
定される。

図-9（b） 目黒メソッドに用いる表（2）
地震までの時間が与えられた場合に、その時間をどう有効活
用するか（上段はある程度の長い時間が提供された場合、下
段の 30 秒以内は緊急地震速報の活用範囲）

図-9（a） 目黒メソッドに用いる表（1）
平均的な1日の行動パターンを縦軸に、発災後の経過時間を横軸と
した表を用いて災害状況のイメージトレーニングを行うもの。縦軸
の平均的な一日の行動を考える際には、自宅や職場周辺の環境、建
物の耐震性や家具配置、時間帯別の家族各メンバーの居場所や行動
などをまとめたり、通勤手段が使えなくなった状況を想定し、全て
徒歩での所要時間も考えておく。その上で、季節や天候、曜日を決め、
各時間帯に大きな地震が発生したと仮定し、発災からの経過時間に
伴って、自分の周りで起こること、やるべきことを具体的にイメー
ジし記載していく。季節や天候、曜日などの発災条件や、事前対策
の有無で変化する災害状況を理解することで具体的な防災対策の実
施につなげていく環境整備を狙っている。
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「災害は進化する」と言われる所以は、入力と
しての災害（ハザード）が変化しているのではな
く、それを出力である被害（ディザスター）に変
換する社会システムの変化がもたらす現象として
理解できる。発展途上国で現在発生している災害
が、先進国の過去の災害に類似したり、開発や発
展の程度によって起こり得る被害のタイプの分類
が可能だったりするのもこのためである。

（5）最も重要な地震防災対策とは
繰り返しになるが、現在のわが国のように、
地震が多発する危険性の高い状況における地震
防災の最重要課題は、耐震性の不十分な既設の
建物（既存不適格建物）の建替えや耐震補強（改
修）を推進することであるが、これがうまく進
展していない。既存不適格建物の耐震補強を促
進するためには、関係者の災害イマジネーショ
ンの向上、そして適切な「技術」と「制度」の整
備が必要だ。災害イマジネーションが低いと、
地震防災対策で最も重要な耐震補強の大切さに
認識が及ばない。

「技術」に関しては、木造に限っても1,000万
戸を超える既存不適格建物とそこに住む人々の
状況を考えると、性能は高いが高価な工法は問
題解決の決定打にはならない。低価格なこと、
ただし「安ければ安いほどいい」では機能しな
い。理由はまともな業者が参画しなくなるから
だ。施工者に応分の利益が上がることが重要
である。そして実施した際の「効果」（これが
著しく高くなくても）が信頼性の高い情報とし
て、持ち主に理解してもらえる環境の整備が重
要だ。このために必要なのは、耐震性を高める
ための補強法以上に、耐震性の程度を、簡便で
精度高く評価する診断法である。図面に頼らず
（図面と異なる建物はざらにある）、現地の実際
の建物に対して補強前後の耐震性の変化を正確
に評価できることが求められる。その際には、
偏心荷重を与えやすい書斎や浴室などの位置な
ど、建物の利用形態の違いによる耐震性の変化
なども評価できなくてはいけない。
「制度」としては、建物の持ち主に耐震補強
に対する強いインセンティブを与えるものであ
り、かつ「技術」の価格や信頼度に関わる不確定
性をカバーする機能を持つことが求められる。
近い将来の地震で、全壊・全焼のみでも200万
棟（世帯数にすれば350 ～ 400万世帯）を超える
ような被害が予想される中では、「事前に行政
がお金を用意して進めようとする現在の耐震補
強支援策」も「行政による事後の手厚い被災者支
援策」も財政的に成り立たない。さらに副次的

図-11   災害現象の考え方
（災害は進化するというが）

目黒メソッドを簡便化した「目黒巻」は、保育園や幼稚園、小学校や
一般家庭等での活用を主目的としており、自分で条件を設定して、
災害時の様子を、自分を主人公とした物語として書いていくもの。
細長い紙の上に経過時間に沿って物語を書き込むので、巻物状にな
るため「目黒巻」と呼ばれている。目黒巻を書き進める中で、現状の
問題点が認識されるとともに様々な疑問点が出てくる。さらにみん
なの目黒巻を並べると、同じ時間帯での各人の内容が比較でき、認
識のずれや相互連絡の難しさなどを発見できる。これらをみんなで
話し合ったり、調べたりすることから、具体的な防災対策が始まる。
どうすれば、自分の物語がハッピーエンドになるのかを考えること
がポイント。事前に何をしておけば、物語がどう変わるのか。事前対
策の重要性が認識され事後対応力もつく。関係者で条件を変えなが
らやってもらうことで、個人個人の、そして組織としての防災力を
高めることが可能となる。学期や季節に合わせて、学年が変わった
時、引っ越した時、それぞれのタイミングで実施すると効果的だ。

図-10  目黒巻の例
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にも多くの問題を生む。前者では数を限って実
施しても「やりっぱなし」の制度が、悪徳業者が
入り込む環境を作っているし、後者は最も重要
な事前の耐震補強対策へのインセンティブを削
ぐ。いずれもオールジャパンを対象として、長
期的な視点からわが国の防災に貢献する制度に
なっていないし、公的な資金の有効活用の点か
らも説明責任が果たせるものになっていない。

４   防災における
「自助」「共助（互助）」「公助」

防災においては「自助」「共助」「公助」が重
要だが、基本は「自助」にある。また「共助」や「公
助」は「自助」を誘発する仕組みがないと、大幅
な無駄やモラルハザードを生むだけでなく、被
害軽減に結びつかない。
地震防災における「自助」の最重要なアクシ
ョンは、持ち主による事前の「建替え」と「耐
震補強」である。これを実現する「制度」として、
私は「行政によるインセンティブ制度（公助）」、
「日本全国の耐震補強実施者を対象とした共済
制度（共助）」、「新しい地震保険（自助）」を提
案している。これら三つの制度（目黒の三点セ
ット）により、耐震補強が不要な高い耐震性の
建物に住む人と耐震補強を実施した人は、将来
の地震で万が一、全壊・全焼などの被害を受け
ても新築住宅の建設に十分な支援を地震後に受
けることができる環境が整う。

（1）目黒提案の公助システム
わが国は自然災害については自力復興を原
則としている。しかし実際には、被災者には各
種の公的支援がなされ、阪神・淡路大震災の際
には、ガレキ処理や仮設住宅の供給と撤去、復
興住宅の建設などをはじめとして、全壊住宅世
帯には一世帯当たり最大で1,300万円、半壊で
も1,000万円規模のお金が使われた。もちろん
被災者個人のポケットに直接入ったわけではな
く、彼らを支援するために使われた。これらの

多くは建物被害がなければ費やす必要のないお
金であり、その主な原資は公費だ。
そこで私は次のような「行政によるインセン
ティブ制度」を提案した。事前に持ち主が自前
で、耐震診断を受け改修の必要がないと判定さ
れた住宅、または改修をして認定を受けた住宅
（つまり将来の地震時の公費の軽減のために自
助努力したもの）が、地震によって被害を受け
た場合に、損傷の程度に応じて、行政から優遇
支援される制度だ。この制度が実現すると、私
の試算によれば、被災建物数が激減するので、
行政は全壊世帯に1,000万円を優に越える支援
をしてもトータルとしての出費は大幅に減る。
自治体が事前にお金を用意して、市民に補強
をお願いする現在の制度は、既存不適格建物数
を考えると、都道府県単位で地震の前に千億か
ら一兆円規模の予算措置（1世帯100万円程度
の支援を前提として）を必要とし、全く現実的
でない。しかも建物の数を限って実施したとこ
ろで、公費や投じられた補強住宅のその後の維
持管理状況を確認しようとするインセンティブ
が行政には働かない「やりっぱなし」の制度で
あり、「悪徳業者」を生む。さらに高額の補助
金を出す自治体では、市民がなるべく高い資金
援助を得るために所得が低くなるまで補強を先
送りしたり、高い支援金を見込んだ業者による
補強が他地域に比べて著しく高額になったりす
る問題が生じている。
一方、私の提案する制度では、行政は事前に
巨額の資金を用意する必要がない。また発生す
る被害を激減させ、行政と市民の両者の視点か
ら地震時の出費を大幅に軽減し、税金の有効活
用を実現する。しかも契約建物が将来の地震時
に被災するとお金を支払わなくてはいけないシ
ステムが、契約建物の耐震性を継続的にウォッ
チングする仕組みを誘発し、これが社会ストッ
クとしての住宅の継続的な品質管理に大きく貢
献する｡さらに「やりっぱなしの悪徳業者」を
排除し、地元に責任あるビジネスをもたらし、
地域の活性化に貢献する。私の提案制度は，耐



講演 ●都市地震被害の真実

震補強に関して，現在多くの市民が抱える以下
のような不安を解消し，補強に踏み切る後押し
もする。「耐震補強を行った住宅の耐震性が平
均値として向上することは疑わないが，安くな
い費用を掛けて補強した自分の建物の耐震性が
本当に向上し，将来の地震に対して問題がない
かどうか不安だ｡被災しても誰も保障してくれ
ない。」
この制度では、以下に述べる「行政によるリ
バースモーゲージ」も有効だ。経済的な理由か
ら耐震補強できないという世帯を調べてみる
と、多くのケースでは「今キャッシュがない」
だけで、土地付の住宅や生命保険などを持って
いる。この人たちには土地や生命保険を担保に、
金融機関から耐震補強費を借りて、まず補強
をしてもらう｡しかし毎月の支払いが難しいの
で、その分を行政が公的資金から貸し出す。払
い戻しはその世帯主が亡くなった際に、担保し
ているものから一括して行えば良い。こうする
ことで市民の命が守られ、行政は地震時の出費
を大幅に軽減できる。市民も損害を軽減できる
し、仮に被災した場合も行政から手厚いケアを
受けることができる。

（２）目黒提案の「共助」システム
私の提案する「共助」システムは「日本全国
の耐震補強実施者を対象とした共済制度」だ。
耐震補強済みの建物が被災するのは概ね震度6
以上（図-12）12）。現在心配されている巨大地

震が発生しても、震度6以上の揺れに曝される
地域に存在する建物は全国の建物の数％程度
（図-13、南海地震で１％以下、東南海地震で
4.5％、東海・東南海の連動地震で6.4％、東海・
東南海・南海の連動地震で9.9％）。この地域内
に存在する耐震補強済みの建物が被災する確率
は、全国比でせいぜい数百分の一程度になる。
つまり数百世帯の積み立てで被災世帯１～２軒
を支援する割合になる。私の試算では、東海・
東南海・南海の連動地震を想定しても、耐震補
強時（100 ～ 200万円の支払い時）に４～５万円
程度（消費税以下）の積み立てを一回だけすれ
ば、全壊時に1,000万万円、半壊時に300万円
の支援を受けることができる（図-14 （a））。
図-14（b）は東海地震を対象にした場合の例
であるが、提案制度では2.2万円の1回の積み
立てだけで全壊時に1,000万円、半壊時に300
万円の支援を受けることができる。ところが
耐震補強を前提にしない共済では、地震時に被
災する建物は基本的に補強していない建物なの
で、結果的には自助努力した人から集めたお金
が努力していない人に流れるだけで、耐震補強
へのインセンティブを削ぐ。しかも補強を前提
にしていないので被災建物数が大幅に増え、十
分な積み立ても難しい。対象地域を特定の県に
限っている場合には、なおさら条件は悪くなる
（図-14（b）の一番上の曲線）。

図-12  建築年代別木造建物の被害関数
（全壊率、村尾・山﨑による）

図-13   想定される大規模地震災害発生時の震度別建物数
（東海・東南海連動地震を対象として）
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（3）目黒提案の「自助システム」
最後に「自助」の制度として提案する「新し

い地震保険」を紹介する。耐震補強済みの住宅
が揺れで壊れる可能性は著しく低い。またすで
に説明したような目黒提案の「公助・共助」制
度で、揺れで被災した場合には新築に十分な
2,000 ～ 3,000万円という支援が行政（公助）と
共済（共助）から得られる。問題は震後火災で
ある。そこで私の提案する制度は、揺れによる
被害を免責にする地震保険である。すなわち、
揺れには耐えて残ったが、その後の火災で被災
した場合に役立つ保険だ。
兵庫県南部地震は風の影響が少なかったと
はいえ、揺れで被災した建物は全半壊で25万
棟、一部損壊はさらに39万棟である。全焼建
物は7,500棟である。全半壊だけを対象にして
も、揺れによる被害と火災による被害は数十倍
違う。さらに建物の耐震性が高まると延焼火災
を阻止できる可能性が大幅に高まることはすで
に述べたとおりである。
これらの条件を加味した私の試算によれば、
揺れによる被災建物を免責にした場合の補償対
象建物数は、簡単に百分の一程度になる。年間
10万円の保険料が千円になる計算だ（図-15）。
これならば地震保険の割高感もなくなるし、
火災保険の付帯条件や30 ～ 50％という地震保
険の補償制限も撤廃できる。地域全体の取り

組みで、より条件のいい保険モデルが実現す
る。なお、全焼建物の中にも揺れ被害を受け
ているものがある。それらに関しては、公助、
共助システムと応分に分担すればなおさら条
件は良くなる。

図-14   目黒提案の共済制度
（オールジャパンの耐震性の高い建物に住む人たちを対象にした共済制度）

図-15　目黒提案の自助制度としての新しい地震保険
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５  認識を改めるべきこと

耐震補強費は木造住宅で平米当たり1万5千円
が目安。100㎡なら150万円。最近ではもっと安
い工法も多く提案されている。自家用車の値段
と比較して欲しい。これで家族と財産を守るこ
とができる。しかもその効果はずっと続く。自
家用車を購入する際、多くの人は強制保険はも
ちろん、任意保険も買う。交通事故の悲惨さが
イメージできるからだ。しかし耐震補強の重要
性に関してのイメージは低い。さらに自動車保
険は、保険ビジネスが成り立っていることから
も、支払った保険料の投資対効果（支払った保
険料と将来に事故等で受け取る保険金の期待値
の比）は１以下である。しかし現在の地震活動状
況を考えると、耐震補強の投資対効果（耐震補
強費とその効果による期待被害軽減額の比）が５
倍～10倍という例（地域と物件）はざらだ。
よく耐震補強に使う「お金がない」という声
を聞くが、その一方で、耐震補強と無関係な
リフォーム（戸建住宅）は、近年でも年間30 ～
40万棟の規模で、平均350 ～ 400万円以上かけ
て行われている。このリフォームの機会を活用
して耐震補強をすれば、経費は格段に安くなる。
現在のわが国のように地震活動度の高い地域
や時期には、「市民一人一人が事前の努力でト
ータルとしての被害を減らすしくみを作った上
で、努力したにも関わらず被災した場合に手厚
いケアをする制度」の整備が重要だ。「事前の
努力を前提とせずに、被災した人がかわいそう
だから、なるべく多くのお金を支援してあげよ
う」的な制度は財政的に成り立たないし、被害
を減らす効果もない。このような制度のために、
地震のたびに甚大な被害を受け、また財政的な
問題に悩んでいるトルコの事例に学ぶべきだ。
耐震基準を守らない建物が多いトルコでは、
1999年の地震でも約1万8千人の犠牲者が出
た。にもかかわらず耐震補強は全く進んでいな
い。理由は地震で壊れた持ち家に対して、行政
が新しく恒久住宅（仮設住宅ではない）を建て

て供与する制度があるからだ。最近の北アナト
リア断層の地震活動度からは、同国最大の都市
イスタンブールを襲う地震の発生は時間の問題
で、その被害額はＧＤＰの３割（日本に置き換
えて150兆円）に達する見込だ。さらに住宅供
与制度のため、ＧＤＰの4～ 5％（同様に20 ～
25兆円）の予算が必要になる。これらの数値は、
制度のあるなしにかかわらず、地震後にトルコ
政府がこの規模の被災者支援を行うことが不可
能なことを示している。にもかかわらずこの制
度のために、市民は全く耐震補強を実施しよう
とはせず、将来の地震被害を大きくする方向に
進んでいる。さすがに問題に気づいて国民皆保
険制度なども検討されたが、建物の耐震性を向
上させない限り、高い地震発生確率と低い耐震
性の建物を前提としたのでは、適切な地震保険
制度の実現は難しい。

６  今、流れを変えておかないと

我が国が今トルコと同様の方向に進み出し
ている。何もせずに弱い家に住んでいて、それ
が地震で壊れると生活再建費が行政から支援さ
れる制度「被災者生活再建支援法」が生まれた。
当初100万円であった支援費は300万円に増額
され、使途も個人資産の再建まで拡大され、受
給者の所得制限もなくなった。この制度は再考
すべきである。私は被災地で困っている人を助
ける制度を否定しているのではない。この種の
制度を考える場合には、同時に事前に自助努力
した人が被災した場合の優遇制度を整備しない
と、「自助」のインセンティブがなくなり、被
害が増大するとともに本来使う必要のない莫大
な公的資金を使わなくてはいけない状況になる
ことに警鐘を鳴らしているのだ。
被災者生活再建支援として現行のように全壊
被災世帯に300万円支援しても、これだけでは
もちろん足りない。阪神・淡路大震災の事例に
従えば、さらに1,000万円を支援する必要があ
る。我が国のように、近未来に莫大な地震被害
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が想定される中でこのような制度が成り立つだ
ろうか。答えはもちろん「ノー」であるし、仮
に1,000万円の支援をしても、住宅の再建費に
は全く足りない。その点、「目黒の三点セット」
であれば、新築住宅の再建に十分な2,000 ～
3,000万円という支援が得られる。この違いは
本質的な差である。
私は「被災者生活再建支援制度」が設立され、
改正される中で繰り返し指摘してきたことがあ
る。それは次の通りだ。
今後は被災者生活再建支援制度によって支援
を受ける人が出てくる。このような状況下で私
が最も恐れていることは次の点だ。　　
防災の専門家として、もちろん起こって欲し
くないが、この制度の下で最初に起こる地震が
数十万棟の全壊建物を生じるような地震であれ
ば、自助努力を前提としない現行の支援制度の
問題を多くの人々が認識できる。なぜなら、こ
の制度が被害抑止に全く貢献しないばかりか、
莫大な公的予算を必要とすることがはっきりす
るからだ。問題は、数百～数千世帯程度が支援
を受ける地震が起こった場合だ。マスコミは支
援を受けた被災者に支援制度の感想を尋ねるだ
ろう。支援を受けた被災者は、「このような制
度があって本当に助かりました」と涙ながらに
答える。この人は支援を受けた人だ。その時点
では残念だがタックス・ペイヤーの視点ではな
く、タックス・イーターの視点に立っている。
マスコミはさらに質問を続ける。「この制度に
関して何か要望や意見はありませんか？」支援
を受けた被災者は、「300万円はありがたいが、
これだけでは足りません。何とか増額できない
ものでしょうか」と答える。このような発言を
受けて、マスコミや一般社会、そして政治家た
ちはどう対処するだろうか？
現在の地震学的な環境と予想される地震被
害量や地震被害のメカニズムを十分理解した上
で、タックス・ペイヤーの視点から適切に発言
できる人は限られている。残念だが、「もっと
増額すべきだ」的発言や世論が出てくることは

想像に難くない。被災者が傍らにいて、このよ
うな議論になった場合に、この流れを止めるの
は容易ではない。
現在の地震活動度を考えると、私たちに与え
られている時間な余裕はないし、自分のしてき
た仕事の良し悪しを、地震によって否応なしに
チェックされる状況にある。被害想定なんか何
度やっても被害は全く減らない。その結果に基
づいて具体的な目標を掲げ、それを達成するた
めの計画を立案し、実施して初めて被害が軽減
される。そして、その達成度を定期的に確認す
る仕組を作ることが肝心である。
私の一連の制度を「弱者切捨て」の制度と勘
違いする人が時々いるが、これは全くの誤解だ。
巨大地震が頻発し、甚大な被害が予想される現
在の状況では、私の提案するような制度で事前
の被害抑止対策を整備し、将来の被害を大きく
減らさない限り、経済的に恵まれない人々を救
うことは不可能である。自分が地震で亡くなっ
てしまう状況を想像して欲しい。「何を最大の
教訓として遺族に伝えたいですか？」自分を自
分の大切なものを守るための事前努力とそれを
推進する仕組みづくりが、自分の地域、ひいて
はわが国を地震から守ることにつながることを
忘れないで欲しい。
日本はこれまで、都市部への人口集中を前提
に、郊外の山や丘を削り、谷や窪地を埋めて宅
地をつくり、26、27年で朽ちる家をつくり続
けてきた。結果として、悪い地盤に建つ低品質
の建物が増えた。年間所得の何倍もの長期住宅
ローンを組み、所得の何割もお金をその返済と
して毎年払い続けるが、住宅の価値は返済が終
わる前にゼロになってしまう。世界最高水準の
所得がありながら生活に豊かさ感を持てない日
本人の本質的な原因はこの住宅問題にある。
しかしこれからは、「少子高齢化･人口減少」
の時代だ。「いい場所に、いい家を建てて、よ
くメンテナンスして、長く使う」ことが可能に
なる。いい地盤に寿命が100年オーダーの高品
質の家を建て、いくつもの家族が住み替えなが
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ら大切に使う社会は、住宅ローンに追われて暮
らすライフスタイルに変化をもたらし、日本人
の生活を豊かになると同時に、将来の地震被害
の軽減に大きく貢献する。
今見えていることだけを前提とした制度、
ローカルに近視眼的に一見良さそうだという
理由からの制度設計ではなく、オールジャパ
ンを対象として真に防災に貢献する制度、長
期的な視点からタックス・ペイヤーに対して、
責任ある説明のできる制度が今求められてい
る。この制度こそ、本当に悲惨な人を適切に
支援するために必要な制度であることをご理
解いただきたい。

７  おわりに

防災の最終目的が被害の最小化であることは
言うまでもない。しかし多くの関係者が現状の
問題点を踏まえた上で、これらが何を原因とし
て未解決なのかを分析し、それを解決する努力
を十分してきただろうか。防災に関係する科学
者や技術者が、そして行政関係者が、自分の枠
の中だけで満足し、科学者は科学的メカニズム
にだけ興味を示し、技術者は技術的な問題だけ
に取り組み、行政関係者は自分の所轄の議論に
終始していないか。自分たちの勝手な思い込み
による目的と社会からの期待の間にギャップは
ないか。自分の枠内の個別な問題が解決されれ
ば、最終的な目的が達成されると勘違いしてい
ないか。そうでないことをわかっているくせに、
それを敢えて伏せて、「自分はまあこれをやっ
ていればいいか、将来的には防災につながるの
だから」と言い訳していないか。原因分析の結
果、それが政治力の不足であれば政治力を取り
込む努力、それが経済的な問題であればその対
策、制度上の問題であれば正しい制度設計に取
り組もうとする意識改革が必要だ。
本稿では、わが国の現在の地震学的な環境と
最近の地震被害から学ぶべき最重要課題を指摘
し、その解決策を提案した。具体的には、わが

国の地震防災において最重要課題である既存不
適格建物の耐震補強を促進する環境を整備する
新しい社会制度（目黒の三点セット）を紹介す
るとともにその効果を定量的に示した。
私は「目黒の三点セット」が社会の実システ
ムとして整備され、わが国の既存不適格建物の
耐震補強と建て替えが進むことを願っている。
これが実現すれば、将来のわが国の死傷者をは
じめとする地震被害は劇的に減るし、不幸にし
て住家が被災した場合にも、被災者は財政的に
問題なく新築の住家を再建できる環境が整う。
またこの制度は、「少子高齢化･人口減少」の時
代に、「いい場所に、いい家を建てて、よくメ
ンテナンスして、長く使う」ことを可能にし、
高い収入の割に豊かさ感を感じない日本人の生
活の質の向上に貢献する。
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1   本稿は、山崎・瀬下[2006]を全面的に改訂し平易に書き改めたものである。
2   そもそも中古住宅の取引量が少ないこと自体はかならずしも重大な欠陥とはいえない。より本質的な問題は、住宅の品質が十分高
い水準にないという点である。そうした基本的な欠陥が解決できれば、中古住宅市場の取引量は自然と増加することになるであろう。
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寄稿 ●耐震強度偽装事件と住宅の質の改善

1 はじめに

政府は、「200年住宅」というスローガンを揚
げ、住宅の高品質化と長寿命化を促進しようと
意図している。日本には地震に弱い住宅が数多
く存在しており、手抜き工事の可能性の高いこ
とも、これまでたびたび指摘されてきた。住宅
の品質が悪いという予想の下では、中古住宅の
価格は必要以上に低くなる傾向がある。その結
果、中古住宅の取引も停滞する。実際に表－1
にあるように、中古住宅市場の取引量は諸外国
に比べてきわめて低い水準にある。アメリカが
住宅ストックの5.70％、イギリスはその7.97％
に対して、日本では2003年で0.30％に過ぎない。
また、その平均寿命は30年という低水準である。

表－１　中古市場の未整備（万戸）
住宅

ストック数
中古住宅
流通量

新設
住宅

耐用年数
（年）

アメリカ
（2004） 11,912 678.4

5.70%
195.6
1.64% 55

イギリス
（2004）  2,241 178.7

7.97%
22.6
1.01% 77

日本
（1998年）  5,025 15.9

0.32%
118.0
2.35%

30
日本

（2003年）  5,889 17.5
0.30％

117.3
1.99%

（出所）国土交通省『平成 20 年度国土交通白書』
（表注）下段の％は対住宅ストック

日本の住宅は、質が十分ではなく寿命は短く、
かつ、中古住宅の取引量はきわめて少ないとい

う事実は、どのような原因から生じているのだ
ろうか。
2004年に発覚した一設計事務所の耐震強度偽
装事件は、日本の住宅市場に重大な欠陥が潜ん
でいることを明らかにした。この事件は、政府
や自治体が偽装を見抜けなかったという点で、
政府の対応にも限界があることを示している。
ところで、こうした問題に対して、すべてを
政府に委ねようとする態度は必ずしも望ましく
ない。その理由は、政府が消費者以上に十分な
情報をもち、かつより賢明に対応すると考える
ことはできないからである。そうした政府の対
応のツケは必ず納税者である消費者に回される
ことになる。
本稿では、第２節で保険制度の活用や建築物
登録制度を導入することによって、出来る限り
政府規制に依存せずに、市場メカニズムを最大
限に活用することをつうじて、住宅の品質や安
全性を高める方策を提案してみよう。また他の
市場との関係も重要である。人々の持家や借家
を選択する行動とともに、労働市場や住宅金融
市場の役割について考えたうえで、住宅の質を
高めるためには、何が必要なのかについて考え
てみたい2。
第３節では、中古住宅市場と代替・補完的な
機能を営んでいる市場の整備も欠かせないこと
を明らかにする。とくに賃貸借市場の一層の整
備と住宅金融の充実が、中古住宅の質を高め、
中古住宅の取引量を増やすために不可欠である。



3   Akerlof[1970]参照
4   詳細は、山崎[1999]あるいは瀬下・山崎[2007]を参照。
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2 情報の非対称性と住宅資産市場の欠陥

なぜ日本の中古住宅の取引量は少ないのであ
ろうか。その基本的な原因は、消費者が中古住
宅についての情報を十分に得られないからであ
る。また、消費者が問題のある住宅を誤って購
入したときに、その責任の所在が明確にされて
いないからである。中古住宅の買い手と売手と
の間には、情報の非対称性が存在する。よく言
われるように、情報の非対称性が売手と買い手
の間に存在する場合には、その市場自体がうま
く機能しなくなってしまう。これは経済学で「レ
モンの原理」と呼ばれている。最初にこの点を
説明しよう。

レモンの原理

売手の方が住宅の品質について十分な情報を
もっているのに対して、買い手の方が品質につ
いて十分な情報をもっていないときに、どのよ
うなことが生じるであろうか。
いま住宅の品質に差がある場合を考えてみよ
う。中古住宅で品質のよいものと悪いものの二
種類が存在すると考えてみよう。ある割合（3 : 1）
で品質のよいものと悪いものが混在するため
に、中古住宅の価格は、品質のよいものの価格
（例:1000万円）と悪いものの価格（例 500万円）
の平均値（1000万円×3/4＋500万円×1/4＝875
万円）に等しくなる。すなわち、買い手にとっ
ては、どれが品質のよいものであり、どれが品
質の悪いものであるかが明らかでない以上、中
古住宅市場では平均的な価格が付けられる。
さて、そのとき売手はどのように行動するで
あろうか。売手は自分の所有する住宅の品質が
良いものかそうでないかを知っている。売手は
自分の保有する住宅が品質のよいものであると
きには、中古住宅で質の良い住宅を売却しよう

とはしないであろう。中古住宅市場で形成され
る価格は平均的価格（875万円）であるために、
（1000万円の価値がある）良質な住宅にとってリ
ーズナブルな価格にはなっていないからである。
他方、（500万円の価値しかない）品質の悪い
住宅の保有者にとっては、そのような価格（875
万円）は非常に有利な価格になっている。その
結果、品質のよい住宅の保有者は自分のもって
いる住宅を売却しようとはしない。これに対し
て、悪い品質の住宅の保有者はその住宅を売却
しようとする。したがって、市場で取引される
住宅はすべて品質の悪いものになってしまう。
これがレモンの原理である3。日本の中古住宅
市場には、このレモンの原理がそのままあては
まる。質の良い住宅が売りに出されても、その
品質が良いものであるという保証がないために、
価格は低くしか評価されない。結果的に品質の
良い住宅は売りに出されなくなってしまう。
いま述べたように、中古住宅市場には、売
り手と買い手の間に情報の非対称性の問題が存
在するが、それは当然のことながら新築住宅に
ついても言えることである。新築住宅の耐震偽
装事件が明らかにしたように、建て主（買い主）
と建築業者との間にも、情報の非対称性の問題
が存在する。
これに対して、消費者（買い主）が建物の構
造や住宅の安全性について十分な情報を持って
いれば、危険な住宅の価格は下がることになる。
逆に安全な住宅の価格は上昇する。その結果、
建設業者（売り主）には、高い安全性を持った
住宅を建てるというインセンティブが働く。中
古住宅の売り主であれば、修繕によって建物の
安全性を維持しようとするインセンティブが働
く。したがって、情報を開示することの重要性
はきわめて大きい。こうした健全なインセンテ
ィブが働く市場をつくる必要がある4。



5   この場合、法と経済学の専門家であるCalabresiの定義で言えば、売り手が最安価損害回避者である。
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耐震構造偽装事件

ここで耐震強度偽装事件についてふりかえっ
てみよう。そのうえで、こうした事件を回避し、
住宅の品質を高める方策について考えることに
しよう。
マンションやホテルなどの建築物において、
耐震強度を決定する柱や梁の数や配置、さらに
はそこで使われる鉄筋の太さやコンクリートの
量などは、購入者や依頼者などに、到底、何が
適切で必要量がどれだけなのかを理解できるも
のではない。また床の歪みや壁の亀裂など目に
見えるものは、入居後などに問題を把握できる
かも知れない。建物内部の構造などは、大規模
な地震でも起こらない限り、通常は知りようも
ない。
このように設計者や建築主等はよく知って
いるが、購入者や依頼者などは十分な知識を
有していない。こうした情報の非対称性があ
る場合には、すでに明らかなように、市場は
適切な価格付けに失敗してしまう。このため
効率的な資源配分を達成できないだけでなく、
深刻な場合には市場取引そのものが消滅する
可能性さえある。
もちろん、こうした非対称情報の問題を緩和
ないし解消することを目的として、市場にはさ
まざまな制度的工夫が導入されている。これま
で政府は、このような情報の非対称性という市
場の失敗を、建築規制によって克服しようとし
てきた。
特に、従来から住宅についての手抜き工事の
可能性がたびたび指摘されており、これを排除
するために2000年に住宅品質確保の促進法を
成立させて、中間検査の義務づけや企業による
瑕疵担保責任制を導入したという経緯がある。
耐震強度についても、設計と建築段階で検査を
実施することによって、一定の品質を購入者に
保証して、市場から信任を得ようとしてきた。

検査実態がいかなるものであれ、人々が品質を
疑わない限り、情報の非対称性の問題は顕在化
することなく機能してきたといえる。
耐震強度偽装問題は、このような「市場の失
敗」がなお住宅市場に存在することを改めて認
識させるとともに、「政府の失敗」も明らかに
した。ここで「政府の失敗」というのは、民間
の検査機関と同じ立場にある行政の専門家もこ
うした偽装を見抜けなかったという点にある。
検査では、設計士の意図的な偽装行為を見抜
けないことを明らかにしたという点で、この問
題は、事後的処理の難しさを示しただけでなく、
公的な検査制度そのものの根幹を揺るがすもの
となった。したがって、政府に依存せずにでき
るだけ市場メカニズムを活用することが重要で
ある。この事件は、こうした市場原理を導入す
ることの重要性を再確認させたといえる。

瑕疵担保責任制度の機能と限界

耐震偽装問題では、住宅品質確保の促進法の
もう一つの柱である瑕疵担保責任制度の拡充に
も、重大な問題があることを示した。瑕疵担保
責任とは、商品などに「瑕疵（欠陥）があった
場合に、売り主や注文者などが負う責任」のこ
とをいう。この瑕疵担保責任は、通常、無過失
責任であり、売り手に過失がなくても、購入者
は損害賠償等を請求することができる。こうし
た瑕疵担保責任制によって、買い手が安心して
建築物を購入できる環境も整備されてきた。
瑕疵担保責任が採用されている理由として
は、製造物責任法の議論が適用できる。情報の
非対称性がある場合、買い手が商品の品質など
について調べるには多大なコストがかかる。こ
のような場合には、製造物責任で売り手に過失
があるか否かに関係なく、売り手に損害を負担
させることが効率性の観点からも望ましい5。
買い手はそもそもどの程度のリスクがあるの



6   その後の一連の食品の産地偽装やその他のスキャンダルの原因は同じところにある。
7  株式会社制度が発展した理由のひとつは、この有限責任制にあるので、無限責任制にすれば問題は解決するとはいえない。
8   預金保険に関する議論のサーベイとしては池尾[1990]を参照

寄稿 ●耐震強度偽装事件と住宅の質の改善

かも理解していないことが多いのに対して、製
品の欠陥等のリスクは、それを生産する企業に
は適切に評価し制御することができる。売手が
事故の責任を負うことになると、事故を減らす
インセンティブが強く働くようになる。損害を
未然に防ぐように、製品の質を向上させる。こ
れによって損害額が低下する。もちろん、売り
手に責任を負担させると、そのリスク負担の分
だけコストや価格は上昇する。その結果、最終
的にはその負担は消費者が負うことになるが、
危険な商品であるほど、それは価格の上昇に反
映される結果、その商品に対する需要が減少す
ることを通じて、効率的な資源配分を達成する
ことができる。
ただし、このような瑕疵担保責任制度が導入
されても、施工者が倒産してしまえば、消費者
に負担が残る。ここに施工者等が「モラルハザ
ード」を引き起こす原因がある。市場価格より
もコストが低ければ低いほど、施工者は利益を
上げることができる。そのためコストが削減で
きるなら、耐震構造を犠牲にしても販売したい
という誘因が働く。
もちろん、施工者等は瑕疵（欠陥）が判明し

たときに被る信用の低下や損害賠償を予想する
結果、実際には耐震構造を犠牲にすることなく、
安全な建築物を建設しようとするだろう。しか
し、このような状況は企業がすべての責任を負
う場合にしか、実現しない。企業や個人は倒産
したり、破産することによって負担を一部免れ
ることができる6。施工者が負担を免れた部分
は結局、購入者が負担することになる。実際、
耐震偽装が判明するやいなや、木村建設や平成
設計はすぐに倒産してしまった7。

保険制度の活用とモラル･ハザード

もちろん、住宅の品質保証制度が導入される

と同時に、施工者が倒産していた場合には、保
証機構を通じて消費者に保険金が支払われると
いう制度もすでに導入されている。しかし、こ
うした制度があることが消費者には十分に周知
されておらず、そのため施工者等の加入率も低
い水準にある。さらに、このような保険契約自
体は、適切にデザインされたものでないと、い
ま述べたようなモラルハザードを一層助長する
誘因ともなる。
銀行の預金保険制度をめぐる議論でよく知
られているように8、固定的な保険料を徴収す
るような保険契約では、不健全でリスクの高い
経営をしている企業の方が利益を得ることにな
る。その結果、健全な経営をしている企業から、
リスクの高い経営をしている企業へ所得移転を
引き起こす。このようなことが生じるのは次の
理由からである。健全経営企業は、保険に入っ
ても耐震強度を偽装するような行動はとらない
ので、保険金の支払いが生じる事態はほとんど
起こらない。せいぜい予想もできなかったきわ
めて小さな瑕疵でしか事故は生じないだろう。
つまり、こうした企業に対しては保険金の支払
いはほとんど生じない。
これに対して、耐震強度を偽装するような企
業は、保険で自らのミスや違法行為まで補償し
てもらえる。多額の保険金を受けとるのは、こ
うした企業である。そのため同じ保険料を支払
う限り、前者は損をして後者は得をする。保険
契約が全体で収支をまかなうとすれば、前者か
ら後者へと所得移転が発生することになる。
実際には、こうした保険料はコストの上昇を
通じて建物の購入者や依頼者に転嫁される。こ
のことは、健全経営の施工者の建物を購入する
消費者から、そうでない施工者の建物を購入す
る消費者への所得移転を意味する。つまり、「ま
じめな」企業の製品を購入する消費者が損をし
て、「ふまじめな」企業とその消費者が得をす



9   公的な保険で税金等による補助がなされるとすると、そのような保険では、加入時に適切に審査しようとするインセンティブがな
くなり、保険料が適切にリスクを反映しなくなる。

10   もっとも保険会社自体の倒産の可能性が高まると、審査を甘くするインセンティブを持ちかねない。そのため購入者はどの保険会
社と契約してるかも事前に知っておく必要がある。この点は、以下で説明する登録制度との関係でも重要である。
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るのである。この結果、購入者によって健全な
企業を選別するという望ましいインセンティブ
が機能しなくなってしまう。
ところで、2009年11月1日から、住宅瑕疵

担保履行法が施行され、耐震強度偽装事件の再
発防止策として、建築業者や宅地建物取引業者
に保険加入あるいは保証金の供託が義務づけら
れることになった。
しかし、固定的な保険料率の下で、このよう
な保険加入の義務化が実施されると、いま述べ
たように、健全で「まじめな」建築主や設計者、
さらにそうした健全な業者から建築物を購入す
る消費者の利益を害し、違法行為などを含むリ
スクの高い経営を追求する「不健全な」建築主や
設計者の利益を高める結果、モラルハザードを
助長することになる。保険への加入を義務づけ
ると、本来保険に加入できないような悪質な業
者の保険利用を許し、その排除を不可能にする。
実際に、専門家にはこうしたモラルハザード
が十分に予見できるのであろう。日本損害保険
協会の吉田理事は、リスクが高くなって保険が
成立しなくなることを危惧している。（日本経
済新聞2006年1月1日付朝刊）
 

情報開示の重要性と可変的保険料率制度

それでは、保険制度を導入する際に何が重要
であるかについて考えてみよう。すでに述べた
ように、建物の構造や住宅の安全性について、
消費者が十分な情報を持っているとは言えな
い。したがって、第一に、住宅の安全性につい
ての情報を開示して、それらを周知させるよう
なシステムが必要である。
第二に、住宅建築の依頼主が、保険会社に保
険料を払って、自分の住宅の構造上の瑕疵につ
いて保険をかける制度を導入して、その保険に
加入している新築住宅に関しては、その旨を開

示して、買い手に周知させる必要がある。
ただし、ここでの保険契約は、民間の保険会
社による可変的な保険料契約でなくてはならな
い。健全経営企業に対して保険料を低くし、評
判の悪い企業の保険料を高くする必要がある。
すでに明らかにしたように、固定料率の保険契
約はモラルハザードを招くので、望ましくない。
こうすると、保険会社は、その住宅について
自ら検査し、安全な住宅であるかどうかをチェ
ックする必要性が生じてくる9。保険会社が住
宅をチェックしたうえで、安全なものならば、
低い保険料の下で保険サービスを提供すること
になり、危険がありそうな住宅であれば、それ
に見合う高い保険料を請求するか、場合によっ
ては保険への加入を拒否することになる。
そのために、保険会社は建築物の安全性をチ
ェックできるようなスタッフをそろえていくこ
とになるであろう10。
もちろん、このような民間の検査士によって
検査を行うためには、民間検査士自身の能力を
査定して、免許を与えるような制度が準備され
ていなければならない。民間の検査士の中には、
建築業者と結託して誤った情報を流したり、手
抜き検査をするような検査士が生まれるかもし
れない。そのような検査士を排除するような検
査士の免許制度が必要である。
さらに、保険会社は施工会社や設計士のラン
ク付けを行うようになる。つまり、さまざまな
住宅に保険を提供することによって、どの施工
業者や設計士がより多くの瑕疵を生み出したか、
どのような手抜き工事や偽装をしたかの情報を
得ることになる。当然過去の履歴の悪い業者の
建築物の保険料は高騰していくことになる。
民間の保険会社が、建築会社の安全性に対す
る関心の程度を評価できるというのがこのシス
テムの利点である。また逆に、そのような情報
を用いて業者がチェックされるために、施工業



11   八田[1997] P.38
12  詳細は山崎［1999］を参照。「家歴書」と呼ばれる考え方は、こうした登録制度と基本的に同じである。
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者間の競争からより良い品質の住宅を建築する
ようなインセンテｲブが働くことになる。
耐震強度偽装事件でも、深刻な問題は、さき
ほど述べたように施工業者に瑕疵担保責任があ
っても、その企業が賠償金のために倒産してし
まうかも知れない点である。そうした企業を、
政府が救済して、賠償金を肩代わりするのは、
資源配分の効率性という観点からも所得分配の
公平性という観点からも望ましくない。可変的
な料率の民間保険への加入によって、この問題
を回避することができる。

建築物登録制度の必要性

さて、建築主等が民間の保険に加入している
場合、どの保険会社とどのような契約が結ばれ
ているのかを開示しておく必要がある。保険に
加入できない業者も存在するからである。こう
した情報を開示させるためには、どのような制
度が必要であろうか。
そこで、建築物登録制度の創設が提案されて
いる11。そこに厳正な資格を有する建物検査士
の名前が記入された検査結果と、いま述べた保
険に加入しているかどうかを記載できるように
することが望ましい。そこで、誰でもがこの建
築物が検査済みであるかどうかや、どのような
保証があるかを知ることが出来る。さらに保険
料率が何％かもそこに記載されるべきである。
このような制度の下では、個々の建物の保有
者は建築物の検査を受け、その結果を登録する
という強いインセンテｲブが働く。なぜならば、
もし建築物登録制度に記載されれば、建物の安
全性が周知される結果、より高い価格で住宅を
売却することが可能になるからである。
他方、危険な建物の評価が下がることから、

安全な建物への建て替えが促進される。また、
このような登録制度は専門的な知識の少ない消
費者が、どのような項目が重要であるかを知る

指針ともなる。
現状は、誰でもが住宅の安全性を確認でき

る制度がないために、検査機関や保証機関があ
っても、その重要性が認識されないのである。
建築物登録制度によって、検査済みかどうか、
保険に入っているかどうか、料率が何％かなど
が周知されることによって、信頼が高まり、保
険会社の保証の下に住宅の安全性が保証され
る。さらに検査機関の重要性も認識されるよう
になる。ここで注意したいのは、こうした情報
を共有できる制度があれば、保険への加入を義
務づける必要はないという点である。
住宅の品質についての情報が、このような建
築物登録制度に記載されれば、あるいは登記台
帳に記載されれば、有益な情報が多くの人々に
行き渡るようになる結果、中古住宅市場の取引
が活発に行われるようになる。中古住宅の購入
者は、建築物登録制度を見てどの住宅が十分安
全で、さまざまな危険に耐えられるものである
ということを確認することができる。このよう
な安全性についての情報の問題を解決する建築
物登録制の必要性はきわめて大きなもののよう
に思われる12。

3 市場の連関

これまでは情報の非対称性が、中古住宅市場
の取引を阻害する重要な原因でひとつであり、
それを克服するために、どのような制度が必要
かについて議論してきた。しかし、それととも
に他の市場との連関が原因となっている可能性
もある。以下では、この点について考えてみよう。
経済システムとは、各市場が相互に連関し
あっているために、ある市場で生じた変化が別
の市場に思わぬ影響を及ぼすことがたびたびあ
る。人々は住宅を購入する際に、賃貸にするか、
持家にするかを考える。同時に、家を購入する
ならば、ローンをどのくらい、どのような条件
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で借りられるかということも考慮しなければな
らない。これは金融市場との関係が重要である
ことを示している。
将来、転居する可能性がある場合には、現在
住宅を購入した方がいいのか、あるいは賃貸の
ままでいた方がいいのか、という点も考えなけ
ればならない。持家を選ぶ場合には、転居の際
に、その住宅を売却するのか賃貸するのか、と
いう点も考えなければならない。すなわち、将
来の転居可能性が人々の住宅選択に影響を及ぼ
している。転居の可能性というのは、多くの場
合転勤や転職によってもたらされる。したがっ
て、職業選択の問題と住宅選択の問題はこの意
味で密接に関連している。
いま述べたことだけでも、持家住宅市場、中
古住宅市場、賃貸借市場、金融市場、そして、
労働市場という様々な市場の条件を考慮に入れ
て、人々は住宅を売買する。そして、将来の市
場条件を考慮に入れながら、現在の選択をしな
ければならない。この点が住宅選びの難しい点
である。
さらにその他にも住宅を選ぶことは、その住
宅の周りの環境を選ぶことと同じことである。
子どもたちにふさわしい学校のある地域はどこ
にあるのかという点は、職を選ぶのと同じよう
に、住宅選択の問題に関連している。学校だけ
ではない、病院や町づくりといったさまざまな
環境要因を考慮したうえで、家族の安全を守る
ために最適な地域はどこかといった観点が、住
宅を選ぶ際に重要になってくる。人々はこうし
た市場の条件を考慮に入れたうえで、住宅を選
択することになるので、様々な市場が有機的に
結びつくことになる。
それでは、各市場がどのように連関している
かについて見ていくことにしよう。まず、持家
と賃貸住宅の関係から始めよう。

賃貸住宅市場の欠陥

日本では、借地借家法のために、賃貸住宅市

場に大きな問題点があることは、以前から指摘
されてきた。こうした賃貸借市場の問題点があ
るときに、新築住宅や中古住宅市場にはどのよ
うな影響が及ぶだろうか。
賃貸借市場が十分に整備されていないこと
が、持家から持家への転居を不可避的にする結
果、転居のコストを高めていると考えられる。
適当な賃貸住宅が転居先で見つからないとする
と、転居先で即座に住宅を購入しなければなら
ない。とくに家族での転居となると、この可能
性はきわめて高い。十分な広さのある家族向け
の賃貸住宅はほとんど供給されていないのが現
状である（図－1参照）。

図－1　所有形態別住宅の規模別分布

（出所）国土交通省『平成15住宅統計調査』
（図注）関東大都市圏の分布

ところで、住宅価格の変化は地域的な相関が
高いのが一般的である。マクロ的な経済変化に
よって、住宅ブームは全国に波及する。住宅価
格が低い時期に転居する人たちは、転居先で安
い価格で住宅を求めることができるが、これま
で住んでいた住宅も安い価格で売却しなければ
ならない。また逆に、ブームのときには高い価
格で住宅を売ることが出来ても、転居先で高い
住宅を購入せざるを得ないことになる。
もし賃貸借市場が整備されていれば、親子
４人で転居をしても、しばらくの間賃貸住宅
に住みながら、土地勘のない所で新しい学校
や住むのに適当な新しいコミュニティを探す
ことができる。その間に、住宅価格が高けれ
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ばタイミングを計って、以前の住宅を売却す
ることができる。その後にブームが去れば、
相対的に低い価格で転居先で住宅を買い求め
ることが可能になる。
売買のタイミングは、売却よりも購入の方が
先の場合が望ましいこともある。価格が低いと
きには、以前から住んでいた住宅を売却せずに、
住宅価格が上昇した後に、住宅を売却した方が
有利である。この場合には、価格が安いうちに
転居先で住宅を購入すると、一時的に二軒の住
宅を所有することになるが、賃貸借市場が整備
されていれば、以前の住宅を賃貸することもで
きる。二軒目の住宅購入を可能にするのが金融
市場からの資金調達である。いずれかの住宅を
担保にして資金を借入れることができれば、こ
れも可能である。
いま述べたことを実現するには、賃貸住宅市
場が整備されているということと、金融市場に
よって低金利で資金調達が可能になるという２
つの条件が必要である。この２つの条件が満た
されていれば、住宅の売買はより容易になるだ
ろう。整備された賃貸借市場と金融市場をこの
ように用いることによって、資金調達と資産の
運用、すなわち住宅を賃貸したり、賃借すると
いう組み合わせを用いることによって、住宅の
売買を繰り返すことが可能である。この結果、
新しい地域への円滑な転居が容易になる。

労働市場と将来の可能性（相続）

中古住宅市場の取引が少ないのは、さきに述
べたのとは別の理由がある。これまでのライフ
スタイルが中古住宅市場を必要としなかったと
言えるかもしれない。多くの人たちは移転する
ことを必要としなかった。終身雇用制が前提と
されていたために、ある地域に住宅を建てると
亡くなるまでその地域に居住し、そこを離れる
必要がなかったといえる。
日本の社会は転居のコストがきわめて高い。
転職に伴って居住地をかえることによって、

様々なコストが発生する。住宅を探すことは、
地域の環境を選択することであり、家族に適し
た環境を選ぶことを意味する。子供の適当な学
校を探すことや住宅を探すことには大きなコス
トがかかる。
したがって、転勤の際にも家族は転居せずに、
単身で赴任するケースが多い。これはさきほど
述べたように、４人家族用の賃貸住宅が供給さ
れていないことと関係している。家族で転居し
て賃貸住宅に住み、かつ現在の持家を賃貸する
ことができない結果、単身赴任が選択される。
さて、こうした転居に伴う様々なコストを考
えると、なるべく持家の購入者は住宅を売却し
ない方がよい。一旦購入した住宅は相続まで維
持されればよく、そのようなスタイルの住宅が
多く建てられるようになる。多くの日本の住宅
が平均30年程度の寿命しかないのは、こうし
たことが背景にある。日本では相続後に建て替
えられるケースが非常に多い。
結婚して新規に住宅を購入して、そして、相
続時点までの長さを考えると、およそ住宅の寿
命に対応したものになっている。このように相
続するまで一切売却しないことを予想して住宅
を購入する結果、多くの住宅が注文住宅という
形態を取ることになる。自分たちのライフスタ
イル、好みに合った住宅を最初から注文によっ
てつくるのであって、将来売却することを予想
して建てる人はほとんどいない。こうしたこと
が繰り返されてきたのが、日本の住宅市場の特
徴である。
もちろん、注文住宅は一般的に、他の人々に
は使い勝手の悪いものになる。したがって、中
古でこうした住宅を購入する場合には、住宅の
構造や内装を変化させるために必要なコストの
分だけ価格は安くならざるを得ない。これが日
本の中古が適当な価格で売れないもうひとつの
理由である。
しかし今後は、終身雇用制度が次第に衰退し
ていく結果、雇用の流動化が進展するであろう。
雇用の流動化や人々の地域間移動の可能性が高



13   これがノンリコース・ローンが普及しない原因である。
14   こうした不備を補完するために、住宅ローン減税等の措置が政策的に採用されているが、こうした財政面での措置は今後減少して
いくことになるだろう。
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くなると、転居をしたり住宅を売買したりする
ことが必然的に生じてくる。こうした取引の増
大によって、人々の期待に変化が生じるかもし
れない。それと同時に、第２節で提案したよう
な制度が実現すれば、売却される住宅は必ずし
も悪いものではなくなる。売却される住宅の中
にも質の良いものがかなりの程度含まれている
ことが明らかになれば、多くの人たちが、安心
して中古住宅を購入するようになるだろう。

金融市場と住宅市場

住宅の賃貸借市場とともに重要なのは住宅金
融市場である。住宅金融市場の問題点について
次に考えてみたい。住宅金融市場が十分に機能
していれば、中古住宅市場はもっと違った形に
なると考えられる。
持家住宅は、ほとんどの先進国において、所
得水準の４倍から８倍程度の価格がついている
のが普通である。したがって、貯蓄をするにし
ても借入をするにしても、持家住宅を購入する
には、かなり高額の資金が必要である。しかし、
中古住宅市場が整備されることによって、購入
時と売却時の価格差が小さくなれば、消費者の
負担は減少する。その結果、より多くの人たち
が持家住宅の有利さを享受することが出来るよ
うになる。
いま資金を貸す側の立場に立って、この点を
考えてみよう。住宅を購入するための資金を調
達する際に、購入する住宅が担保になる。担保
は資金の貸し手と借り手間の情報の非対称性を
緩和するために考案された重要な社会的制度で
ある。もし借り手が資金を返済できなくなった
ときには、貸し手は担保である住宅を取得して、
その住宅を売却することによって資金を回収す
ることが可能になる。したがって、担保の価値
が安定していれば、資金を貸すことは容易にな

るはずである。これが貸し手の立場である。
しかし、現在の日本の中古住宅市場では、価
格が急速に低下する結果、住宅を担保に入れて
も、それだけでは返済金を穴埋めするのに十分
ではない。したがって、高い住宅を購入しても、
その資産価値が急速に低下する世界では、貸し
手の立場に立てば、お金を安心して貸せる状況
ではないということができる13。つまり、貸し
手が資金を安心して貸すためには、担保として
の住宅の価値を安定化させる必要がある。中古
住宅価格が年を経ても大きく減価せずに、そし
て、中古住宅市場でもリーズナブルな値段で売
ることが可能になれば、これは貸し手にとって
はたいへん好都合である。
したがって、中古住宅市場でいま以上に高
い値段で売却することが可能であれば、銀行は
喜んでお金を貸すことができるだろう。借り手
の収入や資産といったものをそれほど考慮せず
に、担保に入った住宅がどのようなものである
かという点に関心を寄せればよいことになり、
もし借り手がデフォルトしても抵当権を行使す
れば、安全に資金を回収することが可能になる
からである。こうしたことからノンリコース・
ローンも可能になるであろう。
その結果、これまでより質の高い住宅が建築
されることになって、仮に新築住宅の価格が高
くなっても、資金調達が容易になる結果、借り
手の負担はそれほど増大しない。借り手は以前
より高い新築コストを負担するにしても、以前
より高い中古価格で将来売却することができる
からである。
持家住宅は当然のことながら、所得水準の高
い人々に適した住宅である。しかし、相対的に
所得水準の低い人々が、持家住宅市場から排除
されているのが現状である14。いま述べたよう
に、その原因のひとつは、中古住宅市場の未整
備であると考えられる。
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住宅市場と金融市場が整備されてくれば、そ
れらが車の両輪となって、このメカニズムが動
き出すであろう。中古住宅市場を整備すること
によって、住宅の価格がそれほど低下せずに、
将来中古住宅市場で適当な価格で売却すること
ができれば、住宅を担保にして資金を借りるこ
とが容易になる。
現在は中古住宅市場の価格がきわめて低いも
のになっていることが、金融機関が資金を貸す
ための障害になっている。こうした担保の価値
が急速に低下する世界では、銀行等の金融機関
は住宅を購入する人たちの所得が十分に高くな
ければ、資金を貸そうとはしない（表－2参照）。

これまで述べてきたメカニズムは循環的にな
っている点に注意が必要である。つまり、住宅
の質が悪いこと自体がさらに住宅の質を低下さ
せているという自己実現的メカニズムである。
この循環を断ち切る必要がある。ひとたび中古
住宅が品質相応の高い価格で売却できるように
なれば、こうした循環構造は取り除くことがで
きる。金融機関は担保になっている住宅の品質
にこれまで以上に関心を寄せるようになるだろ

う。品質の良い住宅が担保になれば、多くの資
金がよりよい条件で貸し出される結果、修繕等
を通じて住宅の品質を高めるインセンティブが
生じる。また、金融機関も住宅の品質を落とさ
ないように使うことを消費者に推奨するであろ
う。そうした努力が将来有利になることが誰の
目にも明らかになる。この結果、住宅の質はさ
らに向上する。

4 結論－住宅の品質を高めるために－

中古住宅の質を高めるには、売却される中古
住宅は質が悪いという予想を覆す必要がある。
中古住宅の品質を改善し、また、注文住宅では
なく、簡単に修繕の出来る標準的な住宅を供給
する仕組みを考える必要がある。そのためには
民間の保険会社を介在させた上で、建築物登録
制度や住宅履歴制度を創設し、そこに保険への
加入の有無を記載させる必要があることをこれ
までに明らかにした。
現在考えられている固定料率の保険への加入
を義務づける対策は、むしろ悪質な業者の参入
を誘発することにしかならない。また、民間保
険会社を介在させる場合でも、保険の料率を自
由化して、その率を登録制度に記載させる必要
がある。そうしないと、深刻なモラルハザード
を引き起こすことになる。
こうした制度を構築していけば、アメリカや
イギリスの人たちが取引しているような中古住
宅市場が日本でも実現するだろう。その結果、
注文住宅の割合が減り、標準化された部材を使
った標準的な住宅が増えてくるようになるだろ
う（表－3参照）。

表－2　世帯別住宅ローン融資残高比較（円）
年間融資額
／世帯数

融資残高
／世帯数

アメリカ
（2005） 2,889,073 9,619,205

イギリス
（2006） 2,923,077 8,961,538

日本
（2005）  434,783 4,914,934

（出所）
アメリカ ： FRB Flow of the Funds Accounts, US Census Bureau.
イギリス ： Council of Mortgage Lenders, Department of Communities 

and Local Government.
 日　本 ：住宅金融支援機構，国勢調査より作成

表－3　建て売り住宅・注文住宅の比率

日本 アメリカ

2004 年 2005 年 2006 年 1990 年
注文住宅 367,233 （72.5%） 352,577 （71.9%） 355,700 （72.0%）  9%
建売住宅 139,430 （27.5%） 137,815 （28.1%） 138,394 （28.0%） 91%

（出所）国土交通省『住宅着工統計』
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そのためには、住宅の履歴書と呼ばれるよう
なものも有効になる。修繕やメンテナンスを十
分にしたことが証明されれば、人々は安心して
中古住宅を購入しようとするだろう。この意味
で、住宅の品質情報を開示することはきわめて
重要なことである。第２節で提案したように、
住宅の危険度に応じた可変料率保険を導入する
必要がある。
日本の住宅資産市場では、情報の非対称性が
著しいために、品質の悪い住宅が売却されると
いう期待が支配的になっている。このために、
中古住宅の取引量はきわめて少ないというのが
現状である。こうした情報の非対称性から生じ
る問題を解決するためには、情報の開示システ
ムと保険制度を上手に組み合わせることによっ
て、品質の改善をはかることが可能である。
しかし、ここで一つ問題がある。品質がよく
なるということは、価格が高くなることを意味
している。価格が高くなるということは、住宅
をこれから購入しようとする人たち、とりわけ
所得水準が低い人たちにとっては、好ましいこ
とではない。しかし、これまでは注文住宅とい
う形を取ることによって、部材や建築資材の標
準化が進んでこなかった。これからは、住宅を
将来売ることを前提に建てるようになる結果、
住宅も修繕しやすい形で建てられ、そして、多
くの人たちに好まれるような標準的な住宅がつ
くられるようになるだろう。こうした資材や施
工の標準化は、価格の低下につながり、注文住
宅にともなう余計なコストを負担せずに済むよ
うになる。
また、保険サービスを組み合わせることによ
って、保険料が住宅価格に反映される結果、こ
れも価格上昇の要因になると考えられる。しか
し、こうした価格の上昇が仮に生じても、中古
住宅市場でいままで以上に高い価格で売却でき
るとしたら、あるいはこれまでよりも寿命の長
い住宅がつくられるとしたら、一年当りのコス
トは低下することになる。
仮に高い値段で買っても、将来高い値段で売

ることが出来れば、この間の資金調達さえうま
くいけば、買い主にとってはそれほど大きな負
担増にはならないだろう。また中古住宅の品質
が向上し、その評価が適正にされるならば、金
融機関も以前より多くの資金を消費者にとって
望ましい条件で貸出すようになる。こうしたこ
とが進展すれば、住宅の品質は向上し、より弾
力的な住宅の売買を通じたライフスタイルの選
択が可能になる。高齢化社会を迎える日本にと
って、高齢者が資金を得るためにも重要な資金
の源泉となるであろう。
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はじめに

「地方公共団体における耐震改修促進計画の
策定予定及び耐震改修等に対する補助制度の
整備状況」（平成21年4月1日現在）が、平成21
年6月、国土交通省より公表された。
これによると、全国1,800市区町村のうち耐
震改修促進計画を策定している地方自治体は
1,193（66.3％）であった。また耐震診断・改修
に対する補助制度の整備状況は、耐震診断で補
助が受けられるのが、戸建住宅1,227（68.2％）、
マンション450（25.0％）、耐震改修の場合では
戸建住宅857（47.6％）、マンション321（17.8％）
であった。
幣会では、過去（2004年度）に主要都市にお
ける耐震補強等への助成制度を調査した経緯が
あり、当時の結果と比較するため今回あらため
て現時点の策定状況を調査することとした。調
査は、前回対象とした政令指定都市・中核市・
東京23区に、特例市およびその他20万人以上
の都市を加えた計136の地方自治体を対象と
し、耐震改修等に対する補助制度の状況につい
て、ホームページ及びヒアリングにより確認す
ることとした。調査結果は、『耐震改修等に対
する補助は、調査対象地区において、どういっ
た区分で実施されているか。実施内容はどう
なっているか』の２点を中心にとりまとめ、最
終的に2004年度調査結果と対比した。

※ 調査時点以降変更もあり得ることから、利用に当たっては
再度担当部署へ確認のこと、また、調査対象以外の自治体

にも同様な制度があるので各自治体に問い合わせのこと。

１．「耐促法」をめぐる近年の動き

耐震改修等に対する補助制度は、「建築物の
耐震改修の促進に関する法律」（平成18年1月
26日改正施行） （以下、耐促法）を受けて、都
道府県、各市町村において策定されている。
旧建設省（現国土交通省）に設置された「平成
7年（1995年）阪神・淡路大震災建築震災調査委
員会」において建築物被害の調査・分析が行わ
れた結果、新耐震基準が施行された昭和56年
（1981年）以前の建築物の被害が大きく、最低基
準としての新耐震基準は概ね妥当なものである
と報告されている。昭和56年以前の建築物を重
点に耐震診断及び必要な耐震改修を促進するた
め、平成7年（1995年）12月、「建築物の耐震改
修の促進に関する法律」が施行された。
また、中央防災会議において平成17年（2005
年）3月に「地震防災戦略」を策定し、東海・東
南海・南海地震による死者数及び経済被害額の
想定値を、10年後の平成27年（2015年）までに
半減させることを目指すこととした。さらに国
土交通省の「住宅・建築物の地震防災推進会議」
では、地震被害を半減させるため、特定建築物
及び住宅の耐震化率を現行の75％から90％に
引き上げる目標を掲げている。
平成18年（2006年）1月に耐促法が改正され、
都道府県には基本方針に基づく耐震改修促進計
画の策定を義務付け、市町村には耐震促進計画
を策定する努力義務が課せられた。
このように阪神・淡路大震災やその後に発生
した新潟地震中越地震、福岡県西方沖地震、そ
の他震災を教訓とし、法制化され、地震時の建
物の倒壊等によって発生する人的被害及び経済

地方自治体における「耐震改修等への補助制度」

経済調査研究所

～　政令指定都市の状況を中心として　～
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的被害の軽減を図ることを目的に補助制度が実
施されている。

２．補助制度について

本調査における「補助制度」とは、地震に対
する安全性の向上を図り、住宅の耐震化を促進
し、耐震診断、耐震設計・計画、耐震改修工事
を実施した市民に対して、自治体が費用の一部
を補助することを言う。
調査結果において、調査対象地区の補助制度
は、自治体の状況に応じて策定されていること
から、一様に整理することは困難を極めたもの
の、要点を次のように整理した。

２－１　補助の内容
本調査で確認した補助はつぎのとおり。
• 派　　遣： 無料にて行う診断など
• 助　　成： 一定の割合を自治体が負担

する
• 融　　資： 自治体が行う融資、または金

融機関との提携による融資制
度斡旋

• 相　　談： 自治体にて行う相談

調査結果は検索が比較的簡易であった派遣、
助成、融資に絞って集計した。

２－２　区　分
補助制度が実施されている区分は、「診断」、

「設計・計画」、「工事」に大別される。それぞ
れの区分の内容は対象地区により異なるが下記
のように要約される。
• 診　　　断： 建築士等有資格者が実施す

る建物診断
• 設計・計画： 改修工事を行うのに必要な

有資格者による設計や計画
• 工　　　事： 改修工事（診断により評点

が0.7未満（倒壊する可能性
が高いと診断された建物）

を対象とし、改修後の評定
を1.0以上（一応倒壊しな
い）とするケースが多い）

２－３　住　戸
住戸は戸建住宅と共同住宅を対象とした。
補助制度は、大きく分けると、戸建住宅に対
する補助制度と共同住宅に対する補助制度のよ
うに住宅の区分によるもの、木造住宅と非木造
住宅の構造による区分のように、補助制度は、
「住宅の区分」或いは「構造」の２通りの区分で
策定されているケースが多かった。
また、戸建住宅の場合は、主として世帯主を
補助の対象としているのに対し、共同住宅は、
賃貸の場合は、建物の所有で居住者の同意を得
ている者、分譲マンションは、管理組合の総会
で実施の決議がなされている場合とする旨の記
述が多く見られた。

２－４　補助を受けることができる条件
補助を受けることができる建物の条件とし
て、ほとんどの対象地区で「昭和56年5月31日
以前に着工した建物であること」、「在来軸組工
法であること（ツーバイフォー工法、プレハブ
工法は対象外）」のケースが多かった。しかし、
大阪市や堺市のように「昭和56年5月31日以降
の建物も対象となりました」とする自治体も出
てきている。
条件の主な項目は、建築時期、工法、構造、
居住者に関する項目で設定されているケースが
多かった。

３．調査結果の概要

表－１－１，２は、政令指定都市、中核市、
特例市、東京23区、その他20万人以上の市に
おける補助制度の策定状況を一覧にしたもので
ある。
これによると、政令指定都市18で補助制度
が策定されているのは、戸建住宅において、診
断16（助成13、派遣3）、設計・計画11（助成
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11）、工事17（融資3、助成16（うち2は融資
もあり））、共同住宅の診断16（派遣5、助成16（う
ち5は派遣もあり））、設計・計画10（助成10）、
工事14（融資2、助成14（うち2は融資もあり））
であった。他の対象地区も同様で、概ね人口
20万人以上の市では補助制度がほぼ策定され
ていることがうかがえる。
表－２は、政令指定都市18のうち13市のホー
ムページから補助制度を転載したものである。
内容は、それぞれで特徴があるが、概ね「事業
名」「対象となる建物」「申込資格」、「補助の
内容」で構成されている。集計はこの構成に則
り、『都市名、受付窓口』、『住宅種別（戸建住宅、
共同住宅）』、『区分（診断、設計・計画、工事）』、
『制度の名称と対象』、『制度の内容』に分類し
た。このうち、補助金額が対象地区により異
なっているのが特徴である。これは、補助制度
が各自治体の実情に応じて策定されているため
で、ちなみに対象地区以外にヒアリングしたと
ころ、同一県内でありながら、補助制度が策定
されている自治体と策定されていない自治体も
あった。これも自治体の実情によるところが大
きい。このケースでは、以前は補助制度を策定
していたが全然活用されず、住民からの要望も
ないことから、今年度は策定を見送ったとのこ
とであった。
各自治体の補助制度を集約することは困難で
あるが、本調査における補助制度の特徴は、つ
ぎのようであった。

３－１　対　象
•  木造戸建住宅を「対象となる建物」とする
のが多く見られる。
•  非木造、在来軸組工法以外の建物を対象と
するのはあまり多くは見られない。
•  2階建て以下を対象とするのが多い。
•  給与所得を申込資格に規定しているのは少
なかった。
•  共同住宅では、面積規模を対象建物に規定
しているのが多く見られた。

•  共同住宅では、住居部分の比率を対象の規
定とするのが多く見られた。　

３－２　制度の内容
•  耐震診断員は、市の耐震診断資格者名簿に
登録された建築士とするケースが多い。
•  申請の期日が定められ、年度内に診断等を
実施し、年度内に報告するスケジュールが
多く見られた。
•  補助制度を利用する際は、市の窓口に相談
の上、補助金手続きを行うこと。事後申請
では補助金ができないとする記述が多く見
られた。

３－３　補助額
•  戸建住宅における診断の自己負担金は１万
円以下（無料含む）が多かった。
•  融資の場合は無利子とするのが多かった。
その他にも色々な特徴があったが、補助制度
は各地区の実情に応じて策定されているとはい
え、各地区における「差」は何に起因するかと
考えさせられるのも大きな特徴のひとつであっ
たように思われる。

４．補助制度策定状況の比較

主要都市における補助制度の策定状況につい
て、2004年度調査と2009年度調査の結果を対
比したものを図－１にとりまとめた。
2004年度調査とは、当会が平成17年（2005年）
3月に発行した「積算資料ポケット版リフォー
ム編」に掲載した"「耐震診断・耐震工事」公的
助成制度一覧"である。2009年度調査は今回の
調査結果である。
なお2004年度調査における調査対象地区は、
東京23区、政令指定都市13、中核市37の73地
区であったことから、2009年度調査は、東京
23区、政令指定都市18、中核市41の82地区を
対象とした。比較の方法としては母集団（2004
年度調査73自治体、2009年度調査82自治体）



図－１　2004年度調査と2009年度調査における補助制度策定状況の比較
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に対する補助制度を策定している自治体の割合
（％）で対比させた。
対比結果によると、この５年間で「工事」の
補助制度を策定する自治体が格段に増えたこと
が、最も大きな特徴として挙げられる。
区分別にみると、戸建住宅の補助制度は、診
断は2004年度調査49.3％に対し2009年度調査
90.2％、設計・計画は4.1％が48.8％、工事は
24.7％が84.1％と補助制度を策定する自治体が
増加したことがわかる。
共同住宅は、2004年度調査時点では、設計・
計画と工事では0であったが、2009年度調査で
は40.2％、59.8％となっている。診断について

も9.6％が74.4％と飛躍的に策定されているこ
とがわかる。
このように、全ての項目において補助制度
を策定する自治体が増えており、耐促法改定の
変遷とともに、補助制度は促進化されてきたと
言えよう。しかしながら、補助制度の利用の面
においては、状況は芳しくないようである。こ
れは、制度を知らない住民もいること、補助と
いえども自己負担金が発生すること、「コスト」
と「安全」と「危険度」に対する住民の「意識」等々
も影響しているのではないだろうか。
各自治体の「差」の背景には、これらの影響
も何らかの鍵を握っているものと思われる。



表－１－１　政令指定都市、中核市、特例市、東京23区、その他20万人以上の市における補助制度の策定状況（その１）
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表－１－２　政令指定都市、中核市、特例市、東京23区、その他20万人以上の市における補助制度の策定状況（その２）
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政令指定都市 住宅種別 区分 制度 制度の名称と対象 制度の内容

札幌市

都市局
市街地整備部
住宅課

戸建住宅

診断 助成

札幌市木造住宅耐震診断補助事業
●対象となる住宅

～ のすべてに該当する住宅が対象です。
札幌市内にある一戸建ての木造住宅で、所有されている方が自ら
居住しているものです。
昭和 年 月 日以前に在来軸組工法で建築、または着工された
ものです。
階建て以下で、木造部分は、階数が 以下のもの 耐震診断部分は
木造部分のみ です。
専用住宅、または兼用、併用住宅 住宅部分の床面積が総床面積の
以上のもの です。

●補助の内容
耐震診断にかかった費用 消費税相当額を除く で、下記の
耐震診断※を行った耐震診断員が所属する建築士事務所に
支払った額の 以内 千円未満は切り捨て 、かつ 円
が限度です。

＜受付期間：平成 年 月 日～平成 年 月 日＞

※札幌市 をご参照ください。

工事 融資

札幌市住宅資金融資制度　木造住宅耐震改修資金
●申込資格
札幌市内に住所を有する方。
札幌市内の住宅で次のいずれかに該当するもの
高齢の方 満 歳以上の方 もしくは傷がいのある方 身体障
害者手帳または療育手帳の交付を受けた方
昭和 年 月 日以前に建築の住宅で耐震診断の結果、安全
性を高めるため耐震改修工事を行う木造住宅

次のいずれかに該当する方
高齢の方 満 歳以上の方 もしくは障がいのある方 身体障
害者手帳または療育手帳の交付を受けた方
満 歳未満の方で、住んでいる木造住宅の耐震改修を行う方
、 の方の同居親族 ただし、親子関係にある場合は、別居
であっても申込み資格があります 。

融資の申込時の年齢が満 歳以上で、各取扱金融機関の定める年
齢 条件により満 歳～ 歳、一部 歳未満 までに、返済が完了
できる方で、償還能力を有する方 ただし、金融機関によっては融
資実行時の年齢上限があります 。
申込者の所得要件があります。
市民税を滞納していない方。

●融資の内容
○無落雪屋根等への改造を含む場合
・融資限度額 万円※
・償還期間： 年以内 有担保
　　　　　　　　： 年以内 無担保
・融資利率：無利子
・償還方法：元金均等月賦償還
○上記の改造を含まない場合
・融資限度額 万円※
・償還期間： 年以内 有担保
　　　　　　　　： 年以内 無担保
・融資利率：無利子
・償還方法：元金均等月賦償還

＜受付期間：平成 年 月 日～平成 年 月 日＞

※介護保険の住宅改修費等の給付分は、融資対象から控除し
ます。

札幌市

都市局
建築指導部
建築安全推進課

共同住宅 診断 助成

札幌市民間建築物耐震診断等補助事業
●対象となる建築物
つぎの ～ のすべてに該当する建築物が対象になります。
昭和 年 月 日以前に建築基準法に基づく確認を受けて着
工したもので、かつ、同法に基づく検査済証の交付を受けたも
のであること。
構造等について大臣認定や財団法人日本建築センター等の評
定を受けたものは除きます。
札幌市内にあるもので、 階以上、 以上のいずれかに
該当すること。
原則として鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は
鉄骨造であること。
建物の配置図、各階平面図、立面図、面積表など、予備調査や耐
震診断を行うために必要なものとして建築士事務所が指定す
る図書等があること、または準備できること。

●概要
予備調査と診断にかかった費用 消費税相当額は除く。
として、建築士事務所に支払った額の を補助します。
ただし、予備調査については 棟当たり 万円を、耐震診断
については 棟当たり 万円を補助の限度額とします。
なお、予備調査や耐震診断を行うために必要となる図面
の復元費用や、構造体の試験費用など、一部の費用につい
ては補助の対象となりませんので、契約前に建築士事務所
と確認してください。

＜受付期間：平成 年 月 日まで受け付けます＞

仙台市

都市整備局
住環境部
住環境整備課

戸建住宅

診断 助成

仙台市戸建木造住宅耐震診断支援事業
●対象となる建築物
診断の対象となるのは次の条件をすべて満たすものとなります。ま
た、お申し込みができるのは、建物の所有者の方となります。
・建　　　物：木造の個人住宅であること。

一部店舗兼併用住宅は含みますが、構造がツーバイフ
ォー構法・丸太組構法及びプレハブ工法の住宅や用途
がアパート、長屋は対象外となります。

・規　　　模： 階建て以下
・建築時期：昭和 年 月 日以前に建築基準法による建築確認を

受けて着工したもの。

●概要
この制度は、地震に強い安全な街づくりをめざすために
一定の条件を満たす戸建木造住宅等の「耐震診断支援」の実
施を仙台市が低料金で行うもので、診断支援を希望する市
民の申し込みにより「耐震診断士」を派遣し、診断・改修計画
を行うことにより、市民の耐震対策を支援するものです。
●負担額
費用負担： 円～ 円 税込み
・診断結果や簡易耐震診断の有無によって費用は異なり
ます。
・費用は、耐震診断結果を報告する際に、耐震診断士にお
支払い頂きます。

工事 助成

仙台市戸建木造住宅耐震改修工事補助金交付事業
●対象となる建築物
診断の対象となるのは次の条件をすべて満たすものとなります。ま
た、お申し込みができるのは、建物の所有者の方となります。
・耐震診断 仙台市戸建木造住宅耐震診断支援事業 の結果、上部構造
評価点が 未満のもの又は地盤・基礎に重大な注意事項あるもの
・建　　　物：木造の個人住宅であること。

一部店舗兼併用住宅は含みますが、構造がツーバイフ
ォー構法・丸太組構法及びプレハブ工法の住宅や用途
がアパート、長屋は対象外となります。

・規　　　模： 階建て以下
・建築時期：昭和 年 月 日以前に建築基準法による建築確認を

受けて着工したもの。

●補助の内容
対象工事費の かつ限度額 万円
下記の要件を満たす場合は、補助金が上乗せされます。
・ 歳以上の方のみが居住する住宅
・身体障害者手帳 肢体不自由又は視覚障害で 級又は
級 を交付された方が居住する住宅
・要介護認定を受けた方が居住する住宅
・療育手帳を交付された方が居住する住宅
・精神障害者保健福祉手帳を交付された方が居住する住
宅・固定資産税・都市計画税を滞納していないことが条
件となります。

共同住宅
木造共同
住宅耐震
診断

診断 助成

仙台市木造共同住宅耐震診断促進事業
●対象となる建築物
診断の対象となるのは次の条件をすべて満たすものとなります。ま
た、お申し込みができるのは、建物の所有者の方となります。
建　　　物： 建物の用途が下記のもの

・共同住宅 一部店舗兼併用のものも対象になります。
・長 屋 一部店舗兼併用のものも対象になります。
・寄 宿 舎 一部店舗兼併用のものも対象になります。
・下 宿 一部店舗兼併用のものも対象になります。
木材在来工法のもの 構造がツーバイフォー構法・丸
太組構法及び

プレハブ工法は対象外となります。
規　　　模： 階建て以下
建築時期：昭和 年 月 日以前に建築基準法による建築確認を受

けて着工したもの。

●概要
この制度は、地震に強い安全な街づくりをめざすために一
定の条件を満たす木造共同住宅等の「耐震診断支援」の実
施を仙台市が低料金で行うもので、診断支援を希望する市
民の申し込みにより「耐震診断士」を派遣し、簡易診断を行
うことで耐震対策を支援するものです
●補助の内容
・費用負担： 円 税込み
・費用は、診断士が診断を実施した際に現地でお支払い頂
きます。

表－２：政令指定都市18のうち13市の補助制度



自主研究 ●地方自治体における「耐震改修等への補助制度」

政令指定都市 住宅種別 区分 制度 制度の名称と対象 制度の内容

仙台市

都市整備局
住環境部
住環境整備課

共同住宅
分譲マン
ション耐
震予備診
断

診断 助成

仙台市分譲マンション震診予備断支援事業
●対象となる建築物
診断の対象となるのは次の条件をすべて満たすものとなります。ま
た、お申し込みができるのは、分譲マンションの管理組合 決議等が
必要 となります。
建 物：・区分所有法が適用される分譲マンションで、延べ床

面積の 分の を超える部分が居住の用に供されてい
るもので、区分所有者の 分の 以上が居住しているこ
と。
・構造耐力上主要な部分が木造以外のもの。

建築時期：昭和 年 月 日以前に建築基準法による建築確認を受
けて着工したもの。

そ の 他：・建築基準法に適合しているもの。
・建築図面 平面図、構造図等 を備えてあるもの。
・過去にこの事業の適用を受けていないこと。

●概要
この制度は、地震に強い安全な街づくりをめざすために
一定の条件を満たす分譲マンションの管理組合からの申
し込みにより、仙台市が低料金で精密診断の必要性を診断
する「耐震予備診断」を行うことで市民の耐震対策を支援
するものです。
●予備診断の内容
・図面確認や現地調査などにより、建物おおよその耐震性
を調査し、精密診断が必要か否かを診断します。さらに、
精密診断が必要とされた場合には、その概算費用も提示
します。

●費用
・ 棟当たりの費用： 円
下記のもので基本となる診断費用

・同一敷地内で構造上別棟となる場合における 棟以降の
棟あたりの追加費用 エキスパンションジョイントがある
場合等の 等あたりの追加費用： 円

共同住宅
分譲マン
ション耐
震精密診
断

診断 助成

仙台市分譲マンション耐震精密診断補助金交付事業
●対象となる建築物
診断の対象となるのは次の条件をすべて満たすものとなります。ま
た、お申し込みができるのは、分譲マンションの管理組合 決議等が
必要 となります。
建 物：・昭和 年 月 日以前に建築基準法による建築確認を

受けて着工されていること。
・区分所有法が適用される分譲マンションで、延べ床面
積の を超える部分が居住の用に供されているもの
で、区分所有者の 以上が居住していること。
・延べ床面積 以上、地上階数が 以上であるこ
と。
・構造が、鉄筋コンクリート造、鉄筋鉄骨コンクリート
造、又は鉄骨造であるもの 改正前建築基準法第 条
の認定構法で建築されたものを除く

そ の 他：・耐震診断に必要な建築図面 意匠図や構造関係書等 を
備えてあること。
・過去に、この要綱に基づく補助金の交付の対象となっ
た建築物でないこと。

●概要
この制度は、地震に強い安全な街づくりを目指し、建築

してから一定の期間を過ぎた分譲マンションの管理組合
が実施する耐震精密診断に要する費用の一部を補助する
ことにより、市民の耐震化への取り組みを支援するもので
す。
●耐震診断に対する補助額
耐震診断に要する経費の 以内、かつ限度額 万円
ただし、補助対象とする耐震診断に要する経費は、下記
の当該補助対象建築物の延べ床面積の区分に応じて算
定される額の合計額を上限といたします。
・延べ床面積が 未満の部分： 円 限度
・延べ床面積が 以上

未満の部分： 円 限度
・延べ床面積が 以上の部分： 円 限度
●注意：耐震診断に要する費用に、改修計画作成費、建築設計

費など補強工事の設計に関する費用は含みません。

さいたま市

建設局
建築部
建築総務課

戸建住宅

診断 助成

耐震補強等助成事業 戸建住宅 耐震診断助成制度
●対象建築物
昭和 年 月 日以前に建築された戸建住宅
●対象者
当該建築物に居住している方。ただし、当該建築物を本人又は二
親等以内の親族が所有していること。

●助成金額
住宅 等につき耐震診断に要した費用 住宅の床面積
平方メートルにつき 円を限度 に相当する額。た
だし、 万 千円を限度。

●助成の対象となる耐震診断
「さいたま市既存建築物耐震診断資格者名簿」に登録され
た建築士 診断士 が行うもの。
木造以外の構造の住宅については、建築士事務所に所属
する一級建築士が行うもの。
●注意
各年度の 月 日以降に申請、 月 日までに耐震診断
の実績報告を提出すること。

工事 助成

耐震補強等助成事業 戸建住宅 耐震補強助成制度
●対象建築物
昭和 年 月 日以前に建築された戸建住宅で、耐震診断をし
た結果、地震に対して安全な構造ではないと判定された住宅
●対象者
当該建築物に居住している方。ただし、当該建築物を本人又は二
親等以内の親族が所有していること。
共有名義人がいる場合は、全員が耐震補強を実施することについ
て同意していること。

●助成金額
耐震補強に要した費用 住宅の床面積 平方メートルにつ
き 円を限度 の ％又は ％ 一定の所得基
準の範囲内の世帯に限る※ に相当する額。ただし、 万
円を限度とする。
※一定の所得基準の範囲内であるかに「つきましては、戸
建住宅耐震補強制度ご利用の手引き内「５所得基準の
算定について」によりご確認ください。

●注意
各年度の 月 日以降に申請、 月 日までに耐震診断
の実績報告を提出すること。

共同住宅

診断 助成

耐震補強等助成事業 分譲マンション
耐震診断助成制度 簡易診断、耐震診断

●対象建築物
昭和 年 月 日以前に着工し建築された区分所有共同住宅で
全戸数の半数以上に区分所有者が居住しているもので（以下「分
譲マンション」という。）、区分所有者の集会において耐震診断の
実施の決議がなされているもの。
●対象者
区分所有の代表の方。

●助成金額
簡易診断：分譲マンション 等につき、簡易診断に要した

費用の 分の に相当する額。 住宅の床面積
平方　メートルにつき 円を限度 に相当
する額。ただし、 万円を限度額。

耐震診断：分譲マンション 等につき、簡易診断に要した
費用※の 分の に相当する額。 住宅の床面積
平方メートルにつき 円を限度 に相当す
る額又は住宅の戸数に 万円を乗じた額のうち
いずれか低い額。
※ただし、耐震診断に要した費用については、住
宅の面積に対する限度額があります。

●助成の対象となる耐震診断
建築士事務所等に所属する一級建築士が行うものであり、
耐震診断 木造のものは除く。 については適正に行われ
たかどうか公的機関等の判定を受けるものであること。
●注意
各年度の 月 日以降に申請、 月 日までに耐震診断
の実績報告を提出すること。

工事 助成

耐震補強等助成事業分譲マンション耐震補強助成制度
●対象建築物
昭和 年 月 日以前に着工し建築された区分所有共同住宅で
全戸数の半数以上に区分所有者が居住しているもの（以下「分譲
マンション」という。）で、区分所有者の集会において耐震診断の
実施の決議がなされているもの。
●対象者
区分所有者の集会において耐震補強設計及び耐震補強工事の実施
の決議がなされていること。

●助成金額
耐震設計：分譲マンション 等につき、耐震設計に要した

費用の 分の に相当する額。ただし、住宅の
戸数に 万円を乗じた額を限度。

耐震工事：分譲マンション 等につき、耐震工事に要した
費用※の ％～ ％に相当する額又は住宅
の戸数に 万円を乗じた額のうちいずれか低い
額から耐震設計に対する助成金額を差し引いた
額を限度。

※ただし、耐震補強に要した費用については、住宅の面積
に対する限度額があります。



自主研究 ●地方自治体における「耐震改修等への補助制度」

政令指定都市 住宅種別 区分 制度 制度の名称と対象 制度の内容

横浜市

まちづくり
調整局指導部
建築企画課

戸建住宅

診断 派遣

横浜市木造住宅耐震診断士派遣制度
●対象建築物
診断の対象は、次の条件をすべて満たすものとします。建築確認通知
書や建築図面 平面図 等があれば、診断がスムーズに行われます。
・建 物：木造の個人住宅 自己所有で自ら居住している在来工法

のものであること。一部店舗併用の住宅、 世帯住宅は
含みますが、プレハブ住宅、ツーバイフォー住宅、アパー
ト、長屋、賃貸住宅や貸店舗を含むものは対象外となり
ます。

・規 模： 階建以下であること。
・建築時期：昭和 年 月 日以前に建築確認※を得て着工したも
の
※家を建てる時などには、建築確認申請を行い、建築基準法の基準
に適合していることを証明する確認通知書 現：確認済証 の交付
を受けることとなっています。お手元の確認通知書の日付をご確
認ください。
※増築工事のために昭和 年 月 日以降に建築確認を得たものに
ついては対象外となりますが、増築部分の延べ床面積が既存部分
の延べ床面積の に満たないものは対象とします。
検査済証の交付を受けたものは除く。

※建築基準法施行前に着工したものについても対象とします。

●概要
この制度は、地震に強い安全なまちづくりをめざすため

に、木造個人住宅の「耐震診断」を横浜市が無料で行うもの
で、耐震診断を希望する市民の皆様に市長が認定した「木造
住宅耐震診断士」を派遣し、調査を行い、市民の耐震対策を支
援するものです。

相談 派遣

横浜市木造住宅耐震改修訪問相談事業
●対象要件
相談の対象は、次の条件をすべて満たすものとします。
・横浜市の無料耐震診断の結果、評点 未満と判定された方。
・耐震改修を実施していない方。

●概要
この事業は、横浜市の無料耐震診断の結果、上部構造評点
総合評点 未満と判定された方に対して、専門の相談員
を無料で派遣し、御自宅の耐震診断結果の説明や改修計画概
要・概算費用についてのご相談に応じるものです。

工事 助成

横浜市木造住宅耐震改修促進事業
●対象となる住宅
横浜市の行っている木造住宅耐震診断を受けた住宅で、木造住宅耐
震診断の結果、総合評点 未満 「やや危険です」、または、「倒壊の
危険があります」 と判定された木造の個人住宅 自己所有で、自ら
居住しているもの

●対象となる工事
・基礎、柱はり、筋かい 耐力壁 の補強、軽量化のための屋根のふき
替え等の耐震改修工事で、改修後の総合評点が 以上「一応安全」
となる工事
・建替え工事は対象となりません。

●補助の内容
・耐震改修工事費用に対して、世帯の課税区分に応じて 段
階の補助限度額で補助を行います。
・また、耐震設計費及び補強工事費の基準を設定しました。

一般世帯※　　：補助限度額 万円
非課税世帯※：補助限度額 万円
※課税区分による一般世帯、非課税世帯。
非課税世帯は、世帯全員が過去 年間、住民税の課税を
受けていない世帯。

工事 助成

横浜市木造住宅建替等促進事業
●対象要件：本事業の対象は、次の条件をすべてみたすものとします。
・横浜市木造住宅耐震診断士派遣事業で、総合評点 未満 「やや
危険」又は「倒壊の危険があり」 又は上部構造評点 未満 「倒壊
の可能性がある 高い 」と判定された住宅であること。
・住宅全てを除去する工事を行うこと。
・申請者が住宅の所有者であること。
・申請者が市税の滞納のない者であること。
横浜市木造住宅耐震改修促進事業により耐震改修を行った住宅は
対象外とします。
いえ・みち　まち改善事業の除去費補助との併用はできません。

●概要
この事業は、横浜市の無料耐震診断の結果、上部構造評点
総合評点 未満と判定された住宅を、建替え等により除去
する費用の一部 以内の額、上限 万円 を補助するもの
です。平成 年度はモデル事業として区域を定めて実施し
ます。
住宅金融公庫から融資を受ける場合に返済する利息相当
額の一部または全部を、横浜市が一定期間助成 利子補給 す
る「横浜市リフォーム促進等支援事業」が併用できます。

相談 交付

横浜市木造住宅耐震診断・耐震改修済証交付制度
●対象要件：相談の対象は、次のいずれかに該当するものとします。
・横浜市の無料耐震診断の結果、評点 以上と判断された方。
・横浜市の耐震改修補助制度を利用して、評点 以上となる耐震改
修工事を実施した方。

●概要
この事業は、横浜市の無料耐震診断、又は、横浜市の耐震改
修補助制度の結果、上部構造評点 総合評点 以上と判定さ
れた方に対して、耐震性を有することを証明する書面と標示
物 門標シール を交付します。

共同住宅

診断
予備 支援

横浜市マンション耐震診断支援事業
●対象建築物：次の条件すべてを満たすものとします。
・建　　　物：区分所有法が適用される分譲マンション
・建築時期：昭和 年 月末日以前に建築確認を得て着工したもの。
・図　　　面：建築図面 平面図、構造図等 を備えてあるもの。

（建築図面がない場合は、ご相談ください。）

●支援の内容
予備診断 簡易診断
図面確認や現地調査などにより、耐震性 本診断の必要性
を判定します。横浜市が診断費用を全額負担します。

診断
精密 助成

横浜市マンション耐震診断支援事業
●対象建築物：次の条件すべてを満たすものとします。
・建　　　物：区分所有法が適用される分譲マンション
・建築時期：昭和 年 月末日以前に建築確認を得て着工したもの。
・図　　　面：建築図面 平面図、構造図等 を備えてあるもの。

（建築図面がない場合は、ご相談ください。）

●補助の内容
本診断 精密診断
上記の予備診断の結果、本診断が必要であると判定され
たマンション。
マンションの管理組合が診断業者に委託して実施する精
密診断について、その費用の一部を横浜市が補助します。
（所有者自身が居住している住戸のみを対象として、診断
費用の 、ただし、一住戸当たり 万円を限度とします。）

工事 助成

横浜市マンション耐改修促進事業
●対象建築物
ア：昭和 年 月末日以前に建設された区分所有法が適用される分
譲マンション

イ：本市制度による本診断 精密診断 を行った結果、耐震改修が必
要と判断されたもの

ウ：建築物の耐震改修の促進に関する法律第 条第 項の規定に基
づく認定又は建築基準法第 条の 第 項の規定に基づく認定
を受けて耐震化を行うもの。

エ：地区面積が概ね 以上 敷地に接する道路の中心線以内の
面積

オ：建物階数が地上 階以上
カ：構造等は耐火建築物又は準耐火建築物
キ：延べ床面積は 以上で、倒壊した場合周辺の市街地に及
ぼす影響が大きいもの。

その他：区域要件等

●補助の内容
耐震改修工事に要する費用のうち建築設計費及び防災性
能強化工事費について、次に掲げる額を限度に補助を行いま
す。
ア建築設計費の
イ防災性能工事費※の
※防災性能工事費の補助対象限度額は、 円
免震工法の場合 円 に建築物の延べ床面
積を乗じて得た額となります。
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政令指定都市 住宅種別 区分 制度 制度の名称と対象 制度の内容

新潟市

建築部
建築行政課

戸建住宅

診断 助成

新潟市木造住宅耐震改修工事等補助制度
－　耐震診断　－

●補助対象となる建築物と申請者
建築物と申請者は次の条件を全て満たすことが必要です。
・個人住宅（自己用）で 階建て以下の木造住宅の戸建住宅（面積の過
半部分が居住の用に供されている住宅で、ツーバイフォー住宅、
世帯住宅は　　含みますが、長屋は対象外となります。）
・昭和 年 月 日以前に建築されたもの
・市税を完納していること
【補助金交付申請時に市税の納税証明書（新潟市制度融資用）が必要
です】

【耐震診断、耐震設計、耐震改修工事は、遅くても補助金交付を受け
る年度の 月 日までにその補助事業を終了し市長に報告しなけ
ればなりません】
・耐震診断、耐震設計、耐震改修工事の全てを同一年度に行う必要はあり
ません。これらの事業については年度を分けて申し込みこともできます。
・本制度によって、耐震診断⇒耐震設計⇒耐震改修工事の順で事業を行
うことで、それぞれの事業について補助金を受けることができます。

●耐震診断の内容
耐震診断は、新潟市、社団法人新潟県建築士会 以下、「建築士会」
という 、財団法人新潟県建築住宅センター、社団法人新潟県建築士
事務所協会、 法人新潟県住環境支援センターの 者が「新潟市
木造住宅耐震化促進協議会」を構成し、診断業務を行います。
申請者からの申し込みにより、建築士会が受付をして、次ページ
下記参照 に記載されている耐震診断士登録団体が木造住宅耐震
診断士 以下、「耐震 診断士」という を派遣し、現地調査及び図面によ
り、依頼のあった木造住宅に ついて地震に対する安全性の診断を行
います。

耐震診断士は個人登録ですが耐震診断士派遣にあたり、次の団体
から協力をいただいています。
○申請受付等の窓口業務、登録団体の調整等
■（社）新潟県建築士会 電話

○所属する耐震診断士の派遣等を行う耐震診断士登録団体
■（財）新潟県建築住宅センター 電話
■（社）新潟県建築士事務所協会 電話
■ 法人新潟県住環境支援センター 電話

診断する住宅の調査希望日について
耐震診断申込書 往復はがき の第 希望日と第 希望日は必ず
記入してください。なお、お申込みの日から耐震診断士派遣の日
までは、おおむね 週間ほどかかります。

耐震診断結果について
耐震診断士が住宅の調査等に基づき作成し、内容審査を受け
たもので、下記の耐震判定評点が記された「耐震診断結果報告書」
が、後日、担当した耐震診断士の所属する登録団体から申請者に
送付されます。また、担当の耐震診断士が「耐震診断結果報告書」
について説明に伺います。

耐震判定表
上部構造の評点※ 判定
以上 倒壊しない
以上 未満 一応倒壊しない
以上 未満 倒壊する可能性がある
未満 倒壊する可能性が高い

※上部構造とは、住宅の地盤・基礎以外の床組みや壁の軸組、屋根
の小屋組みで構成された、木造の構造部分を指します。

●概要
この制度は、地震による建築物の倒壊等の災害を未然に防
止し、市民の安全を確保するため、新潟市が個人の木造住宅
の耐震診断、耐震設計、耐震改修工事に要する費用の一部に
対して補助を行うもので、事前に市への補助金交付申請が必
要となります。延べ面積が ㎡を超える木造戸建住宅の本
補助制度については、市へお問い合わせください。
この制度の期間は、平成 年 月までとなっています。

●補助額及び補助率
・住宅の延べ面積が ㎡以下の場合、　
耐震診断に要する費用 万円のうち 万円

（申請者負担額は 万円）
・住宅の延べ面積が ㎡を超え ㎡以下の場合、
耐震診断に要する費用 万円のうち 万円

（申請者負担額は 万円）
・住宅の延べ面積が ㎡を超え ㎡以下の場合、
耐震診断に要する費用 万円のうち 万円

（申請者負担額は 万円）
・住宅の延べ面積が ㎡を超える場合、
耐震診断に要する費用のうち 万円

（申請者負担額は耐震診断の実費から 万円を差し引いた額）

●お申し込み
耐震診断は随時申し込みを受け付けます。
・申し込みは当パンフレットの最後にとじこみの「耐震診
断 以下 」申込書の往復はがきを切り取り、必要事
項をご記入の上、往信・返信はがきそれぞれに 円切手を
貼って郵送してください。
・耐震診断の申し込み先は、延べ面積が 以下の木造
住宅については、社団法人新潟県建築士会となります。
・延べ面積が を超える木造戸建て住宅については、
新潟市建築行政課にお問い合わせください。

設計 助成

新潟市木造住宅耐震改修工事等補助制度
－　耐震設計　－
●補助対象となる建築物と申請者は同上。
●耐震設計の内容
耐震診断の判定に基づき、上部構造の評点が 未満 倒壊の可能

性が高い のものを 以上 一応倒壊しない や 以上 倒壊しな
い とするための設計をいいます。
なお、「新潟市木造住宅耐震改修工事等補助制度」により、平成
年 月 日以前に旧耐震診断法で耐震診断を行った住宅について
は、同診断法による総合評点が 未満であるものを 以上にする
ための設計が耐震設計となります。

●補助額及び補助率
・耐震設計に要する費用の 以内、かつ 万円を限度
●お申し込み
・耐震設計、耐震改修工事の申し込みは、当パンフレットの
最後にとじこみの「耐震設計費補助」申込書、又は「耐震改
修工事費補助」申込書のはがきをそれぞれ切り取り、必要
事項をご記入の上、往信・返信はがきそれぞれに 円切手
を貼って郵送してください。
申し込み先は、新潟市建築行政課になります。

・申込書を受理しましたら、市から補助金交付申請書と関
係書類を送付いたします。

戸建住宅 工事 助成

新潟市木造住宅耐震改修工事等補助制度
－　耐震改修工事　－

●補助対象となる建築物と申請者は同上。
●耐震改修工事の内容
前記の耐震設計に基づき行う、木造住宅の地震に対する安全性の

向上を目的とした補強工事や改修工事をいいます。
なお、「新潟市木造住宅耐震改修工事等補助制度」によって平成
年 月 日以前に行った耐震設計に基づく補強や改修もこの耐

震改修工事となります。
●施工者について
原則として、次の団体に属している者に施工を依頼してくださ
い。ただし、申請者が特に当該団体以外の者に依頼する場合は、この
限りではありません。

（社）新潟市建設業協会
新潟市建築組合連合会
新潟市建設業組合

●耐震改修工事の監理について
耐震改修工事については、耐震診断士等 原則として耐震設計を
行った耐震診断士等 による工事監理が必要です。
工事監理者は、耐震設計に基づいた工事が行われるよう、改修箇
所について、着手前・施工中・完了後の状況を確認し、必要に応じた
指導を行います。また、耐震改修工事において当初の耐震設計を変
更する必要が発生したときは、速やかに工事変更の手続きを市長に
行わなければなりません。

●補助額及び補助率
・一般の木造住宅は耐震改修工事に要する費用の 以内、
かつ 万円を限度
・高齢者※・障がい者の木造住宅は耐震改修工事に要する
費用の 以内、かつ 万円を限度
※高齢者・障がい者の木造住宅とは、所得税非課税世帯が
所有する住宅で下記のいずれかに該当するもの。
①高齢者（ 歳以上）が居住する住宅。
②介護保険法による要介護認定又は要支援認定を受け
た者が居住する住宅。
③身体障害者手帳 級又は、 級の交付を受けた者が居
住する住宅。
④市長が定めるところの療育手帳 の交付を受けた者が
居住する住宅。

●お申し込み
・耐震設計、耐震改修工事の申し込みは、当パンフレットの
最後にとじこみの「耐震設計費補助」申込書、又は「耐震改
修工事費補助」申込書のはがきをそれぞれ切り取り、必要
事項をご記入の上、往信・返信はがきそれぞれに 円切手
を貼って郵送してください。
申し込み先は、新潟市建築行政課になります。
・申込書を受理しましたら、市から補助金交付申請書と関
係書類を送付いたします。
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政令指定都市 住宅種別 区分 制度 制度の名称と対象 制度の内容

新潟市

建築部
建築行政課

共同住宅

診断 助成

新潟市マンション耐震改修補助制度　耐震診断事業
－　予備診断　－

●補助の対象要件
耐火建築物又は準耐火建築物で、地上 階建て以上のものであること
延べ面積が ㎡以上であること
耐震診断に必要な構造関係の図書があること
当該マンション管理組合の総会で補助を受ける事業の実施につ
いて決議されていること

●マンション耐震改修等促進事業における手続き
・施行者 マンション耐震改修等促進事業を行うマンション管理組
合、その他市長が同等と認める者、以下同じ は、マンション耐震改
修等促進事業の適用を受けるようとするときは、あらかじめ市指
定の事業計画書に必要図書を添付して、市の窓口に提出します。
・市ではこの事業計画の内容を審査し、事業の「適用・不適用」につい
て施行者に通知します。

●補助申請の手続き等
耐震診断事業を行う場合は、前記事業計画の承認を受けた後、事
業の実施に関する契約を業者と締結する前に、下記の書類を添え
て補助金交付申請書を窓口に提出します。
①建築基準法の規定に基づく確認通知書又は計画の適合通知書及
び検査済証の写し。これらの書類がない場合は、建築確認等の
申請年月日及び申請者氏名、建築工事に着手した年度、規模、構造
等について確認又は推計できるものに代えることができます
②建築物の登記簿謄本又は登記事項証明書
③管理組合の代表者の住民票の写し又は登録票記載事項証明書など
④管理組合が法人である場合は、法人登記簿謄本の写し
⑤管理組合の管理規約及び診断の実施に係る決議書又はこれに
代わるもの
⑥診断に要する費用の見積書又はその写し
⑦耐震診断者 注 が、市の規定する耐震診断講習を受講したこ
とを証明する書類
注 耐震診断者：都道府県知事が指定する耐震診断講習又はこ
れと同等以上の講習を受講し、建築士法で規定する建築士
事務所に所属する建築士です。

耐震診断事業・耐震改修事業の補助金の交付決定
・補助金交付申請書及び添付資料を審査し、その結果 補助の可
否 を施行者あてに通知します。
事業の実施
・事業の実施においては、施行者が注意すべき事項もあります。市
の窓口にお問い合わせください。
耐震診断事業・耐震改修工事の完了実績報告
・補助事業が完了したときは、速やかに完了実績報告書を市に提
出していただきます。
補助金額の決定
・完了実績報告書を受理した後、報告書の内容審査及び必要に応じ
て現地調査を行い、補助事業の成果が適正であり、報告の内容と適
合していると認めたときは補助金の額を確定し当該施行者に通知
します。
補助金の交付申請
・「新潟市マンション耐震改修等促進事業補助金額確定通知書」の
交付日から 日以内に「新潟市マンション耐震改修等促進事業
補助金交付請求書」により補助金を請求していただきます。

注）各補助事業は申請した年度内に完了実績報告書の審査を受け、
補助金の額を確定する必要があります。

●概要
新潟市では、地震によるマンションの倒壊などを防止し、
災害に強い安全なまちづくりを推進するため、市内にある分
譲マンション 注 でそのマンション管理組合 注 が耐震診
断、耐震改修を実施する場合に、その診断や改修に要する費
用の一部について補助を行います。
注 分譲マンション： 以上の区分所有者 区分所有法第 条
第 項に規定する区分所有者 が存する建物で、自己居住
の用に供する専用部分のあるものです。

注 マンション管理組合：区分所有法第 条に規定する区分
所有者の団体をいいます。

●補助内容
予備診断：診断に要する費用の 以下、かつ 棟あたり

万 注 円を限度
予備診断：本診断の必要性又は方法を判断し、本診断に必要

注 費用を見積るためにマンションの設計図面
などの概要を調査します。なお、原則として建築
基準法に基づく確認済証等の交付を受けたマン
ションである必要があります。

本 診 断：診断に要する費用の 以下、かつ一戸あたり 万
円を 注 限度（ 棟あたり 万円が上限）

注 本診断
予備診断の結果により、本診断が必要であると判定された
分 譲マンションについて精密診断を行い、併せて耐震改修
の方法、改修費用の概算等を提示します。

診断 助成

新潟市マンション耐震改修補助制度　耐震診断事業
－　本診断　－
●補助の対象要件
予備診断と同上。
●マンション耐震改修等促進事業における手続き
予備診断と同上。
●補助申請の手続き等
予備診断と同上。

●補助内容
本診断：診断に要する費用の 以下、かつ 戸あたり 万

円 注 を限度 棟あたり 万円が上限
本診断：予備診断の結果より、本診断が必要とされた分譲

マ 注 ンションについて精密診断を行い、併せ
て耐震改修の方法、改修費用の概算等を提示しま
す。

共同住宅 設計 助成

新潟市マンション耐震改修補助制度　耐震改修事業
－　耐震設計　－
●補助の対象要件
予備診断と同上。
●マンション耐震改修等促進事業における手続き
予備診断と同上。
●補助申請の手続き等
耐震改修事業を行う場合は、前記事業計画の承認を受けた後、当
該年度に係わる部分について、上記書類 予備診断と同じ 必要図
面を添付した補助金交付申請書を市の窓口に提出します。
耐震診断事業・耐震改修事業の補助金の交付決定
・補助金交付申請書及び添付資料を審査し、その結果 補助の可
否 を施行者あてに通知します。
事業の実施
・事業の実施においては、施行者が注意すべき事項もあります。市
の窓口にお問い合わせください。
耐震診断事業・耐震改修工事の完了実績報告
・補助事業が完了したときは、速やかに完了実績報告書を市に提
出していただきます。
補助金額の決定
・完了実績報告書を受理した後、報告書の内容審査及び必要に応
じて現地調査を行い、補助事業の成果が適正であり、報告の内容
と適合していると認めたときは補助金の額を確定し当該施行者
に通知します。
補助金の交付申請
・「新潟市マンション耐震改修等促進事業補助金額確定通知書」の
交付日から 日以内に「新潟市マンション耐震改修等促進事業
補助金交付請求書」により補助金を請求していただきます。

注）各補助事業は申請した年度内に完了実績報告書の審査を受け、
補助金の額を確定する必要があります。

耐震設計
設計費の 以内の額
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政令指定都市 住宅種別 区分 制度 制度の名称と対象 制度の内容

新潟市

建築部
建築行政課

共同住宅 工事 助成

新潟市マンション耐震改修補助制度　耐震改修事業
－　耐震改修工事　－

●補助の対象要件
耐震設計と同上。
●マンション耐震改修等促進事業における手続き
耐震設計と同上。
●補助申請の手続き等
耐震設計と同上

●耐震改修工事
防災性能強化工事費（ 円 ㎡を限度とする。ただし、
免震工法による場合は 円 ㎡を乗じて得た額を限
度とする。）に ％を乗じて得た額の 以内の額

静岡市

都市局
建築部
建築指導課
安全推進担当

戸建住宅 診断 派遣

わが家の専門家診断事業
●対象建築物
昭和 年 月 日以前に建てられた一戸建て木造住宅 在来工法

参考：プロジェクト「ＴＯＵＫＡＩ 」フロー
簡易診断※ → 補強 → 精密診断

↓ ＋補強計画※ → 補強工事※
建替え

↓
建替工事※

※ 簡易診断：わが家の専門耐震事業
※ 精密診断＋補強計画：木造住宅補強計画策定事業
※ 補強工事：木造住宅耐震補強事業
※ 立替工事：しずおか住宅ローン優遇制度

お問合せ先
静 岡 県 県 民 部 建 築 住 宅 住 ま い づ く り 室

●概要
昭和 年 月 日以前に建てられた一戸建て木造住宅
在来工法 にお住まいの方で、申込みをいただいたお宅に、
無料で専門家を派遣する制度です。
電話または直接建築指導課の窓口に申込みをしてください。
市から案内を郵送します。
無料診断を行う前に、訪問日程と時間について申込者に
専門家が電話します。
派遣当日は、住宅の状況を確認しながら耐震診断を行い
ます。
後日その診断結果報告に伺います。
その際、補強方法などについての相談にも応じます。

市から派遣する専門家は、建築士等で静岡県主催の講習会
を受講し登録された「静岡県耐震診断補強相談士」です。
相談士が行う耐震診断は、プロジェクトＴＯＵＫＡＩ 「静
岡県耐震診断補強相談マニュアル」に基づいたもので、国土
交通省住宅局監修の「木造住宅の耐震精密診断と補強方法」
に示されている「耐震精密診断」に、地域性や簡便さを考慮し
た手法を追加し、さたに伝統構法型住宅の耐震診断が可能に
なるようにしたものです。
静岡県内全域の木造住宅の耐震性について、専門的な観点
から診断を行います。

戸建住宅
共同住宅

計画 助成

木造住宅補強計画策定事業
●対象建築物
昭和 年 月 日以前に建築されたもの及び同日において建築中
であった木造住宅
●ご注意
補助制度を利される方は、下記の事項にご注意ください。
・補助金の申請は事業を実施する前に行ってください。
事業を行った後の申請では補助金がでません。
・補助制度を利用される方は、耐震精密診断を業者に依頼する前に
必ず建築指導課に相談の上、補助金交付手続きを行ってください。

●概要
災害に強いまちづくりを促進するため、昭和 年 月
日以前に建築されたもの及び同日において建築中であっ
た木造住宅の補強計画の作成（精密診断を含む）を実施す
る所有者に対して補助金を交付する制度です。
●補助率
見積額と基準額とを比較して、いずれか少ない額の

●基準額
わが家の専門家診断　実施済み　：　 円
わが家の専門家診断　未実施

（図面有）　：　 円
（図面無）　：　 円と 円 ㎡

円
を比較していずれか少ない額

工事 助成

木造住宅耐震補強事業
●対象建築物
・昭和 年 月 日以前に建築されたもの及び同日において建築中
であった木造住宅
・わが家の専門家診断又は耐震精密診断で、耐震評点が１．０未満の
ものを０．３以上上げ１．０以上にする補強工事が対象です。

●概要
災害に強いまちづくりを促進するため、昭和 年 月
日以前に建築されたもの及び同日において建築中であっ
た木造住宅の耐震補強工事を実施する所有者に対して補
助金を交付する制度です。
わが家の専門家診断又は耐震精密診断で、耐震評点が
未満のものを 以上上げ 以上にする補強工事が対

象です。
補助限度額は一般世帯で 万円、高齢者等 ※ 世帯で

万円です。
また、より倒壊の危険度の高い耐震評点 未満の世帯
へは 万円上乗せとなり、一般世帯で 万円、高齢者等世
帯 ※ で 万円です。
高齢者等 ※ 世帯の詳細は、下記参照）
（注意）耐震評点が０．４未満の場合の判定は、補強計画時

の耐震診断に限ります。
●補助内容
世帯
＜一般＞
耐震評点が０．４以上　　補助限度額３０万円
耐震評点が０．４未満　　補助限度額４５万円
＜高齢者等＞
耐震評点が０．４以上　　補助限度額５０万円
耐震評点が０．４未満　　補助限度額６５万円
注意 耐震評点が 未満の場合の判定は、補強計画時の耐

震診断によります。

補助限度額５０万円または６５万円の対象世帯
世帯 ※ 構成員のすべてが 歳 ※ 以上であること
世帯が 歳以上若しくは１５歳未満の者又は１８歳未
満で就学している者により構成されていること
世帯構成員が下のいずれかにより、障害者手帳の交付を
受けている
下肢障害者　　１，２級
体幹障害者　　１，２級
視覚障害者　　１，２級
下肢、体幹視覚のうち、２以上の複合により総合的な等
級１，２級
世帯構成員が療育手帳の交付を受けているもの
世帯構成員が精神障害保険福祉手帳の交付を受けている
もの
世帯構成員が介護保険法に基づく要介護、要支援者（介護
保険
被保険者証に要介護、要支援の記載）を受けているもの
※ 世帯とは門戸を一にして生活する者の単位をいう。
※ 上記において、事業の完了までに 歳に達する見込み

のものは 歳以上とみなす。



自主研究 ●地方自治体における「耐震改修等への補助制度」

政令指定都市 住宅種別 区分 制度 制度の名称と対象 制度の内容

静岡市

都市局
建築部
建築指導課
安全推進担当

戸建住宅
共同住宅 診断 助成

非木造住宅耐震診断事業
●対　象
・昭和 年 月 日以前に建築されたもの及び同日において建築中
であった非木造住宅

●ご注意
補助制度を利される方は、下記の事項にご注意ください。
・補助金の申請は事業を実施する前に行ってください。
事業を行った後の申請では補助金がでません。
・補助制度を利用される方は、耐震精密診断を業者に依頼する前
に必ず建築指導課に相談の上、補助金交付手続きを行ってくだ
さい。

●概要
災害に強いまちづくりを促進するため、昭和 年 月
日以前に建築されたもの及び同日において建築中であっ
た非木造住宅の耐震診断を実施する所有者に対して補助
金を交付する制度です。
●補助内容
補助率
非木造住宅 戸建
見積額と基準額とを比較して、いずれか少ない額の
非木造住宅 戸建以外
見積額と基準額とを比較して、いずれか少ない額の

基準額
非木造住宅 戸建
・延べ床面積 面積区分なし

円 ㎡
非木造住宅 戸建以外
・延べ床面積 ㎡以下の部分

円 ㎡
・延べ床面積 ㎡を超え ㎡以下の部分

円 ㎡
・延べ床面積 ㎡を超える部分

円 ㎡

共同住宅

計画 助成

建築物補強計画策定事業
●対　象
対象となるのは、次の全てを満たすものです。
・昭和 年 月 日以前に建築されたもの及び同日において建築中
であった建築物
・敷地面積　概ね ㎡以上
・建物規模　耐火または準耐火建築物であって、地上階数原則３階以
上、かつ、延べ面積 ㎡以上幼稚園、保育所にあっては ㎡以上
・災害時に重要な機能を果たす建築物（医療施設、避難所、災害時の集
合場所として指定された施設、情報提供施設、給食提供施設等をいう
・災害時に多数の者に危険が及ぶ恐れがある建築物 百貨店、マー
ケット、劇場、映画館、ホテル等をいう 及びマンション

●ご注意
補助制度を利される方は、下記の事項にご注意ください。
・補助金の申請は事業を実施する前に行ってください。
事業を行った後の申請では補助金がでません。
・補助制度を利用される方は、耐震精密診断を業者に依頼する前に
必ず建築指導課に相談の上、補助金交付手続きを行ってください。

●概要
災害に強いまちづくりを促進するため、昭和 年 月
日以前に建築されたもの及び同日において建築中であっ
た住宅以外の建築物 マンション含む の補強計画の作成を
実施する所有者に対して補助金を交付する制度です。
●補助率
見積額と基準額とを比較して、いずれか少ない額の
限度額 万円

●補助額
・延べ面積のうち、 ㎡以下の部分

円 ㎡
・延べ面積のうち、 ㎡を超え ㎡以下の部分

円 ㎡
・延べ面積のうち、 ㎡を超える部分

円 ㎡

工事 助成

建築物耐震補強事業
●対　象
対象となるのは、次の全てを満たすものです。
・昭和 年 月 日以前に建築されたもの及び同日において建築中
であった建築物
・敷地面積　概ね ㎡以上
・建物規模　耐火または準耐火建築物であって、地上階数原則３階
以上、かつ、延べ面積 ㎡以上 幼稚園、保育所にあっては ㎡
・災害時に重要な機能を果たす建築物（医療施設、避難所、災害時の集
合場所として指定された施設、情報提供施設、給食提供施設等をいう
・災害時に多数の者に危険が及ぶ恐れがある建築物 百貨店、マー
ケット、劇場、映画館、ホテル等をいう 及びマンション

●概要
災害に強いまちづくりを促進するため、昭和 年 月
日以前に建築されたもの及び同日において建築中であっ
た住宅以外の建築物 マンション含む の耐震補強工事を実
施する所有者に対して補助金を交付する制度です。
●補助額

棟ごとに、当該事業に要する経費と延べ面積に、 ㎡
あたり 円（免震工法等、特殊な工法による場合は

円）を乗じて得た額を比較していずれか少ない額の
％の 以内。

名古屋市

住宅都市局
耐震化支援室

戸建住宅
共同住宅 診断 派遣

木造住宅無料耐震診断
●対象住宅
以下のすべての要件を満たすもの
・昭和５６年５月３１日以前に着工した木造住宅であること
（プレハブ、ツーバイフォー工法は除く）
・２階建て以下であること
・名古屋市内にあること
※過去に名古屋市の耐震診断を受けた住宅、住宅として利用予定の
ない空家は申し込みできません。

●申込者
・対象住宅の所有者であること
※貸家の場合は借家人全員の同意が必要です。
※長屋で所有者が複数いる場合は、所有者全員の申込書をまとめて
送ってください。
※構造によっては診断できない場合もあります。

耐震診断の流れ
申し込み
・名古屋市無料耐震診断申込書を用意
申込書配布先
市役所耐震化支援室 西庁舎 階 、各区役所総務課、支所、
各区消防署の総務課又は申込書ダウンロード
木造住宅耐震診断申込書　形式：
↓
申込み事項を記入
↓
申込み
・申 込 先：住宅都市局耐震化支援室
・申込方法：郵送、ファックス 借家人の同意が必要な場合を除く 、持
参※
※持参の場合は市役所西庁舎 階耐震化支援室、各区役所総務課、支
所、各区消防署の総務課まで
※申込書に不明な点がある場合は市役所より電話確認します。
↓
ヶ月以内
↓

●木造住宅無料耐震診断の内容
地震に強いまちづくりの推進のため、木造住宅の「耐震

診断費用」　を国、県、名古屋市が負担します。左記の対象
住宅等に該当する住宅は無料で耐震診断が受けられます。
（受付期間　平成２１年４月１日から平成２２年２月１０日）
●ご注意
・名古屋市木造住宅無料耐震診断は名古屋市が実施する耐
震診断です。
・名古屋市では、地域と期間を限定して耐震診断を受け付
けたり、フリーダイヤルによる電話受付は一切していま
せん。

●耐震診断員とは、
愛知県の耐震診断養成講習会を受講した民間建築士で

す。愛知県の登録証を携帯しています。診断員は、診断結果
の報告及び概算費用など一般的な補強方法を説明します。
具体的な改修工事の相談は、耐震相談窓口をご利用くださ
い。また、診断員による診断中の営業活動は禁止されてい
ます。



自主研究 ●地方自治体における「耐震改修等への補助制度」

政令指定都市 住宅種別 区分 制度 制度の名称と対象 制度の内容

名古屋市

住宅都市局
耐震化支援室

戸建住宅
共同住宅

診断 派遣

日程調整
・名古屋市が指定した耐震診断員から直接、電話連絡が入ります。
・市が指定した診断員かどうか確認したい場合は、耐震化支援室に
お問い合わせください。
・現地調査の日時を決めてください。

↓
週間程度
↓

現地調査・立会い
・調査は 時間程度、建物の内外を目視調査しますので、天井裏や床
下点検口の確認、かたづけをお願いします。
・図面があれば準備してください。

↓
ヶ月程度
↓

結果報告
・診断結果は名古屋市の審査後、再度診断員が報告書をお持ちし、ご
説明します。

診断 助成

非木造住宅耐震診断助成
●補助対象建物
・昭和５６年５月３１日以前に着工された非木造の住宅（一戸建
て、長屋、共同住宅）
・住宅以外の用途が延べ面積の 未満であること
●主な手続きの流れ
事前相談（事前相談所の提出）
以下の書類の提出等をします。
事前相談書
建築年が確認できる書類 次のア ～ウのうちいずれか
ア確認通知書 表紙 写し
イ固定資産課税台帳登録証明書 家屋
ウ建物の登記事項証明書
案内図

補助金交付申請
・ 月末締切
※申請の際、貸屋や賃貸マンションの場合は借家人の同意書、
分譲マンションの場合は管理組合の管理規約、議決書 議事
録 写し等の提出が必要です。

補助金交付決定
申請者から建築士へ依頼 契約
着手届の提出
・交付決定日から 日以内に提出
耐震診断（第 次、 次、 次診断）
（財）日本建築防災協会の各構造別の耐震基準・同解説および改修
設計指針などに基づく耐震診断
完了実績報告書の提出
・ 月末締切
補助金受取

●概要
昭和 年 月 日以前に着工された木造以外の一戸建
て住宅や共同住宅などの耐震診断を行う場合、名古屋市が
その費用の一部を補助します。
診断 契約 前に申請手続きが必要となります。まずは、耐
震化支援室事業係までご相談ください。 事前相談書、建築
年が確認できる書類、案内図を用意できる場合は持参して
ください。
●申請の受付：平成 年 月 日から平成 年 月 日まで
●補助内容
次のいずれかのうち一番低い額を補助します。
・耐震診断費用の
・延べ面積による診断費用 下記の より算定 の

一戸建て住宅の場合
平方メートルあたり ： 円
長屋、共同住宅の場合

平方メートル以内の部分 ： 円
平方メートル超から 平方メートル以内の

部分
： 円

平方メートル超の部分 ： 円
・一住戸当たり 万円

※耐震診断実施 契約 前に申請が必要になります。

工事 助成

名古屋市木造住宅耐震改修助成制度
（ ）一般改修
名古屋市の耐震診断を受けた結果、
・判定値が０．７未満の場合には判定値を１．０以上にした耐震改修
工事に対して補助金が受けられます。
・判定値が０．７以上１．０未満の場合には判定値に０．３以上加算
した耐震改修工事に対して補助金が受けられます。

（ ）段階的改修
名古屋市の耐震診断を受けた結果、
・判定値が０．７未満の場合には判定値を０．７以上１．０未満にし
た耐震改修工事に対して補助金が受けられます。

●補助の内容
（ ）一般改修の補助金

耐震改修工事費の かつ上限が６０万円です。（補助金
は愛知県が 、名古屋市が 負担します。）
※補助を受けるには、必ず工事着工前に補助金交付決定
を受ける必要があります。
※補助金申請の受付期間
平成２１年４月１日から平成２２年１月２９日
※工事の完了期限
平成２２年２月２６日
※助成制度を利用された方には、さらに所得税控除や、
固定資産税の減額を受けることができます。

（ ）段階的改修の補助金
耐震改修工事費の かつ上限が４０万円です。
※補助を受けるには、必ず工事着工前に補助金交付決定
を受ける必要があります。
※補助金申請の受付期間
平成２１年４月１日から平成２２年１月２９日
※工事の完了期限
平成２２年２月２６日
※２段階目の改修（判定値を１．０以上にする耐震改修
工事）にも、耐震改修工事費の かつ上限２０万円ま
で補助金が受けられます。
※２段階目の改修（判定値を１．０以上にする耐震改修工
事）による助成制度を利用された方には、さらに所得税
控除や固定資産税の減額を受けることができます。

設計 助成

非木造住宅耐震改修助成
－　耐震改修設計　－

●補助対象建物
・昭和５６年５月３１日以前着工の非木造の住宅（一戸建て、長屋、
共同住宅）で耐震診断の結果、「安全な構造でない」と判断されたも
の
・住宅以外の用途が延べ面積の 未満であること
・「耐震改修促進法」に基づく耐震改修の計画の認定（一戸建て、長屋
は評定）を受けて、耐震改修設計・工事を実施するもの

●補助の内容
耐震改修設計
・実際の耐震改修設計費用の



自主研究 ●地方自治体における「耐震改修等への補助制度」

政令指定都市 住宅種別 区分 制度 制度の名称と対象 制度の内容

名古屋市

住宅都市局
耐震化支援室

戸建住宅
共同住宅 工事 助成

非木造住宅耐震改修助成
－　耐震改修工事　－

●補助対象建物
・昭和５６年５月３１日以前着工の非木造の住宅（一戸建て、長屋、共
同住宅）で耐震診断の結果、「安全な構造でない」と判断されたもの
・住宅以外の用途が延べ面積の 未満であること
・「耐震改修促進法」に基づく耐震改修の計画の認定（一戸建て、長屋
は評定）を受けて、耐震改修設計・工事を実施するもの

●主な手続きの流れ
事業計画書の提出
適用通知
補助金交付申請
・耐震改修設計費の補助申請は 月末までに
補助金交付決定
・交付決定日から 日以内に着手届を提出
設計・工事業者と契約
着手届の提出
耐震改修設計・工事
・耐震改修促進法に基づく耐震改修の計画の認定等を受けたもの
完了
完了実績報告書の提出
・ 月末までに
補助金受取

●補助の内容
一戸建て住宅
・耐震改修工事費用（延べ面積による上限１平方メート
ルあたり３２６００円を上限）の約 ％、かつ、一住
戸あたり６０万円を限度
長屋及び小規模共同住宅 大規模共同住宅以外
・耐震改修工事費用（延べ面積による上限１平方メート
ルあたり３２６００円を上限）の約 ％、かつ、一住
戸あたり ０万円を限度
大規模共同住宅※
・耐震改修工事費用（延べ面積による上限１平方メート
ルあたり 円を上限）の約 ％、かつ、一住戸あ
たり 万円を限度

※大規模共同住宅とは、 階以上かつ延べ床面積 平
方メートル、敷地面積が概ね 平方メートル以上、耐火
又は準耐火建築物

京都市

都市計画局
建築指導部
建築安全
推 進 課

戸建住宅
共同住宅

診断 助成

京町家耐震診断士派遣事業
●対象となる「京町家等」 注 ：右記参照
以下のすべての条件にあてはまる京都市内の「京町家等」の所有
者を対象とします。
建 築 年 次： 昭和２５年以前に建築されたもの
構造・形式： 伝統的軸組構法による木造住宅の一戸建て又は長

屋建て
規 模 等： 地上階数が２以下で、延べ面積が５００平方メートル

以下
用 途： 住宅（住宅の用途に供する部分の面積が延べ面積の

２分の１以上の併用住宅を含む。）
利 用 形 態： 空家でないもの（居住する予定のものは対象に含む。）
そ の 他： 文化財保護法に基づく文化財の登録又は指定を受

けていないもの。平成１９年９月以降に京都市木造
住宅耐震診断士派遣事業を受けていないもの。借　
家人等の同意を得ているもの。

※過去に耐震改修工事実施済みの箇所の診断は行っていません。
※構造によってはお断りする場合があることをご了承下さい。
※同一所有者が複数の建物についてお申し込みいただくことはでき
ません。
今年度、既に本事業を利用された方は来年度以降お申し込み下さい。

※昭和２６年～昭和５６年５月までに着工された木造住宅につい
ては、壁の量で耐震性を評価する方法（一般診断法）等を用いた
『京都市木造住宅耐震診断士派遣事業』をご利用下さい。

●派遣事業の内容
本事業は、一定の条件を満たす京町家等の所有者に対し
て、自己負担５０００円で京都市に登録されている「京町
家耐震診断士」２名を派遣し、京町家の構造の特徴に適し
た耐震診断手法（詳しくは「京町家耐震診断・耐震改修の手
引き」）で耐震性の評価を行うことで京町家の耐震化を進
め、伝統的な町並みを保全しながら地震に対する安全性の
向上を図ることを目指します。

●自己負担
京町家耐震診断士の派遣費用は市が一部助成しますが・
土台は敷設されていません。
・主に昭和 年以前に建てられています。

診断 助成

京都市木造住宅耐震診断士派遣事業
●対象
以下のすべての条件にあてはまる京都市内の「木造住宅」の所有
者を対象とします。
建 築 年 次： 昭和５６年５月３１日以前に着工又は建築された

もの
構造・形式： 軸組構法による木造の一戸建て又は長屋建て
階 数： 地上３階建て以下（地下のすべてが鉄筋コンクリー

ト造の車庫等であるものを含む。）
規 模： 延べ面積が２００平方メートル以下（地下にある車

庫等の面積は除く）。長屋建ては、各住戸の延べ面積
が２００平方メートル以下、かつ１棟の延べ面積が
５００平方メートル以下。
※伝統的建築物群保存地区内の建築物については、
延べ面積が５００平方メートル以下。

用 途： 住宅（住宅の用途に供する部分の面積が、延べ面積
の２分の１以上の併用住宅を含む）

そ の 他： 借家人等の同意を得ているもの。
※過去に耐震改修工事実施済みの箇所の診断は行っていません。
※昭和２５年以前に建築された京町家は『京町家耐震診断士派遣事
業』をご利用下さい。

●調査日時
申込書に調査希望日時の第一希望から第三希望までを記入して
いただき、こちらで耐震診断士と調整のうえ決定し、文書でお知ら
せします。
・調査希望日時は、申込日から 週間以降の日を記入してください。
・調査は目で見える範囲の調査 ～ 時間程度 とそれを補充する
ため聞き取り調査により実施します。 床下、屋根裏等を調査す
ることにより診断の精度が上がりますので、できるだけ点検口の
ある押入れ等を事前に整理して頂くようご協力をお願いします

・長屋建ての場合は、すべての住戸を調査しますので、所有者全員
の都合がつく日時としてください。

・土、日、祝日も調査は可能ですが、ご希望に添えない場合があるこ
とをご了承ください。

●診断結果
調査から約１箇月後、耐震診断結果報告書を郵送します。
※耐震診断結果報告書を、本事業以外の目的に使用することは一切
ありません。

●派遣事業の内容
京都市では、市民の皆様が所有されている木造住宅（要

件あり）に対して、自己負担２千円でおうちの健康診断を
行うためのお医者さんとして耐震診断士１名を派遣し、耐
震性の評価を行います。
●自己負担
診断士の派遣費用は市が一部助成しますが、自己負担分
として調査当日に派遣された耐震診断士に直接、 千円を
お支払いください。
●申込書の入手方法
・申込書は、区役所・支所のまちづくり推進課、京都市都市
計画局建築指導部建築安全推進課 市役所北庁舎 階 、ま
たは株式会社京都すまいづくりセンター等で配布してい
ます。

●申込みに必要な書類
込書 第 号様式 ※必要事項を記入してください。
付近見取図 住宅の所在地の分かる地図
建築確認通知書添付図面の写し又は略平面図 間取り図
縮尺 分の 程度
建築物の外観写真※添付の台紙に貼り付けてください。
長屋建ての場合は、所有者全員の同意書
申込みは代表者の方が行ってください 第 号様式
貸家の場合は、借家人全員の同意書 第 号様式
申込みに当たって チェック用紙
※ は、申込書に添付されている用紙をご利用いた
だくか、 よりダウンロードしてください。

※申込みは、建物の所有者に限ります。借家にお住まいの方
は、所有者とご相談のうえ所有者に申込みを依頼してく
ださい。
※長屋建ての場合は、一棟全体として調査、診断が必要に
なりますので、所有者全員の同意書が必要となります。
申込みは代表者が行ってください。

●申込先
・京都すまいづくりセンター
〒 京都市南区東九条南烏丸町
地下鉄烏丸線　九条駅 番出口より徒歩 分
電話
受付時間：平日午後 時～午後 時

（郵送、持参どちらでも構いません）
・申込みは平成 年 月 日～ 月 日までです 先着

件程度
・申込みが多数の場合、期間内でも募集を終了する場合が
あります。



自主研究 ●地方自治体における「耐震改修等への補助制度」

政令指定都市 住宅種別 区分 制度 制度の名称と対象 制度の内容

京都市

都市計画局
建築指導部
建築安全
推 進 課

戸建住宅
共同住宅 工事 助成

京都市京町家等耐震改修助成事業
●対象条件
ア事業者
京町家等の住居者等居住する予定の者も含むで耐震改修を行う者

イ建築物
京町家等
・景観地区等※ 内の伝統的軸組構法の木造住宅で昭和 年以
前に建築されたもの

・空家を除く（居住する予定のものは対象とする）
・住宅の用途に供する部分の床面積が当該建築物の延床面積の
２分の１以上のもの
景観重要建造物
・景観法 平成 年法律第 号 第 条第 項の規定により景
観重要建造物の指定を受けた伝統的軸組工法の木造住宅で昭
和 年以前に建築されたもの

・空家を除く（居住する予定のものは対象とする）
・住宅の用途に供する部分の床面積が当該建築物の延床面積の
２分の１以上のもの
※１本市域の景観法第 条第 項の規定基づく景観地区及び文

化財保護法 昭和 年法律第 号 第 条第 項の規定
に基づく伝統的建造物群保存地区

ウ耐震診断手法
次のいずれかの診断手法
・京都市都市計画局発行の「京町家の限界耐力計算による耐震設計
および耐震診断・耐震改修指針」以下「指針」に基づく診断手法

・財団法人日本建築防災協会発行の「木造住宅の耐震診断と補
強方法 改訂版 」に基づく一般診断又は精密診断手法

・その他建築基準法に基づき耐震性を診断する手法
エ耐震改修工事
・上記耐震診断手法により地震に対して安全性がないと診断さ
れた京町家等を、地震に対して安全な構造 構造評点 相当
以上 とするもの。
ただし、建築物の構造上、居住性が著しく悪化するなどの理由で、
構造評点 相当以上の耐震改修工事が困難である場合は、構造
評点 未満相当 相当以上※ でも対象となることがある。

・平成 年 月 日までに耐震改修工事が完了するもの
※２診断手法によっては、構造評点 相当のものを評価できな
いものもありますので問い合わせてください。

●助成事業の内容
京町家等を保全・再生するとともに安心して住み続けら
れるようにするため、地震に対し安全でないと診断された
京町家及び景観重要建造物の耐震改修を行う者に対し、そ
の経費の一部を助成します。
●助成金額
次の①と②のどちらか低い額
京町家等
①助成額
・耐震改修工事費用の
・耐震改修設計費用の
②助成限度額
・９ 万円 戸当たり

景観重要建造物
①助成額
・耐震改修工事費用の
・耐震改修設計費用の
②助成限度額
・ 万円 戸当たり

●申込期間等 平成 年度
受付：平成 年 月 日 金 まで
・受付期間までに申請を行う必要があります。
・申請が多数の場合、期間内でも募集を打ち切らせて
いただくことがあります。

・耐震改修計画前に必ず申請が必要です。

京都市

都市計画局
住宅室
住宅政策課

戸建住宅
共同住宅

工事 助成

京都市木造住宅耐震改修助成事業
●対象条件
ｱ事業者
当該木造住宅の居住者等居住する予定の者も含むで耐震改修を行う者
ｲ建築物
・昭和 年 月 日以前に建築された木造住宅
・空屋を除く 居住する予定のものは対象とする
・住宅の用途に供する部分の床面積が当該建築物の延べ床面積
の 分の 以上のもの

ｳ耐震診断手法
次のいずれかの診断手法
・財団法人日本建築防災協会発行の「木造住宅の耐震診断と補
強方法 改訂版 」に基づく一般診断又は精密診断手法

・京都市都市計画局発行の「京町家の限界耐力計算による耐震設
計および耐震診断・耐震改修指針」以下「指針」に基づく診断手
法

・その他建築基準法に基づき耐震性を診断する手法
ｴ耐震改修工事
・上記診断手法により地震に対し安全性がないと診断された木
造住宅を、地震に対して安全な構造構造評点 相当以上）と
するもの。ただし、建築物の構造上、居住性が著しく悪化するな
どの理由で、構造評点 相当以上の耐震改修工事が困難であ
る場合は、構造評点 相当以上※でも対象となることがある。
※診断手法によっては、構造評点 相当のものを評価でき
ないものもありますので問い合わせてください。

●助成事業の内容
京都市建築物耐震改修促進計画に基づき、市内の防災性
の向上、耐震改修の普及啓発を促進するため、耐震診断の
結果、地震に対し安全でないと診断された木造住宅の耐震
改修を行う者に対し、その経費の一部を助成します。
●助成金額
次の①と②のどちらか低い額
①助成
・耐震改修工事費用の
・耐震改修設計費用の
②助成限度額
・ 万円 戸当たり

●申込期間等 平成 年度
受付：平成 年 月 日 金 まで
・受付期間までに申請を行う必要があります。
・申請が多数の場合、期間内でも募集を打ち切らせて
いただくことがあります。
※耐震設計前に必ず申請が必要です。

工事 助成

高齢者等の木造住宅簡易耐震改修等助成事業
●対象となる住宅
次のいずれにも該当する住宅
・市内に存する木造住宅又は長屋
・昭和 年 月 日以前に建築された木造住宅
・住宅の用途に供する部分の床面積が当該建築物の延べ床面積
の 分の 以上のもの

・空屋を除く 居住する予定のものは対象とする
●助成対象者
以下のｱ ｲいずれにも該当する世帯
ｱ 市民税所得割の合計額が 円未満の世帯
ｲ 次のいずれかに該当する者が住む
世帯これらと同居する世帯も含む
・ 歳以上の者又は当該事業実施日市長が交付を決定した日を
いうの属する会計年度内で事業完了までに 歳に達する者

・介護保険法 平成 年法律第 号 に規定する要介護認定又
は要支援認定を受けた者

・身体障害者福祉法 昭和 年法律第 号 に規定する身体
障害者で身体障害者手帳の交付を受けた者

・精神保健福祉法及び精神障害者福祉に関する法律 昭和
年法律第 号 に規定する精神障害者保健福祉手帳の交付
を受けた者

・京都市療育手帳交付要綱により療育手帳の交付を受けた者
・乳幼児 小学校就学前の児童

●助成事業の内容
京都市建築物耐震改修促進計画に基づき、京都市内におい
て、地震に対し安全でないと診断された木造住宅の簡易耐震
改修等により、応急的に地震に対する安全性を確保しようと
する高齢者等の世帯に対し、その経費の一部を助成すること
により、木造住宅の耐震性の向上を図るとともに、木造住宅
の段階的な耐震改修の誘導と啓発を行い、地震災害に強い都
市づくりを目指します。
●助成金額
次の①と②のどちらか低い額
①助成額
・耐震改修工事費用の
・耐震改修設計費用の
②助成限度額
・ 万円 戸当たり
注当事業により、簡易耐震改修当を行った後、耐震改修助成
事業（木造住宅・京町家等）により現行基準を満たす耐震改修
段階改修を行う場合、耐震改修助成事業の助成金額から
当事業の助成金額を差し引いて交付することになります。
●申込期間等 平成 年度
受付：平成 年 月 日 金 まで
・受付期間までに申請を行う必要があります。
・申請が多数の場合、期間内でも募集を打ち切らせて
いただくことがあります。

・耐震改修計画前に必ず申請が必要です。



自主研究 ●地方自治体における「耐震改修等への補助制度」

政令指定都市 住宅種別 区分 制度 制度の名称と対象 制度の内容

京都市

都市計画局
住宅室
住宅政策課

戸建住宅
共同住宅 工事 助成

●耐震診断手法
次のいずれかの診断手法
・財団法人日本建築防災協会発行の「木造住宅の耐震診断と補強方
法 改訂版 」に基づく一般診断又は精密診断手法

・京都市都市計画局発行の「京町家の限界耐力計算による耐震設計
および耐震診断・耐震改修指針」 以下「指針」 に基づく診断手法

・その他建築基準法に基づき耐震性を診断する手法
●対象となる工事
・平成 年 月 日までに耐震改修工事が完了するもの
・次の条件を満たすいずれかの簡易耐震改修工事
簡易改修型
改修前：建物全体の構造評点 相当未満
改修後：建物全体の構造評点 相当以上
部分改修型
改修前： 階の構造評点 相当未満
改修後： 階の構造評点 相当以上
階シェルター補強型
改修前： 階の構造評点 相当未満
改修後： 階にある寝室などの主な 長時間使用する 生活空間
をシェルター化することにより、生存期間を確保するもの

工事 融資

京都市あんぜん住宅改善資金融資制度　耐震改修融資
●融資を受けることができる方
・自らが居住する住宅に耐震改修工事をされる方 又は原則とし
て京都市内に居住する親又は子

・現在、京都市あんぜん住宅改善資金融資金のリフォームに関す
る融資を受けていない方 子が申し込む場合、親も含む

・年齢、収入など要件はホームページをご参照「ください。
●融資を受けることができる住宅
・京都市内であること
・建築基準法その他関係法令に適合すること
・居住部分を対象とした工事であること
・作りつけ以外の家具等の設置工事は除く
増築等で建築確認の必要な工事については、必ず事前に建築確
認を受けてください

・つぎの ） ） のいずれかにあてはまること
）「建築物の耐震改修の促進に関する法律」に基づく認定を受
けた耐震改修の計画に従って行う工事

） 次の ｱ から ｴ のいずれかの耐震診断により。地震に対
する安全性が低いと診断された住宅への耐震改修工事

ｱ 京都市木造住宅耐震診断士派遣事業による耐震診断
ｲ 京都市京町家耐震診断士派遣事業による耐震診断
ｳ 財団法人日本建築防災協会発行の「木造住宅の耐震診断と補
強方法 改訂版 」に基づく一般診断又は精密診断手法

・京都市都市計画局発行の「京町家の限界耐力計算による耐震設
計および耐震診断

・耐震改修指針」 以下「指針」 に基づく一般診断又は精密診断
・その他建築基準法に基づく限界耐力計算による耐震診断

融資制度の内容
耐震診断を受け、安全性が低いと診断された住宅など
の耐震改修工事を行う場合にご利用いただけます。
京都市あんぜん住宅改善資金融資制度には、耐震改修融
資のほかに、増改築、修繕やリフォーム全般にご利用いただ
ける一般リフォーム全般にご利用いただける一般リフォー
ム融資、バリアフリー工事にご利用いただけるバリアリフォ
ーム融資もあります。
併用することも可能ですので、詳しくはそれぞれのペ
ージでご覧ください。
融資限度額

万円
・融資額は、当該工事に要する費用の範囲とします。
・融資額は、 万円単位です。
・返済能力等の条件により、限度額まで融資を受けられない
場合があります 詳細は、取扱金融機関にご照会ください 。

融資利率
最新の融資利率はホームページでご確認ください。
なお、利率は金融情勢に応じて変更します。融資が決定
されると返済中の利率変更はありません。
返済期間及び返済方法
抵当権を設定される場合： 年以内
抵当権を設定しない場合： 年以内

（ただし、返済完了時の年齢等により、返済年数が短縮さ
れることがあります。）元利金等返済です。 ボーナス返
済を併用することができます

融資の併用
京都市あんぜん住宅改善資金融資の他のメニュー一般リ
フォーム融資及びバリアフリーリフォーム融資と併用する
ことができます。

戸建住宅
共同住宅

戸建住宅
共同住宅

工事 融資

京都市あんぜん住宅改善資金融資制度　耐震改修融資
前ページをご参照ください。

●融資限度額
融資を併用した場合の、融資限度額 京都市あんぜん住
宅改善資金融資の総合計 は以下のとおりです。
抵当権を設定される場合：　合計　 万円
抵当権を設定しない場合：　合計　　 万円

●担保の提供
抵当権を設定される場合
取り扱い金融機関が指定する不動産に抵当権を設定し
ていただきます。
抵当権を設定しない場合
下記の条件を満たし、取扱金融機関が認める連帯保証
人 名が必要です。
ｱ 原則として京都市内に居住していること
ｲ 保証完了時の年齢が満 歳未満であること
ｳ 融資申込者と同程度以上の所得があり、融資の返
済に関して確実な保証能力があること

ただし、取扱金融機関によって、担保の条件が異なる
場合があります

工事 融資

京都市あんぜん住宅改善資金
融資制度　耐震建て替え融資
●融資を受けることができる方
・耐震診断を受け、安全性が低いと診断された木造住宅を除去し
た後の敷地に、自らが居住するために住宅金融支援機構のフラ
ット を受けて住宅を建て替えられる方

・現在、京都市あんぜん住宅改善資金融資を受けていない方
・年齢、収入など要件はホームページをご参照ください。
●融資を受けることができる住宅
・京都市内であること
・建築基準法その他関係法令に適合すること
・居住部分を対象とした工事であること
・つぎの ） から ） のいずれかの耐震診断により、地震に対
する安が低いと診断された住宅を除去した後の敷地に、住宅金
融支援機構のフラット を受けて建築する住宅であること。
京都市木造住宅耐震診断士派遣事業による耐震診断
京都市京町家耐震診断士派遣事業による耐震診断
財団法人日本建築防災協会発行の「木造住宅の耐震診断と補強
方法 改訂版 」に基づく一般診断又は精密診断手法
その他建築基準法に基づく限界耐力計算による耐震診断

●融資制度の内容
耐震診断により安全性が低いと診断された木造を、住宅
金融のフラット を利用して建て替えられる方にご利用
いただけます。
●融資限度額

万円
・融資額は、 万円単位です。
・返済能力等の条件により、限度額まで融資を受けられない
場合があります 詳細は、取扱金融機関にご照会ください 。

●融資利率
最新の融資利率はホームページでご確認ください。
なお、利率は金融情勢に応じて変更します。融資が決
定されると返済中の利率変更はありません。
●返済期間及び返済方法
年以内
・併用するフラット の返済期間が限度となります。
・返済完了時の年齢により返済年数が短縮されることがあ
ります。
元利金等返済です。ボーナス返済を併用することができます

●担保の提供
取り扱い金融機関が指定する不動産に抵当権を設定し
ていただきます 設定費用は申込者負担 。取扱金融機関
が指定する保証機関の保証を利用していただきますので、
保証料 申込者負担 の額等については、取扱金融機関に
ご照会ください。



自主研究 ●地方自治体における「耐震改修等への補助制度」

政令指定都市 住宅種別 区分 制度 制度の名称と対象 制度の内容

京都市

都市計画局
住宅室
住宅政策課

共同住宅

診断 助成

京都市分譲マンション耐震診断補助事業
●対象者 詳しくは、お問い合わせください
分譲マンションの管理組合で、耐震診断の実施 予算執行を含む
について総会の決議が得られている方です。
●対象となる分譲マンション 詳しくは、お問い合わせください
・本市の区域内に存し、昭和 年 月以前に建築主事の確認を受け
て着工されたもの

・鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄骨造
・住宅の用途に供する部分の床面積が当該建築物の延べ床面積の

以上のもの
・検査済証の交付を受けたことが確認できるもの
・建築物の構造が判る図面が保管されているもの
・国、地方公共団体その他公的団体が所有する以外のもの

●補助事業の内容
本事業は、分譲マンションの耐震診断費用の一部を助成
する事業です。耐震診断を行うことで、建築物が地震に対
して十分な耐震性を持っているかどうかを調べることが
できます。この耐震診断の結果を目安として、その後の改
修や補強工事の内容を考えることになります。
●補助金の額
補助金額： 棟あたりの耐震診断にかかる費用× 分の
限 度 額： 万円（ 棟あたり）

万円（ 戸あたり）
●補助金交付までの流れ
※補助の申請は、耐震診断者と契約し、耐震診断に着手す
る前に行ってください。耐震診断者と契約後に申請され
ても、補助の対象とはなりませんので、ご注意ください。
※補助金交付までのながれはホームページをご参照ください。

工事 助成

分譲マンション耐震改修助成事業
●助成対象となる建築物
以下のすべてを満たすもの
・マンションの管理の適正化の推進に関する法律第２条第１項に規
定する「マンション」に該当するもの（いわゆる分譲マンション）

・本市の区域内に存し、昭和５６年５月３１日までに着工されたもの
・住宅の用に供する部分が床面積の１ ２以上のもの
●助成対象者
耐震改修の実施計画 下記 による認定を受けたもの について
総会の決議を行った分譲マンションの管理組合
●対象となる工事
建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第１２３
号）第８条第３項の規定に基づく建築物の耐震改修の計画の認定を
受けて耐震化を行うもの

●助成事業の内容
分譲マンションの耐震改修を促進するとともに、市民の
建物の安全性に関する意識の向上を図り、地震による建築
物の倒壊等の被害から市民の生命、身体及び財産を保護す
ることを目的として、分譲マンションの耐震改修工事に係
る費用の一部を助成します。
●助成金の額
耐震改修工事費 設計費用を含む ×
限度額　住戸 戸当たり 万円 上限 万円

●申込みについて 平成 「年度
申込みに当たっての相談は随時受けます。
また、本制度を利用する際は、耐震改修工事の前に事前
協議が必要です。

大阪市

大阪市住まい
公　　　　　社
耐震・密集市街
地整備支援課・
大阪市耐震改
修支援機構
事務局

補助受付・相談・
耐震事業者紹介

戸建住宅
共同住宅

診断 助成

大阪市耐震診断・改修補助事業
－　らくらく耐震診断　－

耐震診断費補助Ⅰ型 耐震診断 　

●補助対象となる住宅
・大阪市内にある住宅（木造・非木造を問いません）
昭和５６年６月以降に建てられた住宅も対象となりました
※３階以上の非木造住宅については、補助要件・補助内容など制度の
内容が異なります。詳しくは窓口まで直接お問い合わせください。

●注意すべき事項
・長屋、共同住宅などは、建物全体での耐震診断が必要です。
・大阪市の交付を受ける前に契約を行った場合、補助を受けること
ができなくなります。

●申請できる方
建物の所有者または建物所有者から
耐震診断を依頼された耐震診断事業者
●らくらく耐震診断の流れ
①事前相談→②補助金の交付申請→③実績報告→④補助金の請求
①事前相談
電話または窓口左記参照にてお問い合わせの上、事前相談書所
定様式と建物の外観写真・固定資産税家屋評価証明書築年数が入っ
たものを提出してください郵送可。制度の概要や手続き、提出書類
等についてご説明します。必要に応じて現地調査を行います。

②補助金の交付申請
所定様式の申請書に必要書類を添付し、補助金の交付申請を
行ってください。審査後、補助金の交付決定を通知します。交付決
定通知を受けた後、診断等の契約を行い、着手してください。
③実績報告

完了した耐震診断等について、所定様式に必要書類を添付し、実績報
告を行ってください。実績報告確認後、補助金の額を決定し、通知します。
④補助金の請求
所定様式の請求書に必要書類を添付し、補助金の請求を行って
ください。
書類審査等の事務手続きを経て、指定口座に補助金が支払われます。

●補助事業の内容
耐震診断 注

●補助額
耐震診断に要する費用 注 の ％以内
戸につき 円かつ床面積 あたり 円が限度額

（注 ）
注 木造住宅の場合、原則として、建築士または大阪府知

事指定講習修了者が、財団法人建築防災協会「木造住
宅の耐震診断と補強方法」、または社団法人大阪府建
築士会「大阪府木造住宅の限界耐力計算による耐震診
断・耐震改修に関する簡易計算マニュアル」に基づい
て行う耐震診断を対象とします。非木造の場合、一級
建築士または二級建築士が、原則として、平成 年
月 日国土交通省告示 号別添「建築物の耐震診断
及び耐震改修の実施についての技術上の指針となる
べき事項」第一第二号に定める方法、または国土交通
大臣が当該方法と同等以上の効力を有すると認める
方法に基づいて行う耐震診断を対象とします。

注 補修費、修繕費を除きます。また、耐震設計を住宅のリ
フォームと併せて行う場合は、耐震設計に要する費用
のみが補助対象となります。

注 長屋および共同住宅については、さらに 棟につき
万円を上限とします。

診断
＋
設計

助成

大阪市耐震診断・改修補助事業
－　らくらく耐震診断　－

耐震診断費補助Ⅱ型 パッケージ耐震診断 　－

●補助対象となる住宅
・大阪市内にある住宅（木造・非木造を問いません）
昭和５６年６月以降に建てられた住宅も対象となりました
※３階以上の非木造住宅については、補助要件・補助内容など制
度の内容が異なります。詳しくは窓口まで直接お問い合わせく
ださい。

●注意すべき事項
・長屋、共同住宅などは、建物全体での耐震診断が必要です。
・大阪市の交付を受ける前に契約を行った場合、補助を受けること
ができなくなります。

●申請できる方
建物の所有者または建物所有者から耐震診断を依頼された耐震診
断事業者

●補助事業の内容
耐震診断 注 ＋耐震設計 耐震改修工事費の見積りを含む
●補助額
耐震診断・耐震設計 耐震改修工事の見積りを含む に要す
る費用 注 のそれぞれの ％以内
・耐震診断は 戸につき 円かつ床面積 あたり

円が限度額（注 ）
・耐震設計 耐震改修工事費の見積りを含む は 戸につき

万円が限度額 注
注 木造住宅の場合、原則として、建築士または大阪府知事指
定講習修了者が、財団法人建築防災協会「木造住宅の耐震
診断と補強方法」、または社団法人大阪府建築士会「大阪府
木造住宅の限界耐力計算による耐震診断・耐震改修に関
する簡易計算マニュアル」に基づいて行う耐震診断を対象
とします。非木造の場合、一級建築士または二級建築士が、
原則として、平成 年 月 日国土交通省告示 号別添
「建築物の耐震診断及び耐震改修の実施についての技術上
の指針となるべき事項」第一第二号に定める方法、または
国土交通大臣が当該方法と同等以上の効力を有すると認
める方法に基づいて行う耐震診断を対象とします。

注 補修費、修繕費を除きます。また、耐震設計を住宅のリ
フォームと併せて行う場合は、耐震設計に要する費用
のみが補助対象となります。

注 長屋および共同住宅については、さらに 棟につき
万円を上限とします。

注 診断の結果、倒壊の危険性がある等の判定をされた場
合のみ、補助対象となります。



自主研究 ●地方自治体における「耐震改修等への補助制度」

政令指定都市 住宅種別 区分 制度 制度の名称と対象 制度の内容

大阪市

大阪市住まい
公　　　　　社
耐震・密集市街
地整備支援課・
大阪市耐震改
修支援機構
事務局

補助受付・相談・
耐震事業者紹介

戸建住宅
共同住宅

診断
＋
工事

助成

大阪市耐震診断・改修補助事業
－　なっとく耐震改修　－

●対象建物
・大阪市内にある住宅 注 （木造・非木造を問いません）
・診断の結果、耐震性が不足していると判断されたもの
・建物所有者の年間所得が１２００万円以下
・大阪府民が所有するもの
※昭和５６年６月以降に建築された住宅も対象となりました
●対象となる耐震改修
木造住宅
① １，２階ともに上部構造評点 注 を１．０以上とする耐震改修
注
②１，２階ともに上部構造評点 注 ）を０．７以上とする耐震改修
③１階のみ上部構造評点 注 を１．０以上とする耐震改修
④寝室等の一部屋だけを補強する耐震改修 注 （シェルター型）
非木造
⑤Ｉｓ（構造耐震指標 注 ））の値を０．６以上とする等の耐震改
修

●申請できる方
建物の所有者
＜＜３階建て以上の非木造共同住宅については、補助要件・補助内
容など、制度の内容が異なります。詳しくは窓口までお問い合わせ
ください＞＞

●補助の内容
補助額は、耐震改修に要する費用 注 の 以内
・ 戸につき 万円が限度額
・耐震改修に要する費用の限度額
木造住宅　　　 床面積 あたり 円
非木造住宅　　床面積 あたり 円
注 ～注４　上記らくらく耐震診断と同じ
注 店舗等の用途を含む住宅は、住宅部分の床面積の合

計が建物全体の延べ床面積の 以上であることが
条件になります。長屋および共同住宅の診断および
改修は 棟単位での実施が対象となりますので、他の
所有者と調整のうえ、 棟単位で申請してください。
建物所有者と使用者が異なる場合は、使用者の同意
を得るなど、双方で調整を行ってください。

注 上部構造評点とは、建築物の構造強度を示す指標の
一つです。
・評点 以上→倒壊しない。もしくは一応倒壊しない。
・評点 未満→倒壊する可能性が高い。

注 社団法人大阪府建築士会「大阪府　木造住宅の限界
耐力計算による簡素計算マニュアル」に基づいて行
う耐震改修で、 階ともに最大応答変位が層間変形
角で一定値以下とする耐震改修対象とします。詳し
くは窓口でお問い合わせください。

注 国土交通省およびその他公的機関 （財）日本建築防
災協会、（財）日本建築総合試験所等 の認定等を受け、
市長が指定した工法で、地震に対して安全な構造で
あるフレーム等を設置する改修。

注 構造耐震指標とは、建築物の構造強度を示す指標の
一つです。
・ 値 以上→大地震倒壊し、または崩壊する危険性
が低い
・ 値 未満→大地震倒壊し、または崩壊する危険性
が高い

注 耐震改修を住宅のリフォームと併せて行う場合は、
耐震改修に要する費用のみ補助対象になります。

神戸市

すまいの安心支
援センター

戸建住宅 診断 派遣

すまいの耐震診断員派遣事業
●対象となる住宅
昭和５６（１９８１）年５月３１日以前に着工された住宅

●概要
昭和５６（１９８１）年５月３１日以前に着工された住
宅を対象神戸市から耐震診断員（建築士）を派遣し、住宅の
耐震性を診断します。後日、耐震診断員が診断結果をご自
宅へ持参し、説明と改修へのアドバイスをします。
※診断費用無料

共同住宅 診断 助成

共同住宅耐震精密診断事業 精密診断への補助
●対象者
分譲マンションの管理組合および賃貸マンションの所有者

●対象住宅
下記の全てを満たす共同住宅
（賃貸住宅、店舗併用住宅で住宅用途の部分が延べ面積の半分を
超えているものを含む。）
・昭和５６年５月３１日以前に着工された住宅
・鉄筋コンクリート造、鉄骨造、鉄骨鉄筋コンクリート造

●概要
マンションの耐震改修を行うために必要な精密診断費
の一部を助成します
●対象費用
建築士による耐震精密診断

●補助金額
対象費用の２ ３または４万円×戸数のうち低い金額
なお、神戸市の耐震診断を受診していない場合は費用相
当分を加算します。

戸建住宅
共同住宅 工事 助成

すまいの耐震改修事業＜一般型＞
兵庫県の「わが家の耐震改修促進事業」の補助と合わせて助成

●対象者
・神戸市内に対象となる住宅を所有する市民 個人
参考 兵庫県「わが家の耐震改修促進事業」の対象条件

・兵庫県内に対象となる住宅を所有し、所得が 万円 給与収入
のみの場合 円 以下の県民 個人※ ※法人は対象外

・兵庫県住宅再建共済制度に加入している方又は加入する方
●対象住宅 県、市とも同じ
下記のすべてを満たす住宅
（賃貸住宅、共同住宅及び店舗併用住宅で住宅用途の部分が延べ面
積の半分を超えているものを含む。ただしプレハブ工法の住宅は対
象外です。）
・昭和５６年５月３１日以前に着工された住宅
・改修前の耐震診断の結果、木造住宅は評点が１．０未満、鉄筋コン
クリート造等は構造耐震指標が０．８未満（１次診断）又は０．６
未満（２次診断）のもの

・違反建築物に対する措置が命じられていないもの

●概要
耐震診断を受け、大地震に耐える本格的な耐震改修工事

（改修後の評点１．０以上等）をする方に、工事費の一部を
補助します。ただし、原則として兵庫県の「わが家の耐震改
修促進事業」耐震改修工事費の補助を合わせて受けていた
だく必要があります。
●対象費用
安全性を確保するための耐震改修工事に要する費用
木造住宅は改修後の評点 以上、鉄筋コンクリート造
等は改修後の構造耐震評点が 以上 次診断 又は
以上 次診断 、住宅が倒壊しても居室内の安全性が認め
られるもの

●補助金額
・戸建住宅：補助対象工事費の または 万円のうち低
い額

・共同住宅：補助対象工事費の または 万円×戸数の
うち低い額
参考 兵庫県「わが家の耐震改修促進事業」の補助金額

・戸建住宅：補助対象工事費の または 万円のうち低
い額

・共同住宅：補助対象工事費の または 万円×戸数の
うち低い額

●復興基金補助 ～ 年度まで
上記の耐震改修工事費に加え、補助対象工事費の ま
たは 万円 戸のうち低い額を補助

●補助金算定の事例：戸建住宅で 万円の改修工事費の場
合
市 補 助： 万円× ＝ 万円
県 補 助： 万円× ＝ 万円
復興基金：　　　　　　　　　　　 万円　　合計 万円
さらに状況に応じて所得税額の特別控除と固定資産税額
の減額
措置があります。また、金融機関の融資を利用する場合は、
兵庫県から ％ 年間 の利子補給が受けられます。
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政令指定都市 住宅種別 区分 制度 制度の名称と対象 制度の内容

神戸市

すまいの安心支
援センター

戸建住宅
共同住宅

工事 助成

すまいの耐震改修事業＜部分改修型＞
●対象住宅
下記の全てを満たす木造戸建住宅
・一般型耐震改修補助の要件を全て満たしているもの
・改修前全体評点が 以上 未満のもの
●対象工事内容
①屋根の軽量化工事
「非常に重い屋根」を「重い屋根」又は「軽い屋根」に葺き替える屋
根の軽量化工事
② 階四隅への耐震壁設置工事
階の四隅 出隅部 の両方向の壁を、各半間以上、壁強さ倍率

以上の壁で補強を行う工事
③ 階出隅部の柱頭・柱脚において。 の引き抜きに耐えられる
ように金物等で接合部補強を行う工事

●概要
すまいの耐震改修事業＜一般型＞の対象住宅のうち、一

定の条件を満たす工事を行う場合、改修計画策定 補強設
計 が不要となります

●対象費用・補助金額・税優遇措置は一般型と同じ。

計画
工事 助成

すまいの耐震改修事業＜小規模型＞
－　改修計画に対する補助　－

●対象者
神戸市内に対象となる住宅を所有する方（個人・法人）
●対象住宅
下記の全てを満たす木造戸建住宅
（賃貸住宅、共同住宅及び店舗併用住宅で住宅用途の部分が延べ面
積の半分を超えているものを含む）
・昭和５６年５月３１日以前に着工された住宅
・違反建築物に対する措置が命じられていないもの
・改修前の耐震診断の結果、以下のいずれかのもの
①全体の評点が０．７未満であるもの
②１階の評点が１．０未満であるもの

●概要
耐震診断を受け、瞬時に倒壊に至らない程度の耐震改修
工事等（改修後の評点０．７以上１．０未満など）をする方
に、工事費の一部を補助します。
●対象費用
耐震性を向上する※ための耐震改修計画の策定とそれ
に伴う耐震補助金額診断に要する費用（工事費用の見積も
含む）
※耐震性を向上するための耐震改修
①の場合：改修後の全体の評点が 以上 未満
②の場合：改修後の 階の評点が 以上

●補助金額
対象費用の または 万円のうち低い額

工事 助成

すまいの耐震改修事業＜小規模型＞
－　耐震改修工事に対する補助　－

●対象者
神戸市内に対象となる住宅を所有する方（個人・法人）

●対象住宅
下記の全てを満たす木造戸建住宅
（賃貸住宅、共同住宅及び店舗併用住宅で住宅用途の部分が延べ
面積の半分を超えているものを含む）
・昭和５６年５月３１日以前に着工された住宅
・違反建築物に対する措置が命じられていないもの
・改修前の耐震診断の結果、以下のいずれかのもの
①全体の評点が０．７未満であるもの
②１階の評点が１．０未満であるもの

●概要
耐震診断を受け、瞬時に倒壊に至らない程度の耐震改修
工事等（改修後の評点０．７以上１．０未満など）をする方
に、工事費の一部を補助します。
●対象費用
耐震性を向上する※ための耐震改修工事に要する費用
（工事費用の見積も含む）
※耐震性を向上するための耐震改修
①の場合：改修後の全体の評点が 以上 未満
②の場合：改修後の 階の評点が 以上

●補助金額
対象費用の または 万円のうち低い額

解体 助成

まちの耐震性向上事業 解体撤去
●対象者
神戸市の防災再開発促進地区※住宅を所有する市民 個人

●対象住宅
下記のすべてを満たす木造戸建住宅、木造長屋住宅及び木造共同
住宅 賃貸住宅、店舗併用住宅で住宅用途の部分が延べ面積の半
分を超えているものを含む
・昭和 年５月 日以前に着工された住宅
・神戸市の耐震診断を受けているもの
・神戸市の耐震診断の結果、評点が 未満であるもの

※防災再開発促進地区
密集市街地において定められている、防災街区としての整備を図
るため、特に一体的にかつ総合的に市街地の再開発を促進すべき地
区。 地区 灘西地区、吾妻地区、兵庫山麓地区、西出・東出・東
川崎地区、長田東部地区、浜山地区、尻池北部地区、真野地区、長田南
部地区、東垂水地区

●概要
地震時に住宅が倒壊し避難路をふさがないように、住宅が
密集している地区具体的な地名についてはお問い合わせく
ださいにおける耐震性の低い住宅の解体撤去工事費の一部
を補助します。
●対象費用
解体撤去工事に要する費用
注 住宅の延べ面積が 以上の場合は「建設工事に係る
資材の再資源化等に関する法律 建設リサイクル法 」に基
づき、適切な分別解体、再資源化等に関する届出をしたも
のに限ります。
●補助金額
対象費用の または下記の金額のうち低い額
戸建住宅 万円、長屋住宅 万円 戸、
共同住宅 万円 戸 戸の場合 万円

岡山市

都市整備局
建築指導課
建築企画調査室

戸建住宅 診断 助成

岡山市建築物耐震診断等事業費補助金交付要綱
－　木造住宅耐震診断事業　－
●補助対象者
この要綱による補助金の交付を受けることができる者以下、「補助
事業対象者」というは、事業区分に応じて次に掲げる耐震診断等既存
住宅性能表示制度に係る性能評価を除いて、その結果について岡山県
知事が指定する耐震診断結果評価機関の評価を受けたものに限るを
行う民間建築物の所有者区分所有建築物にあっては、建物の区分所有
に関する法律昭和 年法律第 号第 条に規定する団体とする。
ただし、市税を納税していないものは、補助事業対象者としない。

●補助事業
・木造住宅耐震診断事業
岡山県木造住宅耐震診断員認定要綱第３条の規定により、岡山県
知事の登録を受けた木造住宅耐震診断員による耐震診断を、社団
法人岡山県建築士事務所協会に委託して実施するもの

・上記以外の事業
建築物の構造実務実績等を勘案し岡山県知事が指定した建築士
事務所に委託 し実施するもの

●対象建築物
次に掲げる要件の全てに該当する住宅の一般診断法による耐震
診断に要する経費
・本市に存する民間のもの
・昭和５６年５月３１日以前に着工された一戸建ての住宅（店舗、
事務所等住宅以外の用途を兼ねる住宅にあっては、住宅以外用途
の床面積が過半でないもの）

・構造が次に掲げる工法以外の木造であるもの
イ丸太組工法
ロ建築基準法第３８条の規定に基づく認定工法
・地上階数が２以下のもの
※簡易診断法に係るものは、枠組み壁工法及びコンクリート造以
外の基礎のものを除く

●目的
この要綱は、地震に対する建築物の安全性の向上を図
り、もって公共の福祉の確保に資するため、民間建築物の
耐震診断等に要する経費の一部を予算の範囲内において
補助することを目的とする。
●経費
次に掲げる経費（１０００円 ㎡以内を限度）
（ ）耐震診断等の経費

ただし、下記※ 耐震診断等（ ）に係るものは、岡山
県木造住宅耐震診断マニュアルに掲げる簡易診断
法、一般診断法、精密診断法によるものに限り、耐震
性能に係る評価に係る費用相当分に限る。

（ ）評価※ に係る経費
※ 耐震診断等
既存の建築物の耐震性を把握するために行う次に
掲げるもの及びこれに付随する調査等をいう。ただ
し、建築物の用途変更に伴うものは除く。
次に掲げる方法に基づき行う既存建築物の耐震
診断、補強計画、計画後の耐震診断
①国土交通省が示す技術指針に定める方法
②岡山県木造住宅耐震診断マニュアルに掲げる
簡易診断法、一般診断法、精密診断法

※ 評価
耐震診断等は、その結果を適正に評価を行える者と
して岡山県知事が指定する機関の評価を受けるも
のとする。

●補助率等
補助対象経費の３分の２以内（一住宅につき簡易診断法
にあっては、２０千円、一般診断法にあっては２８千円、精
密診断法にあっては１００千円を限度とする。）
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政令指定都市 住宅種別 区分 制度 制度の名称と対象 制度の内容

岡山市

都市整備局
建築指導課
建築企画調査室

戸建住宅 診断 助成

岡山市建築物耐震診断等事業費補助金交付要綱
－　戸建て住宅耐震診断事業　－
●補助対象者、補助事業、目的は、上記、木造住宅耐震診断事業と同じ。
●対象建築物
・木造住宅耐震診断事業の建築物欄に掲げる以外の一戸建て住宅

●目的
上記に同じ。
●経費
次に掲げる経費（１０００円 ㎡以内を限度）
（ ）耐震診断等の経費
評価に係るものは、耐震性能に係る評価に係る費用の相当
分に限る
（ ）評価※に係る経費
※評価
耐震診断等は、その結果を適正に評価を行える者として岡山
県知事が指定する期間の評価を受けるものとする。
補助率等
補助対象経費の３分の２以内。ただし、一住宅につき
１００千円を限度とする。

共同住宅 診断 助成

岡山市建築物耐震診断等事業費補助金交付要綱
－　建築物耐震診断事業　－
●補助対象者、補助事業、目的は、上記、木造住宅耐震診断事業と同じ。
●対象建築物
・マンション等一戸建て以外の住宅
・住宅以外の建築物（昭和５６年５月３１日以前に建築された
１５００㎡を超える建築物が２以上存在し、かつ概ね１ 以上
の規模を有する地域として市長が指定した地域に存するものに
限る。）

●目的
上記同じ

●経費
次に掲げる経費（１０００㎡未満のものは２０００円 ㎡以
内、１０００㎡以上２０００㎡未満のものは１５００円 ㎡以
内、２０００㎡以上のものは１０００円 ㎡以内を限度）
（ ）　耐震診断等の経費
（既存住宅性能表示制度に係る性能評価を除く。）

（ ）評価※に係る経費
※評価
耐震診断等は、その結果を適正に評価を行える者として
岡山県知事が指定する期間の評価を受けるものとする。

●補助率等
補助対象経費の３分の２以内

広島市

都市整備局
指導部
建築指導課

戸建住宅
共同住宅

診断 助成

広島市住宅耐震診断補助制度
●対象となる住宅
○戸建木造住宅
広島市内にあり、次に掲げる要件のすべてに該当するもの
・昭和５６年５月３１日以前に着工された戸建住宅及び併用住
宅

（延べ面積の２分の１以上を居住の用に供するものに限る）
・構造が木造在来軸組構法（ツーバイフォー構法及びプレハブ工
法は除く）
・所有者が居住している
・地階を除く階数が２以下
○分譲マンション
広島市内にあり、次に掲げる要件のすべてに該当するもの
・昭和５６年５月３１日以前に着工された分譲マンション
（延べ面積の２分の１以上を居住の用に供するものに限る）
・構造が鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄骨
造
（壁式鉄筋コンクリート造及びプレハブ工法を除く）
・区分所有者自らが居住する住宅戸数の割合が、全住宅戸数の２
分の１以上であること

・地上階数が３以上
・耐震診断に必要な構造関係図書がある
なお、耐震診断の実施には、当該マンション管理組合の総会の
決議が必要となります。

●概要
地震に対する安全確保について市民の皆さんの意識向上
を図り、自らの財産である住宅を守ることを目的として、一
定の要件を満たす住宅の耐震診断費用の一部を補助します。
なお、耐震診断を実施する前に、補助金交付申請が必要
となりますのでご注意ください。
●戸建て木造住宅耐震診断及び補助の内容
財団法人日本建築防災協会が発行する「木造住宅の耐震
診断と補強方法」の「一般診断法」に基づく耐震診断
・募集件数
３３戸

・補助率
診断費用の３分の２以内（千円未満切捨て）

・補助限度
２万円

●分譲マンションの耐震診断及び補助の内容
財団法人日本建築防災協会が発行する「既存鉄骨造建築
物の耐震診断指針」、「既存鉄筋コンクリート造建築物の耐
震診断基準」及び「既存鉄骨鉄筋コンクリート造建築物の
耐震診断基準」に基づく耐震診断
・募集件数
１棟

・補助率
診断費用の３分の２以内（千円未満切捨て）

・補助限度
１３３万３千円

工事 助成

広島市住宅耐震改修補助制度
●対象住宅
市内に存する戸建木造住宅で、次に掲げる用件のすべてに該当する
ものです。ただし、月額収入２１万４千円以下の世帯にあっては、カ
及びキの要件は適用しません。
ア　昭和５６年（１９８１年）５月３１日以前に着工された戸建住
宅及び併用住宅（延べ面積の２分の１以上を居住のに供するも
のに限る）であること

イ　構造が木造在来軸組構法であること（ツーバイフォー構法及プ
レハブ工法は除きます）

ウ　所有者自らが居住していること
エ　地階を除く階数が２以下であること
オ　耐震診断の結果、構造評点が０．７未満（倒壊する可能性が高
い）であること

カ　市街化区域内に存すること
キ　外壁から前面道路境界線までの最短距離が、１階部分が２ｍ以

内、又は２階部分が４ 以内であること

●概要
広島市住宅耐震改修補助制度は、耐震性が十分でない
住宅の耐震改修工事に要する費用の一部を補助すること
により、住宅の耐震化の促進を図ることを目的としていま
す。
耐震改修工事に先立って、市への補助金交付申請が必要
となりますので、ご注意ください。ただし、年度内 平成
年 月 に工事を完了する必要があります。
なお、建築物保有者が市税を滞納している場合は補助で
きません。
●対象工事（耐震改修工事）
耐震診断の結果、構造評点が０．７未満（倒壊する可能性が

高い）の木造住宅を、１．０以上（一応倒壊しない）にするため
に必要な補強工事でかつ、建築士が工事監理するものです。
●補助内容
補助額は、一件あたり３０万円を上限とし、耐震改修工
事に要する経費の２３パーセントに相当する額（その額に
千円未満の端数があるときは、その端数は切り捨てる）で
す。なお、補助対象戸数は、 戸を予定しています。

福岡市

住宅都市局
住宅政策部
耐震・

安全推進課

戸建住宅 工事 助成

木造戸建住宅の耐震建替費補助事業
●助成対象
＜補助対象住宅＞
既存の住宅が以下のすべての条件を満たすもの。
・昭和５６年５月３１日以前に建築確認を得て着工した、２階建
て以下の木造戸建住宅

・耐震診断の結果「倒壊する可能性が高い」と判断された（上部構
造評価０．７未満）もの
注 平成２０年度より「道路から外壁までの距離要件」及び、「面
積要件」を廃止しています

＜補助対象者＞
・既存の住宅に居住する所有者又は所有者と同居する者
・既存の住宅１棟すべてを解体し、当該地において新築を行う者
・市税を滞納していない者

●概要
福岡市は、住宅の耐震化を促進し震災時の人的・経済的
被害の軽減を図り、安全・安心のまちづくりを推進するこ
とを目的として、耐震診断の結果「倒壊する可能性が高い」
と判定された木造戸建住宅の建替費用の一部を助成する
事業を実施しています。
事前に必ず左記の問い合わせ先までご相談ください。
なお、平成 年度より、より一層耐震化を促進するために、
助成対象を一部緩和しておりますので、ご活用ください。

●助成金額
一戸につき一律　２０００００円

●開始時期
平成１９年４月１日から随時受付中
注 補助金の申請を行うためには、既存の住宅の耐震診断
を実施する必要があります。事前にご相談下さい。

注 既に工事を開始・完了した場合や、耐震診断の内容が不
十分な場合は、この事業の対象となりませんのでご注意
下さい。
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政令指定都市 住宅種別 区分 制度 制度の名称と対象 制度の内容

福岡市

住宅都市局
住宅政策部
耐震・

安全推進課

共同住宅 診断 助成

共同住宅の耐震予備診断事業
●予備診断ついて
予備診断は、福岡市が行っている共同住宅の耐震診断 精密診断 助
成事業を行う前に、構造形式等を重視した簡略な診断を行って耐震
性を判断するとともに、精密診断の必要がある共同住宅を抽出する
ものです。
●診断の対象
以下の条件を満たす共同住宅
建物の規模が３階建て以上５階建て程度までで、延べ面積
１０００平方メートル以上
昭和５６年５月３１日以前に建築確認を得て着工したもの

●概要
福岡市は、震災に強いまちづくりを目的に、市民の皆様
が地震防災対策に取り組みやすくなる環境づくりや、耐震
化への取り組みへ支援を行っており、共同住宅の耐震診断
の予備診断事業を行っています。
事前に必ず左記の問い合わせ先までご相談ください。

●診断費用
約２１万円～５１万円
（この内、建物所有者の負担は約７万円～１７万円で、残り
は市が負担
注 建物の構造の種類や図面の有無で診断費用が異なります

●開始時期
平成１８年８月１日から随時受付中
●受付窓口
社団法人　福岡県建築士事務所協会
住所：福岡市博多区博多駅東 福岡建設会館 階
電話： 　 ：

共同住宅 診断 助成

共同住宅の耐震診断補助事業
●補助の対象
建築基準法の改正で耐震基準が強化された昭和５６年５月３１
日以前に建築された３階建て以上、延べ面積１０００平方メート
ル以上の共同住宅を対象とし、耐震診断に要する費用のうち住宅の
用に供する部分の耐震診断に要する費用を、当該共同住宅の所有者
（区分所有にあっては、団体又は法人）に補助金を交付します。

●概要
福岡県西方沖地震で大きな被害が出た福岡市は、市民の
皆さんが住宅の耐震化に取り組む支援策の一つとして、市
内の共同住宅の耐震診断に要する費用の一部を補助する
「耐震診断費補助事業」を平成 年 月から始めています。
地震による人的、経済的被害を軽減するには、住宅の耐
震化が重要です。そのためには、まず住宅の状況を知るこ
とが大事です。福岡市は、共同住宅の居住割合が市民の約
割と全国的にも高いことから、共同住宅を対象とすること
としました。
なお、木造戸建て住宅の耐震診断につきましては、福岡

県が支援をしています。
●補助金の額
補助金の額は、耐震診断に要する費用のうち住宅の用
に供する部分の耐震診断に要する費用に２ ３を乗じた額
（耐震診断を実施する住宅部分の床面積に１０００円を乗
じた額に２ ３を乗じた額を限度とする）以内とします。

戸建住宅
共同住宅

工事 助成

住宅の耐震改修工事費補助事業
●対象となる住宅
昭和５６年５月３１日以前に建築確認を得て着工した以下の条
件を満たす住宅。
＜木造戸建住宅＞
・２階建て以下のもの
・上部構造評価点を建物全体を１．０以上となる耐震改修工事又
は１階部分を１．０以上になる耐震改修工事を行うもの
注 平成２０年度より「道路から外壁までの距離要件」の廃止、「面積
要件」および１階部分のみの補強工事も補助対象とする」など
一部緩和しています。

＜共同住宅＞
・３階建て以上かつ延べ面積１０００平方メートル以上のもの
・現行の耐震基準に適合する耐震改修工事を行うもの
・耐震改修促進法の認定等を受けたもの

●概要
福岡市は、震災に強いまちづくりを目的に、住宅の耐震
改修工事費の一部を助成する事業を実施しています。
事前に必ず左記の問い合わせ先までご相談下さい。

●助成金
＜木造戸建住宅＞
１戸につき 円を上限とし、耐震改修工事に要す
る額の１５．２％に相当する額と延べ面積に 円を
乗じて得た額の１５．２％に相当する額のどちらか低い額
で、 未満の端数を切り捨てた額。

＜共同住宅＞助成金
１戸につき 円を上限とし、耐震改修工事に要す
る額の１５．２％に相当する額と延べ面積に 円を
乗じて得た額の１５．２％に相当する額のどちらか低い額
で、 未満の端数を切り捨てた額。

工事 控除

耐震改修促進税制について
●要件
・建 築 時 期： 昭和 年 月 日以前
・改 修 内 容： 建築基準法に基づく現行の耐震基準 昭和 年

月 日施行 に適合した改修工事
・改修工事金額： 戸当たり 万円以上※
・住 宅 の 種 類： 専用住宅　共同住宅　併用住宅※
・耐震改修の証明： 次のいずれかの者が発行した現行の耐震基準

に適合した工事であることの証明をうけてい
ること。
建築士、福岡市 住宅都市局住宅政策部耐震・安
全推進課電話 、指定確認検査機関、登
録住宅性能評価機関

※ 耐震改修に直接関係のない工事等に要した費用は除きます。
※ 居住部分の割合が 分の 以上あること 店舗・事務所部分等は

減額の対象とはなりません

耐震改修工事を行った住宅に対する固定資産税の減額
耐震工事を行った住宅で、以下の要件にあてはまるも
のについては、改修工事が完了した年の翌年度から一定期
間、固定資産税が減額されます 平成 年度に新設
なお、都市計画税にはこの減額制度はありません。

●減額される範囲
固定資産税についてのみ対象と
なり都市計画税は減額されません
居住部分の床面積 減額率
平方メートル以下の場合 分の
平方メートルを超える場合 平方メートル相

当分について
平方メートルを

超える部分は減額さ
れません

●減額される期間
耐震改修の完了した時期
減額期間
平成 年 月 日～平成 年 月 日まで
改修後 年間
平成 年 月 日～平成 年 月 日まで
改修後 年間
平成 年 月 日～平成 年 月 日まで
改修後 年間
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はじめに

古くから日本は「木の文化の国」といわれ、
木材は住宅や家具・紙などの様々な用途に利用
され身近な資材として親しまれてきた。
また木材は、植林・森林再生～間伐・伐採～
木材利用～廃材（バイオマスエネルギー）～植
林というように再生可能な資材であり、近年の
地球環境問題意識の高まりから「環境循環型資
材」としても注目され、ますます重要な役割を
担い始めている。
商品としての木材は、丸太（素材）から、仮
設・土木用材及び建築用材の用途により分けら
れ、製材、加工される。そのうち、輸入材（以下、
「外材」という）は、丸太または、製材品として
入荷されている。
代表的な製材品としては、仮設用材は「バタ
角材」、土木用材は「矢板」、建築用材は構造用
材の「正角材（特１等）」（杉，米ツガ）が挙げ
られる。
本稿では、１．種類と用途、２．等級とJAS規格

品、３．木材の流通経路、４．木材価格の推移、に
ついて整理し、最後に木材価格を決定付ける５．
価格形成要因について考察した。
なお「木材価格の推移」については、弊会発
刊の「積算資料」（当初は物価版）に掲載され長
年に亘って構造用材の代表品種とされてきた角
材（ムク材）の「杉」と「米ツガ」を中心にとり
あげた。

１．種類と用途

木材は素材と製材品に大別される。素材は、
丸太（一般素材、杭木等）、そま角（製材機以
外の斧、手斧等の道具を用いて丸太の材面を切
削した素材）、銘木類（1．材質又は形状が極め
てまれであるもの、２．材質が極めて優れてい
るもの、３．鑑賞価値が極めて優れているもの、
４．１．から３．までに掲げる部分を含んでいる
もの）に分けられる。
製材品は用途別にみると、仮設用材、土木用
材、一般建築用材として下記のように分類され
る（合板は除く）。

（１）仮設用材
樹　種 用　途

①バタ角材 丸みが２等以下の角材で、型枠・土留め板
などを押さえるために使用される。

②足場板、
　足場丸太

住宅・マンションなどを築造・修繕する時、
材料の運搬やその他作業をするための足場
材に使用される。

③切丸太 造園工事、主に緑化樹木の支柱として使用
される。

④さん木 型枠の裏面等に使用する。

（２）土木用材
樹　種 用　途

①杭丸太 柵杭、支持杭に使用され、先端加工、防腐
処理の有無がある。

②土留め丸太、
　太鼓落し 治山、護岸の土留め工事用。

③矢板、
　雑矢板

土崩れを防ぐために地盤に打ち込む板の
杭。側面の土に直接あてる板。

（３）一般建築用材
樹　種 用　途

①構造材 建物の骨格の部分で土台、柱、梁材などに
使用される。

②造作材

取付ける場所によって、外部造作材と内部
造作材があり、特に化粧性や美観が重視さ
れる部材である。鴨居、回縁、長押、敷居
などに使われる。

木材の商品と価格形成要因について
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２．等級とJAS規格品

（１）等級
製材品の等級は、諸欠点の存在状態によって
判定される。その基準は、製材品の種類や用途
等によって異なる。
製材品の用途別の必要性能と格付け基準の関
連は概ねつぎのとおり。

ⅰ）構造材としての等級区分
建築用構造材は、高い曲げ性能を必要とする
横架材（水平材）と圧縮性能を必要とする垂直
材に区分される。性能は、木材の節、割れ、目
まわり、繊維傾斜等が影響する。構造材の等級
区分はJASに規定されており、目視等級区分
製材、機械等級区分製材となる。
目視等級区分製材は、主として曲げ性能を
必要とする甲種構造材、圧縮性能を必要とする
乙種構造材とに分け強度を重視した品質基準に
よって等級格付けされている。
機械等級区分製材は、製品のヤング係数を
非破壊的に求め、その数値が3.9（GPaまたは
103N/mm2）以上の製品を対象として2 （GPaま
たは103N/mm2）毎に6段階まで区分することに
なっている。

ⅱ）化粧材・造作材の等級区分
和室柱のように化粧性能と強度性能を兼ねて
使用されるもの、内部造作材に化粧性を重視し
た部材などは、市場では役物として高い評価が
与えられる。
役物とは、製材品のうち、無節、上小節、小
節以上の等級基準のもので、これを役物あるい
は色物と称している。節の程度でわずかに節が
あるものを上小節、上小節ほどではないが節の
少ないものを小節などに区分している（JAS「造
作用製材の材面の品質基準」や業界の自主基準）。
この他、特一等、一等、二等などがあるが、
これらの等級は、柱の丸みの程度で、柱の４つ
の角部が端から端まで通り、丸みがないものを

「特一等」「特等」、角に少し丸みの残るものを「一
等」に区分している。流通では、一等と上小節
の間に、特等、特級、特選など取り扱い業者に
よりさまざまな等級がある。

ⅲ）その他
建築用材の主体は特一等材である。
柱材の場合、芯去り材と芯持ち材に区分され
る。芯去り材は、大径木の樹芯を避けるように
して製材される。樹芯がないため割れや狂いが
生じにくい性質を持つ。芯持ち材は、小1本の
小丸太から1本の角材をとったものであるが、
割れる欠点があるので背割りを行う。
仮設用材、土木用材については、「見た目の
良さ」は要求されないため主に２等材が使用さ
れる。
また、外材の米ツガ材本国挽きの等級は、ユー
ティリティー、スタンダード、クリヤー、BC
クリヤーの4段階があり、スタンダードが国産
材の特一等に相当する。

（２）JAS規格品
日本農林規格（JAS）の建築用木材は建築用標
準寸法に沿って、木材の強度、化粧面の規定に
よる規格、寸法等を表示した製品である。しか
し、農林規格の基準が厳格すぎるため、流通量
は少ない。一般建築用木材との価格差を比較す
ると、特に役物について値差が大きい。商取引
上、建築資材として利用される製材品は、JAS
規格によらない材種名が数多く用いられている。
このように、流通量はJAS規格品に比べ一
般材が圧倒的に多い。

３．木材の流通経路

木材の流通経路は、都市・地方によって違い
があり、販売経路も複雑である。特に地方の中
小都市にあっては、図－1のようなはっきりと
した流通段階の分化はみられない。
ここでは、「積算資料」の調査条件に示して



図ー１　木材流通経路の例

いる事例を揚げることとした。
図－1に示したように、国内各地で伐採され
た国産材素材（丸太）は、素材問屋、原木市場
などを経由し、製材工場に持ち込まれ、製材工
場で製材品として加工された後、各種の問屋、
小売店を経由して需要者に販売される。
国産材丸太の流通では、全国各地に分散した
産地から消費地までの間に、小規模で多段階の
流通システムが形成されている。なかでも、森
林所有者から素材生産業者→原木市場→製材工
場へ流れるルートがもっとも多く見られる。
外材（丸太）では、輸入商社、原木問屋を経
て製材工場にて製材品に加工されるルートが多
くみられる。
製材工場以降の製材品の流通では、製材工場
から、問屋、プレカット工場、市売市場、セン
ター問屋などの流通業者を経由するルートが主
流である。
市売市場とは、荷主から販売委託を受けて買
い手を集め、セリによって値を付ける「場」を
いい、センター問屋は市売市場が一定の期日ご
とに開設されるのに対し、常設されたものであ
り、いくつかの卸業者が入っている小型問屋街
といったものである。
外材（製材品）の場合は、製材品を輸入商社

が仕入れ、問屋、プレカット工場、市売市場な
どを経由するルートが多くなっている。
近年は、木材価格の低迷、後継者難、輸入製
品の増加等の要因から、集成材を除き、木材加
工工場は減少傾向にある。これに伴い、木材の
流通業者数も減少している。

４．木材価格の推移

「積算資料」掲載の「杉正角」特一等価格と、
ひき角類（建築用製材品の柱、土台、梁等）出
荷量を図－２に示した。
国産杉材は、木造住宅向けに広く一般的に使
われたが、第二次世界大戦時の国土荒廃により、
杉材の供給量は打撃を受けた。
戦後、積極的な植林事業による回復が図られ、
住宅復興や、神武、岩戸、いざなぎなどの景気
拡大に合わせるように、概ね1969年度まで木
材価格の上昇が続いた。
70、71年度に小規模な下落を示した後、72
年度からは列島改造ブームによる急騰に転じ、
第二次石油ショック開始時に最高値を記録する
に至った。
その後、第二次石油ショックおよび円高不況
による下落と、平成景気による上昇等を示し、

自主研究 ●木材の商品と価格形成要因について



図ー２　建築用材ひき角類出荷量と杉正角価格（『積算資料』・東京）
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90年度以降、バブル経済崩壊と共に下落が始
まり、その傾向は現在まで続いている。
特に97年度以後は、木造住宅着工戸数の大
幅な減少（96年度747千戸、97年度585千戸。
出典は国土交通省「建築着工統計」）による影響
を受け、急落した。2008年度平均価格39,000円
/㎥は、ピーク時の1980年度平均73,542円/㎥
に比べ、約47%減の水準まで落ち込んでいる。
なお、国産杉材と輸入品の米ツガ材の価格を
比較してみると、2003年以前は国産杉材が米
ツガ材よりも高価であったが、2003年を境に
両者の価格は逆転し、米ツガ材の方が高価なま
ま現在に至っている（図－６）。
また品質面においては、2000年4月に施行さ
れた「住宅品質確保促進法（品確法）」以降、需
要の主体がグリーン材（未乾燥材）からＫＤ材
（人工乾燥材）へシフトしている。
「KD材」とは含水率を下げた乾燥木材のこと
を指すが、木材の含水率は、木材の重さだけで
はなく、寸法の伸び縮み、強度、害虫の発生の
しやすさ等、木材の使用に際して大きな影響を
及ぼすものとされている。ちなみに「ＫＤ材」と
いう呼称は、人工乾燥の先駆者である欧米から

の輸入材に付けられているものだが、日本国内
でもそのまま一般化したものと言われている。

５．価格形成要因について

製材品の価格は、木材需要、原木価格、外材
価格の変動に影響を受ける。ここでは最も一般
的な一般建築用材、そのうち杉正角（国産品）
を中心に、外材として米ツガ正角（本国挽き）
を含め、木材価格の形成要因について考察した。

（１）木材需要
建築用木材需要の指標として「木造着工床面
積」を取り上げ、「積算資料」掲載の「杉正角」
特一等価格と、国土交通省「建築着工統計」の
「木造着工床面積」（全国、年度合計）の推移を
図－３に示した。
これによると、1991年～ 1996年にかけて、
やや逆行した期間はあるものの、総じて木造着
工床面積が増加すると価格は上昇傾向を、同床
面積が減少すると価格も下落する傾向を示して
いる。木材価格は長年に亘って需要動向に連動
するように影響を受けてきたとみられる。



図ー３　木造着工床面積と杉正角価格（『積算資料』・東京）

（２）原木価格
素材丸太の出材（生産活動）は天候（長雨、
降雪、台風）の影響を受けやすく、その分比較
的頻繁に価格は変動し、製材品の価格に長年、
影響を与えてきた。ただ、わずかな上昇であれ
ば、損益は製材メーカーや問屋が被り、状況に
よっては、原木高であるにもかかわらず、引合
いが少ないため製品安になる場合もあった。
2008年の素材（丸太）需要量（＝供給量）図－

４は、2,603万6千㎥で、木材チップ用は増加
したが、製材品用、合板用が減少したことから
前年比約1割（275万3千㎥）減となった。
国産材と外材の供給割合は、図－５にみられ
るように外材は毎年減少し、国産材は増加傾向
にあり、2008年には約7割（国産材1,770万9千
㎥、外材832万7千㎥）を国産材が占めている。
これは、図－４にみられるように、外材価格は
毎年上昇傾向にあり、国産材価格が下降してい
ることにも関連がある。
外材は産地伐採量の減少や価格上昇の影響を
受けたことで業者が調達に苦労しており安定供
給が困難な状況となっている。国産材に切り替
える業者もみられるなど、国産材を取り扱う割
合が増えてきている。参考までに、この原木価

格の外材が値上がりし、国産材が下がる傾向は、
86頁図－６の製材品の価格とほぼ同じ傾向を
示している。原木価格の影響が製材品価格に反
映されている。
原木価格のこのような推移は、外材の場合は、
日本国内への供給量が減少したこと、プラザ合
意以降国産材に対する価格の優位性が薄れてき
たこと等が要因として考えられる。
国産材は、林業従事者の減少や経営が苦しい
とする業者が多いなど、取り巻く環境の状態、
住宅着工件数が減少傾向にあることなど、市況
を押し上げる材料が乏しいこと等が要因ではな
いかと思われる。

（３）外材との関係
国産材の杉正角価格と外材の米ツガ正角（本
国挽き）価格の比較を図－６に示した。
1961年、物価の高騰に伴い、木材価格も急激
に上伸していた。当時の政府は、木材価格緊急
安定施策を発表し、国有林800万㎥増伐を打ち
出すとともに外材輸入促進策がとられた。この
ことに端を発し米ツガ丸太が大量に入荷、外材
が日本市場に流通し始めるきっかけとなった。
その後、木造着工床面積の増大（図－３）に

自主研究 ●木材の商品と価格形成要因について
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比例して入荷量は増大し、国産材との価格差を
縮めながらもシェアを広げてきた。
価格面においては、初期段階では国産材に対
して圧倒的な優位性があったものの、1985年
のプラザ合意に伴う為替円高を機に格差が縮小
されてきた。そして、2004年頃から価格差は
逆転し国産材より外材の方が割高となり、国産
材に対する価格面での優位性が薄らいできた。
これは産地側の事情もさることながら、「品確
法」等により、日本国内の需要がグリーン材（未
乾燥材）からＫＤ材（人工乾燥材）へシフトして

きたことなども要因として考えられる（米ツガ
材は、国産杉材に比べ乾燥し易い）。
供給量の面においては、2000年以降、産地
側の伐採規制やストライキ等による工場閉鎖な
どにより日本国内への供給量が絞られ、農林水
産省が平成19年度下期に実施した「林材業の業
況動向調査」によると、外材を取り扱っている
事業所のうち、外材の安定供給が難しく、調達
が困難とする回答が約70%に達していた。

（４）価格形成
建築用の木材価格は、木造着工床面積の増減
に連動しているように、建築用木材需要の動向
に大きく影響を受けている。当然、原価コスト
要因として原木価格の影響もあるが、原木高に
もかかわらず、引合いが少ないため製品安とな
る場合も見られるなど、木材需要と絡み合って
木材価格に影響を及ぼしている。
一方、米ツガを中心とした外材は、過去には、
価格の優位性から入荷量が拡大し国産材価格に
大きく影響を及ぼしてきた。その後、産地の伐
採規制などや、価格面でもプラス要素が少なく
なったことで、入荷量は年々減少した。さらに
は、集成材の普及によりその傾向は強まり、国
産材価格への直接的な影響力は低下している。
建築用木材は、住宅工法の多様化により、現
場加工からプレカット加工へとシフトしてい
る。それに合わせ、工業製品で均一、安定供給
の可能な集成材（ホワイトウッドなど）が台頭
し、市況の中心的な存在となったため、国産材
の価格は乱高下することが少なくなった。
以上みてきたように、木材価格に最も影響を
与えるのは「需給動向」である。
「流通経路」は都市・地方により違いがある
ものの、多くは、外材を含めたセリや問屋によっ
て値が付けられ、それぞれの販売ルートを経て
需要者に供給される。そのため、供給側は、常
に相場を睨み在庫量に気を払い、時として在庫
調整に踏み切る場面もしばしば見られる。
最近では、国産材に比べ外材が高価格であっ

図ー４　素材需要量と価格の推移

図ー５　素材供給量及び国産材供給割合の推移
（図－４，５とも出展は農林水産省）
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ても、用途により敢えて外材を求めるという
ケースは珍しくはなく、木材需要は多彩な様相
を呈している。
木材価格は、これら要因の複雑な関係、市況、
経済状況等が絡み合って形成されている。

【参考文献及びデータ出典】

・ 建築用材ひき角類出荷量、平成19年度　素材需給

統計、平成20年木材統計、林材業の業況調査結果

の概要（農林水産省）

・ 建築着工統計（国土交通省）

・ 木材の知識、建設資材ハンドブック、積算資料

（財団法人 経済調査会）

・ 経済調査研究レビュー（財団法人 経済調査会 経

済調査研究所）

図ー６　杉正角・米ツガ正角の価格推移（『積算資料』・東京）
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自主研究 ●ソフトウェア開発プロファイルデータの相関ルール分析

はじめに

ソフトウェアの生産性や品質の向上を目的と
して、ソフトウェアやその開発組織・プロジェ
クトの特性を表すデータ（ソフトウェア開発プ
ロファイルデータ）を収集、分析する活動が盛
んに行われている。国内では、独立行政法人情
報処理推進機構／ソフトウェア・エンジニアリ
ング・センター（IPA/SEC）の活動がよく知ら
れており、収集されたデータの分析結果は、「ソ
フトウェア開発データ白書」として2005年以降
毎年公表されている。2008年度版の同白書に
は、2000件を超えるプロジェクトの種別、ソ
フトウェア開発規模（ファンクションポイント，
SLOC）、工数、工期、検出バグ数等の分析結
果が掲載されており、各特性値の分布や標準値、
特性値間の相関等を知ることができる。
ただし、ソフトウェア開発プロジェクト
は、 PMBOK（Project Management Body of 
Knowledge）などでも指摘されているように、
何らかの点で相互に異なり、個別性が非常に高
い。加えて、特性間の関係が複雑で、例えば、
工数一つとっても、その決定要因は多数存在し、
プロジェクト毎に異なる可能性が大きい。特性
間の相関を調べるだけでは、普遍的な傾向やパ
ターンを見出すことは難しく、プロジェクト管
理に利用できるほど具体的な知見を得るのも容
易ではない。
ソフトウェア開発プロファイルデータを分析
する新たな技術として、相関ルール分析（アソ
シエーション分析）を適用する研究がすすめら
れている。相関ルール分析は、蓄積された大量
のデータから、頻繁、かつ、同時に生起する事

象を見つけ出す技術である。これを用いれば、
例えば、工数の普遍的な決定要因は解明できな
くても、（規模あたりの）工数が標準値より特
に大きくなるという事象は、ソフトウェア開発
においてどのような事象が発生した時に（プロ
ジェクト特性値がどのような値をとる時に）発
生する可能性が高くなるのかを知ることができ
る。二つの事象間の前後関係や因果関係を詳細
に検討することで、工数の増大を防ぐための具
体的な知見を得ることができる。
本稿では、財団法人経済調査会によって実施
された「平成20年度　ERPパッケージに関す
る調査」によって得られた133社からの回答結
果に対して相関ルール分析を適用した結果につ
いて述べる。

１．相関ルール分析

相関ルール分析はデータマイニング手法の基
本的なものの1つであり、大量のデータの中か
ら「AならばB」というルール（相関ルール）を
見つけ出す技術である。相関ルールをA⇒Bと
表記し、Aを前提部、Bを結論部と呼ぶ。
よく知られている適用例としては、小売店
POSシステムの販売履歴データなどから、顧
客の購買傾向やパターンを洗い出し、販売戦略
に活用するというものである。ここで、説明を
簡単にするため、販売履歴データとは、個々の
販売記録をレコード（タプル）とするデータセッ
トであり、販売記録には、販売日時等のコンテ
キスト情報と共に、商品ごとの販売数が記録さ
れているとする。
同時購入される商品が知りたいのであれば、
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前提部が命題「商品Xの販売数が0でない」、結
論部が命題「商品Yの販売数が0でない」であ
るルールを抽出することになる。なお、前提部
や結論部に命題の論理積を用いることができる
ので、3つ以上の商品の同時購入もルールとし
て抽出することができる。その結果、例えば、「休
日に"レジャーシート"を買う顧客は"おにぎり
"と"お茶"も同時に買っている」といったルー
ルが抽出され、レジャーシートをおにぎりやお
茶のそばに配置して販売するといった戦略をた
てることができる。
ただし、「販売数が0でない」商品の組み合わ
せは数多くあり、抽出されるルール数が膨大と
なることは容易に想像できる。抽出されたルー
ル全てに従って商品の配置を決めることは現実
的ではない。相関ルール分析では、ルールの重
要さを表す3つの指標が提案されており、それ
ぞれの下限値を設定することで、抽出ルール数
を制御するのが一般的である。3つの指標は次
の通り。

支持度＝前提部と結論部が同時に真となる場合数

（レコード数）／全場合数（全レコード数）

信頼度＝前提部と結論部が同時に真となる場合数

（レコード数）／前提部が真となる場合数（レコー

ド数）

リフト値＝信頼度／結論部が真となる場合数

（レコード数）／全場合数（全レコード数））

支持度は、ルールの出現頻度を表す指標で
あり、信頼度とリフト値は、前提部と結論部の
関連の強さを表す指標である。信頼度が大きい
ほど、前提部が真の場合に結論部も真となりや
すいことを表し、リフト値が大きいほど、結論
部が真の場合に前提部も真となりやすいことを
表す。例えば、販売記録数（レコード数）が20、
商品Xが販売された（場合数が10、商品Yが販
売された場合数が8、商品Xと商品Yが同時に

販売された場合数が6だとすると、「商品Xが
販売されるならば商品Yも販売される」という
ルールの支持度は0.3（＝6/20）、信頼度は0.6
（=6/10）、リフト値は1.5（=0.6/（8/20））となる。
なお、相関ルールは、「AならばB」と表現さ
れるが、一般には、前提部Aと結論部Bの共起
関係を示しているに過ぎない。抽出されたルー
ルを利用する場合は、AとBの間の前後関係や
因果関係に留意する必要がある。

２． 相関ルール抽出支援ツール
NEEDLE

2.1 プロファイルデータ分析に向けた機能
本稿では、相関ルールの抽出に、文部科学省
EASE（Empirical Approach to Software Engineering）
プロジェクト1で開発されたNEEDLEを用い
る。NEEDLEにおけるルール抽出プロセスを
説明する前に、従来システムにはないNEEDLE
固有の機能を紹介する。
従来の相関ルール分析の対象は、名義尺度ま
たは順序尺度に基づくデータ（質的データ）で
ある。特に、１章で例示したように「商品が販
売されたか（購入したか）どうか」といった２値
データや、性別、年齢層、満足度（５段階評価）
などといった、カテゴリ数の少ないデータであ
る場合が多い。これに対して、本稿で対象とす
る「ソフトウェアやその開発組織・プロジェク
トの特性を表すデータ（ソフトウェア開発プロ
ファイルデータ）」には、「業種」や「ERPパッ
ケージ製品名」といった多数のカテゴリを持つ
名義尺度や順序尺度に基づくデータだけでな
く、「契約金額」や「１人月の基準時間」といっ
た間隔尺度や比例尺度に基づくデータも含まれ
る。NEEDLEでは、そうしたデータを対象と
した相関ルール分析を可能とするため、次のよ
うな機能が追加されている。
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[追加機能１] 前提部・結論部への論理和・否
定の導入
相関ルールA⇒Bの前提部Aと結論部Bにお
いて、命題の論理和を用いることができる。但
し、論理和として記述できるのは、名義尺度
もしくは順序尺度に基づくデータのカテゴリ
結合を目的とした場合に限る。これにより、例
えば、「導入・運用しているERPパッケージは
GLOVIA/SUMMITもしくはGLOVIA-Cであ
る。」といった命題を前提部や結合部で用いる
ことが可能になる。なお、論理和の記述範囲を
限定しているのは、組合せ爆発による計算量の
増大を防ぎ、現実的な時間でルール抽出を実現
するためである。
更に、前提部Aと結論部Bにおいて、命題
の否定も可能とする。これにより、例えば、「業
種は「その他」以外である」といった命題を前
提部や結合部で用いることが可能になる（同
様の命題を論理和でも表現可能であるが、結
合すべきカテゴリが多数となり煩雑になる場
合がある）。

[追加機能２] 尺度水準の変換
間隔尺度や比例尺度に基づくデータ（量的
データ）を順序尺度に基づくデータに変換する
（カテゴリ数は変数定義ファイルで与えられて
いる）。更に、ルール抽出においては、最下位
カテゴリと最上位カテゴリそれぞれを、隣接す
るカテゴリと順次結合していく。これにより、
例えば、「ERPパッケージ規模が大きい（対象
データにおいて上位を占める）⇒１人月の基準
時間が大きい」といったルールの抽出が可能と
なるだけでなく、抽出ルールの信頼度やリフト
値が最大となるようなカテゴリ分けが自動的に
得られる。

[追加機能３] 結論部におけるデータ指定
ルール抽出において、結論部に現れるデータ

（変数）を指定することができる。例えば、「生
産性」と指定すると、（[追加機能２]と相まって）

対象データにおいて生産性が上位あるいは下位
を占める場合を特定するようなルールのみを抽
出することができる。これにより、ルール抽出
に要する計算時間が大幅に短縮されると共に、
抽出されたルールに解釈を与えたり、その有用
性を判断したりするための分析者の工数も小さ
くなる。

[追加機能４] 結論部への統計量の導入
結論部に量的データの統計量（平均値と標準
偏差）を持つルールを抽出することができる。
例えば、「業種が建設⇒１人月の基準時間の平
均がa、標準偏差がb」といったルールの抽出が
可能である。NEEDLEでは、このようなルー
ルを「量的ルール」と呼んでいる。
「量的ルール」に対しては、リフト値に該当
する指標を次のように新たに定義している。

基準化平均＝量的ルールにおける当該量的データ

の平均a／全場合（全レコード）における当該量

的データの平均

基準化標準偏差＝量的ルールにおける当該量的

データの標準偏差b／全場合（全レコード）にお

ける当該量的データの標準偏差

例えば、ある量的ルールの基準化平均が2だ
とすると、その量的ルールの前提部が成り立つ
場合、当該量的データの平均値が通常の２倍に
なることになる。なお、量的ルールの抽出にお
いては、平均値、標準偏差それぞれの上限と下
限を指定することができる。

2.2 ルール抽出プロセス
NEEDLEにおけるルール抽出プロセスを
図１に示す。NEEDLEへの入力は、「対象デー
タ」、「変数定義ファイル」、「ルール抽出指示ファ
イル」の３つであり、すべてCSV形式のテキス
トファイルである。
対象データは、分析対象となるデータであ
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り、１行が１レコードであり、ソフトウェア開
発に携わる組織やプロジェクトに対応する。各
レコードは、組織やプロジェクトの特性を表す
変数で構成される。
変数定義ファイルには、対象データのレコー
ドを構成する変数それぞれについて、尺度水準
（名義尺度、順序尺度、間隔尺度、比例尺度）、
間隔尺度や比例尺度に基づくデータ（量的デー
タ）の場合には質的データへの変換におけるカ
テゴリ分けの方法とカテゴリ数、欠損値の補完
方法、などが定められている。
ルール抽出指示ファイルには、抽出ルール数
を制御するための指標（支持度，信頼度，リフ
ト値，基準化平均，基準化標準偏差）それぞれ
の上限値、下限値などが定められている。
これら３つの入力を用いて、ルール抽出は次
に示す４つのステップで進められる。

Step 1 　変数定義作成

対象データを解析し、変数の尺度水準など
を可能な限り自動判別し、「変数定義ファイル」
のひな型を生成する。分析者（ルール抽出者）は、
このひな型を編集し、変数定義ファイルとして
完成させる。

Step 2 　前処理

変数定義ファイルに基づき、対象データにお
ける欠損値の補完、尺度水準の変換、などを行
い、「前処理済みデータ」を生成する。

Step 3 　ルール抽出

ルール抽出指示ファイルに基づき、前処理済
みデータから基本ルール（前提部・結論部に論
理和を含まないルール）を抽出し、支持度等の
指標値を算出する。抽出された基本ルールは「基
本ルールファイル」に保存される。

Step 4 　ルール統合

前提部および結論部に含まれる変数のカテゴ
リ結合を目的として、基本ルールファイル中の
ルールの統合を行い、支持度等の指標値を算出
する。統合されたルールは統合ルール（前提部・
結論部に論理和を含むルール）として「統合ルー
ルファイル」に保存される。

分析者は、こうして作成された基本ルール、
および、統合ルールファイルに対して、各種指
標値を参考にしながら解釈を与え、分析目的に
沿ったルールを選び、活用することになる。



表１　ERPパッケージ調査の概要
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３． ソフトウェア開発プロファイ
ルデータへの適用

3.1 対象データ
財団法人経済調査会によって実施された「平
成20年度　ERPパッケージに関する調査」に
よって得られた133社からの回答結果が対象
データである。調査票はⅠ～Ⅴに分かれており、
それぞれの調査概要、設問数、回答数を表１に
示す。調査票Ⅰで、ERPパッケージ導入のコ
ンテキストを、調査票Ⅱ～Ⅴで、要件定義に始
まりバージョンアップまで、ERP導入作業を
工程順に調査する構成となっている。同調査は、
ERPパッケージを導入している企業に対して、
そのライフサイクルコストの観点から実態を明
らかにし、ERPパッケージの導入作業別（調査
票Ⅱ，Ⅲ，Ⅳ，Ⅴの別）にそれぞれの作業工数
やコストを予測するための根拠となる情報を収
集することを目的として実施された。

3.2 抽出された主なルール
３．１で述べた調査結果にNEEDLEを適用し
た。分析の観点はいくつもあるが、本調査は、
ユーザ企業に対して行われたものであり、ユー
ザ企業にとってERPパッケージを導入する際
のパートナー企業の存在は大変大きいもので
ある。そこで、本稿では、ERPパッケージ導
入において、どのような条件が成り立つ場合に
パートナー企業の支援を受ける確率が高くなる
のか、また、パートナー企業の支援を受けた場
合に、ERPパッケージ導入プロジェクトがど
のような特徴を持つ可能性が高くなるのか、を
導入作業別に見ることとした。
具体的には、抽出条件を、
•  ルール結論部に質問項目「パートナー企業
の有無」への回答を含む
• 支持度0.05以上
• リフト値1.3以上
としてERPパッケージ導入作業別に抽出を
行った。

抽出されたルールのうち、「契約金額根拠」
の項目を含むものの一部を表２に示す。調査
票Ⅲから得られたルールが表２に含まれていな
いのは、上記条件を満足するルールが得られな
かったためである。なお、支持度0.05以上とい
う条件で抽出していることから、表２のルール
で表わされるような関係は、全回答の5％以上
で見られることになる。更に、リフト値1.3以
上ということから、ルールの前提部が真となる
場合には、そうでない場合と比べて、ルールの
結論部が真となる確率（パートナー企業の支援
を受ける確率）は1.3倍以上となる。すなわち、
比較的多くの企業に当てはまり、パートナー企
業の支援を受ける確率を格段に高くするルール
と言える。なかでも、保守・運用工程における
表２の項番6、7のルールは、支持度がそれぞ
れ0.214、0.286と非常に高く、ERPパッケージ
導入の多くの場合で見られる関係であることが
わかる。また、要件定義～パッケージ選定工程
における表２の項番1～ 4のルールは、リフト
値が1.530と高く、当該ルールの前提部は、パー
トナー企業の支援を受ける典型的な状況や強い
条件と考えることができる。
なお、ルールの抽出において信頼度は考慮し
ていないが、表２に列挙したルールの大半は信
頼度1.000であり、低いものでも0.955である。
このことは、前提部が真となる場合、ほとんど



表２　得られた主な相関ルール
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の場合に結論部も真になる（パートナー企業の
支援を受ける）ことを意味しており、このこと
からも、当該ルールの前提部は、パートナー企
業の支援を受ける典型的な状況や強い条件と考
えることができる。

3.3 考察
要件定義～パッケージ選定作業に関するルー
ル（調査票Ⅱから得られたルール。表２の項番
１～４）をみると、「パートナー見積り」を契約
金額根拠としている場合には、「候補選定結果」
が成果物であり、1人月あたりの時間数は160時
間／月以上と見積もられていることがわかる。
一方、過去の実績を契約金額根拠としている場
合には、業務要件定義書やシステム要件定義な
どのプロダクトが成果物であり、作業報告書も
合わせて納品されていることがわかる。
システム構築・設定～運用テスト・導入教
育に関するルール（調査票Ⅲから得られたルー
ル）は、いずれもリフト値が1.3未満であり、
表２には含まれていない。少なくとも今回の
調査項目には、パートナー企業の支援の有無
に大きく影響を与える要因は含まれていな
かったと言える。

保守・運用作業に関するルール（調査票Ⅳか
ら得られたルール。表２の項番５～７）をみると、
パートナー企業の見積りを契約金額根拠として
いること、成果物を作業報告書としていること、
契約金額にバージョンアップ費用が含まれない
ことがわかる。保守・運用においては、ベンダ
主導で契約金額が決まることが多く、また、作
業報告書による報告が中心と言えるようである。
なお、表２には示していないが、調査票Ⅳから
は、パートナー見積り以外が契約金額根拠とな
るような場合のルールは数件しか得られなかっ
た。保守・運用作業の委託においては、多くの
組織で、パートナー企業の見積りに基づいて契
約金額が決まるというのが現状のようである。
バージョンアップ作業に関するルール（調査
票Ⅴから得られたルール。表２の項番８～ 11）
をみると、パートナーの見積りを契約金額根拠
とし、現状調査、業務検証を作業内容とし、機
能一覧表、テスト結果報告書を成果物としてい
ることがわかる。表２には示していないが、調
査票Ⅴからは、パートナー見積り以外が契約
金額根拠となるようなルールは発見されなかっ
た。バージョンアップ作業の委託においても、
多くの組織で、パートナー企業の見積りに基づ
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いて契約金額が決まるというのが現状のようで
ある。
以上をまとめると、ERPパッケージ導入に

は次のような実態があると推察される。
•  開発の上流（要件定義～パッケージ選定）
においては、契約金額根拠として過去実
績、パートナー見積りの両方が存在する。
過去実績を根拠とする場合には、成果物が
プロダクト（システム自体）に関するもの
である場合が多い。これらは、パートナー
選定や契約金額設定において選択肢が多
いことの現れとも考えられる。
•  システム構築・設定～運用テスト・導入教
育においては、パートナー企業の支援は作
業に対する強い要因とはなっていない。
•  保守・運用作業においては、バージョンアッ
プ作業を含まない契約とし、契約金額根拠
はパートナー見積り、成果物を作業報告書
とする等、パートナー企業主導の様子が伺
える。
•  バージョンアップにおいては、現状調査や
業務検証を作業内容とし、保守・運用作業
と同様にパートナー企業主導の様子が伺え
る。また、過去実績が契約金額根拠とされ
ることはほとんどない。

４．まとめ

本稿では、財団法人経済調査会によって実施
された「平成20年度　ERPパッケージに関する
調査」によって得られた133社からの回答結果
に対して相関ルール抽出支援ツールNEEDLE
を適用した結果について述べた。
分析対象としたデータ数は134件であり、一
般的な相関ルール分析におけるデータ数に比べ
ると１ケタか２ケタ少ない数である。それでも、
ERPパッケージの導入においてパートナー企業
の支援を受ける典型的な状況や強い条件、また、
パートナー企業の支援を受けた場合に、ERP
パッケージ導入プロジェクトが持つことになる

特徴をいくつか指摘することができた。これは、
ソフトウェアやその開発組織・プロジェクトの
特性を表すデータ（ソフトウェア開発プロファ
イルデータ）を分析対象とするための独自の機
能がNEEDLEに追加されているためである。
本稿で紹介した分析手法は、ソフトウェア開
発に関する同様の調査結果や蓄積データに広く
適用できるものである。
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これまでの市町村合併は、主として財政基
盤の拡充のため実施されてきた。そして、都市
と都市の合併は、両都市（三都市以上の場合も
あるが）の合体を目指すものとされている。し
かし、平成の合併の経験を経て思われるのは、
「市」という行政区域全体を一つの「都市」だと
は言えないようなケースが多く見られるよう
になったことである。例えば、市内に過疎地
域、半島振興地域などの区域を包含している
市など多く見られるところである。また、合併
が進み、府県よりも広い面積の市も誕生してい
る。岐阜県高山市（2,177.67 k㎡）がそれで、香
川県（1,876.51k㎡）及び大阪府（1,897.72k㎡）よ
り大きく、東京都（2,187.58k㎡）並みの広さと
なっている。しかし、市域のうち山林が92.5％
を占めている。逆に、合併しても、元の各市を
それぞれ独立した都市とみなした方が良いケー
スも見られるところである。今回取り上げる
舞鶴市などがその例で、昭和18年（1943年）に
合併以来すでに70年近くになろうとするのに、
西舞鶴と東舞鶴の両市街地が独立して存在して
いる。（行政区域としての）「市」＝「都市」とい
う概念を捨て去らねばならないのではなかろう
か。行政上の一つの「市」の中に複数の都市が
存在しても良いのではないか。政令指定都市で
ない市において、地域自治区を設定するケース
も見られるようになってきたことからもそれが
うかがえる。
上記の問題意識から、都市合併後、旧都市
の壁を取り除き、新しい都市構造を作り出そ

うと努力し続けている富士市と、地形等の制
約条件から、二つの都市の融合をあきらめて
しまっているように思われる舞鶴市を取り上
げ、比較検討することとしたい。
（なお誌面の都合上、今号では「舞鶴市」の
みを掲載し、「富士市」の状況および両市の比
較検討は次号に譲ることとした。）

５ 事例研究　＝＝　舞鶴市　＝＝

合併後も別個の都市であり続ける例
田辺城の城下町から発展した（旧）舞鶴市と、

海軍の鎮守府がおかれた軍都・東舞鶴市が海軍
の強い要請により合併し、（大）舞鶴市が誕生
したのは、戦時下の昭和18年（1943年）5月27
日、おりしも海軍記念日であった。新市庁舎は
東舞鶴市内におかれ、新市長も東舞鶴市長（海
軍少将）が就任、翌年4月1日には「舞鶴駅」が「西
舞鶴駅」と改称されるなど、東舞鶴が（旧）舞鶴
市の庇を借りて母屋である舞鶴市を乗っ取って
しまった感のある合併である。そのためか、戦
後、東西の分離運動がおき、住民投票では分離
派が勝利したものの、京都府議会で否決され離
婚が成立せず、以後、東西が融合しないまま今
日に至っている。
しかし、広域都市合併が推進させられた平成
の合併を経験した今日から振り返ってみると、
財源上の問題から成立した一つの「市」の中に、
実質的な都市が複数あってもおかしくなく、む
しろそれぞれが独自の都市として競い合って発

市町村合併と都市構造の課題
（その５）

経済調査研究所長　青　木　敏　隆

第４章　事例研究（続き）
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展することが全体の利益にもなるという筆者の
考えからすると、70年近く前の合併ではある
が、時代を先取りしたものではなかったかと再
評価し、今回、事例研究の対象にとりあげるこ
ととしたものである。
なお、本稿における地区の呼称は、混乱を避
けるため、本稿のみの呼称として次の区域を指
すものとする。現地で使用されている用例と異
なる場合はご容赦願いたい。

5.1.1　舞鶴地方について、その歴史など

現在、舞鶴市、舞鶴湾など、「舞鶴」の地名が
一般に通用しているが、舞鶴の地名が生まれた
のは、明治２年（1869年）のことである（後述）。
現在の舞鶴市域は、丹後国（明治以降は京都府）
にあった加佐郡の区域とほぼ同じである※１。
加佐地方の歴史は古く、大浦半島の小

おばせ

橋か
ら約１万年前（旧石器時代・先土器時代）の
有
ゆうぜつせんとうき

舌尖頭器が発見されているほか、縄文時代や
弥生時代の遺跡も多数発見されている。古墳も
市内に300基を超えているという。丹後国は、
隣接の宮津市にある元伊勢の代表格である籠

この

神
社を中心とする古代海

あまべ

部氏の活躍の舞台でもあ
り、海部氏の後も丹後水軍が活躍している。大
浦半島の漁村などは、こうした海の民の活躍の
名残であろう。
一方、陸の平野部においても、早くから農
地として開墾されていたようである。藤原京
出土の木簡に「丙申年七月且波国加佐評」と記
されたものがある。「評

こおり

」とは、701年に「郡」
の制度が出来る以前の制度による表記であり、
「加

かさのこおり

佐評」とは加佐郡のことである。「丙
ひのえさる

申」年
は696年に当たる。なお、丹波国（木簡中の「且
波国」）から加佐郡を含む５郡が丹後国として
分割されたのは和銅6年（713年）である。この
木簡に見られるように、加佐地方では、班田収
受の法が古くから実施されており、現在も中の
坪、東坪といった小字名が残されている。中世
には、郡内のほとんどの郷内にあるこれら農地
は荘園となっている。
加佐地方に都市といえるものが出来たのは、
天正8年（1580年）に細川藤孝（幽斎）によって、
「八田」に城が築かれてからである。この時、
地名が八田から「田辺」に改称されている。信
長の命により丹後国の領主となった細川藤孝・
忠興親子は、宮津に本城を、田辺、峰山など
に枝城を築いたのである。慶長5年（1600年）、
関が原の戦いで徳川方の東軍につき会津攻めに
出陣した忠興の留守を窺って、西軍１万５千の

5. 1　舞鶴市の誕生

西 舞 鶴：昭和 13 年（1938 年）8 月 1 日に市制施
行し（旧）舞鶴市となった区域。（昭和
11 年（1936 年）8 月 1 日舞鶴町に編入
された四所村、高野村、中筋村、池内村
及び余内村の区域を含む。）

旧 舞 鶴：明治 22 年（1889 年）4 月 1 日に舞鶴町
となった区域。（四所村、高野村、中筋村、
池内村及び余内村の区域は含まれない。）

東 舞 鶴：昭和 13 年（1938 年）8 月 1 日に合併し
東舞鶴市となった区域。（新舞鶴町、中
舞鶴町、倉梯村、志楽村及び与保呂村の
区域。なお、昭和 17 年（1942 年）8 月
1 日に東舞鶴市に編入された東大浦村、
西大浦村及び朝来村を含む場合は特記す
る。）

新 舞 鶴：明治 39 年（1906 年）7 月 1 日に倉梯村
及び志楽村からそれぞれ分立して新舞鶴
町となった区域。

中 舞 鶴：明治 35 年（1902 年）6 月 1 日に余内村
から分立し余部町（大正 8年（1919 年）
11月1日中舞鶴町に改称）となった区域。

大浦地区：昭和 17 年（1942 年）8 月 1 日に東舞鶴
市に編入された東大浦村、西大浦村及び
朝来村の区域。

加佐地区：昭和 30 年（1955 年）4月 20 日に加佐町
となり、昭和 32 年（1957 年）5月 27 日
舞鶴市に編入された区域。（岡田上村、
岡田中村、岡田下村、八雲村及び神崎村
の区域。）なお、これに由良村の区域を
含める場合は特記する。
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大軍が宮津城に隠居していた藤孝を攻撃した。
藤孝は、宮津城を焼き払い、田辺城に籠城し、
50日にも及ぶ長期戦となったが、古今伝授の
継承者であった藤孝（幽斎）の死をおそれた後
陽成天皇の勅命により、講和が成立したという
歴史に名を残す有名な「田辺城の戦い」の舞台
となった。なお、この戦いの最中、伏見に留め
置かれていた忠興の妻ガラシャが西軍の人質に
なることを拒んで自害している。関が原の戦い
で武功をたてた忠興は、慶長7年（1602年）豊
前中津藩39万9千石に加増移封され、さらに豊
前小倉藩40万石に移っている。その後の細川
家は、忠興の子（三男）の忠利の時代である寛
永9年（1632年）肥後熊本藩54万石に移封され
た。元内閣総理大臣の細川護煕氏は、肥後細川
家18代当主である。
細川忠興が豊前に移封された後には、京極
高
たかとも

知が丹後国12万3千石を与えられ、田辺城に
入城した後宮津城を再築して移り、田辺城は、
一国一城令に基づきことごとく破壊されたと伝
えられている。高知の死後、嫡男高広が宮津藩
7万5千石、次男高三が田辺藩3万5千石、養子
高信が峰山藩1万3千石を相続している。田辺
藩主となった京極高三により、荒廃していた田
辺城が再建されている。田辺藩の京極家は、三
代藩主高盛の時、但馬国豊岡に転封され、その
後には、牧野親成が摂津国から移封されて田辺
城に入城している。その後、明治維新による版
籍奉還まで牧野家が藩主であった。※2

5.1.2　田辺から舞鶴へ

明治維新となり、版籍奉還が行われた。こ
の際、藩は諸大名の私領としての性格から公的
な行政機関としての性格を有するものに変更さ
れ、藩名も土地名を表すものに変更されたが、
（丹後国）田辺藩では紀伊国にある田辺藩と紛
らわしいと太政官から名称変更を命じられ、田
辺城の別名「舞

ぶかく

鶴城」に因み「舞
まいづる

鶴藩」と命名さ
れた※3。「舞鶴」の名の始まりである※4。舞鶴
藩の区域は、加佐郡の区域（現在の舞鶴市域に

福知山市に編入された旧大江町の区域及び宮津
市に編入された旧由良村の区域を加えたもの）
と重なっていた。また、藩名の改称にあわせ、「田
辺町」も「舞鶴町」と改称された。
明治4年（1871年）7月14日に廃藩置県によ
り「舞鶴藩」は「舞鶴県」となり、3ヶ月後の同
年11月22日に舞鶴県など11県は「豊岡県」に
統合されている。さらに、明治9年（1876年）
8月22日に豊岡県が廃止分割され、旧舞鶴県の
区域は京都府に編入され今日に至っている。な
お、豊岡県は、但馬国にあった旧生野県、旧
出石県、旧豊岡県及び旧村岡県並びに丹波国に
あった篠山県及び柏原県は兵庫県へ編入され、
丹後国にあった宮津県、舞鶴県、峰山県及び久
美浜県並びに丹波国にあった福知山県は京都府
へ編入と、分割されてしまっている。※5

5.1.3　町村制施行時（明治22年）の加佐郡の町村

町村制（明治21年4月17日法律第1号）の施
行により、それまでの江戸時代の集落を基とし
た町村が再編されたが、加佐郡においては、明
治22年（1889年）4月1日に、舞鶴町など次の
1町24村が誕生した。舞鶴市となった町村の区
域については、図５-１-１を参照されたい。

舞鶴町  （昭和13年（1938年）8月1日市制施行し（旧）
舞鶴市となる。）

四
ししょ

所村  （昭和11年（1936年）8月1日舞鶴町に編入される。）
高野村  （昭和11年8月1日舞鶴町に編入される。）
中筋村  （昭和11年8月1日舞鶴町に編入される。）
池内村  （昭和11年8月1日舞鶴町に編入される。）
余
あまうち

内村  （昭和11年8月1日舞鶴町に編入される。）
※なお、余内村の一部が明治35年（1902年）6月1日分立し

余
あまるべ

部町となり、大正8年11月1日中舞鶴町に改称。昭和13

年（1938年）8月1日新舞鶴町、倉梯村、志楽村及び与保呂

村と合併し東舞鶴市となる。

倉
くらはし

梯村  （昭和13年8月1日新舞鶴町、中舞鶴町、志楽村

及び与保呂村と合併し東舞鶴市となる。）

志
しらく

楽村  （昭和13年8月1日新舞鶴町、中舞鶴町、倉梯村
及び与保呂村と合併し東舞鶴市となる。）
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※なお、倉梯村の一部及び志楽村の一部が明治39年（1906年）

7月1日分立・合併し新舞鶴町となる。昭和13年8月1日中舞

鶴町、倉梯村、志楽村及び与保呂村と合併し東舞鶴市となる。）

与
よ ほ ろ

保呂村  （昭和13年8月1日新舞鶴町、中舞鶴町、倉

梯村及び志楽村と合併し東舞鶴市となる。）

朝
あせく

来村  （昭和17年8月1日東舞鶴市に編入される。）
東大浦村  （昭和17年（1942年）8月1日東舞鶴市に編

入される。）

西大浦村  （昭和17年8月1日東舞鶴市に編入される。）
岡田上村  （昭和30年（1955年）4月20日岡田中村、岡

田下村、八雲村及び神崎村と合併し加佐町と

なる。加佐町は昭和32年（1957年）5月27日

舞鶴市に編入される。）

岡田中村  （昭和30年4月20日岡田上村、岡田下村、八
雲村及び神崎村と合併し加佐町となる。昭

和32年5月27日舞鶴市に編入される。）

岡田下村  （昭和30年4月20日岡田上村、岡田中村、八
雲村及び神崎村と合併し加佐町となる。昭

和32年5月27日舞鶴市に編入される。）

丸
まるやえ

八江村  （昭和3年（1928年）10月1日東雲村と合併
し八雲村となる。昭和30年4月20日岡田上

村、岡田中村、岡田下村及び神崎村と合併

し加佐町となる。昭和32年5月27日舞鶴市

に編入される。）

東
しののめ

雲村  （昭和3年10月1日丸八江村と合併し八雲村とな
る。昭和30年4月20日岡田上村、岡田中村、岡

田下村及び神崎村と合併し加佐町となる。昭和

32年5月27日舞鶴市に編入される。）

神
かんざき

崎村  （昭和30年4月20日岡田上村、岡田中村、岡田
下村及び八雲村と合併し加佐町となる。昭和32

年5月27日舞鶴市に編入される。）

由良村  （昭和31年（1956年）9月20日宮津市に編入さ
れる。）

河
こうもりしも

守下村  （明治23年（1890年）12月10日町制施行し
河
こうもり

守町となる。昭和26年（1951年）4月1日

河守上村、河西村、河東村、有路上村及び有

路下村を編入し、同日大江町と改称する。平

成18年（2006年）1月1日福知山市に編入さ

れる。）

河
こうもりかみ

守上村  （昭和26年4月1日河守町に編入され、同日
大江町と改称する。平成18年1月1日福知山

市に編入される。）

図5-1-1　舞鶴市となった町村
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河
かわにし

西村  （昭和26年4月1日河守町に編入され、同日大江

町と改称する。平成18年1月1日福知山市に編

入される。）

河
かわひがし

東村 （昭和26年4月1日河守町に編入され、同日大江

町と改称する。平成18年1月1日福知山市に編

入される。）

有
ありじかみ

路上村  （昭和26年4月1日河守町に編入され、同日
大江町と改称する。平成18年1月1日福知山

市に編入される。）

有
ありじしも

路下村  （昭和26年4月1日河守町に編入され、同日
大江町と改称する。平成18年1月1日福知山

市に編入される。）

5.1.4　 舞鶴鎮守府の設置と中舞鶴･新舞鶴市街地

の形成

舞鶴の発展の起爆剤となったのは、舞鶴鎮守
府が設置（明治34年（1901年））されたことであ
る。鎮守府とは、旧帝国海軍における海軍区に
おかれた統括機関であり、鎮守府司令長官は大
将・中将が補職される親補職（宮中における親
補式において補職される職）であった。ちなみ
に舞鶴鎮守府初代司令長官は、東郷平八郎（当
時中将）である。明治19年（1886年）に制定さ
れた海軍条例によると、我が国沿海、沿岸を
5海軍区に分け、各海軍区に鎮守府を置き、鎮
守府に当該海軍区を管轄せしめることとされて
いる。明治22年（1889年）の鎮守府条例などに
より鎮守府は、横須賀、呉、佐世保、舞鶴及び
室蘭に置かれることになった。横須賀は既設で
あり※6、呉及び佐世保の鎮守府は明治22年に
（1889年）開庁されたが、舞鶴鎮守府の設置は
遅れ明治34年（1901年）となっている。なお、
第5海軍区及び室蘭鎮守府は開設されることな
く明治36年（1903年）に廃止されている。これ
らとは別に、日露戦争時の明治38年（1905年）
に旅順口鎮守府（翌年、旅順鎮守府と改称）が
設置されているが大正3年（1914年）に要港部
に格下げされている。
舞鶴に鎮守府が置かれることとなった理由は、
ロシアに対する戦略上の観点からであり※7、舞

鶴湾が若狭湾の一部をなし、湾口が北北東の方
向を向いたＹ字の形状をしていること、その港
湾としての特性（湾口の幅が約700mと狭く、こ
のため湾内は極めて静穏であり、湾内の干満差
が最大でも30cmと極めて小さく、平均水深も
20mと適度な水深であり、四方を300～ 600m級
の山で囲まれているため強風や荒天を避けるこ
とができ、また、大河川が流入していないため
航路の埋没がないといった特性※8から大型船舶
の泊地として最適であること、また、日本海か
ら湾内を目視することができないため軍港とし
ての条件が備えられていたことからとされる。
舞鶴鎮守府設置が決定されてから実際に開庁さ
れるまで、相当の期間を要しているが、これは、
当時、当面の仮想敵国が清国であり西海方面の
軍港（呉及び佐世保）の建設と整備が優先された
ことのほか、帝国議会において、民党が主張す
る民力休養、経費削減、海軍拡張反対の世論が
予想し得なかったほど高まったからとされる※9。
舞鶴鎮守府が設置される区域として指定され
たのは、城下町として発展し商業を主体とする
加佐郡の中心都市であった舞鶴町ではなく、寒
村が散在していた余内村の余

あまるべしも

部下や倉梯村の
北
きたすい

吸であり※10、また、鎮守府の設置に伴って
必要となる市街地は、まったく新しい構想の下
に新たに建設する必要があるとして、田畑が広
がっていた倉梯村の浜などに計画された（当時
の状況は、図５-２-１を参照）。そして、新市街
地の計画及びその事業実施は海軍の意向に沿っ
て京都府が担うこととされた。しかし、海軍の
要望は水準が高く、半ば強制的に実施させられ
たことにより、地元の負担は膨大なものとなっ
たといわれる※11。その計画案も帝国軍部の事
大主義に違わず、鎮守府周辺の道路のみ幅員を
広くするなど、体裁だけを取り繕ったものに感
じられる。
なお、舞鶴鎮守府は、ワシントン海軍軍縮条
約締結により、大正12年（1923年）に舞鶴要港
部へ、舞鶴海軍工廠も舞鶴海軍工作部へそれぞ
れ格下げされたが、満州をめぐる日中間の緊張
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の高まりを受け、昭和11年（1936年）に海軍工
作部が海軍工廠へ、昭和14年（1939年）に要港
部が鎮守府へと復活している。

5.1.5　余部町（中舞鶴町）・新舞鶴町の誕生

舞鶴軍港都の建設

鎮守府が開設されることとなると、軍港と海
軍工廠の建設のほか、海軍軍人、軍属、海軍工
廠勤務者等の住宅、商店街、宿泊施設、娯楽施
設などが必要となり、また、軍隊の移動、訓練、
軍事物資の補給のために運輸交通網の整備が
課題となるが、新市街地造成の計画立案及びそ
の実施に当たっては地元の意向は無視され、国
家的な観点に立った軍事上の都合が最優先され
た。計画策定及び事業実施の責任は京都府に委
ねられたが、計画策定に当たっては臨時海軍建
築部長に商議（協議）すべしとの明治29年（1896
年）11月24日付けの内務大臣の訓令が出され
ている※12。これら京都府の工事に要する費用
については、補助採択された工事費の3分の2
にあたる21万7千円余が内務省から補助金とし
て特例的に交付された※13が、地元民の負担は
半ば強制された潰

つぶれち

地寄付※14だけで約40万円、
村費をもって支弁を要する道路橋梁費は60万
円を超え、その上、家屋の移転、改築、宅地造
成等の個人負担があり、地元住民の負担は想像
を絶するものがあったという※15。
余部町の誕生

こうして新市街地の建設工事は鎮守府の開
設に間に合わせるよう着々と進められたが、新
市街地から外れ、軍港とは直接利害関係を持た
ない純農村地区にとっては、開発後の利益は享
受できないにもかかわらず、村費として新市街
地建設のための費用の一端を負担させられた上
に、新市街地建設に伴う軍港付近建築物制限規
則による規制も受けてしまうことから、軍港建
設の費用負担を避けるべく、分村の動きが出
てきた。明治33年（1900年）7月には、鎮守府
及び軍港が建設されている余内村の大字のう
ち、倉谷、福

ふ き

来、天台、清
きよみち

道、上
うえやす

安、上
か み あ ぐ

安久、

下
し も あ ぐ

安久及び円満寺の8大字から分村申請が出さ
れている。こうした動きを受け、軍港及び新市
街地建設に関係している地区を切り離して新し
い町として独立させることとなり、明治35年
（1902年）6月1日に余内村の余

あまるべかみ

部上、余
あまるべしも

部下、
長浜及び和田を余内村から分立させ「余部町」
を置くこととなった。※16

新舞鶴町の誕生

こうした事情は、新市街地が建設された倉
梯村及び志楽村でも同様であった。しかし、
新市街地の建設に伴いその区域を新しい行政
組織とする方針は早くから出されていたこと
から、余部町の場合とは逆に、新町に加わり
開発の利益を享受したいという思惑が交錯し
た。新市街地が既存の行政区域を無視して計
画され建設された関係で、新しい行政区域の
区域割りは相当紛糾したようである。新舞鶴
の場合は、在来の地元民の比率が低く、商業
地であったこともあり、地元民が大きな犠牲
を払ったにもかかわらず、新町の繁栄の果実
を受けられるのは新来の住民のみではないか
という不満があり、新町となる区域に入り、
その開発の利益を自らも享受したいという要
望が増大したのである。結果、倉梯村の北吸、
浜及び溝

みぞしり

尻の全部、森及び行
ゆきなが

永の一部並びに
志楽村の市

いちば

場のほぼ全部及び泉源寺の一部を
分立させて、「新舞鶴町」を明治39年（1906年）
7月1日に設置することとなった。※17

余部町から中舞鶴町へ  （町名変更）
こうして、軍港及び新市街地の区域に、余部
町と新舞鶴町が誕生したが、余部町については、
その名称が後日問題となった。余部町の町名の
由来は、古代の「 余

あまりべ・あまるべ

戸 里」（「和名抄」では、「余
戸郷」と記載）に由来し、後年、「余部」とも記
されるようになったことにちなむ、歴史ある名
称であった。しかし、余部町内には、舞鶴鎮守
府を始め、舞鶴海軍工廠などの海軍関係諸機関
が設置されており、これらすべてに「舞鶴」の
名が冠せられていたため、郵便物の宛名に新舞
鶴町あるいは舞鶴町と誤記したものが多く、ま
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た、兵庫県に余部村が存在したため※18、郵便
の誤配が起こるなどの不便があったという。こ
のため、舞鶴の名を冠する名称に町名変更しよ
うという動きが強まり、大正8年（1919年）11
月1日をもって、「中舞鶴町」に町名を変更する
こととなった。※19

5.1.6　舞鶴町の拡大及び舞鶴市の誕生

舞鶴市の拡大

（四所村、高野村、中筋村、池内村、余内村の編入）

鎮守府を始めとする海軍の関連施設の設置に
より東舞鶴は急激な発展をとげていたが、一方、
舞鶴町においても、港湾を整備し北鮮及び満州
との貿易を推進しようとする計画が立てられ、
また、工業地帯としても着目されるようになり、
独自の発展をとげようとしていた。しかし、城
下町であった舞鶴町の狭い町域は、既に飽和状
態となっており、周辺地域においても、中筋村
には舞鶴駅（現西舞鶴駅）、府立舞鶴中学校が、
余内村には舞鶴要塞司令部（陸軍）、舞鶴重砲
兵大隊（陸軍）、海舞鶴駅などが設置され、舞
鶴町とは不即不離の関係になっており、また、
四所村、高野村、池内村も経済的、社会的に舞
鶴町との関係が緊密になってきていた。昭和9
年（1934年）7月には、これら1町5村を共同区
域とする都市計画が定められたほか、京都府
からも町村合併に関する指導が行われることと
なった。こうした状況を受け、昭和10年（1935
年）には舞鶴町外五か村合併連合委員会が組織
されるなど、合併に向けた動きが加速され、昭
和11年（1936年）8月1日をもって、舞鶴町に
四所村、高野村、中筋村、池内村及び余内村を
編入合併することとなった。新しい（大）舞鶴
町の人口は2万5,992名（昭和10年国勢調査）で
あった。また、町役場は、従来の本（ほん。現
在本町と呼ばれることが多いとのことである
が、「本」が正式の地名（大字名）である）から
北田辺小字三ノ丸の旧加佐郡役所跡※20へ移
転している。※21

舞鶴市の誕生

周辺5村の編入により大舞鶴町となったこと
で、市制施行の声が町民の中から強くなったが、
市制施行要件の一つである人口3万人にはまだ
達していなかった。しかし、昭和13年（1938年）、
四所及び高野地区へ日出紡織の人絹工場及び紡
織工場が進出、また缶詰工場も誘致され、これ
ら従業員による人口の急増が見込まれること、
舞鶴港（商港）の内務省直営の修築工事も同年3
月完成し、陸上設備工事も進捗して港都として
の要件も満たしつつあることから、町では同年
6月1日を期して推計人口調査を行ったところ、
人口3万1,501人、世帯戸数6,060戸と市制施行要
件を満たしていることが判明、5か村編入の記念
日である同年8月1日を期して市制施行すること
となった。かくして、7月28日の内務省告示第
349号により、昭和13年8月1日に舞鶴市が誕生
した。全国で147番目の市であった。※22

5.1.7　東舞鶴市の誕生及び拡大

東舞鶴市の誕生

一方、大浦地区を含む東舞鶴地域については、
舞鶴鎮守府、海軍工廠を始めとする舞鶴軍港が
整備されるにつれ、大浦地区を含む東舞鶴地域
町村（加佐郡東部町村）の合併による「軍港都」
の建設が海軍の意向を背景として提唱され続け
ていた。古くは、大正7年（1918年）、余部町
の町名変更案（「軍港舞鶴町」）に対する当時の
加佐郡長の府知事への副申の中に、町名変更よ
りむしろ余部町と新舞鶴町の合併が良いという
意見が述べられていた。大正11年（1922年）に
は、当時の加佐郡長により、両町に倉梯村を加
えた合併を画策し数回の準備会が開催されたこ
ともあった。また、昭和2年（1927年）3月に、
舞鶴要港部（この当時、ワシントン軍縮条約に
より鎮守府から要港部へ格下げされていた）司
令官が新舞鶴町及び中舞鶴町の合併を慫慂し、
翌年4月に東上した新舞鶴町長に海軍が合併の
速進をうながし、同年5月及び6月の二度にわ
たり舞鶴要港部経理部長の斡旋で両町委員の協
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議が行われるなどの動きがみられた。
こうした一連の動きの中で、中舞鶴町は、一
貫して舞鶴町も含めた三町（舞鶴・新舞鶴・中
舞鶴）での合併による市制施行を主張し譲らな
かったため、海軍は中舞鶴町との絶縁を迫った
りして新舞鶴町との合併を図ろうとしたが、結
局、合併は実現することがなかった。中舞鶴町
の思惑は、中舞鶴が鎮守府の所在地であること
から舞鶴海軍のお膝元としての自負心が強く、
新舞鶴町との合併では町の中心が新舞鶴町の方
へ移ってしまうという危惧から、舞鶴町を含む
三町での合併にこだわったものである。※23

しかしながら、我が国をめぐる国際情勢は風
雲急を告げ、満州をめぐる日中の緊張がますま
す高まり、軍部の拡大が図られるような時代に
突入した。舞鶴もその影響を受け、昭和11年
（1936年）に海軍工作部が海軍工廠へ昇格し、要
港部も鎮守府への復活が濃厚になりつつあった
（舞鶴鎮守府の復活は、昭和14年（1939年））。こ
うした時代背景の下、昭和12年（1937年）頃か
ら京都府により、加佐郡東部の8町村（新舞鶴町、
中舞鶴町、倉梯村、余保呂村、志楽村、朝来村、
東大浦村及び西大浦村）の合併に積極的に進め
られることとなった。この動きに対しても、中
舞鶴町は依然として舞鶴町を含めた合併を主張
し、朝来、東大浦及び西大浦の3村は地理的な
問題で合併には消極的な態度を示していた。し
かし、昭和13年（1938年）1月に8か町村合併懇
談会が開催され、この席上で、議長の新舞鶴町
長や京都府地方課長から、本合併は舞鶴軍港拡
張により日中の戦争に勝利するという、国の政
策遂行上必要不可避のものであることが強調さ
れたようであり、大浦地区3村を除く5か町村に
よる合併に向けた雰囲気が醸成され始めること
となったとされる。同時期に、舞鶴町が単独で
市制を施行する準備を進めていることも中舞鶴
町が軟化した遠因であろうと思われる。
その後、合併への機運が盛り上がり、3月15
日に府地方課長を招いた関係町村（新舞鶴町、
中舞鶴町、倉梯村、余保呂村及び志楽村）によ

る合併協議の結果、同年の天長節（4月29日）
又は海軍記念日（5月27日）に合併し、市制を
実施することを内定した。しかし、中舞鶴町に
は合併に対する根強い反対が依然として残って
おり、町内13区長のうち8区長が辞意を表明す
るなど混乱し、中舞鶴町における合併決議は、
ようやく4月14日の町会（町議会）において賛
成多数で可決することができたのである。
こうした混乱により、市制施行期日は当初内
定していた天長節あるいは海軍記念日には間に
合わず、8月1日を目標に手続きが進められ、7
月28日の内務省告示第350号（舞鶴市の内務省
告示（第349号）と同日）により、舞鶴市誕生と
同日の昭和13年（1938年）8月1日に東舞鶴市
が誕生した。人口は3万7,055人（昭和10年国
勢調査）。舞鶴市に次ぐ全国で148番目の市で
ある。なお、新舞鶴町役場（大字浜小字浜）が
新市役所庁舎とされ、その他の4町村に支所が
置かれた。また、初代市長には、海軍当局の推
薦に基づき、立花一海軍少将（前徳山海軍燃料
廠長・元舞鶴要港部港務部長）が同年11月2日
の市会により選出され、就任した。※24

大浦地区の東舞鶴市編入

東舞鶴市の誕生の際には、大浦地区の3か村
は舞鶴軍港との結びつきはそれ程強くなく、合
併から距離を置くことができたが、時局は進展
し、翌昭和14年（1939年）に鎮守府の復活が実
現。軍港の拡張も大規模に行われ、朝来村でも
火薬廠の設置その他の用地買収が、東大浦村で
は防空砲台の建設が、西大浦村においても海軍
用地の買収がおこなわれるなど、軍港と無縁で
はいられなくなってしまっていた。事ここにい
たっては3村の東舞鶴編入は猶予ないものとな
り、昭和17年（1942年）8月1日に朝来村、東
大浦村及び西大浦村が東舞鶴市に編入されるこ
ととなった。軍港の拡大により、3村編入前に
おいても東舞鶴市の人口は7万4,543人に増え
ていたが、3村編入により、8万6,113人の人口
を擁する都市となった。※25
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5.1.8   （大）舞鶴市の誕生（舞鶴市と東舞鶴市の合併）

東舞鶴市がそれまでの寒村地帯から、旧帝国
海軍の軍港都市として一から整備され急激に発
展してきたのに対し、舞鶴市（西舞鶴）はもと
もと城下町としての歴史と伝統があり、加佐郡
の郡役所が置かれるなど地域行政の中心都市と
して発展した都市である。また、東舞鶴が軍港
であるのに対し、西舞鶴は北鮮や満州との貿易
を始めとする商業港として機能しており、紡績
会社の工場が進出するなど、商業都市として発
展していた。居住民も、東舞鶴が全国各地から
の来住者が大半であるに対して、西舞鶴は土着
の人が多いなど、市民の気質に大きな違いが存
在していた。さらに、両市の中心市街地間は直
線距離でおおむね7km程度離れているにすぎ
ないが、間には標高約300mの五郎岳がそびえ
ており、榎トンネルあるいは白鳥峠によっての
み繋がれているという、地形上の制約が大きく、
両市の間に一体感はなかったとされる。
「舞鶴」という地名は、もともと旧舞鶴のみ
を指すものであり、周辺の地域名も加佐郡ある
いは加佐地方であって、鎮守府が設置されるま
では現在の東舞鶴地区において「舞鶴」と称し
た歴史はなかった。しかし、鎮守府あるいは軍
港が「舞鶴」と称したために※26、「舞鶴」の地
名が広域化した（広域化させられてしまった）
ものである。同じ「舞鶴」という名称を用いて
いても、舞鶴市（西舞鶴）の市民にとっては、
東舞鶴市は旧町名にあったような「新舞鶴」で
あり、「舞鶴市の東にある（名称中に舞鶴を用
いている）新開地の軍港都」であるという意識
しかなかったと思われる。
さて、太平洋戦争（当時の日本での呼称は

「大東亜戦争」）が緊迫してくると、舞鶴軍港及
びその関連軍事施設の拡張により、舞鶴市（西
舞鶴）でも、昭和17年（1942年）8月大和紡績
舞鶴人絹工場（舞鶴市字喜多）が海軍に借り上
げられ舞鶴海軍工廠喜多工場として木工工場と
なった。また、舞鶴商港の海面も舞鶴軍港第三
区から第二区に編入され※27、埠頭を始めとし

た港湾の付帯施設がすべて海軍に買収されるな
ど、商港としての活動が全く封じられてしまう
ことになった。こうした時局に直面し、海軍当
局の強い要請もあって、舞鶴市と東舞鶴市の合
併が急進展することになった。海軍当局として
は、軍人市長である東舞鶴市が一つあれば話が
早いということであろうか。舞鶴鎮守府参謀長
が両市の合併のため下工作を進めており、その
報告が海軍省軍務局長及び軍令部第一部長にあ
てた経過報告として残されている※28。両市の
合併が海軍当局の方針となっていたことがうか
がえる。当時の軍隊の要請は強制と同義である
※29。かくして、昭和18年（1943年）5月19日
の内務省告示341号により、海軍記念日である
5月27日に、人口15万4,973人（旧舞鶴市4万
5,420人、東舞鶴市10万9,553人。昭和18年4月
1日現在の推計人口）の新生「舞鶴市」が誕生し
た。市役所は、旧舞鶴市の要請を斟酌したので
あろうか※30、東舞鶴市中舞鶴支所に置かれ、
両市役所が東支所及び西支所となった。なお、
新市長には、東舞鶴市長であった立花一海軍少
将が就任している。※31

5.1.9　東西分離問題

戦後になって、昭和23年（1948年）7月20日
に公布された地方自治法の一部を改正する法律
（昭和23年法律第179号）附則第2条において、
戦時下の昭和12年（1937年）7月7日（盧溝橋
事件発生の日）から昭和20年（1945年）9月2
日（戦艦ミズーリ号上における日本と連合国間
の降伏文書調印の日）の期間に合併した市町村
について、合併以前の市町村に係る区域の住民
の投票により有効投票の過半数の同意があり、
当該都道府県の議会の議決があれば、市会（市
議会）の議決を経ることなく、合併以前の市町
村に復することができるという特例が設けられ
た（施行日（昭和23年8月1日）から2年以内の
時限措置。この期間内に手続き（住民による区
域変更の申請）が始められればよい。）。これは、
舞鶴に限らず、全国各地で住民の意思に基づか
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ない市町村合併が相当数あったことを物語って
いる。※32

舞鶴市においても、昭和24年（1949年）11月、
西舞鶴在住者3名から区域変更請求書が提出さ
れ、西舞鶴の分離運動が始った。この分離問題は、
市をあげての大問題に発展することになるとと
もに、その後の東西間の確執の遠因ともなった。
市長及び市議会は分離反対（西地区議員も含む
議員総数36名中、分離賛成は1名に過ぎなかっ
た。）の立場であったが、手続き的には市議会の
議決は意味がなく、分離を求める旧市町村の区
域内（本件の場合は旧舞鶴市（西舞鶴））の住民
投票で決せられるため、両派による市民へのビ
ラ合戦など激しい闘いが続けられた。賛成派へ
の懐柔策として加佐地区6か村（由良村を含む）
の舞鶴市への編入が持ち出されたりしている。
西舞鶴住民による分離に対する賛否投票が昭
和25年（1950年）3月26日に実施された。結果は、
有権者数18,380名、投票者数13,230名、有効投
票13,116票（有効投票の二分の一の数6,558票）、
無効114票であり、分離に賛成する票7,046票、
反対する票6,070票で、過半数を上回ること488
票、賛成票と反対票の差が976票という僅差で
はあったが、分離賛成派の勝利に終わった。
しかし、東西分離が最終的に決定されるのは
京都府会の議決を経なければならず、ここから
京都府庁も含む分離反対派の猛烈な巻き返しが
繰り広げられた。行政側がこぞって分離反対で
あったこともあり、同年7月4日の府会におい
て、出席議員49名のうち分離賛成12票、分離
反対36票、白票1票で、分離反対と決定し、舞
鶴市の東西分離問題は分離しないことで決着し
た。この府会決定の後、混乱の責任をとる形で、
柳田秀一市長は辞表を提出、第三助役（西支所
長）も辞職している。市議会も辞職者が続出す
るなど混乱を極めることとなった。
舞鶴市の場合、分離問題に対して行政側が反
対にまわり、また、府会の議決が得られず東西
分離が実現し得なかった大きな理由として、舞
鶴市（大舞鶴市）が存続している以上、仮に西

舞鶴が分離し分立しても「舞鶴市」の旧名には
戻せないこと（大「舞鶴市」が東舞鶴市などへ
名称変更すれば可能ではあるが、そのようにな
る見込みはまったくない）、さらに、舞鶴市を
含む旧軍港4市（他に横須賀市、呉市及び佐世
保市）を対象とした旧軍港市転換法が同年6月
28日から施行されることになっており※33、分
離してしまったのでは西舞鶴が同法の適用対
象から外されてしまい、国からの財政援助等の
支援が受けられなくなることを危惧したことが
あげられる。西舞鶴の市民感情は分離にあるに
しても、将来の発展の可能性を考えると、西舞
鶴出身の柳田市長としても、大舞鶴市として存
続すべきとの苦渋の決断をされたものと思われ
る。なお、舞鶴市では分離問題についての東西
の確執を解消するため、当時としては全国でも
珍しい市役所の分庁舎方式を採用することとな
り、北

きたすい

吸所在庁舎（東）と北田辺所在庁舎（西）
に組織を分散させることとなった。※34

5.1.10　加佐町の誕生と舞鶴市への編入

昭和の大合併

由良川筋6か村（岡田上村、岡田中村、岡田
下村、八雲村、神崎村、由良村）の舞鶴市への
編入については、昭和18年（1943年）の大舞鶴
市誕生の際や、昭和25年（1950年）の東西分離
問題に際し議論にのぼったが実現することはな
かった。しかし、戦後の行財政改革により、新
制中学校の設置管理、市町村消防などの事務が
市町村の事務とされたことにより、増大した行
政執行経費の財政確保のため、市町村を適正規
模に拡大することが必要とされた。このため、
町村合併促進法（昭和28年法律第258号）が昭
和28年9月1日に公布、同年10月1日に施行さ
れ（同法は3年間の時限立法であり、昭和31年
10月1日失効）、新制中学1校を管理するのに
必要な規模としておおむね8,000人以上の住民
を有することを標準として町村合併が推進され
た。さらに同法の失効後は、「町村数を約3分
の1に減少することを目途」とする町村合併促
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進基本計画（昭28年10月30日閣議決定）達成
のため、昭和31年（1956年）6月30日に新市町
村建設促進法（昭和31年法律第164号）が公布
施行され、全国的に市町村合併が推進された。
昭和の大合併と言われている※35。
こうした全国的な町村合併の動きの中で、加
佐地区6か村（この時点では由良村を含む）に
おいても昭和29年（1954年）に舞鶴市へ編入を
申し入れ、舞鶴市で検討されたが、舞鶴市議会
では東西分離問題のしこりが強く残っており、
編入に反対する東地区の議員が多く、結論が出
せない状況が続いた。加佐地区を編入すると市
の重心が西舞鶴へ移ることを懸念したものであ
る。さらに、こうした舞鶴市の混乱の状況下で
の合併申し入れでは合併条件が不利になると危
惧した岡田上村が編入申し入れを撤回する動き
となり、更なる混乱が生じた。そこで、加佐地
区6か村では、舞鶴市への編入を一旦棚上げに
することとし、岡田上村を含む6か村での合併
を進めることとなった。
由良村の離脱による加佐町の誕生

ところで、八雲村、神崎村、由良村の3村で
は、合併問題とは別に、八雲・神崎・由良三村
組合立由良川中学校について、八雲と由良にあ
る校舎を統合することになり協議が続けられて
いたところ、由良村が同村内への統合を主張し
て譲らず、三村の話し合いは感情的にこじれて
しまい、由良村は加佐地区6か村による合併へ
の不参加をも表明するに到ってしまった。そこ
で由良村を除く5か村で合併することになり、
昭和30年（1955年）4月20日に加佐町が誕生し
た。人口は、1万0,115人（昭和30年2月1日現
在）。町役場は岡田下村役場におかれることと
なった。※36

由良村の宮津市への編入

ところで、残された由良村では、町村合併促
進法の適用期限（昭和31年9月30日）を間近に
控え、その恩典を享受するためには、舞鶴市へ
の編入を前提にした加佐町への編入か、宮津市
への編入かを早急に決定する必要に迫られた。

もともと舞鶴市との結びつきが強かった由良村
ではあったが、宮津市からの編入の誘いがあり、
天橋立を擁する観光資源による発展を選択する
ことも魅力的であったところ、舞鶴市において
は東西の確執が続いており、舞鶴市への早期合
併は困難と結論し※37、昭和31年（1956年）8
月18日宮津市への編入を議決した（同日に宮津
市も議決）。同年9月20日に由良村は宮津市に
編入されることとなった。なお、宮津市への合
併決議後、舞鶴市側の編入受け入れの態勢が整
い、合併決議撤回の動きがあったが、合併へ向
けての正式の手続きに入った以上、撤回はでき
ないとの京都府の見解が出され、宮津市への編
入となっている。※38

加佐町の編入

由良村が宮津市に編入されることになり、舞
鶴市では、このまま東西が対立していたので
は加佐町までもが宮津市へ編入されてしまう
のではないかという不安が一気に拡大すること
になった。舞鶴市当局では、西舞鶴に有利な加
佐町編入の効果を和らげるため、東西分離問題
の際に実施された市役所の分庁舎方式を旧に復
し、北吸庁舎を本庁舎とし、北田辺庁舎を廃し
て西支所とする提案を行うことにより、加佐町
の編入へ向けた環境の醸成に努めた。さらに、
翌年の市議会議長選挙で正副議長を東地域選出
議員に譲るなどの妥協を西地区議員が行った結
果、加佐町の舞鶴市編入について、昭和32年
（1957年）3月16日における舞鶴市議会におい
て可決され、同年5月27日に、長年の懸案であっ
た加佐町の舞鶴市編入が実現した。拡大した舞
鶴市の人口は、10万3,190人（昭和31年12月末
現在）となった。※39

5.2.1　舞鶴の地形

東舞鶴と西舞鶴は、市民感情のほかに地形
的な制約があって一体化しなかったといわれ
る。舞鶴市の地形はどうなっているか見てみた
い。地形の状況がわかる古い地形図（明治26年

5. 2　舞鶴市の都市構造
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陸地測量部５万分の１地形図「舞鶴町」（明治26年測図・同35年製版）を基に作成

図５-２-１　舞鶴市の地形
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（1893年）測図・同35年製版・陸地測量部5万
分の1地形図「舞鶴町」）が図５-２-１である。舞
鶴軍港都市が形成される以前の地形図である
が、もともと舞鶴湾はリアス式海岸であり、平
野部が少ないのが読み取れる。平野部は、田辺
城址を中心とした旧舞鶴から南へ広がった地域
（旧舞鶴平野。高野川・伊佐津川の沖積地）、新
舞鶴の周辺地域（与保呂川・祖母谷川の沖積地）、
新舞鶴から志楽川に沿って東へ細長く伸びた地
域にある。平野部や谷筋に沿って水田が広がっ
ているのがわかる。また、市域の西側に由良川
が流れている。この当時は、田辺城址から北西
側の舞鶴湾にかけて旧舞鶴（舞鶴町）の市街地
が広がっているほかは、小さな集落が散在して
いるだけである。沿岸部にも漁村が散在してい
るのがわかる。
舞鶴市を囲むように舞鶴山地が広がってお
り、青葉山（670.6m）、三国岳（616.6m）、養老山、
弥仙山（664.0m）が連山をなし※40、由良川の
西側（図５-２-１では切れてしまっている）には、
湯舟山、赤岩山（669.5m）、由良ヶ岳などがそ
びえており、これら山岳によって福井県、綾部
市、福知山市、宮津市との境界となっている。
舞鶴山地の南東に丹波山地に属する海抜800m
内外の急峻な山が連なっているが、三国岳から
養老山を経て弥仙山にいたる山地の高度はやや
低く500 ～ 600m程度であり、さらに舞鶴湾に
向かって高度は低くなり200 ～ 300mとなって
いる。西舞鶴と中舞鶴の間には五老岳（301.2m）
がそびえている※41。また、西舞鶴と新舞鶴と
を結ぶ道として、西舞鶴から天清川の谷筋を通
り、白鳥峠を越え、寺川の谷筋を通って新舞鶴
方面へと抜ける白鳥街道（現在、京都府道28号
小倉西舞鶴線となっているが、当時は人が通れ
るだけの里道であったと思われる）がある。

5.2.2　市役所の位置

都市の中心（顔）となる、市役所の位置は、新
舞鶴の北吸にある。（旧）舞鶴市と東舞鶴市の合併
の際、中舞鶴に市役所が置かれることになってい

たが、終戦の混乱の中で経緯の詳細は不明である
が、現在は、新舞鶴にある。もっとも、北吸は、
新舞鶴と中舞鶴の接点にあり、市民にとってそれ
ほどの違和感はないのかも知れない。町役場の時
代を含む位置の変遷は次のとおりとなっている。
• 舞鶴町・（旧）舞鶴市
町村制の実施により舞鶴町が明治22年（1889
年）4月1日誕生した。町役場は、北田辺170
番地の2（明倫小学校内）に置かれた後、明治
29年（1896年）2月に新庁舎が完成し、本83番
地に移転している※42。また、明治12年の郡区
町村編成法による加佐郡の郡役所が大正12年
に郡制が廃止されるまで舞鶴町内（北田辺）に
置かれていた※20。昭和11年8月1日に四所村、
高野村、中筋村、池内村及び余内村を編入し、
（大）舞鶴町が誕生した際、町役場を旧加佐郡
役所跡である北田辺51番地（現在、市民会館）
へ移転している※43。昭和13年8月1日の市制
施行時には、町役場をそのまま市役所としてい
る。なお、字名が変わっても、現国道27号線
の大手本町交差点の周辺における道路をはさん
だ隣地間での移転である。
• 余部町（中舞鶴町）
明治35年（1902年）6月1日に舞鶴鎮守府及
び舞鶴軍港が設置された地区が余内村から分立
し、余部町が誕生した。町役場は、余部下北通
1丁目（現在の中舞鶴歩道橋交差点を西方向（府
道565号線）一つ目の路地を北方向に入った突
き当たり周辺と思われる）に置かれた※44。余
部町は、大正8年（1919年）11月1日中舞鶴町
と改称されたが、昭和12年（1937年）12月に
中舞鶴町役場が新築され、余部下1,143番地（現
在の中総合会館・中央公民館の国道27号を隔
てた向かい側、中舞鶴歩道橋の南西側角地あた
りと思われる）に移転した※45。
• 新舞鶴町
明治39年（1906年）7月1日に舞鶴軍港の後
背地としての新市街地が建設された倉梯村及び
志楽村の一部の区域が分割され、新舞鶴町とし
て誕生した。町役場の位置については、舞鶴市
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史における記載がなく不明であるが、旧版地形
図（参謀本部陸地測量部大正14年4月25日発行
5万分の1地形図）によると、敷島通の五条通
と六条通の中間付近に町役場の記号がある。昭
和10年（1935年）7月に置町30年を記念して浜
606番地に新築移転している※46。五条敷島の
北西側（四条通側）角地と思われる。
• 東舞鶴市
（旧）舞鶴市が誕生したのと同日の昭和13年

（1938年）8月1日に、新舞鶴町、中舞鶴町、倉
梯村、志楽村及び与保呂村が合併し東舞鶴市が
誕生した。市役所は浜606番地（新舞鶴町役場）
に置かれ、中舞鶴に支所が、倉梯、与保呂、志
楽に出張所がそれぞれ置かれている※47。なお、
昭和17年（1942年）8月1日に朝来村、東大浦
村及び西大浦村を編入しているが、市役所の位
置に変更はない。
• （大）舞鶴市
昭和18年（1943年）5月27日に（旧）舞鶴市
と東舞鶴市が対等合併し、（大）舞鶴市が誕生
した。市役所の位置については、（旧）舞鶴市
が合併の条件として（旧）舞鶴市域に設置する
よう要求していたが、両市の融和策として両市
の市街地の中間になる中舞鶴（東舞鶴市域）に
設置されることになり、余部下1,143番地（東
舞鶴市役所中舞鶴支所・旧中舞鶴町役場）に新
市役所が設置された。旧両市の市役所は、東支
所、西支所となった。※48

昭和20年（1945年）4月、戦局の悪化に伴い、
市役所の各部署を分散し、中舞鶴国民学校、三
笠国民学校、府立第一中学校、市立図書館、消
防署中出張所、若宮神社社務所などへ疎開して
いる。※49

昭和23年（1948年）12月17日に、経緯は不
明であるが、市役所の位置を北吸（きたすい）
無番地（現在の市役所の位置）に移転している
※50。疎開し分散していた各部署を一箇所にま
とめるためだと思われる。なお、北吸は、旧新
舞鶴町の区域内になるが、市役所の位置の変更
について議論された形跡がないことから考える

と、余部下1,143番地の旧庁舎は建物疎開で取
り壊されており、旧海軍などの焼け残った施設
を利用したものと思われる。
昭和23年（1948年）の地方自治法改正により、
戦時中の合併の見直しを編入させられた区域
の住民投票及び当該都道府県議会の議決で決す
ることができることになり、舞鶴市でも東西分
離問題が発生した。西舞鶴の住民投票で分離が
賛成多数となったものの京都府議会の反対多数
で分離が否決されたが、この問題の混乱収拾を
図るため、市役所の分庁舎方式が採用されるこ
ととなった。昭和26年（1951年）4月に、本庁
を北吸所在庁舎（会計課、総務部、文教部、建
設部など）、西支所を北田辺所在庁舎（民生部、
経済部など）として二分し、北田辺には常駐の
助役1名を置いている※51。
昭和32年（1957年）5月27日に加佐町が舞
鶴市に編入されたが、加佐町編入に反対する東
地域の市議会議員への懐柔策もあり、また、分
庁舎方式は不便であるとの市民の声もあったこ
とから、昭和32年4月に北田辺庁舎を廃止し北
吸庁舎に統合するとともに、西支所（北田辺庁
舎から変更）が設置された。同年8月、それま
で北吸無番地であった市役所の住所を北吸（小
字糸）1,044番地と設定している。なお、同年5
月の加佐町の編入に際し、志高に加佐分室が設
置されている。※52

昭和38年（1963年）5月27日（舞鶴市統計書
の年表では4月6日。竣工日、開庁日などの違
いかと思われるが不明）、市制施行20周年を記
念して新市庁舎が完成している（場所は同一場
所）。昭和46年（1971年）3月に西支所を南田辺
1番地（現在地）へ移転している。※53

5.2.3　道路

高速自動車道

峻険な山地に囲まれた舞鶴市にとって、東西
間の連絡はもとより、全国的、地域的な道路ネッ
トワークに弱いものがある。そうした状況下、
平成3年（1991年）3月26日に舞鶴自動車道（現
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在は舞鶴若狭自動車道）の福知山IC・舞鶴西IC
間が開通し、市内初の高速道路が開通した。ま
た平成10年（1998年）3月8日には京都縦貫自
動車道の舞鶴大江ICが開通、同年3月18日に
は念願であった舞鶴自動車道舞鶴西IC ～舞鶴
東IC間が開通し、ようやく高速道路網が整備
された。舞鶴自動車道は、第四次全国総合開
発計画以前は法定路線名が近畿自動車道舞鶴線
となっており、吹田市を起点とし舞鶴が終点で
あったことからの命名である。現在の法定路
線名は近畿自動車道敦賀線であり、平成15年
（2003年）3月9日の舞鶴東IC-小浜西ICの開通
に合わせ、舞鶴若狭自動車道に変更された。
国際貿易港である舞鶴港（西港）に最も近い
インターチェンジは舞鶴西ICであるが、小樽
行きの新日本海フェリー乗り場は東舞鶴地区に
あるため、舞鶴東ICの方が近い。なお、舞鶴
港より舞鶴西ICまで国道27号バイパスとして
の高規格道路建設の計画（西舞鶴道路）がある。
京都府の背骨と言われる京都縦貫自動車道と
舞鶴若狭自動車道とは、綾部ジャンクションで
結ばれている。また、加佐地区地頭に京都縦貫
自動車道の舞鶴大江ICがある。
一般国道

舞鶴市内には、一般国道が4路線走っている。
国道27号、国道175号、国道177号、国道178
号であるが、このうち国道177号は、舞鶴漁港
から大手交差点までの全長700m、日本で4番
目に短い国道である。
国道27号は、福井県敦賀市（国道8号分岐）
から小浜市、京都府舞鶴市、綾部市を経由して
船井郡京丹波町（国道9号交点）へ至る一般国
道である。若狭湾沿岸を走り、若狭地方と丹波
地方を結ぶ路線であり、九州・四国・中国と北陸・
東北・北海道を往復する大型長距離トラックも
よく利用している。阪神・淡路大震災の際には
迂回路として利用された。このため、舞鶴市内
でもトラックの通行が多く、大手交差点（西舞
鶴）周辺などにおいて、朝夕の大渋滞を招いて
いる。舞鶴市内のルートは、福井県高浜町から

JR小浜線に平行して走り、新舞鶴の大門通り、
北吸の市役所前、海上自衛隊舞鶴地方総監部前
を経て、中舞鶴歩道橋交差点を左折、五老トン
ネルを経て旧舞鶴へ入り、大手交差点を左折（直
進すると国道175号、右折すると国道177号）、
南下して綾部市へと向かっている。東舞鶴と西
舞鶴を結ぶ一般的なルートである。
国道175号は、兵庫県明石市（国道2号分岐）
から、神戸市、三木市、小野市、加東市、西脇市、
丹波市、京都府福知山市を経由して、舞鶴市大
手交差点に至る一般国道である。舞鶴市内にあ
る大川橋（由良川橋梁）を除き全線で2桁国道
に勝るほど整備されており、関西地方西部を南
北に縦断するトラック街道になっているとされ
る※54。阪神地域から舞鶴への主要ルートであ
り、交通量は多い。なお、大川橋において、平
成16年（2004年）10月の台風第23号（平成16年）
に際し、国道175号が冠水、渋滞で止まってい
た観光バスが立ち往生し、乗務員・乗客37人
がバスの屋根の上で一夜を明かし救助されると
いう事件がおこっている。舞鶴市内のルートは、
由良川左岸に沿って福知山市大江町から舞鶴市
内（地頭）に入り、八田で右折（直進すると国
道178号）、大川橋を渡り、上福井、舞鶴海上
保安本部前を経て、大手交差点が終点となる。
国道178号は、舞鶴市（大手交差点）から宮
津市、京丹後市丹後町、同市網野町、同市久美
浜町、兵庫県豊岡市、美方郡香美町を経由し、
鳥取県岩美郡岩美町（国道9号交点）に至る一
般国道である。
なお、これら国道の元となったのは、鎮守府
建設のため、京都府が「府費支弁の国道に準ず
べき道路」として建設（明治33年（1900年）着工、
同35年（1902年）完成）した鎮守府西街道及び
鎮守府東街道である。
•  鎮守府西街道（明治37年3月国道に編入され
国道52号路線の一部となる）
旧舞鶴から舞鶴鎮守府へ向かう道路であり、
現在の大手交差点からの国道27号のルートで
ある。伊佐津川を渡る相生橋（旧橋）、榎隧道（現・
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五老トンネル）などが整備された。明治37年3
月国道に編入され国道52号路線「東京より舞鶴
鎮守府に達する路線」の一部となった。東京か
ら現在の国道1号線、国道9号線に相当する区
間は重複区間であり、天田郡豊富村字荒河（現
在福知山市）で山陰街道（現国道9号）から分岐
し、由良川左岸を北上、大川橋で由良川を渡
り旧舞鶴に至る現在の国道175号のルートを通
り、旧舞鶴の大手交差点から現国道27号を中
舞鶴の舞鶴鎮守府に達するルートとなった。
•  鎮守府東街道（明治37年3月国道に編入され
国道53号路線の一部となる）
新舞鶴の大門通りから道芝隧道を通り鎮守府
西街道に接続する道路である。現在の国道27
号ではなく、北吸交差点から南西方向に向かい
道芝トンネルを抜け、道芝口へ向かうルートで
ある。明治37年3月国道に編入され国道52号
路線「舞鶴鎮守府と第九師団を拘聯する路線」
の一部となった。第九師団は金沢に置かれてお
り、新舞鶴から敦賀まで現在の国道27号のルー
トを通り、現在の国道8号線に相当する区間は
重複区間として金沢に向かうルートである。
主要地方道

舞鶴市内の主要地方道としては、次のものが
ある。
京都府道23号東舞鶴停車場線は、東舞鶴駅
を起点に大門三条交差点に至る主要地方道であ
る。東舞鶴のメインストリートであり、三条通
と呼ばれる。もともと、新舞鶴の新市街地とし
て整備された碁盤の目状の街路であるが、戦時
中建物疎開で広げられた空地を拡幅したもので
ある。東舞鶴の中心市街地の中核をなすが、い
わゆるシャッター通り化している。
京都府道28号小倉西舞鶴線は、東舞鶴の国
道27号小倉交差点を起点に西舞鶴の国道27号
大手千日前交差点に至るまで、白鳥峠越え（白
鳥トンネル）の山間地を走る主要地方道である。
通称・愛称は白鳥峠にちなみ「白鳥街道」ある
いは「白鳥通り」である。東舞鶴と西舞鶴を結
ぶ道路として、国道27号と並ぶものである（他

には、中舞鶴から舞鶴湾の海岸に沿って舞鶴漁
港に至る京都府道565号余部下舞鶴港線、ある
いは、舞鶴若狭自動車道の東舞鶴IC・西舞鶴
IC間を利用するしかない）。白鳥通りの沿線に
は、ロードサイド型の大型店が多数立ち並んで
おり、西舞鶴では赤十字病院・倉谷工業団地に
接しているが、2車線しかなく、慢性的な交通
渋滞を引き起こしている。

5.2.4　鉄道

舞鶴市内を走る鉄道は、綾部駅（京都府綾部
市）から西舞鶴駅を経て東舞鶴駅に至るJR西日
本の舞鶴線、敦賀駅（福井県敦賀市）から東舞
鶴駅に至るJR西日本の小浜線及び西舞鶴駅か
ら宮津駅（宮津市）を経由して豊岡駅（兵庫県
豊岡市）に至る北近畿タンゴ鉄道の宮津線があ
る。舞鶴線には、京都・東舞鶴間に特急「まい
づる」と「タンゴディスカバリー」が運転されて
いる。市内にある駅は、舞鶴線が東舞鶴、西舞
鶴、真倉駅の3駅、小浜線が東舞鶴駅、松

まつのおでら

尾寺
駅の2駅、北近畿タンゴ鉄道宮津線が西舞鶴駅、
四所駅、東雲駅、丹後神崎駅の4駅である。
舞鶴線は、舞鶴鎮守府・舞鶴軍港への鉄道と
して建設されたもので、明治37年（1904年）に
福知山・綾部・新舞鶴（現在の東舞鶴）間が官
設で建設され、私鉄の阪鶴鉄道（明治40年に国
有化）に貸与され開業した。同時に、舞鶴駅（現
在の西舞鶴駅）も開業している。舞鶴線の支線
として、舞鶴港線が舞鶴（西舞鶴）・舞鶴海岸
荷扱所（後の海舞鶴駅・舞鶴港駅）間で軍用の
貨物線として舞鶴線と同時に開業している。。
舞鶴港線は一時期旅客営業も行っている（大正
2年（1913年）から大正13年（1924年））が、昭
和60年（1985年）に廃止されている。もう一つ
の支線として、大正8年（1919年）に新舞鶴・
中舞鶴間の中舞鶴線が開業し、途中に東門駅（後
の北吸駅）が設けられた。中舞鶴駅の前が舞鶴
鎮守府であり、戦前は出征兵士を、戦後は多
くの引揚者を運んだが、昭和47年（1972年）に
廃止されている。なお、廃線跡は、自転車歩行
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者専用道路として整備され、市民に親しまれて
いる。また東舞鶴～北吸間にある北吸隧道は明
治37年（1904年）に作られたもので、平成14年
（2002年）に国の登録有形文化財に登録されて
いる。昭和13年（1938年）8月1日の東舞鶴市
誕生に伴い、昭和14年6月1日に新舞鶴駅が東
舞鶴駅に、昭和18年（1943年）5月27日の（大）
舞鶴市誕生に伴い、昭和19年4月1日に舞鶴駅
が西舞鶴駅へとそれぞれ改称されている。
小浜線は、若狭湾に沿って敦賀・小浜・舞
鶴の各都市を結ぶ鉄道であり、沿線には海水
浴場が多く、三方五湖といった観光地を控えて
いることから行楽・観光路線となっている。大
正11年（1922年）12月20日に若狭高浜・新舞
鶴間が延伸開業したことにより、北陸・山陰
両線の連絡がなったことを記念して東舞鶴に
おいて「裏日本鉄道全通・新舞鶴港開港記念博
覧会」が大正12年（1923年）4月1日から5月10
日までの40日間開催されたという（入場者総数
179,982人）※55。
宮津線は、もともと国鉄が運営する路線で
あったが、特定地方交通線（第3次）に指定され、
平成2年（1990年）4月1日から北近畿タンゴ
鉄道（京都府などが出資する第三セクター。ほ
かに宮津・福知山間の宮福線を運行している。）
が承継したものである。丹後半島の付け根を通
り、日本三景の天橋立などへの観光の足となっ
ている。当初は舞鶴（西舞鶴）・峰山間を峰山線、
峰山・豊岡間を峰

みねとよ

豊線として計画されたもので、
大正13年（1924年）4月12日に峰山線の舞鶴・
宮津間が開業した後順次工事が進められ、昭和
7年（1932年）8月10日峰豊線の丹後木津・久
美浜間が開業したことで舞鶴・豊岡間が全通し、
宮津線と改称された。

5.2.5　産業・工業

舞鶴市の製造業事業所数は平成18年（2006
年）で265か所であり、卸小売・飲食店数は1,304
か所であるが※56、年々減少傾向にある。舞鶴
市の主要な工場は、造船、ガラス、木材を中心

とした臨海型の重厚長大産業が中心であり、北
近畿では最大の規模であるが、大企業が中心で
あり、中小零細企業は少ない。主要な工業製品
は、窯業（ガラス）、飲料缶、輸送機器（造船）、
木材産業となっている。しかし、近年、ダイワ
ボウマテリアルズ舞鶴工場の火災による工場閉
鎖、倉谷工業団地に進出していた資生堂舞鶴工
場の撤退など、課題が生じている。
•  ユニバーサル造船舞鶴事業所、日立造船舞鶴
事業所（中舞鶴）
海軍工廠の施設を引き継いだ企業
•  平工業団地（東舞鶴・大浦地区）
旧日本海軍の用地が舞鶴市に払い下げらた事
により、造成された工業団地である。現在は日
本有数のガラスメーカー・日本板硝子の主力工
場が操業している。
•  喜多工業団地（西舞鶴）
舞鶴市が舞鶴港（西港）に隣接する木材会社
の跡地を造成した工業団地。日本交通（京都交
通）、精密プラスチック製造のベルテックスが
進出している。
•  倉谷工業団地（西舞鶴）
戦後海軍の払い下げ用地に進出した日之出化
学工業舞鶴工場（現在本社所在地となっている）
の隣接地に舞鶴市が平成2年（1990年）に造成
した工業団地。舞鶴赤十字病院にも隣接してい
る。キリンビバレッジ舞鶴工場、資生堂舞鶴工
業が進出したが、資生堂は撤退し、跡地にケン
コーマヨネーズ・西日本工場が進出した。

5.2.6　公共・公益施設等

市の施設

市の施設は、東舞鶴と西舞鶴間でバランスを
取り、同種施設がそれぞれに立地している。主
要な施設の一覧（表５-２-２）及び位置図（図５-２
-３）を参照。
国・京都府の出先機関その他の公共公益施設

舞鶴市は、北近畿の中核都市として、また、
重要港湾である舞鶴港と関連して、国や京都府
の出先機関が多数立地しているが、国の機関は



国土経済論叢 ●市町村合併と都市構造の課題（その５）

大半が西舞鶴に立地している。また、大型総合
病院が4つも存在するが、これは、東舞鶴にあ

る3病院が、旧海軍関係の病院に沿革を有する
からである（独立行政法人国立病院機構舞鶴医
療センターは舞鶴鎮守府海軍病院（海軍軍人用
の病院）が戦後国立病院となったもの、舞鶴市
民病院は舞鶴海仁会病院（海軍下士官用の病院）
が戦後舞鶴市民病院となったもの、舞鶴共済病
院は、舞鶴海軍共済組合病院（海軍工廠工員及
び家族用の病院）が戦後国家公務員共済組合連
合会の経営となったものである。なお、舞鶴赤
十字病院は西舞鶴地区に総合病院がないため戦
後誘致したもの）。
• 西舞鶴に立地している主要な機関

京都地方裁判所舞鶴支部、京都家庭裁判所舞鶴支

部、舞鶴簡易裁判所、京都地方検察庁舞鶴支部、

京都地方法務局舞鶴支局、京都刑務所舞鶴拘置支

所、大阪入国管理局舞鶴港出張所、大阪税関舞鶴

税関支署、舞鶴海洋気象台、国土交通省近畿地方

整備局舞鶴港湾事務所、近畿運輸局京都運輸支局

舞鶴庁舎、海上保安庁第八管区海上保安本部、国

土交通省近畿運輸局京都運輸支局、農林水産省神

戸植物防疫所大阪支所舞鶴出張所、舞鶴税務署、

厚生労働省 舞鶴社会保険事務所

京都府中丹広域振興局／健康福祉部・中丹東保健

所／旅券窓口、舞鶴警察署（旧舞鶴西警察署）

朝日新聞舞鶴支局、毎日新聞舞鶴支局

日本政策金融公庫舞鶴支店、京都銀行西舞鶴支店、

福井銀行舞鶴支店、福邦銀行舞鶴支店、京都北都信

用金庫舞鶴中央支店、京都信用保証協会舞鶴支所

舞鶴赤十字病院

京都府立西舞鶴高等学校、私立日星高等学校、近

畿職業能力開発大学校附属京都職業能力開発短期

大学校

• 東舞鶴に立地している主要な機関
（新舞鶴）

財務省近畿財務局舞鶴出張所

京都府中丹広域振興局／企画総務部／農林商工部

産経新聞舞鶴支局、京都新聞社舞鶴支局

京都銀行東舞鶴支店、福邦銀行東舞鶴支店、京都

北都信用金庫東舞鶴中央支店、京滋信用組合本店

営業部舞鶴出張所、京都北都信用金庫南浜出張所

～1960年代

１． 国立舞鶴病院（現舞鶴医療センター）開院（1945）
２． 市立舞鶴市民病院開院（1947）
３． 新市庁舎完成（1963）
４． 市営プール完成（1966）
５． 市民会館完成（1967）
1970年代
６． 市体育館（現東体育館）完成（1974）
 ・郷土資料館開館（1975：市役所横に）
７． メディカルセンター完成（1976）
８． 中央公民館（現中総合会館場所、同施設内）設置（1976）
９． 市野球場開設（1976）
10． 勤労者福祉センター開館（1979）
11． 府立こども療育センター開設（1979）
1980年代

12． 老人福祉センター「文庫山学園」開設（1980）
13． 京都職業訓練短期大学校開校（1981）
14． グリーンスポーツセンター開設（1981）
15． 身体障害者福祉センター開設（1982）
16． 総合文化会館落成（1983）
17． 舞鶴西総合会館完成（1986）
18． 文化公園体育館完成（1986）
19． 舞鶴引揚記念館開館（1988）
20． 新東図書館開館（1989）
1990年代

21． 新社会福祉会館（現障害者総合支援センター）完成（1990）
22． 文化公園プールオープン（1990）
23． 新西図書館開館（1990）
24． しおじプラザ（海浜公園）完成（1993）
25． 赤れんが博物館オープン（1993）
26． 市政記念館開館（1994）
27．郷土資料館を改修後の市民会館に移設（1994） 
28． 五老スカイタワー完成（1995）
29． 陶芸館オープン（1996）
30． 商工観光センターオープン（1998）
2000年代

31． 中総合会館オープン（2001）
32． 保険センター中総合会館内にオープン（2001）
 ・中央公民館中総合会館内にオープン（2001）
33． 女性センター中総合会館内にオープン（2001）
34． 子育て支援基幹センター中総合会館内にオープン（2001）
35． 子ども総合相談センター市役所内に開設（2003）
36． 農業公園「舞鶴ふるるファーム」開園（2006）
37． まいづる知恵蔵オープン（2007）

表５-２-２　舞鶴市主要公共施設の整備状況



図５-２-3　舞鶴市主要公共施設 位置図
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図５-３-２　人口の推移 1950（昭和25）年=100

表５-３-１　舞鶴市人口の推移

単位 市全体 東地区 中地区 西地区 加佐地区

（昭和 ）年 人

（昭和 ）年 人

（昭和 ）年 人

（昭和 ）年 人

（昭和 ）年 人

（昭和 ）年 人

（昭和 ）年 人

（昭和 ）年 人

（昭和 ）年 人

（昭和 ）年 人

（平成 ）年 人

（平成 ）年 人

（平成 ）年 人

（平成 ）年 人

資料：国勢調査

図５-３-３　人口の推移
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独立行政法人国立病院機構舞鶴医療センター、舞

鶴市民病院、舞鶴共済病院

舞鶴工業高等専門学校（舞鶴高専）（大浦地区）、

京都府立東舞鶴高等学校

（中舞鶴）

海上自衛隊舞鶴地方総監部、防衛省近畿中部防衛

局舞鶴防衛事務所、海上保安学校

京都大学水産実験所

舞鶴市における人口、商業等の各種経済指

標の動向をみてみたい。東京大学金本研究室
のホームページの都市雇用圏（UEA（Urban 
Employment Area））地図の中に、舞鶴都市雇
用圏（舞鶴市及び福井県高浜町）があげられて
いるが、各種経済指標からみるとジリ貧傾向に
あるのがうかがえる。本項における図表作成、
分析について、今回も㈱プラネットフォーまち
づくり推進機構代表取締役の佐藤利明氏にご協
力いただいた。なお、本項においては、東地区
に大浦地区も含めている。5. 3  舞鶴市における各種経済指標の動向



表５-３-４　昼間人口等の推移

夜間人口 流出入人口 昼間人口 昼間人口比率
（常住人口） （流入 ） （流出 ） 差引増減 （ ） （％）

（昭和 ）年
（昭和 ）年
（昭和 ）年
（昭和 ）年
（昭和 ）年
（昭和 ）年
（平成 ）年
（平成 ）年
（平成 ）年
（平成 ）年

資料：国勢調査

図５-３-４-２　昼間人口流入元 図５-３-４-３　昼間人口流出先
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5.3.1　人口

5.3.1.1　舞鶴市人口の推移

国勢調査によると、市全体では昭和30年
（1955年）の10万2,600人をピークにその後減少
傾向にある。なお、市の推計人口では、昭和
34年の10万3,137人が最大である。全体の人口
減少は、大幅な社会減が自然増を上回るため
であり、昭和45年（1970年）に9万6,000人を切
るまでに減少したが、その後、社会減が落ち着
いたことにより、若干増加し、昭和60年（1985
年）には9万8,700人をわずかに超えた。しかし、
平成2年（1900年）には再び減少に転じ、その
後は、大きく減少している。
人口の推移（昭和25年（1950年）人口=100と
した増減）を地区別に見ると、東地区は昭和60
年（1985年）までほぼ一定の人口規模で推移し

たが、その後も平成2年（1990年）頃から減少
傾向にある。中地区は昭和30年（1955年）まで
は増加したが、昭和40年（1965年）以降は減少
傾向にあり、特に平成2年（1990年）以降大き
く減少している。西地区は、昭和35年（1960年）
以降若干減少したが、その後持ち直し昭和60
年（1985年）以降は一定の人口を維持している。
加佐地区は、1965年以降大幅な減少傾向にあ
り、歯止めが掛かっていない。
5.3.1.2　昼間人口等の推移

昼間人口比率（昼間人口÷夜間人口）は、昭和
45年（1970年）頃にピークとなり、その後、減少
し、平成2年以降は、夜間人口が昼間人口を上
回っている。舞鶴市から各市町村への流出入人
口を見ると、流出は福知山市、綾部市の順に多く、
流入は綾部市、高浜町の順に多くなっている。



表５-３-５　舞鶴市地区別人口の推移

昭和 年 平成 年 平 －昭 昭 →平
伸び率

東大浦

西大浦

朝来

志楽

与保呂

倉梯

祖母谷

新舞鶴

中舞鶴

旧舞鶴

余内

四所

高野

中筋

池内

岡田上

岡田中

岡田下

八雲

神崎

合計

〔出典〕舞鶴市統計書 ( 住民基本台帳 )

図５-３-６

図５-３-７　東地区・地区別人口の推移

資料：国勢調査
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5.3.1.3　地区別人口等の推移

（1）人口動態概要

平成12年の人口動態は、自然増減が85人増
に対して、社会増減が319人減となっており、
転出数が転入数を上回っている。
市内の人口の推移を見ると、中心市街地が位



図５-３-10　西地区・地区別人口の推移

 図５-３-11 西地区・地区別人口の推移
  1950（昭和25）年＝100

図５-３-９　中地区・地区別人口の推移

資料：国勢調査

 図５-３-８ 東地区・地区別人口の推移
  1950（昭和25）年＝100
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置する旧舞鶴、新舞鶴、倉梯をはじめ多くの地
区で減少している一方で、郊外の志楽地区や中
筋地区で大きく増加している。中心市街地での
空洞化、郊外への人口の拡散が起こっている。
（2）東地区

東地区の中では、朝来は昭和55年（1980年）頃
まで人口が大幅に増加し、その後横這い状態にあ
る。また、倉梯は昭和50年（1975年頃）まで、与
保呂は昭和60年（1985年）頃まで人口が増加し、
その後減少傾向にある。一方、新舞鶴、西大浦、
東大浦は、昭和30年（1955年）以降大きく減少し
ている。旧市街地の新舞鶴の空洞化、郊外への人
口流出、周辺農村地域の過疎化が進行している。
（3）中地区・西地区

中地区では、余部下は横這い状態であり、余
部上は、大きく減少している。西地区では、中
筋、余内が大きく増加している一方、旧舞鶴は
大きく減少している。旧市街地から郊外への人
口流出が見られるとともに、周辺農村地域にお
ける過疎化傾向が見られる。

5.3.2　世帯数の推移

市全体、東地区、西地区とも、世帯数は大き



図５-３-14　舞鶴市事業所数（民営）の推移

資料：国勢調査

図５-３-12　舞鶴市世帯数の推移

資料：国勢調査

 図５-３-13 舞鶴市世帯数の推移
  1950（昭和25）年＝100 図５-３-15　舞鶴市商店数（卸売業を含む）

資料：国勢調査
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く増加している。中地区は、若干の増加、加佐
地区は、減少傾向にある。

5.3.3　事業所数の推移

市全体の事業所数は、昭和56年（1981年）ま
で増加傾向にあったが、その後、減少している。
昭和56年以降把握されている地区別の事業所
数は、東地区、西地区にほとんど集中しており、
東地区が若干西地区を上回り、両地区とも減少
傾向にある。

5.3.4　商業

5.3.4.1　商店数（卸売業を含む）の推移

市全体の卸売業を含む商店数は、昭和60年
（1985年）以降急速に減少している。地区別には、
東・西地区に集中しており、両地区ともほぼ同
数であり、経年変化では減少傾向にある。中地
区、加佐地区とも商店数は少なく、両地区とも
減少傾向にある。
5.3.4.2　商店数（小売業）の推移

小売業の商店数は、昭和57年（1982年）まで



表５-３-17　舞鶴市大型商業施設出店状況

名　称
店舗面積
（㎡）

出店年月 所在地 摘要

１ 舞鶴 バザールタウン 伊佐津

２
さとう舞鶴
ショッピングプラザ

引土

３
ミフネホームセンター
（ ミフネ）

溝尻

４ 家具の田中（田中家具） 公文名

５ ベストワン舞鶴店 溝尻

６ 舞鶴とれとれセンター 下福井

７ エール東舞鶴店 浜 退・移転

７
らぽーる
（エール東舞鶴店） 増床

南浜町

８ 満ボルト舞鶴店 倉谷

９ ファミリー舞鶴店
増床

森

三ツ丸ストアー
西舞鶴店

南田辺 退店

旬工房
ベルマートいいだ

安岡

フクヤ白鳥店
増床

森

〔注〕店舗面積 1,000 ㎡以上の大型商業施設を掲載

図５-３-19　舞鶴市年間販売額（卸売業を含む）の推移

資料：国勢調査

図５-３-16　舞鶴市商店（小売業）の推移

資料：国勢調査
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増加傾向にあったが、その後、大きく減少して
いる。
大型店舗の進出

大規模小売店法が施行された昭和49年（1974
年）3月の時点で、東・西商店街の中心に第１
種大規模小売店舗（店舗面積1,500㎡以上）の
総合スーパー "エール"２店があった。その後、
専門店（家具）１店〔昭和51年（1976年）〕、総合
スーパー１店〔昭和52年（1977年）〕、専門店（家
具）１店〔昭和54年（1979年）〕が増加した。
昭和52年に市内引土（西舞鶴）に出店した"さ
とう舞鶴ショッピングプラザ"は店舗面積の大
きさ、総合スーパーとしての取扱商品の多様さ
で地元商店街に大きな衝撃を与えた。東地区の
商店街では、特に八島商店街が従来舞鶴市内で
最も多い歩行者通行量を維持していたが、大幅
な売上高の減少をみている。大型店の出現で最
も影響を受ける西地区真名井商店街では、昭和
52年（1977年）にアーケードの建設、カラー舗
装に取りかかり、サンモール・マナイとして装
い新たな商店街として集客を図った。
舞鶴市内の大規模店舗の出店状況及び位置につ
いては、表5-3-17及び図5-3-18を参照されたい。
5.3.4.3　年間販売額（卸売業を含む）の推移

年間販売額（卸売を含む）は、市全体では、
平成9年（1997年）まで大きく増加してきたが、
平成14年（2002年）以降大きく減少している。

商店数ではほぼ同数であった東・西地区も、販
売額では、西地区が東地区のほぼ倍の売上を上
げている。中地区、加佐地区の販売額は、東・
西地区に比べると非常に少ない。
5.3.4.4　年間販売額（小売業）の推移

小売業の年間販売額は、卸売業を含む場合と
同様、市全体では、平成9年（1997年）まで大
きく増加してきたが、平成14年（2002年）以降
大きく減少している。



図５-３-18　舞鶴市大型商業施設 位置図
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図５-３-21　舞鶴市産業別人口構成割合

資料：国勢調査
昭和35年（1960年）以前は加佐町を含まない

図５-３-22　（参考）産業別就業者割合（全国）

資料：国勢調査

図５-３-23　舞鶴市主要駅乗降客数

資料：JR西日本福知山支社・金沢支社

図５-３-20　舞鶴市小売業年間販売額

資料：国勢調査
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5.3.5　産業別就業者割合

自衛隊の基地の町でもあり、全国に比し第三

次産業の割合が若干高くなっている。

5.3.6　主要駅乗降客数

戦後、昭和20年（1945年）から昭和33年（1958
年）まで舞鶴港がシベリア等からの引揚げ港と
して活動していた頃は、全国から引揚者家族な
どが集まってきていたが、その後は、利用客も
年々減少している。舞鶴には、通学客を集める
高校などの教育機関が少ないことも影響してい
ると思われる。

舞鶴市におけるDID地区の動向をまとめ
たのが表5-4-1である。DID地区1が東舞鶴、
DID地区2が西舞鶴、DID地区3が中舞鶴であ
り、DID地区3は昭和45年の調査から地区1に
吸収されている。昭和35年（1960年）、昭和60
年（1985年）及び平成12年（2000年）における
DIDの区域を地図に表したものが図5-4-2であ
る。平野部から谷筋へと拡大していった状況が
分かる。

5.4.1　市内全域

舞鶴市全体における、DID人口及びDID面積
を指数化して表したのが図5-4-3である。また、
DID地区内の人口密度を表したのが図5-4-4で
ある。昭和40年（1965年）と平成12年（2000年）
とを比較すると、面積は2.017倍に増加してい

5. 4　舞鶴市におけるDID地区の動向



表５-４-１　舞鶴市におけるDID地区の動向

単位 出所
昭和 年 昭和 年 昭和 年 昭和 年 昭和 年 昭和 年 平成 年 平成 年 平成 年

市全体 人口 人 統計書

人口集中
地区全体 人口集中地区

人口（人）国勢調査

面積（㎢） 同上

人口密度 ㎡当り 同上

全域に占める人口集中
地区の割合 ％

人口 同上

面積 同上

地区
人口集中地区

人口（人） 同上

面積（㎢） 同上

人口密度 ㎡当り 同上

全域に占める人口集中
地区の割合 ％

人口 同上

面積 同上

地区
人口集中地区

人口（人） 同上

面積（㎢） 同上

人口密度 ㎡当り 同上

全域に占める人口集中
地区の割合 ％

人口 同上

面積 同上

地区
人口集中地区

人口（人） 同上 ※地区 に吸収

面積（㎢） 同上

人口密度 ㎡当り 同上

全域に占める人口集中
地区の割合 ％

人口 同上

面積 同上

資料：国勢調査　面積の割合は平成 年の面積　 ㎢を基準としている。　※地区 は昭和 年の

図５-４-３  DID地区人口と面積の推移（舞鶴市）

図５-４-４  DID人口及び人口密度（舞鶴市全体）

国土経済論叢 ●市町村合併と都市構造の課題（その５）

るにもかかわらず、人口は1.202倍しか伸びて
いない。DID面積は、昭和55年（1980年）まで
大きく増加しているが、その後はほぼ横ばい状
態である。DID人口は、昭和50年（1975年）ま
でほぼ横ばいであったが、昭和55年に増加し、
その後は横ばい状態にある。DID人口密度、昭
和55年まで大きく減少しているが、その後は
横ばい状態にある。それ程人口が増えていない
にもかかわらず、住宅地が郊外へと広がって

いった状況が読み取れる。また、昭和60年（1985
年）以降、舞鶴の市勢が停滞していることが推
測される。

5.4.2　東西比較

DID地区3（中舞鶴）が地区1に吸収され、地
区1が東舞鶴地区となった昭和45年（1970年）



図５-４-２　舞鶴市DID区域の変遷

平成12年（2000年）
資料：国勢調査

昭和35年（1960年）

昭和60年（1985年）
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図５-４-５  都市計画区域・市街化区域の面積比較 図５-４-６  都市計画区域・市街化区域の人口密度
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以降で比較すると、人口・面積とも地区1が地
区2を上回っているが、市域全体に占める割合
は、地区2（西舞鶴）が大きくなってきている。
東舞鶴における開発可能用地が限界にきている
ことがうかがえる。

5.4.3　他都市との比較

都市計画区域の市域面積に占める割合は、富

士市、福山市と同程度であるが、市街化区域の
対都市計画面積比率は8％と他都市と比較して
極めて少ない。舞鶴市における山地の割合が多
いことが影響している。また、市街化区域の人
口密度は、他都市と同程度であるが、都市計画
区域の人口密度は、極めて少ない。図5-4-5、
図5-4-6を参照。
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（注）
※1  加佐郡のうち、由良村が昭和31年（1956年）9月

20日に宮津市へ、大江町が平成18年（2006年）1
月1日に福知山市へそれぞれ編入された以外はす
べて舞鶴市の区域となっている。なお、大江町
の福知山市編入により郡内の町村がなくなった
ので、加佐郡は消滅している。

※2  明治維新までの舞鶴の歴史については、次の文
献を参照されたい。
「舞鶴のあゆみ－ふるさとの歴史を語る文化財
－」（昭和63年6月25日発行・舞鶴市郷土資料館
編集）
「舞鶴市史・通史編上」（平成5年3月20日発行・
舞鶴市史編さん委員会）

※3  舞鶴市史・通史編中（昭和53年10月25日発行・
舞鶴市史編さん委員会）p23 ～ p25
なお、改名案として「笠水」（西舞鶴の公

く も ん な

文名に
ある神社の名）もあったが、常陸国笠間藩（8万石）
の領主が同名の牧野家であったため、笠間の牧
野家と笠水の牧野家では混同されるおそれがあ
るということで、格の低い丹後の牧野家が辞退
させられ、「舞鶴」が採用されたという（「舞鶴市
史・通史編中」p24）。

※4  「舞鶴」が明治2年にできた新しい地名であること
から、例えば「舞鶴湾」などの地名もそれ以後の
命名のはずである。ちなみに、舞鶴湾の以前に
おける名称を探したところ、「白糸湾」という名
称があることが分かったが、現在の舞鶴湾全体
を指すのか、あるいは舞鶴東港の海域のみを指
すのかどうかは筆者の不勉強により不明のまま
残った。「白糸」の地名としては、新舞鶴の浜地
区に、軍港ができる以前にあった三社を合祀し
た「白糸浜神社」がある。また、新舞鶴に市立「白
糸中学校」がある。江戸期の古地図では、由良浦、
博
ばくち

奕岬、瀬崎浦などの記載があるが、現在の舞
鶴湾に相当する地名の記載はない。湾内には、「田
辺湊」「大

おおば

波湊」の記載があるのみである（参照：
舞鶴市史・通史編上（平成5年・舞鶴市史編さん
委員会）p1016 ～ p1017）。

※5  フリー百科事典『ウィキペディア（Wikipedia）』
「丹後田辺藩」「舞鶴県」「豊岡県」

※6  横須賀鎮守府の前身は明治9年（1876年）に仮設
された東海鎮守府（横浜）である。当時は日本海
面を東海と西海の2海面に分け、それぞれに鎮守
府を設置することになっていたが、西海鎮守府
（長崎に置かれる予定であった）は設置されなかっ
た。明治17年（1884年）、東海鎮守府は横須賀に

移転し、横須賀鎮守府となっている。
※7  伊藤博文「鎮守府配置ノ理由及目的」（明治22年）。

参照：舞鶴市史・通史編中（昭和53年・舞鶴市
史編さん委員会）p395。

※8  舞鶴市史・通史編上（平成5年・舞鶴市史編さん
委員会）p4 ～ p5、フリー百科事典『ウィキペディ
ア（Wikipedia）』「舞鶴湾」

※9  舞鶴市史・通史編中（昭和53年・舞鶴市史編さ
ん委員会）p396

※10  現在の北吸は、新舞鶴町となった旧倉梯村に
所在しているが、もともとの位置は現在地よ
り西側の三宅谷と呼ばれる地にあり、「和名抄」
によると余部郷に含まれていたようである。旧
地が海軍の軍用地として45戸全戸が買い上げ
となり、倉梯村浜などに村名とともに移転し
たものとのことである。（参照：ホームページ
『丹後の地名』「北吸」 http://www.geocities.jp/
k_saito_site/doc/tango/kitasui.html ）

※11  舞鶴市史・通史編中（昭和53年・舞鶴市史編
さん委員会）p592 ～ p637

※12  舞鶴市史・通史編中（昭和53年・舞鶴市史編
さん委員会）p594

※13  呉鎮守府開設に伴う新市街地建設に対する国
庫補助は皆無、佐世保鎮守府については7,000
円余が支給されたに過ぎず、道路開削（新設）、
河川改修はすべて県費と地元町村の負担とさ
れていた（参照：舞鶴市史・通史編中（昭和53
年・舞鶴市史編さん委員会）p627）。舞鶴の場
合、京都府の財政が明治29年（1896年）及び翌
年の二度にわたる大水害により困難になって
いる等の事情を陳情するなどして内務省から
の補助金が認められたようである（舞鶴市史・
通史編中（昭和53年・舞鶴市史編さん委員会）
p622 ～ p627）。

※14  「潰地」とは、道路、河川などの公共施設に供
されている土地で、公共用地としての土地使
用の権原（所有権その他の使用権）が公共施設
管理者によって取得されていない土地をいう。
通常は、戦時中又は戦後の混乱期に土地の測
量等が不十分のまま道路等の新設・拡張工事
等が行われてしまったために生じたもの（特に
沖縄県において多くみられる）であるが、舞鶴
の場合は、道路の予定地として計画され、線
引きされた区域の土地を、本来買収すべきに
もかかわらず、「お国のため」と称して、強制
的に土地所有者に寄付させたものである。
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※15  舞鶴市史・通史編中（昭和53年・舞鶴市史編
さん委員会）p627

※16  舞鶴市史・通史編中（昭和53年・舞鶴市史編
さん委員会）p646 ～ p647

※17  舞鶴市史・通史編中（昭和53年・舞鶴市史編
さん委員会）p651 ～ p662

※18  明治35年（1902年）当時、兵庫県下には、「余
部村」という次の3村が存在した。

・ 兵庫県揖保郡余
あまるべ

部村（現在、姫路市余
よ べ

部区。）
・ 兵庫県飾

しかま

磨郡余
よ べ

部村（現在、姫路市青山、川西、
飾西、打越、白鳥台などの区域に相当。JR姫
新線余

よ べ

部駅がある。）
・ 兵庫県城崎郡余

あまるべ

部村（現在、美方郡香美町香住
区（旧城崎郡香住町）。JR山陰本線鎧

よろい

駅・餘部
駅間にある余

あまるべ

部鉄橋（餘部鉄橋とも記載される
ことがある）が有名。「餘部」駅の表記は姫新線
の余部駅との区別のためとされる。）

※19  舞鶴市史・通史編下（昭和57年・舞鶴市史編
さん委員会）p438 ～ p444

※20  郡役所は、郡制が実施されていた時代に設置
されていたものである。明治11年（1878年）
の郡区町村編制法により、郡を行政単位とし
て認め、郡役所と郡長（官選）が置かれた。ま
た、議決機関として郡会と郡参事会があった。
郡は内務大臣・府県知事の監督下にあり、郡
長は国・府県の出先機関として町村の戸長（明
治22年の町村制施行前における江戸時代から
の集落としての町村の長）を通じて中央の行政
命令を下達する機関に過ぎなかったとされる。
大正10年（1921年）郡制廃止が決定、郡会は大
正12年（1923年）に、郡役所と郡長は大正15
年（1926年）に廃止となっている。以後、郡は
単なる地理的名称となった。参照：フリー百
科事典『ウィキペディア（Wikipedia）』「郡制」

※21  舞鶴市史・通史編下（昭和57年・舞鶴市史編
さん委員会）p460 ～ p494

※22  舞鶴市史・通史編下（昭和57年・舞鶴市史編
さん委員会）p494 ～ p503

※23  舞鶴市史・通史編下（昭和57年・舞鶴市史編
さん委員会）p504 ～ p510

※24  舞鶴市史・通史編下（昭和57年・舞鶴市史編
さん委員会）p510 ～ p532

※25  舞鶴市史・通史編下（昭和57年・舞鶴市史編
さん委員会）p532 ～ p557

※26  舞鶴に鎮守府を設置すると決定されたのは、
明治22年（1889年）の鎮守府条例であり、こ
の時点では、具体の設置場所までは特定され

ていない。軍港の立地に適しており、寒村で
一から軍港都を建設しやすいからという理由
で現在の東舞鶴の地が選定されたのはその後
のことである。「田辺」が「舞鶴」という地名に
変わってから20年程しか経っておらず、当時
の地元民の感覚では、現在の東舞鶴が「舞鶴」
であるとは思っていなかったはずである。舞
鶴湾という名称がいつ頃から用いられるよう
になったのか、残念ながら未熟な筆者には不
明のまま残ってしまったが、明治の初期の段
階で舞鶴湾という名称が一般化しており、鎮
守府を舞鶴湾内のどこかに置くという趣旨で
あったとするならば、鎮守府を現在の東舞鶴
に設置したことも理解し得ないでもない。し
かし、上記理由で、当時は「舞鶴」ではない現
在の東舞鶴に鎮守府が設置されることになっ
た。軍人の発想からすると「舞鶴鎮守府」が設
置された場所が「舞鶴」でなければならず、そ
れに合わせた地名に変更することにしたので
あろうか。「新舞鶴」という町名を作り、軍港
の拡張に伴い、市町村合併により「舞鶴」の地
名を強制的に拡大していったのではないかと
も思われる。こうした事例は横須賀など他の
軍港都でも見られるところであり（例えば、逗
子町（現逗子市）が横須賀市と強制的に合併さ
せられている）、あるいは、軍港拡張の予算要
求で、「舞鶴」という地名でない土地の買収予
算が取りづらかったという事情があったので
はないかと勘ぐってしまうところでもある。

※27  明治30年（1897年）制定の舞鶴軍港規則によ
り、舞鶴湾全域が軍港の海面として指定され
たが、舞鶴商港海面が指定されていた第三区
においては、「航路ノ妨トナラサル限リハ艦船
自由ニ碇泊スルコトヲ得」とされており、商
業港として活動できた。参照：舞鶴市史・通
史編中（昭和53年・舞鶴市史編さん委員会）」
p460 ～ p464

※28  舞鶴市史・通史編下（昭和57年・舞鶴市史編
さん委員会）p558 ～ p560

※29  当時の舞鶴市長水島彦一郎氏（元衆議院議員）
の市会への合併議案の提案説明にその無念さ
がにじみ出ている。参照：舞鶴市史・通史編
下（昭和57年・舞鶴市史編さん委員会）p563

「……此ハ軍部ノ強イ要望ニヨリ国防ノ完璧ヲ期
スル為国策ニ順応シテ合併セントスルモノデア
リマシテ……何卒此苦衷ヲ御諒察ノ上御決定ヲ
御願ヒ致ス次第デアリマス……」
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※30  合併交渉に当り、舞鶴市（西舞鶴）からは、市
役所を舞鶴市（西舞鶴）に置くこと、由良川
筋北部6か村（岡田上村、岡田中村、岡田下
村、八雲村、神崎村及び由良村）を同時に合併
させることなどを要望しているが、市役所の
位置は旧舞鶴市の意向を受け中舞鶴にするこ
と、由良川筋北部6か村合併については府の意
向などもあり合併条件にしないこととされた。
軍部の強い要請を受け、合併が先にありきで、
交渉事ではなかったことがこれからもうかが
える。舞鶴市史・通史編下（昭和57年・舞鶴
市史編さん委員会）p561 ～ p562

※31  舞鶴市史・通史編下（昭和57年・舞鶴市史編
さん委員会）p557 ～ p603

※32  舞鶴市史によると、昭和23年の地方自治法の
一部を改正する法律（昭和23年法律第179号）
附則第2条の規定により旧町村の分離問題が発
生したのは、徳山、高岡、呉、横須賀、鈴鹿、
松山の各市であるとされている。参考：舞鶴
市史・現代編（昭和63年9月1日・舞鶴市史編
さん委員会）p767
なお、相模原町（昭和16年（1941年）上溝町、座
間町など2町6村が合併して成立。現相模原市）
から座間町（現座間市）が昭和23年（1948年）9
月1日に分立した例があるが、同法の施行が同年
8月1日であるので、同法の規定による手続きを
経た分立ではないと思われる。
・ 徳山市（現周南市）の例は、昭和19年（1943年）
に徳山市など1市3町4村が合併し新しい徳山
市が成立したが、この時合併した富田町及び福
川町が昭和24年に分立している。徳山市には、
海軍燃料廠が置かれていた（戦艦大和の沖縄特
攻作戦の際の本土最後の燃料補給基地）。なお、
富田町及び福川町は、南陽町を経て新南陽市に
なり、平成15年（2003年）に徳山市などと合併
し周南市となっている。
・ 高岡市の例は、昭和17年（1942年）に高岡市に
編入された新湊町が、昭和26年に新湊町と牧
野村（昭和15年に新湊町に編入されていた）に
分けられ分立した。牧野村は3ヶ月後に高岡市
に再編入されている。新湊町は同年3月15日市
制施行し新湊市になり、平成17年近隣の3町1
村と合併し射

いみず

水市となった。なお、旧牧野村の
区域は、高岡市の他の区域と庄川で隔てられて
おり、市内の他地域への直接の道路がなく一旦
射水市に出る必要があるほか、警察署の管轄、
火葬場の利用など射水市の生活圏にある（参照：

フリー百科事典『ウィキペディア（Wikipedia）』
「牧野村（富山県）」）とのことであり、分立直後
に高岡市へ再編入されていることから、新湊町
の分立を認めるに当たっての条件となったもの
と思われる。
・ 呉市の場合、昭和16年（1941年）に仁方町及び
広村を編入しているが、舞鶴同様、住民投票の
結果に反し県会で否決された例とされる（舞鶴
市史・現代編（昭和63年・舞鶴市史編さん委員
会）p758）。なお、対象町村など詳細は不詳。
呉市には呉鎮守府が設置されていた。
・ 横須賀市の例は、昭和18年（1943年）に横須賀
市に編入された5町1村のうち、逗子町が昭和
25年（1950年）に分立している。逗子町は、昭
和29年（1954年）4月15日に単独で市制を施行
し、逗子市になっている。横須賀市には横須賀
鎮守府が設置されていた。
・ 鈴鹿市の場合、昭和17年（1942年）12月1日に
鈴鹿郡及び河芸郡の2町12村が合併して鈴鹿市
が誕生しているが、分立した町村はなく、詳細
は不詳。なお、鈴鹿には海軍工廠が設置されて
いた。
・ 松山市の場合、昭和15年（1940年）に三津浜町
など1町6村を、昭和19年（1944年）に道後湯
之町など1町2村を編入しているが、舞鶴同様、
住民投票の結果に反し県会で否決された例とさ
れる（舞鶴市史・現代編（昭和63年・舞鶴市史
編さん委員会）p758）。対象町村など詳細は不詳。
なお、松山には歩兵第22連隊が置かれていた
ほか、海軍吉田浜飛行場（現松山空港）があった。

※33  旧軍港市転換法（昭和25年法律第220号）は、
旧軍港市を平和産業港湾都市に転換する事に
よって、平和日本実現の理想達成に寄与する
事を目的として制定された特別都市建設法で
ある。この法律は、昭和25年（1950年）4月11
日国会で可決後、日本国憲法第95条の規定に
よる「特別法」として、同年6月4日、対象と
なる4市においてそれぞれ個別に地方自治法第
261条に基づく住民投票が実施された（同年6
月28日公布・即日施行）。西舞鶴住民は、3月
の東西分離に関する住民投票に引き続き2度目
の住民投票を経験したことになる。参照：フ
リー百科事典『ウィキペディア（Wikipedia）』
「旧軍港市転換法」

※34  舞鶴市史・現代編（昭和63年・舞鶴市史編さ
ん委員会）p739 ～ p781

※35  参照：フリー百科事典『ウィキペディア
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（Wikipedia）』「日本の市町村の廃置分合」
※36  舞鶴市史・現代編（昭和63年・舞鶴市史編さ

ん委員会）p781 ～ p790
※37  昭和30年10月11日に、由良村は舞鶴市への

編入の議決をし、正式に舞鶴市へ申し入れて
いる。しかし、舞鶴市では、この時点の編入
では間に加佐町が入る飛び地編入になること、
まず加佐町に編入した上で舞鶴市と合併すべ
きであるという議論が強く、由良村の編入申
し出は取り下げられている。当時の由良村に
は、舞鶴市との合併は希望するが、加佐町と
の合併はいやだとする空気が強かったようで
ある。舞鶴市史・現代編（昭和63年・舞鶴市
史編さん委員会）

※38  舞鶴市史・現代編（昭和63年・舞鶴市史編さ
ん委員会）p791 ～ p793。舞鶴市史・各説編（昭
和50年・舞鶴市史編さん委員会）p737

※39  舞鶴市史・現代編（昭和63年・舞鶴市史編さ
ん委員会）p790 ～ p808

※40  山岳の標高は「平成20年版舞鶴市統計書」（平
成21年3月・舞鶴市総務部総務課）による。

※41  舞鶴市の地形の特色については、舞鶴市史・
通史編上（平成5年・舞鶴市史編さん委員会）」
p3 ～ p4参照。

※42  舞鶴市史・各説編（昭和50年・舞鶴市史編さ
ん委員会）p713

※43  舞鶴市史・各説編（昭和50年・舞鶴市史編さ
ん委員会）p720

※44  舞鶴市史・各説編（昭和50年・舞鶴市史編さ
ん委員会）p714

※45  舞鶴市史・各説編（昭和50年・舞鶴市史編さ
ん委員会）p722

※46  舞鶴市史・各説編（昭和50年・舞鶴市史編さ
ん委員会）p720

※47  舞鶴市史・各説編（昭和50年・舞鶴市史編さ
ん委員会）p724

※48  舞鶴市史・各説編（昭和50年・舞鶴市史編さ
ん委員会）p728

※49  舞鶴市史・各説編（昭和50年・舞鶴市史編さ
ん委員会）p731、同・通史編下（昭和57年・
舞鶴市史編さん委員会）p766

※50  舞鶴市史・各説編（昭和50年・舞鶴市史編さ
ん委員会）p734

※51  舞鶴市史・各説編（昭和50年・舞鶴市史編さ
ん委員会）p732

※52  舞鶴市史・各説編（昭和50年・舞鶴市史編さ
ん委員会）p732、p738

※53  舞鶴市史・各説編（昭和50年・舞鶴市史編さ
ん委員会）p738

※54  参照：フリー百科事典『ウィキペディア
（Wikipedia）』「国道175号」

※55  参照：フリー百科事典『ウィキペディア
（Wikipedia）』「小浜線」

※56  平成20年版・舞鶴市統計書
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※  年度平均単価については２．２）作成方法を参照。
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１ 建設資材価格推移表の概要

建設資材価格推移表は、弊会、財団法人 経
済調査会が戦後まもない昭和21年9月に発足し
て以来、週刊『物価版』月刊『積算資料』に掲載
された建築資材や建設機械のうち主要な18品
目について、東京・大阪・名古屋など10都市
を対象に調査開始時点から平成20年度までの
平均価格をとりまとめ、資材毎の動向を捉える
ことを目的に作成したものです。
半世紀以上に及ぶこれら建設資材等価格の推
移をみますと、戦後日本の景気循環に代表され
る経済変動と関連していることが窺えます。
図－１～６は、緑化資材、杉正角材、サッシ
関連、カラー鉄板・スレート波板、配管材、建
設機械賃貸・作業料金の積算資料調査月年度平
均単価※の推移を示したグラフです。
このうち建設機械賃貸・作業料金を除いて、
グラフに山と谷が現れていることがわかると
思います。この山と谷は景気循環とほぼ連動
しています。概ねでありますが、山は1965年
度から1970年度にかけて右肩上がりで推移
し、同様に1971年度から1973年度、1986年度
から1991年度に山の傾向が現れています。一
方、谷は1973年度から1975年度、1980年度か
ら1983年度、1985年度から1986年度、1991年
度から1993年度となっています。これを景気
循環に重ねるとつぎのようになります。

1965年度～ 1970年度：いざなぎ景気
1971年度～ 1973年度：列島改造ブーム
1973年度～ 1975年度：第１次オイルショック
1975年度～ 1980年度：景気拡大
1980年度～ 1983年度：第二次オイルショック
1985年度～ 1986年度：円高不況
1986年度～ 1991年度：バブル景気
1991年度～ 1993年度：平成不況（バブル崩壊）
このように建設資材価格は概ね景気に左右さ
れることがわかると思います。
これに対して、建設機械賃貸・作業料金は
1993年度より下落の一途を辿っており、この
状況だけを捉えれば景気に左右されないように
思われますが、実情はもっと厳しいものであり
ました。バブル崩壊後、建設業界全体が規模の
縮小、採算性の悪化を余儀なくされていた状況
の中で、リース業界は中小から大手にいたるま
で客先からの指値に抗しきれず、さらには過当
競争等々から安値受注が一般化してしまったの
が主因です。最近では排出ガス規制強化による
機種入替え、機械メーカー各社の販売価格引上
げから2008年末頃より賃貸料金が引き上げら
れました。景気だけでなく取り巻く環境が価格
を決定する一例です。
建設資材価格は経済、商品、流通、市場等そ
の時の実情が的確に反映されたものです。
建設資材価格推移表は、積算資料60有余年
間の実績と時代の背景を表現しています。

主要建設資材価格の長期時系列データ（建築編）

平成21年9月

～月刊「積算資料」に見る建設資材価格の動向～

経済調査研究所
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表－１　戦後の日本の景気循環一覧
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２ 価格表推移の作成

１）作成手順
当会発行の月刊『積算資料』掲載資材から、
代表的な建設資材18品目・規格を選定しまし
た。選定した資材の一覧表は、４）表－2のと
おりです。
月刊『積算資料』が刊行される以前につきまし
ては、当会刊行物※を収録対象とし、現在の掲
載単位に換算可能な資材や現在の掲載規格に近
似した規格をできるだけ多く収録しました。
『積算資料』の調査価格の条件は、「都市内現
場持込み（運賃・荷卸込み）」を基本とし、「大

口需要者を対象とした通常の個々の取引」にお
ける価格です。（『積算資料』「価格調査と本誌
の見方」平成21年8月号から引用。詳細は、原
文を参照のこと）
但し、年代によっては、価格の調査・掲載条
件が異なる場合があります。例えば、荷渡し条
件で現場渡し、問屋置場渡しなどの変更や、取
引数量で大規模都市は大口価格、その他の都市
は小口価格のみの調査・掲載である場合などで
す。このように調査価格の条件が異なる場合、
接続性が高いと判断できる限りにおいて、可能
な限りより多くのデータを収録する事に努めま
した。
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こうした調査・掲載条件などの違いは、資
材ごとの価格推移表に注記として表示致しま
したが、年度平均値を算出する際には、価格
補正等は一切行なわず、掲載価格のままを採
用しました。
よって、価格推移の厳密な意味での接続性を
必要とする場合には、注意が必要です。
例えば、「杉正角」においては、初期掲載の

１等材から、その後１等並、１等、特１等と規
格が順次変遷しています。また、荷渡し場所も
店頭渡しから、店頭又は置場積込み、現場又は
店先持込み、現場持込みとなっています。これ
らの内容は、すべて価格推移表に明記しており
ます。ご留意のうえご利用ください。

※当会刊行物
経済調査報告書『物価版』
（昭和21年9月22日第1号創刊の週刊）
経済調査報告書『労働経済版』
（昭和23年5月発刊の週刊。昭和27年8月号から月刊）
（昭和29年2月号から、月刊『積算資料』と改題。）
月刊『積算資料』※
昭和29年2月号　～現在に至る
注） 那覇地区の一部資材については、積算資料
に掲載されていないため、旧『積算資料 沖
縄版』を用いた。

２）作成方法
①価格は、『積算資料』調査月の年度平均値
とし、円未満を四捨五入しております。
例： ４月号の場合、原則２月20日～３月
６日の期間で得られた調査価格が掲
載されますので、本集計ではこの価格
を調査月３月値として採用しておりま
す。従いまして価格推移表の「平成20
年度（2008）価格」は、平成20年5月号
から平成21年4月号までの12か月分
の平均値となります。

②単位は、すべて平成21年８月号時点での
『積算資料』掲載単位当たり円表示に換算

したものを採用しております。
③『積算資料』で、Ｐ表示価格（イタリック
表記の暫定値）は、平均値算出に採用して
います。
④価格推移表中の「－」表示は、「流通なし
（－表示）」、「取引実例が確認されない（…
表示）」、「製造・生産なし（☆表示）」など
の理由により、『積算資料』の年度全体を
通じて価格掲載がないことを表しており、
集計に当たりましては⑤のように留意し
ました。
⑤各年度において、掲載開始月が年度途中で
ある場合や、④の理由　により、12か月
分の価格が集まらない場合、年度内に該当
するデータ数による平均値としました。
⑥価格は、すべて「消費税等抜き」で表示し
ております。
⑦価格推移表は、平成20年度（2008年）平均
値までを掲載しております。

なお、対象資材の一部に関する最新の毎調査
月価格につきましては、『積算資料』前文の「主
要資材の価格推移」に掲載しておりますので、
必要に応じてご参照下さい。

３）対象地区
価格推移表の収録対象とした都市は、次の
10都市です。

① 札　幌
② 仙　台
③ 東　京
④ 新　潟
⑤ 名古屋
⑥ 大　阪
⑦ 広　島
⑧ 高　松
⑨ 福　岡
⑩ 那　覇



価格データ集 ●主要建設資材価格の長期時系列データ（建築編）

表－２　『積算資料』価格推移の対象資材一覧表

●お問い合わせ先

①作成方法・表の見方、価格推移全般について
経済調査研究所　調査研究部　第一調査研究室　TEL：03－3543－1462　FAX：03－3543－6516

②掲載価格、調査条件などについて
調査監理部　調査企画室　TEL：03－3543－1471　FAX：03－3543－2182

価格推移表の著作権に関するお願い

この「経済調査研究レビュー」に収録した価格等は、当会が独自に企画・調査・編集したものであり、当会が著作権、そ
の他の無体財産権を保有しています。ご利用になる場合、次に掲げる事項については、あらかじめ当会の許諾が必要となり
ますのでご留意下さい。
１．本データの全部又は一部を、複製・転載・引用・翻案すること（ただし、著作権法第32条①でいう「正当な範囲内」の

引用は可）。
２．本データの全部又は一部を、第三者に公開・開示したり、インターネット，その他のコンピュータ・ネットワークを通

じて組織内の複数のコンピューターで共同利用できるようにすること。
３．本データの全部又は一部を、電子媒体に入力して第三者に販売、譲渡、貸与すること。

４）対象資材
価格推移表の収録対象とした資材は、次の
18品目・規格です。
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